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第 35 回兵庫県理学療法学術大会出張許可のお願いについて 

謹啓 

時下、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素より一般社団法人兵庫県理学療法士会の運営につきまして、格段のご理解を賜り厚

くお礼申し上げます。 

さて、このたび下記の要領にて第 35 回兵庫県理学療法学術大会を会員の知識・技術の

向上を目的に開催する運びとなりました。 

つきましては、貴施設の               氏の学術大会出張について、

格段のご配慮を賜りますよう謹んでお願い申し上げます。 

謹白 

記 

１．日 時：2024 年 9 月 15 日（日） 9:15～18:00 

２．会 場：アクリエひめじ（姫路市文化コンベンションセンター） 

〒670-0836 兵庫県姫路市神屋町 143-2 

TEL：079-263-8082 

３．テーマ：視野を広げる、視座を高める 

～マルチモビディティ時代を見据えて～ 

【問い合わせ先】 

第 35 回兵庫県理学療法学術大会 事務局 

姫路聖マリア病院  

リハビリテーション技術課内 

E-mail: 35hpt.secretariat@gmail.com

mailto:35hpt.secretariat@gmail.com


第 35 回兵庫県理学療法学術大会の開催にあたって 

令和 6（2024）年 9 月 15 日（日）にアクリエひめじ（姫路市文化コンベンションセンタ

ー）にて、第 35 回兵庫県理学療法学術大会を開催いたします。 

兵庫県の主要施策の中に、私たち兵庫県理学療法士会が主体となり取り組むマルチモビ

ディティ患者に対する理学療法士の養成が挙げられています。このマルチモビディティは

「多疾患併存」と訳され、2 つ以上の慢性疾患が併存している状態のことを指します。我が

国の人口動態は高齢化に向かっており、更なる有病者の増加が懸念されます。 

35 回目を迎える本学術大会では、テーマを「視野を広げる、視座を高める～マルチモビ

ディティ時代を見据えて～」と致しました。上述した「マルチモビディティ時代」を見据え

て必要な 2 つの「視る力」に焦点を当てました。一つは「視野を広げる」。一部分に囚われ

るのではなく、全体を見通して別の観点から本質を見出していく視る力です。そしてもう一

つは「視座を高める」。今の自分よりも高い視点から物事を捉えている、他施設や多領域に

精通している先生方からの知見を知ることで、より俯瞰できる領域を広くし、本質を見抜く

ことができる力としていただきたいと考えています。 

ご参加いただける皆様に向けて、特別講演、教育講演、シンポジウム、ハンズオンセミナ

ー、企画演題、研究発表、機器展示、書籍販売、県士会プログラム、事例検討、領域別研修

などを企画しております。多領域に渡る幅広い知見を通じて、学びの楽しさ、そして「視野

を広げる、視座を高める」ことに繋げていきたいと考えています。演題数は県学会史上最大

の 146 演題が集まりました。疑問を解決するための知見を、実践の場で得た学びを、アカ

デミックかつ盛況なディスカッションができることを期待しています。 

学術大会は 1 日間の開催ですが、対面開催でこその魅力ある多彩な企画を準備しました。

対面での臨場感や足を運ぶことでしか経験できない企画を肌で感じてほしいと思います。 

また、今回は県学会で初めてのオンデマンド配信をいたします。当日、学会に足を運べな

い方や、県外で参加が難しい方でも聴講できる機会を用意しました。 

会場のアクリエひめじまでは JR、山陽電鉄の姫路駅より徒歩 10 分です。 

皆様にお会いできることを心よりお待ちしております。 

第 35 回兵庫県理学療法学術大会 

大 会 長 立石 大樹
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第 35 回兵庫県理学療法学術大会後援一覧

 
兵庫県 

姫路市 

一般社団法人兵庫県医師会 

公益社団法人兵庫県看護協会 

一般社団法人兵庫県作業療法士会 

一般社団法人兵庫県言語聴覚士会 

一般社団法人兵庫県介護福祉士会 

一般社団法人兵庫県社会福祉士会 

一般社団法人兵庫県介護支援専門員協会 

一般社団法人兵庫県介護老人保健施設協会 

社会福祉法人兵庫県社会福祉協議会 

 
一般社団法人兵庫県歯科医師会 

公益社団法人兵庫県栄養士会 

一般社団法人兵庫県薬剤師会 

公益社団法人兵庫県放射線技師会 

公益社団法人兵庫県臨床検査技師会 

一般社団法人兵庫県臨床工学技士会 

神戸市リハ職種地域支援協議会  

神戸新聞社 

サンテレビジョン 

朝日新聞神戸総局 

ラジオ関西 

 

 

 
 

ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション 

自己実現支援型デイサービスお結び 

神戸総合医療専門学校 

神戸医療福祉専門学校三田校 

神戸学院大学 

甲南女子大学 

神戸国際大学 

兵庫医科大学 

宝塚医療大学 

株式会社 Steps 

 

 

 

DUPLODEC 株式会社 

株式会社インボディ・ジャパン 

フィンガルリンク株式会社 

酒井医療株式会社 

紀伊國屋書店 

株式会社トーカイ 

ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション 

自己実現支援型デイサービスお結び 

株式会社 Ractiv 

インターリハ株式会社 

ストレッチサロン 3S 

株式会社ケアショップニシキ姫路 

まねき食品株式会社 

就労継続支援 B 型事業所「有機茶房ごえん」 

就労継続支援 B 型事業所「きっちん工房りあん」 

株式会社日本トリム 

(順不同) 

第 35 回兵庫県理学療法学術大会後援一覧 

抄録集用広告・ホームページ用バナー広告協賛一覧 

 

展示出展社一覧 
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１．開催形式 

・本学術大会は、大会当日の「対面」と大会後の「オンデマンド配信」の形式で開催します。 

・参加登録された方は、両方の形式に参加可能ですが、日本理学療法士協会の生涯学習制度に

関する学術大会参加のポイント/点数の付与は、どちらか一方の形式になります。 

・本学術大会で行われる各講座の聴講によるポイント/点数は、「対面」形式のみ付与されます。 

・オンデマンド配信は、10 月 1 日（火）～31 日（木）23：59 を予定しています。 

・視聴方法は、参加登録後メールにてお知らせします。 

 

２．参加登録について 

【事前登録期間】本会では事前登録が必須となります（当日の参加受付はございません）。 

 

◆日本理学療法士協会会員： 

 

2024 年 7 月 1 日（月）～9 月 5 日（木）（現金振込締め切り日） 

2024 年 7 月 1 日（月）～9 月 13 日（金）（クレジットカード決済締め切り日） 

※日本理学療法士協会 HP のマイページ（https://mypage.japanpt.or.jp/mypage/login）から申し

込み手続きをお願い致します（セミナー番号 129088）。 

 

◆マイページを利用できない参加希望者： 

・日本理学療法士協会会員 

・日本理学療法士協会会員外の理学療法士 

・令和 6 年 3 月卒業の理学療法士 

・理学療法養成校在籍の学生 

・他職種（作業療法士・言語聴覚士・医師・看護師・介護支援専門員など） 

 

2024 年 7 月 1 日（月）～9 月 5 日（木）（現金振込のみ締め切り日） 

※2024 年 8 月 25 日（日）までに公式 HP（https://hyogo-pt.or.jp/gakkai/）の専用フォームから

申し込み手続きをお願い致します。 

 

【問合せ先】 

第 35 回兵庫県理学療法学術大会 事務局 

35hpt.secretariat@gmail.com 

 

 

 

参加者へのご案内 
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３. 参加費について 

・日本理学療法士協会 兵庫県理学療法士会 会員 3,000 円 

・令和 6 年 3 月卒業の新卒理学療法士 1,000 円 

※令和 6 年 3 月に理学療法養成校を卒業され兵庫県内に理学療法士として就職した方 

が対象となります。 

※日本理学療法士協会への入会は問いません。 

※令和 6 年 3 月卒業の理学療法士の方は必ず専用のフォームよりお申し込みください。 

誤ってマイページより申し込んだ場合は、返金できませんのでご了承ください。  

※養成校の卒業証書もしくは理学療法士登録済証名証の写真データのアップロードをお願い

致します。 

・日本理学療法士協会 他士会 会員 5,000 円 

・日本理学療法士協会 会員外 10,000 円 

※理学療法士免許を保有される方で日本理学療法士協会会員でない方。 

・学生 無料 

※理学療法士養成校在学者を指します。理学療法士免許を保有される方は、編入学部生・大

学院生 にかかわらず学生の扱いにはなりません。会員でない学生理学療法士の方は、会員

外（理学療法士） となります。 

※学生証の写真データのアップロードをお願い致します。 

・他職種、留学生 6,000 円 

※作業療法士・言語聴覚士・医師・看護師・介護支援専門員など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．キャンセル・返金について 

（1）決済完了後のお取消し、ご返金は理由の如何に関わらずお受けいたしかねます。 

（2）二重振込、誤振込には十分ご注意ください。 

 

５. 受付について 

（1）受付場所：参加者受付・総合案内 1 階「展示場 B・C」 8:30 ~ 17:30 

PC 受付              1 階「展示場 B・C」 8:30 ~ 16:40 

（2）受付方法： 

【日本理学療法士協会会員の方 ※事前登録必須】 

詳細は※を参照ください 参加費 

日本理学療法士協会 兵庫県理学療法士会 3,000 円 

新卒理学療法士 1,000 円 

日本理学療法士協会 他士会 5,000 円 

日本理学療法士協会 会員外 10,000 円 

学生 無料 

他職種、留学生 6,000 円 
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アプリ（事前に日本理学療法士協会メンバーアプリのインストールをお願い致します） を立

ち上げていただき、受付で二次元コードを読み取っていただきます。なお、アプリへのログ

インの際には ID とパスワードが必要となりますので、あらかじめご準備をお願い致します。

ネームプレートとネームホルダーをお渡しします。ネームホルダーは返却不要です。 

学生の方は参加登録の際の返信メールを学生証と共に受付でご提示ください。 

 

６. 会場内でのご注意 

（1）喫煙について：会場内は全面禁煙となっております。 

（2）携帯電話について：館内ではマナーモードか電源をお切りいただき使用はご遠慮ください。                                                                      

（3）昼食について：各会場で飲食可能です。また、展示会場内でお弁当等を販売しますのでご利

用ください（数に限りがございます）。 

（4）ゴミについて：ゴミは各自でお持ち帰りいただき、会場にゴミを放置することがないようお

願い致します。 

（5）撮影および録音について：会場内での撮影および録音は講師の著作権保護や紹介されるケー

スのプライバシー保護のため禁止させていただきます。 

なお、オンデマンド視聴についても同様とさせていただきます。 

 

７. お子様と一緒に参加をご希望される方へ 

本学術大会では、お子様連れでのご参加を歓迎致します （お子様の監督責任は保護者の方にお

願い致します）。 

普段の中々見ることのできない理学療法士としての姿をお子様に見ていただければ幸いです。 

なお、本学術大会は託児所の設置はございませんが、会場 1 階のキッズコーナーをご利用いた

だけます。 

【同伴者の来場参加費は無料】 

同伴者：配偶者やご両親・ベビーシッターなど、お子様のお世話をする方とします。 

お子様単独での参加は不可としますので、必ず参加者付添いでお願い致します。 

同伴者専用やお子様専用のネームプレートとホルダーをご用意しますので、受付にてお声掛け

ください。  

 

８. 駐車場について 

駐車スペースには限りがございます。会場周辺の有料駐車場または公共交通機関のご利 

用をよろしくお願い致します。 

 

９. ハンズオンセミナーについて 

展示会場内で開催されるハンズオンセミナーは事前予約制です（本学術大会の参加登録必須）。

定員に達した場合、予約はできませんが当日立見でご参加いただけます。 

 

10. クールビズのご案内 
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本学術大会ではクールビズを奨励しています。ご参加の際は、ノーネクタイ・軽装でお越しく

ださい。また、学術大会スタッフもクールビズに取り組みますので、ご理解の程、お願い申し

上げます。 

 

生涯学習制度におけるポイントおよび点数取得について 

【履修対象要件】 

本学術大会は、参加・各講座の聴講にて登録理学療法士更新ポイント、認定・専門理学療法士

更新点数、專門理学療法士（新規） の対象となっています。 

※学術大会参加のポイント/点数の付与は、「対面」もしくは「オンデマンド配信」のどちらか

一方の形式になります。 

 

登録理学療法士更新ポイントのカリキュラムコード一覧および認定・専門理学療法士更新点数 

(履修済コードは追加ポイントとして上書きされません) 

項目 カリキュラムコード ポイント/点 

学術大会参加 131 慢性疾患・複合疾患の管理 8 

大会長基調講演 1 プロフェッショナリズム 0.5 

特別講演 37 臨床問題解決のプロセス 1.5 

教育講演 I 79 脳血管障害後遺症 1.5 

教育講演Ⅱ 57 機能と構造、身体機能の低下 1.5 

シンポジウム I （病期別） 41 問題点抽出と目標設定 1 

シンポジウムⅡ (疾患別) 38 理学療法評価 1 

シンポジウムⅢ（教育） 159 スタッフ教育と教育システム 1 

 
登錄理学療法士 

更新 

專門理学療法士 

新規 

認定・專門理学療法士 

更新 

対面 

学術大会参加 〇 〇 〇 

大会長基調講演 〇 × 〇 

特別講演 〇 × 〇 

教育講演 〇 × 〇 

シンポジウム 〇 × 〇 

オンデ

マンド 
学術大会参加 〇 〇 〇 
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【申請方法】 

学術大会当日の会場内で、二次元コードの読み取りを行い申請していただく予定です。 

二次元コードの読み取りは、日本理学療法士協会メンバーアプリを使用します。事前にアプリ

のインストールをお願い致します。 

なお、二次元コードの読み取りは各セッションの最後となります。時間内に読み取りができな 

かった場合は未修得となりますのでご注意ください。 

 

日本理学療法士協会メンバーアプリについて 

https://www.japanpt.or.jp/pt/announcement/newsystem/ 

 

【発表者、座長、講師、査読者の皆様】 

以下に該当する皆様には認定・専門理学療法士更新に関わる点数が付与されます。点数の付与

は事務局で一括して行いますので、個別の申請は必要ありません。 

 

・学会での一般発表： 

4-1）20 点 

・学会での講演講師・シンポジスト： 

4-2）20 点 

 ・学会での演題査読： 

4-4）5 点 

・学会での座長： 

5-2）10 点 
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口述発表について 

1. 演者へのお願い 

（1）参加者受付終了後、午前中のセッションは 9 時までに、午後からのセッションは 12 時まで

に PC 受付にて試写をお済ませください。 

・PC 受付は、4 階講師控室（406・407）前に設置します。 

・事務局で用意する PC の OS は Windows 10 です。 

・アプリケーションソフトは、「Windows PowerPoint 2021」です。 

・データ作成にあたっては、Windows 標準フォント (MS 明朝、MSP 明朝、MS ゴシッ

ク、MSP ゴシック等)をご使用ください。 

・音声及び動画の使用の場合は、パソコン本体をお持ち込みください。 

・HDMI や D-sub15 ピン以外の接続はお受けできません。 

Mini DisplayPort や miniHDMI、microHDMI など上記以外のコネクターについては変換

コネクターをご持参ください。事務局でのご用意はございません。 

・スムーズな進行をするために「発表者ツール」は使用できません。発表原稿が必要な方

は、予めプリントアウトをお持ちください。 

・スライド枚数の制限はございませんが、発表時間内に終了するようにしてください。 

・作成されたファイル名は「演題番号_発表者名(カタカナ)」で保存してください。 

例: O-1_ヒョウゴ ハナコ 

（2）該当セッション開始の 10 分前までに、会場内の次演者席にお越しください。 

（3）口述発表 7 分、質疑応答 3 分です。 

（4）演者や所属などに変更がある場合は、受付の際にお申し出ください。 

 

2. 座長へのお願い 

（1）参加者受付終了後、総合案内の「座長受付」へお立ち寄りください。 

（2）該当セッション開始の 10 分前までに、会場内の次座長席にお越しください。 

（3）予定時間内にすべての演者が議論出来るよう進行をよろしくお願い致します。 

 

3. 参加者へのお願い 

質疑応答の時間を演題ごとに 3 分間用意しております。座長の指示に従って活発に議論を行

ってください。質問の際には、質問者の所属と氏名を告げてから、簡潔に行ってください。 

 

ポスター発表について 

１．演者へのお願い 

（1）参加者受付終了後、ポスター会場の「ポスター受付」にて受付を済ませ、9:40 までにポスタ

ーを所定の場所に貼付してください。 

座長・演者へのご案内 
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・ポスター掲示には、ポスターパネルと画鋲を用意致します。 

・掲示はパネルの縦 160cm×横 90cm の範囲とします。 

・パネル左上に演題番号を大会側で用意致します。その右側に縦 20cm×横 70cm のサイズ

で、演題タイトル・演者名・所属を表記してください。 

（2）ポスターの撤収は 17:00～18:00 に行ってください。 

（3）当該セッション開始の 10 分前までに、ポスターの前にお越しください。 

（4）発表 7 分、質疑応答 3 分としますが、発表終了後も該当セッションが終わるまではポスター

前で待機してください。 

（5）演者や所属などに変更がある場合は、受付の際にお申し出ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 座長へのお願い 

（1）参加者受付終了後、ポスター会場の「ポスター受付」へお立ち寄りください。 

（2）該当セッション開始の 10 分前までに、ポスターの前で待機してください。 

（3）予定時間内にすべての演者が議論出来るよう進行をよろしくお願い致します。 

 

3. 参加者へのお願い 

質疑応答の時間を演題ごとに 3 分間用意しております。座長の指示に従って活発に議論を行

ってください。質問の際には、質問者の所属と氏名を告げてから、簡潔に行ってください。 

 

利益相反の開示について 

発表時に利益相反についての情報開示をお願い致します。口述発表はタイトルの次に、ポスタ

ー発表は最後に開示してください。スライドの内容は、「演題名」「演者名及び所属」「利益

210cm 

20cm 

160cm 

30cm 

 

 

演題内容 

 

演题番号 演題タイトル・演者名・所属 

90cm 

70cm 
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相反開示内容（例：本演題に関連して、筆頭著者に開示すべき利益相反はありません）」を記

載してください。また下記 をご参照ください。 

http://www.japanpt.or.jp/upload/jspt/obj/files/shinsa/coi_slide_sample.pdf 

 

音声入りスライドの作成方法及び登録について 

１．音声入りスライドの作成方法及び作成上の注意点について 

（1）作成はホームページの「音声入りスライド作成要領」をご参照ください。 

（2）パワーポイントのバージョンによって作成要領と異なる場合があります。 

（3）作成されたファイル名は「演題番号_発表者名(カタカナ)」で保存してください。 

例: O-1_ヒョウゴ ハナコ 

（4）動画のフォーマット形式は、必ず「mp4」としてください。 

（5）自身の顔出しはしないようにお願いします。 

（6）収録時間は 7 分以内でお願いします。 

（7）作成終了後は音声が収録されていることを必ず確認しデータの登録をお願いします。 

 

２．音声入りスライドデータの登録（アップロード）について 

（1）ホームページから登録をお願いします。 

（2）修正が必要な場合は、ファイル名を変更せず締め切り日までに随時登録をお願いします。 

（3）登録の締め切りは、2024 年 8 月 31 日（土）です。 

 

３．質疑応答について 

（1）オンデマンド配信中は、随時事務局にて質疑応答の対応をメールで行います。 

（2）演者におかれましては、質問のメールが届きましたら速やかな応答をお願いします。 
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姫路駅からのアクセス 

 

      駐車場の台数には限りがありますので、公共交通機関をご利用ください 

 

①  
②  

③  

④  
⑤  

交通案内 
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会場案内 
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学術大会タイムテーブル
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学術大会タイムテーブル
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大会長基調講演 

 

 

第 1 会場 9：20～9：50 

 

視野を広げる、視座を高める 

～マルチモビディティ時代を見据えて～ 

 

講師：ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション  立石 大樹 

座長：宝塚リハビリテーション病院          中谷 知生 
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大会長基調講演 

 

視野を広げる、視座を高める 
～マルチモビディティ時代を見据えて～ 

 

ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション 

立石
たていし

 大樹
だ い き

 

 

私が理学療法士としての養成校へ入り、キャリアをスタートした時に多くの恩師や先輩

方から臨床に対する知識や考え方、技術を学ぶ機会をいただいた。正常を知り、正常との差

異から因果関係に気付き、原因を追究しながら治療に活かしていくことに論理的な解釈の

難しさと理学療法の世界の広さ、学問の研鑽を積む過程での知的好奇心が得られた。学びは

自身の理学療法評価に活き、疼痛の原因や動作の問題解決などの機能的な改善から、活動・

参加に向けた取り組みなどの糸口となり、理学療法の面白さに気付けた瞬間でもあった。教

えてもらったことや自ら調べて身についた知識が、ひとつの事象に対していくつもの問題

点の仮説を立てることに寄与でき、視野が広がったと考える。 

またそれと同時に、上司や先輩方から症例に向かう「心」を育んでもらえた。症例に対し

て真摯に向き合う姿勢や、言葉掛けの一つにも気付かされることが多かったと考える。症例

の抱える悩みや問題を、「我が事」として問題解決に努める姿勢こそ、尊敬の念を抱いた。

症例の人生の岐路に立ち、人生が変わる瞬間に立ち会い、共に喜びを分かち合えることは理

学療法士として、これ以上ないやりがいを感じる場面の一つではないだろうか。 

世の中の仕事の本質はクライアントのニーズを叶えることにある。置き換えれば、症例の

ニーズを紐解く力や解決にむけて真摯に向き合う価値観を育むことが、社会から求められ

る理学療法士になる第一歩と考える。そして置かれている環境や立場によってもクライア

ントは変化する。臨床に出ると症例をクライアントと捉えるが、管理する立場になるとメン

バーがクライアントとなり、教育に携わると学生がクライアントとなる。 

何をするにもやはり心の持ち様、「信念」が重要であることを強く伝えたい。仕事は、医

学は、理学療法はクライアントに対して還元するものであり、利己的であってはならないと

いうこと。クライアントに対して真摯に向き合い、誠実な対応をするからこそ理学療法士へ

の信頼が高まるのではないだろうか。利他的な精神を持ち、課題解決に力が注げる理学療法

士こそ、社会の中で価値を見出せるのではないだろうか。そのような状態こそ視座が高まっ

たといえよう。そして、一人一人の理学療法士が自分のもっている力を余すことなく発揮で

きることで組織、更には社会への還元する力が高まっていくと考えられる。 

兵庫県政の主要施策に、私たちが主体となり取り組むマルチモビディティ患者に対する理

学療法士の養成が挙げられている。より複雑な疾病体系が確立され、理学療法士の真価は更

に求められることになるであろう。人口動態は高齢化に向かっており、更なる有病者の増加

が懸念されている。視野を広く多面的に捉え、視座を高く組織・社会を俯瞰的に視る力が解

決の一助となるであろう。 
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大会長基調講演 

 

講師略歴 

 

学歴：  

2010 年 3 月 神戸リハビリテーション専門学校（現：神戸リハビリテーション衛生専門

学校）卒業  

2014 年 8 月 学校法人放送大学学園 卒業  

 

職歴：  

2010 年 4 月-2014 年 5 月 医療法人寿山会 喜馬病院  

2012 年 11 月-2014 年 2 月 医療法人社団 亀井整形外科医院（非常勤）  

2014 年 6 月-2016 年 4 月 有限会社イモネ 訪問看護リハビリステーション癒々  

2016 年 5 月- 株式会社玉屋 ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション（現：部長）  

2017 年 2 月- 株式会社 RaCtiv 取締役社長  

2022 年 7 月- 株式会社玉屋 自己実現支援型デイサービスお結び 責任者（兼務）  

2024 年 10 月- 株式会社玉屋 自己実現支援型デイサービスほまれ  責任者（兼務） 

 

免許・資格等：  

認定理学療法士（運動器）  

認定理学療法士（脳卒中）  

介護予防推進リーダー  

地域ケア会議推進リーダー  

協会指定管理者（上級） 

  

主な社会活動：  

第 35 回兵庫県理学療法学術大会 大会長  

兵庫県理学療法士会 代議員（中播磨）  

兵庫県理学療法士会 管理者ネットワーク 中播磨支部担当世話人  

日本知的障がい者サッカー連盟関西 医事  

NPO 法人エストレラ姫路 パワーズ トレーナー 
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特別講演 

 

 

第 1 会場 13：00～14：30 

 

マルチモビディティ時代の理学療法 

～疾病構造の変化に対応できるPTになるために～ 

 

講師：順天堂大学 保健医療学部／大学院保健医療学研究科  高橋 哲也 

座長：ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション     立石 大樹 
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特別講演 

 

マルチモビディティ時代の理学療法 
～疾病構造の変化に対応できるPTになるために～ 

 

順天堂大学 保健医療学部 ／ 大学院保健医療学研究科  

高橋
たかはし

 哲也
て つ や

 

 

運動を主たる治療手段とする理学療法士ではあるが、「どのぐらい運動していいかわから

ない」とする理学療法士は少なくない。「息切れを訴えたので、理学療法を中止した」と「息

切れを訴えたので、理学療法は休み休み行った」とでは結果が大きく異なることだろう。

個々の疾患や機能不全の特徴はあるものの、超高齢社会に生きる理学療法士は、運動時のバ

イタルサインの変化が、異常反応か、加齢によるしかたない反応かを見極める能力がより重

要になってきた。高齢者は加齢的変化によって、いくつもの臓器機能が低下している。そも

そも人間のからだは単なる臓器の集合体ではなく、生体は臓器間で互いに影響し合う（助け

合う）システムである。一つの臓器が障害されたときに、他の臓器にどのような影響がある

かを予測し、障害の連鎖・連関を見通すことで理学療法によるリスクを最小限に抑えること

がさらに重要になってきている。 

2006 年（平成 18 年）に疾患別リハビリテーション料が導入されたことに伴い、理学療法

料が廃止されて 20 年が経過しようとしている。この間、日本はさらに高齢化し、疾病構造

が大きく変化し、マルチモビディティ（多疾患重複障害）患者が増えてきた。疾患別リハビ

リテーションが現在の変化に対応しきれなくなっている。今回の令和６年度の診療報酬改

定に関連して「入院関連障害（Hospitalization-Associated Disability）」が中央社会保険医療

協議会（中医協）の議論で初めて登場した。これまで私達、医療従事者は個々の疾患別リハ

ビリテーションの動向に注目していたが、社会は「入院前の状態に戻すこと」が関心の的で

あることが浮き彫りになり、理学療法のパラダイムを大きく変化させる必要があることが

明らかにされた瞬間でもあった。 

運動療法は単に体力をつけるだけでなく、各種機能の維持や各種疾患の予防に大きく貢

献し、運動を通じた臓器連関は、代謝調節や認知機能への影響、抗炎症作用を通じた血管機

能への影響など、その影響範囲は果てしない。あまりにも専門化・細分化しすぎた理学療法

の中で、改めて原点に戻り、全人的に人間を捉え、特定の疾患や障害に限定せず多角的に診

療を行うことができる理学療法士、様々な分野の知識と技術を統合し、個別性を考慮した理

学療法が実施できる理学療法士、地域の Primary care を担う実力と人望のある理学療法士

が、いま求められているように感じている。 
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特別講演 

 

講師略歴 

 

学歴 

平成元年 3 月 国立仙台病院附属リハビリテーション学院理学療法学科卒業  

平成 13年 3 月 （オーストラリア）カーティン大学大学院理学療法研究科 （修士）  

平成 16年 3 月 広島大学大学院医学系研究科保健学専攻 （博士） 

 

職歴  

聖マリアンナ医科大学病院、石岡循環器脳神経外科病院、群馬県立心臓血管センター、兵庫

医療大学、東京工科大学を経て、平成 30年 4 月～ 順天堂大学保健医療学部理学療法学

科 教授、順天堂大学医学部附属順天堂医院リハビリテーション室室長補佐（併任）、令和

5 年 4月～ 順天堂大学大学院保健医療学研究科 教授（併任） 

 

主な役職： 

平成 18 年 7 月～現在 日本心臓リハビリテーション学会、理事（平成 22 年 7 月～副理事

長） 

令和 2 年 3月～現在  日本集中治療医学会 理事 （に至る） 

令和 3 年 4月～現在  日本循環器理学療法学会 理事（令和４年４月～副理事長） 

 

主な認定資格 

日本心臓病学会 FJCC, 日本心臓リハビリテーション学会認定上級指導士, 心不全療養指導

士、専門理学療法士（内部障害） 
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教育講演Ⅰ 

 

 

第 2 会場 9：30～11：00 

 

脳卒中患者におけるマルチモビディティ 

 

講師：甲南女子大学 看護リハビリテーション学部  久保 宏紀 

座長：ツカザキ病院 リハビリテーション科     相坂 宗利 
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教育講演Ⅰ 

 

脳卒中患者におけるマルチモビディティ 

 

 

甲南女子大学 看護リハビリテーション学部  

久保
く ぼ

 宏
ひろ

紀
き

 

 

高齢化に伴い併存疾患を有する高齢者が増加傾向にある。多疾患併存を意味するマルチ

モビディティとは 2 つ以上の慢性疾患が併存している状態を指しており、本邦で実施され

た報告によると 18 歳以上の住民の 29.9％、65 歳以上の高齢者に限ると 62.8％の方がマル

チモビディティであることが示されている。また、同報告でマルチモビディティのパターン

が 5 つ示されており、脳卒中は高血圧や糖尿病、脂質異常症、心疾患、腎疾患といった“心

疾患/腎/代謝疾患のグループ”に属している。  

脳卒中者に対するリハビリテーションを実施する中でも脳卒中以外の併存疾患を有する

対象者を経験することが増えているのではないだろうか？マルチモビディティの評価には

Charlson Comorbidity Index（CCI）という併存疾患の評価表が先行研究でも用いられてい

る。諸外国の報告によると脳卒中者の約 28％に 2 つ以上の多疾患を併存していることが報

告され、脳卒中者のマルチモビディティは脳卒中の重症化や致死率と関連することが示唆

されている。また、回復期リハビリテーションを受ける脳卒中者の機能予後にもマルチモビ

ディティが関連していることが示唆されており、これからの脳卒中リハビリテーションに

おいて無視できない要因であると推察される。  

マルチモビディティの脳卒中者では疾患の組み合わせにより、多岐に渡る症状が出現す

る可能性が高い。またどの疾患や要因が目の前の所見に関連しているのか判断に悩む場面

も少なくなく、個別性の高いリハビリテーションが求められる。その際に必要となるのが、

目の前の所見が脳卒中固有の症状なのか、他の疾患による症状なのかをすみ分けて考えて

おくことであると考える。したがって脳卒中以外の疾患の特徴についても理解をしておく

ことは、マルチモビディティの脳卒中者に対するリハビリテーションにおいて重要である。  

本邦の脳卒中者の多疾患併存の具体的な状況については報告が十分ではないのが現状で

ある。また予後予測や介入効果についても明らかとなっていない点は多い。本講演ではマル

チモビディティの脳卒中者の特徴を整理し、介入時の注意点や方策について議論できれば

幸いである。  
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教育講演Ⅰ 

 

講師略歴 

 

〈学歴〉  

2010 年 神戸学院大学総合リハビリテーション学部医療リハビリテーション学科理学療法

学専攻 卒業  

2016 年 神戸学院大学大学院総合リハビリテーション学研究科 博士前期課程 修了  

2020 年 神戸学院大学大学院総合リハビリテーション学研究科 博士後期課程 修了  

 

〈職歴〉  

2010 年 伊丹恒生脳神経外科病院 入職  

2015 年 伊丹恒生脳神経外科病院 理学療法副主任  

2018 年 伊丹恒生脳神経外科病院 理学療法主任  

2022 年 関西医科大学 客員研究員  

2023 年 甲南女子大学 看護リハビリテーション学部理学療法学科 助教  

 

〈資格〉  

2010 年 理学療法士  

2014 年 3 学会合同呼吸療法認定士  

2017 年 日本理学療法士協会指定管理者（初級）  

2018 年 認定理学療法士（脳卒中）  

2019 年 臨床実習指導者講習会 修了  

2020 年 日本理学療法士協会指定管理者（上級）  

 

〈社会活動〉  

2016 年 4 月～2023 年３月 一般社団法人兵庫県理学療法士会 学術編集部 部員  

2018 年 3 月～2021 年 3 月 日本理学療法士協会ガイドライン・用語策定委員会脳卒中シ

ステマティックレビュー班  

2022 年 4 月～ 一般社団法人兵庫県理学療法士会 常勤役員・事務職員業務等検討WG 委

員  

2023 年 3 月～ 日本神経理学療法学会兵庫支部 運営委員  

2023 年 4 月～ 一般社団法人兵庫県理学療法士会 学会運営部 部長  

2024 年 1 月～ 日本神経理学療法学会 戦略的課題解決委員会 脳卒中歩行障害班 班員  

2024 年 4 月～ 兵庫県理学療法士会「理学療法兵庫」査読委員  

2024 年 6 月～ 日本神経理学療法学会 研究推進委員会 委員 
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教育講演Ⅱ 

 

 

第 1 会場 15：50～17：20 

 

フレイル・サルコペニア対策における理学療法士の役割 

―マルチモビディティを踏まえた戦略― 

 

講師：兵庫医科大学 リハビリテーション学部     永井 宏達 

座長：ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション  森﨑 雄太 
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教育講演Ⅱ 

 

フレイル・サルコペニア対策における 
理学療法士の役割 

―マルチモビディティを踏まえた戦略― 

兵庫医科大学 リハビリテーション学部  

永井
な が い

 宏
こう

達
たつ

 

 

高齢者におけるフレイル・サルコペニアの対策は、リハビリテーションや介護予防を進め

る上で中核をなす重要な要素である。これらの予防と改善にはさまざまな因子が関連して

おり、生活習慣全般の改善に向けた多職種によるアプローチが必須である。フレイル・サル

コペニアを予防・改善するための重要な保護因子には「運動（身体活動）」「栄養」「社会

参加」が挙げられる。特に身体活動の影響は大きく、対象者の活動をいかに支援するかが理

学療法士の重要な役割となる。近年、フレイルやサルコペニアに対する介入の知見が蓄積さ

れ、推奨される身体活動のポイントが明らかになってきている。 

一方、エビデンスに基づく介入をどのように対象者に提供するかも極めて重要な課題で

ある。例えば地域のフィールドでは、高齢化の進展に伴う介護予防（要介護化の予防）のニ

ーズの増大により、地域リハビリテーション活動支援事業や保健事業と介護予防の一体的

実施を通じて、理学療法士の地域での活動機会が増えている。そこで理学療法士は運動（身

体活動）の専門家としての関与が求められることが多い。一方で、栄養状態や対象者の社会

参加状況も踏まえたアプローチを行うことは、フレイル・サルコペニアに対する介入効果を

最大化する上で重要である。また、高齢者の中には多くの疾患を併存するマルチモビディテ

ィに該当する対象者も少なからずおり、適切なリスク管理と介入、そして対象者の状態に応

じて他の専門職との連携や他部門への接続を積極的に検討する必要がある。 

本教育講演ではフレイル・サルコペニアに関する基本的な概念、評価方法の紹介から、最

新のエビデンスを基にした標準的なアプローチの戦略を紹介する。また、それらを地域のフ

ィールドで実践する上での注意点や押さえておきたいポイントを提示するとともに、私た

ちが取り組んでいる実際の活動を紹介する。これらを通して、フレイル・サルコペニア対策

における理学療法士の役割を明確にし、実践的な知識を身につける機会としたい。 
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教育講演Ⅱ 

 

講師略歴 

 

2005 年 京都大学医療技術短期大学部理学療法学科卒業 

2005 年 大阪厚生年金病院リハビリテーション室 

2012 年 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 博士課程 修了 

2012 年 京都橘大学健康科学部 助教 

2014 年 兵庫医療大学リハビリテーション学部 講師 

2022 年 兵庫医科大学リハビリテーション学部 准教授 現在に至る 

 

委員等 

日本理学療法学会連合「理学療法学」「Physical Therapy Research」編集委員会編集委員 

日本老年療法学会誌編集委員 

日本転倒予防学会 学術委員 

日本予防理学療法学会 評議員 

日本栄養・嚥下理学療法学会 評議員 
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シンポジウムⅠ 

 

 

第 1 会場 10：00～11：00 

 

病期別のマルチモビディティ 

座長：兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーション部  井貫 博詞 

 

急性期におけるマルチモビディティに対する 

理学療法の実践 
演者：神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  山田 莞爾 

 

回復期リハビリテーション病棟における 
マルチモビディティに対する理学療法の実践 

演者：西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 リハビリテーション科 

                                  松尾 知洋 

 

生活期リハビリテーションにおける 

マルチモビディティへの対応 

演者：株式会社ラーフ 訪問看護ステーションひより  山田 早紀 
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 

急性期におけるマルチモビディティに対する 

理学療法の実践 
 

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  

神戸大学大学院 保健学研究科 

山田
や ま だ

 莞
かん

爾
じ

 

 

本邦では 2025 年に後期高齢者人口が 2,180 万人、前期高齢者人口が 1,497 万人に達し世

界一の超高齢社会を迎えるが、この状況はマルチモビディティ対策と密接に関わる。加齢自

体がマルチモビディティのリスクを高め、生物学的年齢と実年齢との差異がマルチモビデ

ィティ発症と関連することが報告されている。このような高齢者のマルチモビディティは

ポリファーマシーや治療の複雑さを生み、新たな認知症発症リスクを高め、身体機能を低下

させ、介護負担を増大する。急性期医療においては、脊髄損傷や頚部骨折後の手術例の高齢

化、TAVI などの低侵襲治療の発達によりマルチモビディティ高齢者の入院が急増しており、

対策が急がれる一方、急性期の理学療法士の役割は非常に複雑化している。 

本セッションでは、急性期医療における理学療法士の様々な役割について議論したい。ま

ず、高齢入院患者に対する早期離床と早期リハビリテーションによって身体機能低下や入

院関連機能障害 (Hospitalization-associated disability: HAD) を防ぐ役割である。マルチモ

ビディティ高齢者は複数の疾患を有するだけでなく、フレイル合併率が高く、重症化リスク

や入院頻度が増加するため、疾病管理や治療が複雑となりうる。そのため、急性期の理学療

法士には、様々な疾患に対する病態生理やリスク管理だけでなく、脳神経･運動器･心臓･腎

臓･肝臓･呼吸器などの臓器関連を考慮した運動処方を立案する必要がある。つまり、脳血管

疾患や運動器疾患に対する高度な治療技術と、内部障害の複雑な病態に配慮した運動を処

方する能力が同時に要求される。疾患別ではなく包括的に患者像を捉え、適切な運動処方の

もと多角的かつ専門的な介入を継続することによって、運動療法を中心としたリハビリテ

ーションは機能低下だけでなく、再入院抑制や長期的な予後の改善にも寄与できる。まさ

に、”Exercise is medicine”として、理学療法はあらゆる疾患に対して必要とされている。 

2 つ目に、理学療法士は患者の基礎疾患や運動時の身体所見から、診断や運動するために

必要な治療介入を医療チームに提案する役割である。急性期のリハビリ診療の中では膨大

な医療情報に触れる機会が多く、情報を処理し患者背景を読み解き患者の身体所見と照合

する能力や医師を主とした医療チームとのコミュニケーション能力が必須となる。 

最後に、急性期病院の在院日数が短縮していく一方で、入院患者が高齢化していくことに

は退院支援の必要性にも大きく関わる。高侵襲治療の結果機能低下が避けられなかった患

者やリハビリテーション継続が必要な患者に対しては、回復期や生活期へシームレスな介

入が継続できるよう地域連携を行うことも急性期の理学療法士の重要な役割のひとつであ

る。本セッションでは、マルチモビディティ高齢者に対する急性期リハビリテーションの課

題と現状を見直し、そこで果たすべき理学療法士の役割と使命について当院の実践や症例

を踏まえて議論できれば幸いである。 
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

学歴 

2016 年 3 月 神戸大学医学部保健学科理学療法学専攻 卒業<BR> 

2018 年 3 月 神戸大学大学院保健学研究科 保健学専攻博士課程前期課程 修了 

2022 年 3 月 神戸大学大学院保健学研究科 保健学専攻博士課程後期課程 修了 

2022 年 4 月 神戸大学大学院保健学研究科 研究員 現在に至る 

 

職歴 

2016 年 4 月 兵庫県災害医療センター 理学療法士 

2018 年 4 月 神戸市立医療センター中央市民病院 理学療法士 現在に至る 
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 

回復期リハビリテーション病棟における 

マルチモビディティに対する理学療法の実践 
 
西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 

リハビリテーション科 

松尾
ま つ お

 知洋
ともひろ

 

 

2025 年問題を目前に控え，複数の疾患を抱える多疾患併存（マルチモビディティ）患者

が急増しており，本邦の高齢者におけるマルチモビディティの有病率は 62.8%と報告され

ている．回復期リハビリテーション病棟（回復期病棟）の実態調査において，回復期病棟に

おけるリハビリテーション対象者の 85.8%は 65歳以上の高齢者が占めている．さらに，多

くの慢性疾患を併存する患者では，ADL や IADL の低下，フレイルリスクが上昇すること

が明らかとなっている．これらの患者は急性期病院の短い入院期間では回復が不十分とな

り得るため，回復期病棟での継続的なリハビリテーションが求められる．したがって，回復

期病棟での理学療法の実践においても，疾患別の対応のみならず，視野を広げたマルチモビ

ディティへの対応が必須となっている．  

マルチモビディティ患者への積極的なリハビリテーションの効果が報告されているもの

の，回復期病棟における報告はほとんどなく，不明な点も多い．さらにそれらの患者に対す

る理学療法は，主疾患のガイドラインどおりに治療することが困難なことも多く，複雑な疾

病構造に対する漠然とした不安などにより，アンダートリートメントにつながる可能性も

ある．したがって，回復期病棟においても疾患別のリハビリテーションではなく，統合的な

リハビリテーションプログラムの構築が必要となる．これには，併存疾患の増悪に注意しな

がら身体機能や ADL の改善を図るだけに留まらず，予後と関連するとされている生活習慣

の是正や，身体活動の促進を目的とした患者教育も含まれる．また，回復期病棟退院後に介

護サービスが必要となる患者に対しては，退院後に訪問や通所でリハビリテーションを受

けられることや，外出機会など社会的な参加を促せるように十分な環境調整を行い適切な

情報提供を行うなど，しっかりと生活期にバトンを渡すことも重要である．このように回復

期リハビリテーション単独で考えるだけでなく，より長期的な視点で考える，いわゆる視座

を高めることにより，しいては再入院率の減少やそれに伴い医療費の削減につながる可能

性がある．  

上述のように，否応なくマルチモビディティに対応する趨勢にある回復期病棟において，

スタッフの育成が重要である．特に呼吸や循環といった内部障害に対する理学療法には苦

手意識を持つスタッフが多く，「安全」で「質の高い」理学療法を提供するためには，On 

the Job Training（OJT）での教育や，セミナーや研修の紹介など OFF the Job Training（OFF-

JT）の活用が求められる．  

本シンポジウムでは，上記の内容を解説しながら，回復期病棟におけるマルチモビディテ

ィに対する考え方や，人材育成について共有したい．  
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 
講師略歴 
 
平成 20年 3 月 吉備国際大学保健科学部理学療法学科卒業  
平成 20年 4 月 心臓病センター榊原病院入職  
平成 27年 1 月 オーストラリア留学  
平成 29年 4 月 心臓病センター榊原病院再入職  
令和 2 年 4月  西記念ポートアイランドリハビリテーション病院入職  
令和 3 年 4月  神戸学院大学大学院 総合リハビリテーション学研究科  

医療リハビリテーション学専攻 博士後期課程入学  
令和 6 年 3月  神戸学院大学大学院 総合リハビリテーション学研究科  

医療リハビリテーション学専攻 博士後期課程修了  
所属学会・研究会  
日本心臓リハビリテーション学会  
日本循環器学会  
日本集中治療医学会  
主要な業績  
学術論文（筆頭、査読付き）  
1. Matsuo T, et al. Improving Respiratory Muscle Strength and Overall Function in Patients 
With Cardiovascular Disease Through Rehabilitation Hospitals. Cardiol Res. 2024; 15(1): 56-
66.  
2. Matsuo T, et al. Effect of in-patient cardiac rehabilitation at rehabilitation hospital for 
cardiology patients: two-center trial. Heart Vessels. 2024; 39(1):75-85.  
3. Matsuo T, et al. Influence of Daily Aerobic Exercise Duration on Phase 2 Cardiac 
Rehabilitation at a Rehabilitation Hospital and Health-Related Quality of Life After Discharge. 
Cardiol Res. 2023; 14(5):351-359.   
4. Matsuo T, et al: Rehabilitation progress after lower-extremity bypass surgery in patients 
with peripheral arterial disease with different occlusive lesions. J Phys Ther Sci. 2021; 33(3): 
261-266.  
5. Matsuo T, et al: Effect of In-hospital Physical Activity on Cardiovascular Prognosis in 
Lower Extremity Bypass for Claudication. J Phys Ther Sci. 2015: 27(6): 1855-1859.  
執筆  
1. 松尾知洋，森本陽介．Close-up Long COVID．Long COVID に対する回復期理学療法
の実際．理学療法ジャーナル．2023；57 巻 5 号：576－579．  
2. 松尾知洋，森沢知之．PT・OT のための画像評価学テキスト．Part 4 内部疾患の画像 
Chapter 3 心血管の CT・MRI の基本と画像解剖・評価．2022：296－311．文光堂  
3. 松尾知洋，他：Long COVID に対するリハビリの実際．理学療法兵庫 Vol.27（2022）  
4. 松尾知洋：Ⅳ循環器 末梢動脈疾患（PAD）．今日の理学療法指針 第 1版．医学書院
(2015), p424-428  
5. 松尾知洋，他：循環障害に対する下肢機能再建と理学療法．PT ジャーナル Vol.45 
No.12  (2011)  
受賞歴  
1. 第 24 回日本心臓リハビリテーション学会学術集会，優秀演題賞  
2. 2015 Excellent Paper Award, Journal of Physical Therapy Science  
資格  
認定理学療法士（循環）  
心臓リハビリテーション指導士・上級指導士  
心不全療養指導士  
社会活動  
JSEPTICアンケート班（2017～）  
兵庫県理学療法士会神戸東支部代議員（2023～）  
兵庫県理学療法士会生涯学習部員（2023～）  
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 

生活期リハビリテーションにおける 
マルチモビディティへの対応  

 

 

株式会社ラーフ 訪問看護ステーションひより   

山田
や ま だ

 早
さ

紀
き

 

 

マルチモビディティ（多併存疾患）は、1人の患者が複数の疾患を有する状態を指す。こ

の概念は、高齢化に伴い重要性が増しており、多くの医療専門家にとって重大な課題となっ

ている。加齢による機能低下や不健康な生活習慣は複数の慢性疾患のリスクを高め、患者の

生活の質（QOL）に多大な影響を及ぼす。また、複数の疾患が存在することで、各疾患に

対する治療が相互に影響し合あう治療計画の複雑化、診察や投薬･検査などの増加による医

療費増大、さらには身体機能や精神機能に悪影響を及ぼし日常生活に支障をきたすことが

報告されている。 

現在、兵庫県の 65 歳以上の高齢者人口は約 155 万人、高齢化率は 29.3%と増加傾向にあ

り、さらに 75 歳以上の後期高齢者人口は、2020 年 2 月時点で約 81 万人、2025 年には約

98 万人になることが見込まれている。この急速な高齢人口の増加は、生活期リハビリテー

ション（リハビリ）に従事する理学療法士にも大きく関わる。訪問リハビリの対象者のうち

76%が 75歳以上の後期高齢者であるが、後期高齢者の 65%はマルチモビディティ患者であ

ることが報告されている。また、脳卒中は訪問リハビリが必要となった原因の傷病名の 3割

を占めるが、脳卒中患者の約半数がマルチモビディティを有することが報告されている。こ

のように訪問リハビリの対象者の多くがマルチモビディティ患者に該当し、理学療法士は

様々な疾患に関する専門的知識や技術が不可欠である。 

呼吸器疾患を例にとると、呼吸器疾患に対する訪問リハビリに要望する内容として｢呼吸

療法に知識のある理学療法士･作業療法士による訪問リハビリテーション充実｣が挙げられ

ているように高いニーズがある一方で、要支援･要介護 COPD 患者に対する在宅呼吸リハ

ビリの実施率は 3.8%、在宅診療における訪問リハビリが必要となった原因の傷病名は、呼

吸不全が 3.6%、肺炎はわずか 2.5%にとどまる。このようにマルチモビディティ患者へのリ

ハビリの需要と供給にはギャップがある可能性がある。 

本シンポジウムでは、在宅リハビリ診療において直面するマルチモビディティ対策に関

する課題と訪問リハビリの実践に関して、症例を通じてディスカッションできれば幸いで

ある。 
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シンポジウムⅠ 病期別のマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

●学歴 

2016 年 3 月 札幌医療リハビリ専門学校 理学療法学科 卒業 

2018 年 9 月 北海道情報大学通信教育部 経営ネットワーク学科 卒業 

2021 年 3 月 神戸大学大学院保健学研究科 保健学専攻 博士課程前期課程 修了 

 

●職歴 

2016 年 4 月 社会医療法人恵和会 西岡病院 理学療法士 

2021 年 3 月 株式会社ラーフ 訪問看護ステーションひより 理学療法士 

現在に至る 
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シンポジウムⅡ 

 

 

第 1 会場 11：10～12：10 

 

疾患別のマルチモビディティ 

座長：石川病院 リハビリテーション部  海部 祐史 

 

マルチモビディティを考慮した脳卒中理学療法の臨床展開  

演者：関西医科大学 リハビリテーション学部  野添 匡史 

 

糖尿病を有するマルチモビディティの患者に対する理学療法 

演者：公立豊岡病院組合立豊岡病院 リハビリテーション技術科   井垣 誠 

 

運動器疾患とMultimorbidity  

演者：神戸大学大学院 保健学研究科 リハビリテーション科学領域  上田 雄也 
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

マルチモビディティを考慮した 
脳卒中理学療法の臨床展開 

 

 

関西医科大学 リハビリテーション学部   

野添
の ぞ え

 匡史
まさふみ

 

 

多疾患併存（マルチモビディティ）が脳卒中者の予後に影響を与えることは古くから知ら

れている（Goldstein LB, et al. Stroke, 2004）。特に死亡リスクを高めることは明確であるた

め（Downer MB, et al. International Journal of Stroke, 2023），脳卒中者における死亡リスク

指標として用いられることは多いが，理学療法のアウトカムにどのような影響があるのか，

どのような理学療法を実施することが有効なのかは十分検討されていない。臨床場面にお

いても，脳卒中者におけるマルチモビディティは増えてはいるものの（Yang HS, et al. The 

Lancet Regional Health -Western Pacific, 2023），理学療法実施時のリスク管理以外におい

ては何をどうしていいか分からない，という状況に陥ってはいないだろうか。 

一般に，マルチモビディティ状態にある脳卒中者ではガイドラインに準じた診療が困難

になると言われている（Gallacher KI, et al. Stroke, 2019）。特に，リハビリテーションはそ

の影響を受けやすく（Tam AKH, et al. Disability and Rehabilitation, 2017），自験データに

おいてもマルチモビディティの有病率は急性期（約 56％，N=617）と比べて回復期（約 18％

（N=259），約 33%（N=341））で低い。これはまさに回復期リハビリテーションの適応者

が“選定”されている結果であるといえるが，この“選定”が妥当か否かは明らかではない。今

後マルチモビディティに対する適切な管理のもと，どのような脳卒中理学療法を提供する

ことが有効か，効果検証を進めることは急務といえる。 

では，現時点でマルチモビディティを呈した脳卒中者に対してどのような理学療法が実

施されるべきであろうか。前述のように，脳卒中におけるマルチモビディティは死亡リスク

を高めるが，その影響は容量依存，つまり併存疾患が増えるほど高まる。一方，高齢脳卒中

者の機能予後に対してはこのような容量依存関係は認められていない（Sennf€alt S, et al. 

European Stroke Journal, 2020）。つまり，高齢脳卒中者では併存疾患数が増えやすいもの

の，機能改善には別の要因が関与している可能性がある。診療報酬改定でも話題になってい

る栄養評価はその要因の一つである可能性があり，演者はマルチモビディティを呈した脳

卒中者の機能改善には理学療法と栄養管理の連携は欠かせられないと考える。 

本シンポジウムでは脳卒中者におけるマルチモビディティの評価と，その結果を用いて

どのような理学療法を展開するかについて，脳卒中者の併存疾患として多い糖尿病や心不

全合併例などを紹介しながら，探索的な内容を中心に話題提供を行う。 
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

【学歴】 

・2000～2004 金沢大学医学部保健学科理学療法学専攻 

・2006～2008 神戸大学大学院医学系研究科保健学専攻（博士前期課程） 

・2008～2012 神戸大学大学院保健学研究科地域保健学領域（博士後期課程） 

 

【職歴】 

・2004 年 4月～2014 年 3 月 兵庫医科大学ささやま医療センター 理学療法士 

・2014 年 4月～2017 年 3 月 甲南女子大学 助教 

・2017 年 4月～2023 年 3 月 甲南女子大学 准教授 

・2023 年 4月～       関西医科大学 准教授 

 

【資格】 

・2004 年 理学療法士 

・2019 年 専門理学療法士（呼吸理学療法） 

・2023 年 専門理学療法士（神経理学療法） 

 

【講演・発表歴・執筆・著書等】 

・参照（https://researchmap.jp/masafumi.nozoe） 
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

糖尿病を有するマルチモビディティの 

患者に対する理学療法  

 

公立豊岡病院組合立豊岡病院 リハビリテーション技術科    

井垣
い が き

 誠
まこと

 

 

理学療法対象疾患において糖尿病を合併している患者は非常に多い。まずそのような患

者を担当するうえでの評価のポイントは血糖管理の把握である。近年急速に普及している

持続血糖モニタリング（CGM）は、リアルタイムな血糖値を知ることができ安全な理学療

法を提供することに繋がっている。CGM による新たな血糖管理指標について、70～180 

mg/dL の範囲にある時間を TIR（time in range）、TIR より高血糖域にある時間を TAR

（time above range）、低血糖域にある時間を TBR（time below range）として評価するこ

とが推奨されており、運動療法の効果判定に活用できることも期待される。また薬物療法で

は DPP-4 阻害薬や GLP-1 受容体作動薬等のインクレチン関連薬の登場により、低血糖の

リスクが少なくなり積極的な身体活動を促すことができるようになった患者は多いものと

推測する。一方で糖尿病は慢性高血糖を呈している病態ではあるが、急性的に高血糖・低血

糖をきたして身体症状を呈することがあるので理学療法の際には十分なフィジカルアセス

メントを行うことが重要となる。  

もう 1 つの評価のポイントは糖尿病特有の合併症の把握である。糖尿病網膜症の進展に

よる視力低下は身体活動量の低下と移動圏の縮小をきたし歩行能力が低下する。糖尿病性

神経障害では運動・感覚神経障害を引き起こし、主疾患が中枢神経疾患や整形外科疾患の場

合はその症状が混在することで病態把握、予後判定に難渋する場合がある。自律神経障害を

有する患者は起立性低血圧が離床を妨げる。また糖尿病性腎症では浮腫の出現や尿毒症症

状、腎性貧血等の出現に注意する。そして歩行練習を進めていく患者で見逃してはならない

ことは足病変の確認である。足を診る機会が多い理学療法士としては歩行練習前後に足病

変（胼胝、鶏眼、潰瘍等）の発生や増悪をチェックすることが肝要である。  

糖尿病患者に対する理学療法介入について、近年ではレジスタンス運動や座位行動の短

縮、NEAT（Non-Exercise Activity Thermogenesis）の増加が血糖管理に有用であることが

報告されている。このことは身体機能および基本動作・ADL 能力が低下したマルチモビデ

ィティの患者おいて、我々が提供する低強度の理学療法（身体活動）でも血糖変動に影響を

与える可能性があることを示している。合併症の管理としては、患者の歩行能力を向上させ

たい一心で歩行練習に力を入れた結果、低血糖の出現や足病変が増悪して切断リスクを高

めてしまう可能性があることも念頭に置いておく必要がある。良好な血糖管理と合併症の

進展防止のためには糖尿病の診療内容を情報共有できるスタッフとの連携が必要である。

本シンポジウムでは、糖尿病を有するマルチモビディティの患者に対する評価・介入のポイ

ントについて概説する。  
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

＜資格＞ 理学療法士、博士、修士、日本糖尿病療養指導士  

専門理学療法士（糖尿病理学療法）、認定理学療法士（代謝）  

＜学歴＞  

1991 年 川崎リハビリテーション学院 理学療法学部卒業  

2012 年 兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科 博士前期課程修了 修士（環境人間

学）  

2018 年 兵庫県立大学大学院 環境人間学研究科 博士後期課程修了 博士（環境人間

学）  

  

＜職歴＞  

1991 年 神野病院 入職  

1992 年～公立豊岡病院組合 入職  

2014 年～同豊岡病院日高医療センター リハビリテーション技術科長  

2021 年～同豊岡病院 リハビリテーション技術科 副科長  

  

＜学会等での活動＞  

・日本理学療法士協会関連  

2013 年～日本糖尿病理学療法学会 運営幹事  

2013～2018 年 同学会 副代表運営幹事  

2019－2021 年 同学会 代表運営幹事  

2013－2019 年 編集委員会 理学療法学査読委員  

2021 年～一般社団法人 日本糖尿病理学療法学会 理事長  

  

・日本糖尿病療養指導士認定機構  

2008～2010 年 認定委員会委員  

2014～2021 年 編集委員会委員  

2021 年～理事  

  

・兵庫県理学療法士会  

2005～2008 年 但馬ブロック長  

2009～2016 年 健康増進部長  

  

＜所属学会＞  

日本理学療法士協会、日本糖尿病理学療法学会、日本糖尿病学会、日本糖尿病協会、保健医

療学学会、日本腎臓リハビリテーション学会  
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

運動器疾患とMultimorbidity   

 

 

神戸大学大学院 保健学研究科 リハビリテーション科学領域  

上田
う え だ

 雄也
ゆ う や

 

 

Multimorbidity（多疾患併存）とは、「2つ以上の主たる慢性疾患を有する状態」を表す

言葉であり、Comorbidity（併存症）や Complication（合併症）とは異なる概念として存在

する。Multimorbidity は特に高齢者において有している者の割合が高く、ポリファーマシー

やフレイルといった状態につながることで医療費の増大や死亡率の増加にも関連すること

から、昨今の医療においては認識しておくべき概念の一つであるといえる。また本邦の高齢

者人口の増加に伴い、リハビリテーション対象者の高齢化もますます進行していることか

ら、リハビリテーションにおいても Multimorbidity については認識・理解をしておくこと

が重要であると考える。  

運動器疾患に併発する慢性疾患としては高血圧や糖尿病、関節リウマチがまずはイメー

ジされるかと思われる。一方で、脳卒中やがんの既往を有する者や、近年では特に心不全に

代表される循環器疾患の増加が著しいことから、運動器疾患におけるリハビリテーション

においてもそれらの疾患に対するリスク管理が特に重要になると考える。また身体活動量

は運動器疾患を有する対象者（特に手術後の患者）において重要になることが報告されてい

るが、リスク管理が必要となる対象者においては、過少にも過剰にもなり過ぎないよう管理

することが必要となる。そのため、Multimorbidity を有する対象者に対しては、リスク管理

を行いながら各個人にとって適切な運動負荷や身体活動量を検討し提示することが重要で

あると考える。  

また脳卒中や内部疾患、がんなどの他疾患に運動器疾患が併発する場合についても、医療

現場においてはその対応に難渋するケースが存在する。特に腰部・下肢を中心とした関節疾

患については、疼痛に起因する身体活動量の減少や精神面への悪影響、およびそれに伴う

ADL やＱOL の低下が予想されることから、内部疾患を専門とする医療職においても運動

器疾患についての病態把握や対応について理解しておくことが重要となる。  

これまでのリハビリテーションの教育としては単一疾患・障害を対象としてガイドライ

ンを定めていることが多いことや、理学療法分科会が設立されたように臨床現場において

も専門性に特化した教育が実施されることが多くなっている。また研究としても単一疾患

で研究デザインを設定する場合が多いことから、Multimorbidity に対するリハビリテーシ

ョンについての報告は少なく、介入について苦慮する場面が多いと思われる。本講演では運

動器疾患に関連する Multimorbidity について提示・議論することにより、今後

Multimorbidity に対して我々リハビリテーション職がどのように向き合い、対応していく

べきか検討したい。  
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シンポジウムⅡ 疾患別のマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

略歴  

2013年 神戸大学医学部保健学科理学療法学専攻 卒業  

2015年 神戸大学大学院保健学研究科博士課程前期課程 修了  

2022年 神戸大学大学院保健学研究科博士課程後期課程 修了  

 

職歴  

2013年 神戸大学医学部附属病院リハビリテーション部 理学療法士  

2021年～現在 神戸大学大学院保健学研究科リハビリテーション科学領域 助教  

  

学位・資格  

博士（保健学）、専門・認定理学療法士（スポーツ） 
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シンポジウムⅢ 

 

 

第 1 会場 14：40～15：40 

 

教育とマルチモビディティ 

座長：石川病院 リハビリテーション部  有吉 智一 

 

視野を広げる、視座を高める  

マルチモビディティ時代を見据えた理学療法士の卒前教育 
演者：川崎医療福祉大学 リハビリテーション学部  木村 大輔 

 

これからの臨床実習教育、 
～マルチモビディティ時代を見据えて～ 

演者：兵庫医科大学 アドミッションセンター   日髙 正巳 

 

マルチモビディティ患者への介入と臨床教育  

～臨床推論を基にした実践例～  

演者：赤穂中央病院 リハビリテーション部   吉澤 悠喜 
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シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

視野を広げる、視座を高める  
マルチモビディティ時代を見据えた 

理学療法士の卒前教育 
 

川崎医療福祉大学 リハビリテーション学部   

木村
き む ら

 大輔
だいすけ

  

 

マルチモビディティ（多疾患併存）とは、2 つ以上の主たる慢性疾患が一個人に併存して

いる状態のことをいう。マルチモビディティは、１つの主疾患を中心に周辺症状が現れるコ

モビディティ（併存疾患）とは異なる。主疾患が 2つあるために治療対象の設定が難しいこ

とが特徴である。日本における成人の多疾患併存の患者は、29.9％で、65 歳以上の高齢者

では 62.8％と報告されている。兵庫県では令和 5 年度より兵庫県理学療法士会が実施主体

となり、「マルチモビディティ患者に対するリハビリ人材の養成」を進めてきた背景がある。

マルチモビディティは、海外のガイドラインなどでは患者の状況を表現できていないとい

うことから、long-term conditions（LTCｓ）や Multiple long term conditions という名称で

呼ばれつつある。  

マルチモビディティに対する介入は、単一的な介入ではなく、ICF における各要素の相互

作用や患者の価値観やニーズ、個別化された目標設定といった複合的な視点で介入を行う

ことが推奨されている。一方、マルチモビディティに対するリハビリテーションのエビデン

スとしては、有酸素運動や抵抗運動、四肢のトレーニング、水中運動、太極拳によって、６

分間歩行距離や最大酸素摂取量が増加すると報告されている。  

これらのことを鑑み、本講演では、卒前教育の段階で、理学療法士が多様な視点から患者

に理学療法を実践できるようにするための教育方法について探る。理学療法の卒前教育カ

リキュラムは、従来、脳血管・運動器理学療法学や内部障害といった単一の疾患を中心とし

た分類になっていることが多い。その中で多様な症状に対応するための基盤となる学習内

容について議論したい。具体的な解決策として、患者の問題点の列挙と優先順位の決定を含

めたアプローチを紹介する。  

マルチモビディティが今なぜ重要視されるようになったのか、その背景や理学療法士に

対する期待の変化についても考察する。卒前教育と卒後教育のすみわけを含め、具体的な教

育内容や教育的アウトカムについて、多角的に議論したいと考えている。質疑応答の時間は、

ご参加の皆様からの質問を通じて、更なる理解を深める場としたい。  
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シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

【学歴】  

2008 年 川崎医療福祉大学 医療技術学部 リハビリテーション学科 卒業  

2010 年 大阪府立大学大学院 総合リハビリテーション学研究科 修士課程 修了  

2015 年 大阪大学大学院 医学系研究科 運動制御学教室 博士後期課程 修了  

  

【職歴】  

2008 年 大阪府立大学 総合リハビリテーション学部 理学療法学講座 助手  

2009 年 医療法人瑞穂会 小川病院 リハビリテーション科 理学療法士  

2015 年 川崎医療福祉大学 医療技術学部 リハビリテーション学科 助教       

川崎医科大学附属病院 理学療法士 兼任（現在）  

2018 年 川崎医療福祉大学 医療技術学部 リハビリテーション学科 講師 

川崎医療福祉大学リハビリテーション学部 理学療法学科（現在） 

2021 年 川崎医療福祉大学大学院 医療技術研究科 リハビリテーション学専攻 

指導教員補佐（現在）  
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シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

これからの臨床実習教育、 

～マルチモビディティ時代を見据えて～ 

 

兵庫医科大学 アドミッションセンター  

日髙
ひ だ か

 正巳
ま さ み

 

 

 2020 年に理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則の改正を受け、学内の教育のみな

らず、臨床実習においても臨床実習指導者の資格が明確にされるなど、大きな変化がみら

れる。臨床実習の指導方法の見直しが強く求められ、多様な経験が推奨されるなどの変化

があったが、まだまだ改正の趣旨を踏まえた変化が起きているとは言いがたい。その背景

には、具体的な指導法が分からないということが根底にあり、従前の実習との違いで戸惑

っている臨床実習指導者もおられることだろう。そのような中、今回の学術大会のテーマ

である“マルチモビディティ”を意識した実習を展開するには、どうすればよいか？という

ことが私に与えられたテーマである。  

 その答えを端的に言えば、「実習のために取り組ませるのではなく、日常の診療に参加

させることを通して育てる」ことに尽きる。臨床実習で学生が学べることは、臨床実習指

導者が関わっている臨床例を通してということになる。臨床実習指導者が診療計画に基づ

いて、対象者に理学療法を提供しているところに参加し、実習生の能力に応じて、実際に

理学療法の提供を経験することを通して学ぶだけである。  

これまでもクリニカルクラークシップの展開において、「部分だけを経験させても全体

が理解できない」「臨床実習指導者の考えを説明して取り組ませるだけでは考えられるよ

うにならない」など、いろいろな声を聞くことがあった。しかし、これらの誤解の最大の

要因は、基盤にある学習理論である「正統的周辺参加」「認知的徒弟制」「経験学習モデ

ル」についての理解が不十分であるということに尽きる。臨床実習で学生が経験すべき本

質は何か、そして、その経験を通して学ぶべき事は何かを考えていくことが大切である。

その上で、臨床実習現場でできることは、それぞれの現場で臨床実習指導者が対峙してい

る目の前の対象者一人一人に対する経験を介した学びに他ならない。そして、その学びを

発展させて深めていくためには、臨床実習指導者の過去の経験の語りに尽きる。マルチモ

ビディティを意識すればするほど、臨床実習指導者の臨床の全てを実習生に魅せ、理解さ

せ、経験を通して実感できる実習展開を目指すことが大切になってくるであろう。  
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 シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

【学歴】  

1990 年 3 月 神戸大学医療技術短期大学部理学療法学科 卒業  

1994 年 9 月 佛教大学, 社会学部, 社会福祉学科 卒業  

2000 年 3 月 佛教大学, 教育学研究科, 生涯教育専攻 修了、修士（教育学）  

2004 年 3 月 神戸大学, 医学系研究科, 保健学専攻 修了、博士（保健学） 

  

【職歴】  

1990 年 4 月 公立宍粟郡民病院  

1995 年 4 月 武部整形外科リハビリテーション   

1996 年 4 月 医療法人仁寿会 石川病院  

1997 年 4 月 神戸大学 医学部 保健学科, 助手  

2002 年 4 月 吉備国際大学 保健科学部, 助教授 (2006 年 4 月から教授)  

2007 年 4 月 兵庫医療大学 リハビリテーション学部, 教授   

2022 年 4 月 兵庫医科大学 アドミッションセンター,（兼リハビリテーション学部）  

教授（現在に至る）  

その他、神戸学院大学大学院、山形県立保健医療大学大学院、東京都立大学大学院等の非

常勤講師  

 

【所属学会等】  

一般社団法人日本理学療法教育学会（理事長）、一般社団法人全国理学療法学教育学会

（理事）、一般社団法人日本リハビリテーション臨床教育研究会（副会長）、一般社団法

人日本褥瘡学会、日本医学教育学会、大学入試学会、一般社団法人日本リハビリテーショ

ン教育評価機構（評価員）  
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シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

マルチモビディティ患者への介入と臨床教育  
～臨床推論を基にした実践例～  

 

赤穂中央病院 リハビリテーション部    

吉澤
よしざわ

 悠喜
ゆ う き

 

 

2 つ以上の慢性疾患の併存と定義されるマルチモビディティの患者数は世界的に増加し

ている。これに伴い、死亡率の増加、心身機能の悪化、生活の質の低下、再入院率の増加な

どが問題となっている。マルチモビディティ患者は複数の診療科を受診することが多く、連

携がうまくいかないとポリファーマシーなどの問題が生じやすいと指摘されている。医師

による介入としては、複数の医療機関受診を減らし、患者の意思決定支援を中心とした方法

が推奨されている。  

一方、理学療法士（以下PT）の場合は通常、1 人の患者を担当し、マルチモビディティ患

者に対しても単独で対応することが多いため、医療機関が複数にまたがる問題は少ない。し

かし、患者に対して意思決定支援を中心とした介入を行うことが重要である点は医師と共

通している。  

英国National Institute for Health and Care Excellence ガイドラインでは、患者の意思決定

支援の一環として治療の優先順位を把握することが重要であると記載されている。複数の

疾患や症状の中でどれを優先させるかを考える際には、臨床推論が重要となる。臨床推論と

は、臨床思考と臨床意思決定の過程であり、意思決定の根拠やエビデンスに基づいてその確

からしさを示す必要がある。したがって、マルチモビディティ患者の臨床推論を行う際には、

どの問題点が優先されるか、その根拠を示しながら治療にあたることが求められる。本シン

ポジウムでは、これらの点を踏まえた介入例を提示し、マルチモビディティ患者への介入方

法について議論したいと考えている。  

また、臨床推論能力を身につけるための教育についても議論したい。臨床推論の学習方法

として世界的に最も多く活用されているのは症例報告である。臨床において患者にどのよ

うに対応したのか、理学療法介入をどのように設計および変更し、実行したのかを詳細に報

告することが重要であるとされている。本シンポジウムでは、当院で行っている症例報告会

の取り組みを紹介しつつ、マルチモビディティ患者を担当する PTへの教育方法について議

論したいと考えている。  
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シンポジウムⅢ 教育とマルチモビディティ 

 

講師略歴 

 

【学歴】  

2010 年 3 月 川崎医療福祉大学，リハビリテーション学科，理学療法専攻 卒業  

2024 年 3 月 岐阜大学大学院，医学系研究科，医療者教育学専攻 修了，修士（医療者教

育学）   

 

【職歴】  

2010 年 4 月～現在 赤穂中央病院，リハビリテーション部  

 

【所属学会】  

一般社団法人日本理学療法教育学会，一般社団法人日本医学教育学会  
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ハンズオンセミナーⅠ 

 

 

ポスター会場 11：00～12：00 

 

脳卒中片麻痺者の歩行トレーニングの効果を高めるための 

基礎的な知識と技術とちょっとした工夫  
 

司会：姫路聖マリア病院 リハビリテーション技術課  重山 宜博 

講師：宝塚リハビリテーション病院          中谷 知生 
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ハンズオンセミナーⅠ 

 

脳卒中片麻痺者の歩行トレーニングの 
効果を高めるための基礎的な知識と 

技術とちょっとした工夫  

 

宝塚リハビリテーション病院   

中谷
なかたに

 知生
と も き

 

 

本セミナーではタイトルのとおり、脳卒中片麻痺患者の歩行トレーニングの効果を高め

るための基礎的な知識と技術とちょっとした工夫をお伝えしようと思います。  

 脳卒中症例の歩行トレーニングの効果を高めるために重要なことはまず何といっても基

礎的な知識です。様々な知識が必要ですが中でも歩行の力学的な知識と、脳卒中症例の歩行

の特徴の 2 点については必須の知識だと思います。そこでセミナーの初めに、本当に必要

最低限の知識をおさらいしようと思います。必要な知識について整理した上で、実際にどの

ようなトレーニングを実施するべきかについてデモをご覧いただきます。必要な知識さえ

整理していれば、重度であっても軽度であっても、トレーニングを通して目指すべき運動と

いうものが何なのか、イメージがつかめているはずです。実臨床ではそのイメージを実際の

動作に落とし込むのが難しかったりするわけですが、心配する必要はありません。私は普段、

自分の職場で若手のスタッフ、特に介助技術の習得を苦手としているスタッフが歩行トレ

ーニングを遂行する上でどのような工夫をすれば上手になるのか、ひたすら考えてきまし

た。その結果最近ではセラピスト個人の介助技術になるべく依存しないような体制を整え

ることができつつあるように感じています。セミナーではその私なりの工夫を皆さんに実

際にご覧いただき、体験していただこうと思います。すぐに出来る工夫もあれば、ちょっと

した道具が必要となる工夫もありますが、最初にもお伝えしましたように、限られた時間の

なかで必要な知識を抑えて、どのようなトレーニングを実施するべきかと言うイメージを

共有できればまずそれで良いと思っています。その上で私は私なりの様々な工夫を行って

います。それをご覧いただいて、すぐに使える何かがあればぜひ持って帰ってください。す

ぐに使え無さそうな印象を抱いたとしても、他人がそのイメージを具現化するために行っ

ている工夫を見るだけでとても価値があるのではないかと思います。それが翌日以降、みな

さんの職場での自分なりの工夫に繋がると思うからです。  

 脳卒中片麻痺者の歩行トレーニングの方法論はまだまだ完成されていません。そのため

何より大切なことは私達一人一人の創意工夫だと思います。セミナーを通して参加された

みなさんの工夫マインドに火がつけば最高だと思っています。 
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ハンズオンセミナーⅠ 

 

講師略歴 

 

2003～2008 年 医療法人近森会 近森病院・近森リハビリテーション病院  

2008 年～ 医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院  
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ハンズオンセミナーⅡ 

 

 

ポスター会場 13：10～14：10 

 

理学療法における運動器エコー入門！  

～超音波画像で視野を広げ，視座を高める！～  

 

司会：フィットネスジムウップスリハビリ特化型デイサービス  矢嶋 優磨 

講師：川崎医療福祉大学 リハビリテーション学部        

川崎医科大学附属病院 リハビリテーションセンター    澳  昂佑 
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ハンズオンセミナーⅡ 

 

理学療法における運動器エコー入門！  
～超音波画像で視野を広げ，視座を高める！～  

 
 

川崎医療福祉大学 リハビリテーション学部  

川崎医科大学附属病院 リハビリテーションセンター    

澳
おく

 昂
こう

佑
すけ

 

 

超音波画像は革新的な進化を遂げ，理学療法の領域のおいても評価や治療の客観性を向上

させるために使用されつつある。しかしながら，断片的な使用方法が広まっていることが多

く，明確な使用方法は定義されていない。特にリアルタイムでの動的な超音波画像評価は理

学療法領域において特化する手法であり，十分な知識・技術が必要となる。実際のところ，

初見では超音波画像の扱い方に迷うことも多いかと思う。これらの現状を踏まえ，本ハンズ

オンセミナーの目的は超音波画像を用いて運動器を可視化することで機能障害に対する

「視野を広げる」こと，そして，理学療法士としての俯瞰できる領域を広くし「視座を高め

る」ことである。ハンズオンでは超音波画像を使用するための手順や注意点を明確化し，具

体的な超音波画像の使用方法を共有する。内容として全般的な運動エコーの実践に触れ，特

に膝関節・足関節の可動域制限に対する臨床応用をターゲットとする。これらの病態解釈も

共有したい。この過程で参加いただく皆様の成長の礎となるように実施させていただきた

い。  
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ハンズオンセミナーⅡ 

 

講師略歴 

 

学歴 

2011 年 大阪府立大学大学院博士前期課程修了（保健学修士） 

2020 年 奈良県立医科大学大学院博士課程修了（医学博士） 

 

社会活動 

2021 年 東京オリンピック自転車競技メディカルスタッフ 

2022 年 Frontiers in Human Neuroscience Topic coordinator  

in Special Issue "Neurorehabilitation: Progress and Challenges"  

2022 年～日本スポーツ理学療法学会 理学療法標準化検討委員会  

足関節捻挫評価方法検討部会  

2022 年～全日本バレーボールメディカルサポートスタッフ 

2023 年～日本運動器理学療法学会, 会学術大会委員会委員 

2023 年～運動器理学療法学 査読委員 

2024 年～Frontiers in Neurology Topic editor  

Research Topic: Exploring Evidence for Neurorehabilitation Advancements 
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ハンズオンセミナーⅢ 

 

 

ポスター会場 15：30～16：30 

 

定量的脳波解析（QEEG）の測定と解析 

およびニューロフィードバック体験  
 

司会：姫路獨協大学 医療保健学部  水野 智仁 

講師：奈良学園大学 保健医療学部  辻下 守弘 
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ハンズオンセミナーⅢ 

 

定量的脳波解析（QEEG）の測定と解析 
およびニューロフィードバック体験  

 

奈良学園大学 保健医療学部  

辻下
つじした

 守
もり

弘
ひろ

 

 

理学療法の一つであるバイオフィードバック(biofeedback)の中で、脳波を使ったバイオ

フィードバックは特にニューロフィードバック(neurofeedback)と呼ばれている。日本では、

リハビリテーション医療の現場でほとんど使われていないが、欧米では標準的な治療法と

して臨床現場で広く応用されている。  

ニューロフィードバックとは、脳波を測定するデバイスを使用して脳の活動をリアルタ

イムで測定し、その情報を被験者にフィードバックすることで、脳波の出現を促通あるいは

抑制する自己調整トレーニング法である。脳波の周波数成分の出現を特定の部位において

コントロールすることにより、神経疾患や発達障害に対しての治療効果が確認されており、

副作用もほとんどないため、子供から大人まで幅広い年齢層に適用可能とされている。  

 定量的脳波解析（Quantitative EEG:QEEG）とは、ニューロフィードバックを行う際の評

価方法として使われており、脳波センサーを用いて頭皮上の電気信号を測定し、そのデータ

を数学的に処理して脳の活動パターンを解析する手法である。qEEGでは、まず脳波に含ま

れるノイズを除去する処理をした上で、周波数分析によるパワーや含有率の算出、頭皮上の

脳波周波数別パワーの分布を表示させるトポグラフィー、健常脳波データとの比較、脳波部

位間関連性の定量化、そして軽度認知障害の確率を AI（人工知能）が判定する処理までを

実行する。  

 今回のハンズオンセミナーで使用する機器は、韓国 iMediSync 社製１）の全自動脳波解析

装置である iSyncWave と解析ソフトである iSyncBrain であり、ヘルメット型脳波計を頭部

に装着し、閉眼 2 分 30 秒と開眼 2 分 30 秒の合計 5 分間測定する。脳波電極の頭皮上添付

には専用のゲルを使用して設置する湿式が一般的ではあるが、本機器はゲルが不要な乾式

電極を使用して頭皮上 19 部位に設置する。脳波データは、タブレット PC経由でクラウド

にアップロードされ、QEEG 処理後に PC で結果を確認することができる。参加者には、こ

の機器を使った測定と解析を行った後に、ウエラブル EEGデバイスを使用したニューロフ

ィードバックのトレーニングを体験していただく予定である。時間的余裕があれば、脳機能

に対する物理療法であるフォトバイオモジュレーション（photobiomodulation:PBM）２）も

体験いただきたいと考えている。PBM は非侵襲であり、使用する近赤外光（810-1064nm）

がミトコンドリア内のチトクロム c 酸化酵素に吸収され、ミトコンドリアシステムが改善

されることがわかっており、ATP によるエネルギー産生増加、血管拡張による血流増加な

どの効果が期待できると考えらえている。  

１）https://www.imedisync.com/en/products/isyncwave/（2024 年 6月 28日現在） 

２）Fernandes, F., Oliveira, S., Monteiro, F., Gasik, M., Silva, F. S., Sousa, N., ... & Catarino, 

S. O. (2024). Devices used for photobiomodulation of the brain—a comprehensive and 

systematic review. Journal of NeuroEngineering and Rehabilitation, 21(1), 53.  
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ハンズオンセミナーⅢ 

 

講師略歴 

 

10 年間、高知医科大学（現高知大学）医学部附属病院理学療法部勤務後、広島県立保健福

祉短期大学理学療法学科専任講師、県立広島大学保健福祉学部理学療法学科准教授、甲南

女子大学看護リハビリテーション学部理学療法学科教授を経て現職。元厚生労働省理学療

法士作業療法士国家試験委員、公益社団法人日本理学療法士協会認定理学療法士試験委

員、日本バイオフィードバック学会理事を歴任。  
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

 

ポスター会場 14：20～15：20 

 

～はじめての支援～ 

 

座長：尼崎だいもつ病院・愛仁会本部     大垣 昌之  

演者：宝塚リハビリテーション病院      中谷 知生  

演者：神戸リハビリテーション衛生専門学校  黒部 正孝  

演者：いぶき明生支援学校          深津 陽子  

演者：神戸市立医療センター中央市民病院   伊藤 翼  
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

能登半島地震の災害リハビリ支援の実際 
～はじめての支援～  

＜支援地：1/18-1/21 JRAT-Rスタッフ＞  
 

尼崎だいもつ病院・愛仁会本部  

大垣
おおがき

 昌之
まさのぶ

  

 

2024 年 1 月 1日に起こった能登半島地震により多くの方が犠牲になり、また多くの方が
被災された。心よりお見舞い申し上げたい。 
一般社団法人日本災害リハビリテーション支援協会（以下 JRAT）は、1月 3日より金沢

医科大学病院内に石川 JRAT 災害対策本部を設置し活動を開始した。兵庫 JRAT も支援者
を募り、1月 23日に兵庫 JRAT 第 1 隊が支援活動を開始し、合計９隊（理学療法士:22 名）
の支援を行った。 

JRAT は、東日本大震災で活動した東日本大震災リハビリテーション支援関連団体が原型
であり、その後 2021 年に一般社団法人化され現在に至る。 

JRAT を含めた、災害時の理学療法の重要性は徐々に認識されつつあるが、実際の現場で
の活動した理学療法士は少ないのが現状である。災害支援では、理学療法の専門的知識・技
術では、個別‐直接支援というより、集団‐間接支援の考え方が重要である。また、災害支
援の原則を含めた知識や技術が必要であることは言うまでもない。 
今回のシンポジウムでは、能登半島地震で、はじめて災害支援の経験された理学療法士の

方からその支援の実際を報告していただき、理学療法士としての支援の在り方を考えたい。
支援のみでなく、受援のあり方も考えるきっかけになればと思う。 
 
＜2024.3.31 地域 JRAT 週末報告会資料＞ 
               石川ＪＲＡＴ活動履歴（概要） 
1.1  発災 

1.2  石川県庁にて災害対策本部設置 

1.3  石川 JRAT 災害対策本部設置(金沢医科大学) 

1.5  RRT 派遣活動開始 

1.7  七尾本部（公立能登総合病院）設置 

1.8  石川県-石川 JRAT 協定書締結 

いしかわ総合スポーツセンター(1.5 次避難所) 

・穴水町避難所にて活動開始 

1.9  七尾市避難所にて活動開始 

1.13  石川本部移転(石川県リハビリテーションセンター) 

1.14  志賀町避難所にて活動開始 

地域 JRAT 活動開始 

1.17  能登町避難所にて活動開始 

1.18  七尾本部移転(石川県能登中部保健福祉センター) 

中能登町避難所にて活動開始 

1.21  珠洲市にて活動開始 

1.25  小松市(1.5 次避難所)にて活動開始 

2.13  金沢市(2 次避難所)にて活動開始 

3.8  七尾本部機能を石川本部に統合 

3.19  東京本部機能を石川本部に統合 

3.26  輪島市での JRAT 活動終了予定 

3.31  県庁本部機能を石川本部に統合 

能登地域での JRAT 活動停止(4.9～12 に一隊派遣予定あり) 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

講師略歴 

 

<学歴> 

 1996 年 3月 福井医療技術専門学校卒業 理学療法士免許取得 

 2004 年 3月 佛教大学社会学部社会福祉学科 卒業 

<職歴> 

 1996 年 4月～1999 年 1 月 医療法人甲風会 有馬温泉病院（神戸市北区） 

 1999 年 1月～医療法人愛仁会（現社会医療法人愛仁会）  

現在に至る 

<災害支援> 

 1996 年   阪神淡路大震災 仮設住宅支援 

 2007 年 3月 インドネシア・ジャワ中部地震災害リハビリ看護TOT及び機材供与プロジェクト 

 2007 年 8月 インドネシア・ジャワ中部地震災害リハビリ看護TOT及び機材供与プロジェクト 

 2008 年 9月 国際緊急援助隊 登録 

 2011 年 4月 東日本大震災 生活機能対応専門職チーム 宮城県仙台市 

 2016 年 4月 熊本地震 熊本県益城町 大阪 JRAT   

  2018 年 6月  大阪北部地震 大阪 JRAT 

 2019 年 4月 JRAT-RRT 登録 

 2024 年 1月  能登半島地震 JRAT-R スタッフ 

<認定関係> 

 専門理学療法士(神経、小児、地域、支援工学、予防)、認定(管理・運営) 

 ACLS認定インストラクター、BHELP 認定インストラクター 

<所属学会> 

 日本理学療法士協会、日本リハビリテーション医学会、日本災害医学会、 

日本義肢装具学会 

<その他社会活動> 

 1999 年 兵庫県理学療法士会 東神戸ブロック モニター委員 

 2001 年 4月～2011 年 3 月  

大阪府理学療法士協会 三島ブロック運営委員（2007 年 4 月～ 保健福祉局 局長）  

 2003 年 4月～2009 年 3 月 大阪府理学療法士協会 高齢者保健福祉部委員 

 2013 年 4月～2023 年 6 月 大阪府理学療法士会 災害時支援対策特別委員会 

 2007 年 4月～2023 年 3 月 大阪府三島圏域地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾗﾋﾟｽﾄ幹事会幹事 

                   （2014 年 4 月～2018 年 3月 同幹事長） 

 2015 年 4月～2021 年 9 月 日本理学療法士協会 日本地域理学療法学会運営幹事 

 2019 年 4月～2022 年 3 月 公益社団法人 大阪府理学療法士会 代議員 

 2019 年 4月～2023 年 6 月 一般社団法人 高槻市理学療法士会 会長 

 2021 年 8月～現在     一般社団法人日本支援工学理学療法学会評議員 

 2021 年 9月～現在     一般社団法人日本地域理学療法学会理事  

  2022 年 10 月～現在     一般社団法人日本神経理学療法学会評議員 

 2022 年 6月～現在      公益社団法人日本理学療法士協会 代議員 

 2024 年 11 月        第 11 回日本地域理学療法学会学術大会 大会長 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

能登半島地震の災害リハビリ支援の実際 
～はじめての支援～   

＜支援地：1/23珠洲市、24珠洲市、25珠洲市、 

26 いしかわ総合スポーツセンター＞  

宝塚リハビリテーション病院    

中谷
なかたに

 知生
と も き

  

 

私はこれまで災害リハビリテーション支援活動についてはふわっとした興味がある程度

で関連する研修会なども数年前に 1 度だけ参加したのみであり、災害支援活動というもの

の具体的なイメージさえ思い浮かばないような状況でした。実際に派遣が決まってから慌

てて研修資料で自己学習しましたが、普段の業務とは随分とかけ離れた内容のように感じ

る部分もあり、「なぜ自分が選ばれたのか」「チームのメンバーに迷惑をかけるのではない

か」「やはり辞めておけばよかったかな…」など派遣直前は不安の気持ちが非常に大きかっ

たです。  

実際に奥能登で 3 日間、金沢市内の大規模避難所で 1 日の活動を行った結果、当然なが

ら初めての体験が多いため戸惑うこと、上手く出来なかったと反省することは多々あるも

のの、避難所での環境のアセスメントや集団体操の指導など、理学療法士としての基本的な

能力をベースに、自分でも少なからず貢献できる部分があるのだという実感の方が大きか

ったように思います。  

 派遣から帰ってきて今改めて思うのは、今後自分がどのように自己研鑽をして次の大規

模災害に備えるべきか、ということです。今回の派遣では自分自身は管理職であったため職

場の上長からの派遣の許可も比較的得やすい立場でした。職場の後輩にも災害派遣に興味

を持ったスタッフがいましたが、スタッフが不在になることによる臨床現場への影響など

もあり実際には難しい部分もありました。今回の経験を活かしていくために、自分の職場で

の教育や人材の育成などにも取り組んでいきたいと思っています。  
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

講師略歴 

 

2003～2008 年 医療法人近森会 近森病院・近森リハビリテーション病院  

2008 年～ 医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院  

現在に至る  
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

能登半島地震の災害リハビリ支援の実際 

～はじめての支援～  

＜支援地：1/31志賀町、2/1志賀町、2七尾市、 

3いしかわ総合スポーツセンター＞ 

神戸リハビリテーション衛生専門学校    

黒部
く ろ べ

 正孝
まさたか

 

 

私は以前から災害リハビリテーションに興味がありましたが、具体的にどのように活動

すれば良いのか分かりませんでした。このシンポジウムの参加者の中にも同様の悩みを抱

えている方がいるのではないかと考え、私が災害リハビリテーション支援に参加した経緯

を共有させていただきます。 

私が現地で支援活動を行ったのは発災から約 1 か月後のことで、まだ余震や寒さの心配

がありました。直前まで持ち物に迷いましたが、保温性の高い衣類など、緊急時には車中泊

も可能な準備をしました。実際にはこれらを使いませんでしたが、急な宿泊地変更を余儀な

くされたチームもあり、備えの重要性を感じました。この他にも役に立った物品を紹介した

いと思います。 

現地支援では主に LINE を用いて連絡を取り合いました。一つのグループに数百人のメ

ンバーがいて、必要な情報を取捨選択する作業は大変でした。しかし、避難所では情報が不

充分なことも多く、災害リハビリテーションの難しさを痛感しました。幸いにも私のチーム

のメンバーは情報処理能力が高く、役割分担をしながら情報収集に努めました。この時に、

チームでの活動の重要性を改めて実感しました。 

災害リハビリテーションの現実は、私が元々イメージしていたものとは異なり、理学療法

以外のスキルも多く求められる場でした。この経験を通じて得た知識を共有し、同じ興味を

持つ方々のお役に立てればと思います。 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

講師略歴 

 

2018 年 3 月 関西医療大学 保健医療学部 卒業  

2018 年 4 月 医療法人研医会田辺中央病院 リハビリテーション科 入職  

2021 年 3 月 関西医療大学大学院 保健医療学研究科 修士課程 修了  

2023 年 4 月 神戸リハビリテーション衛生専門学校 理学療法学科 入職  

2024 年 4 月 関西医療大学大学院 保健医療学研究科 博士後期課程 入学  

現在に至る  
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

能登半島地震の災害リハビリ支援の実際 

～はじめての支援～  

＜支援地：3/11-14石川総合スポーツセンター＞  

  

神戸市立いぶき明生支援学校 

深津
ふ か つ

 陽子
よ う こ

  

 

令和 6 年 3月 11 日～4 日間、兵庫 JRAT からの派遣で Fチーム（第 6 班）として能登半

島地震の支援に行かせていただきました。Fチームの派遣先は 1.5 次避難所となっている金

沢市内のいしかわ総合スポーツセンターでした。被災地で理学療法士として支援活動をす

るのは初めてで、派遣されるに当たって現地がどのような状況なのか、理学療法士としてど

のような支援ができるのか、漠然とした不安がありました。 

前日夕方に本部でオリエンテーションを受け、活動初日はサブアリーナでの支援活動を

行いました。避難所内をチームでラウンドし、優先対応者リストにあがっている受援者を中

心に、主に環境調整や活動量、自立度の評価を行いました。少ない情報の中で支援に入るの

で、その方の背景が見えにくくゴールがわかりにくいことと、活動量が確保され自立と判断

して支援を終了するか、活動量の確保や自立に向けて支援を継続するかの判断が難しく悩

みました。２日目からはスポセンのロジ業務に就きました。ロジには避難所内のいろいろな

職種から情報や依頼が集まってきます。その情報を本部と共有したり、避難所内をラウンド

している JRAT のチームに伝え、協力して支援に当たったりということが必要でした。ロジ

についても初めてでしたが、勝手な判断はせず、「ホウレンソウ」を心がけました。避難所

での支援は普段の業務とは異なり、私たちにできることは変わってきます。また、活動は短

期間で支援に入る者がどんどん変わっていくので、自分たちの支援を次につなげることも

必要になります。そのことを踏まえたうえで、支援を行うことの必要性を感じました。今回

の活動でとても貴重な経験をさせていただきました。その経験をお伝えできたらと思いま

す。 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

講師略歴 

 

2009 年 3 月 青森県立保健大学 健康科学部 理学療法学科 卒業 

2009 年 4 月 医療法人尚和会 宝塚リハビリテーション病院 入職 

2012 年 4 月 兵庫県社会福祉事業団 総合リハビリテーションセンター 入職 

2020 年 4 月 神戸市立青陽須磨支援学校 入職 

2024 年 4 月 神戸市立いぶき明生支援学校 異動 

現在に至る 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

能登半島地震の災害リハビリ支援の実際 

～はじめての支援～  

＜支援地：3/27-30珠洲市＞ 

 

神戸市立医療センター中央市民病院      

伊藤
い と う

 翼
つばさ

 

 

災害支援は主に災害直後（初動体制の確立）、超急性期（住民の生命や安全の確保）、急性

期（避難所対策）、亜急性期（避難所から仮設住宅へ移行）、慢性期（仮設住宅から新しいコ

ミュニティ作り）、中長期（コミュニティの再構築と地域との融合、復興住宅への移行）と

分かれている。 

 今回、自身が災害支援を行った時期は主に亜急性期のフェーズで、被災地における支援は

縮小傾向にあり、3 月をもって地域スタッフのみの支援へと移行しようとしていた。現地で

は避難所は統合し、仮設住宅へと移っていく受援者が多く見受けられたが、その中で個別に

介入が必要されるケースも確認されていた。実際には、限られた活動時間の中で、具体的に

実現可能な支援かどうか、継続した支援が無くなっていく中で、地域への橋渡しとして求め

られることは何かを考える必要があった。自身にとって初めての災害支援であったが、今回

の経験を通じて、理学療法士という立場における支援者の役割を把握することができた。ま

た安全かつ持続的な活動を行う上で、事前に現地における最新の情報（水、食料、生活環境

など）を把握することの重要性を感じた。 

自身の周りを見渡してみると災害支援を経験しているセラピストはそう多くはないが、

本シンポジウムを通じて、災害支援に対する関心をより高めて持ってもらいたいと考えて

いる。また今後災害支援に携わっていくセラピストの不安を少しでも軽減し、災害支援の理

解を深めてもらうことができたらと考えている。 
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災害リハビリテーションシンポジウム 

 

講師略歴 

 

2013 年 4 月 医療法人徳洲会 札幌東徳洲会病院 リハビリテーションセンター 入職 

2017 年 4 月 地方独立行政法人 神戸市民病院機構 神戸市立医療センター中央市民病院 

リハビリテーション技術部 レジデント 

2019 年 4 月  地方独立行政法人 神戸市民病院機構 神戸市立医療センター中央市民病院 

リハビリテーション技術部 入職 

現在に至る 
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事例検討会 後期研修（内部障害系） E-3 

 

 

第 3 会場 9：30～11：00 

 

症例報告から学ぶマルチモビディティ 

 

座長：神戸大学大学院 保健学研究科    小野くみ子 

   神戸市立医療センター中央市民病院  下雅意崇亨 

 

① 演者：山下 元気  城陽江尻病院  

② 演者：松林 和矢  西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 

③ 演者：山口 功   神戸リハビリテーション病院 
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生涯学習部 士会主催領域研修 

 

 

第 3 会場 9：30～11：00 

  

領域別研修 後期研修C-1（神経系） 

 

症例報告のコツ 

―脳卒中患者における装具を用いた歩行練習を例として― 

 

講師：兵庫医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科  佐久間 香 

座長：神戸国際大学 リハビリテーション学部         大谷 啓尊 
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生涯学習部 士会主催領域別研修 

 

症例報告のコツ 

―脳卒中患者における装具を用いた歩行練習を 

例として― 

 

兵庫医科大学 リハビリテーション学部 理学療法学科   

佐
さ

久
く

間
ま

 香
かおる

 

 

講師略歴 

 

学歴 

2002 年 京都大学医療技術短期大学部理学療法学科 卒業 

2009 年 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 修士課程修了 

2015 年 京都大学大学院医学研究科人間健康科学系専攻 博士後期課程単位取得後退学 

2021 年 博士(人間健康科学)の学位授与(京都大学) 

 

職歴 

2002 年－2006 年 社会福祉法人兵庫県社会福祉事業団兵庫県立リハビリテーション中央病

院 

2006 年－2012 年 社会福祉法人兵庫県社会福祉事業団兵庫県立リハビリテーション西播磨

病院 

2015 年－2017 年 関西福祉科学大学 保健医療学部 リハビリテーション学科 

2019 年－現在 兵庫医療大学(現，兵庫医科大学) リハビリテーション学部 理学療法学科 

 

資格 

2002 年 日本理学療法士免許 

2004 年 福祉住環境コーディネーター協会「福祉住環境コーディネーター2 級」 

2006 年 公益財団法人テクノエイド協会「福祉用具プランナー」 

2011 年 公益社団法人日本理学療法士協会「専門理学療法士(神経理学療法)」 
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事例検討会 後期研修（神経系） E-1 

 

 

第 3 会場 16：00～17：30 

 

症例報告から学ぶマルチモビディティ 

 

座長：西記念ポートアイランドリハビリテーション病院  大坪 拓朗 

  ：神戸市立医療センター中央市民病院        前川 侑宏 

 

④ 演者：前川 侑宏 神戸市立医療センター中央市民病院 

⑤ 演者：宇渡竜太郎 西宮協立リハビリテーション病院 

⑥ 演者：堀 めぐみ 宝塚リハビリテーション病院 
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県士会プログラム 

 

 

第 3 会場 11：10～12：10 

 

令和 6年度診療報酬、介護報酬改定への対応  

－リハビリテ-ション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進－ 

 

急性期病院での取り組み 

講師：神戸市立医療センター中央市民病院  岩田健太郎 

 

回復期病院での取り組み 

講師：神戸リハビリテ-ション病院  前川健一郎 

 

兵庫県理学療法における問題点と県士会での対応 

講師：兵庫県理学療法士会  間瀬 教史 
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ミッション・ビジョン検討ワーキンググループ  

キックオフシンポジウム 

 

 

第 3 会場 13：10～14：10 

 

兵庫県理学療法士会を未来につなぐ 

ミッション・ビジョンを考える  
 

座長：小森 昌彦（兵庫県但馬県民局但馬長寿の郷） 

一般社団法人兵庫県理学療法士会 副会長  

 

演者：間瀬 教史（甲南女子大学） 

一般社団法人兵庫県理学療法士会 会長 

 

演者：山口 良太（株式会社アールイーコンセプト） 

一般社団法人兵庫県理学療法士会 常務理事  

ミッション・ビジョン検討ワーキンググループ 座長 
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ミッション・ビジョン検討ワーキンググループ キックオフシンポジウム 

 

兵庫県理学療法士会を未来につなぐ 

          ミッション・ビジョンを考える 
 

 

一般社団法人兵庫県理学療法士会 会長 

間
ま

瀬
せ

 教
きょう

史
し

（甲南女子大学） 

 

 

 

 

一般社団法人兵庫県理学療法士会 常務理事  

ミッション・ビジョン検討ワーキンググループ 座長      

山口
やまぐち

 良
りょう

太
た

（株式会社アールイーコンセプト） 

 

 

本会は 1967 年に 9 名の理学療法士から始まり、2024 年現在は約 6000 人を超える会員

がさまざまな分野で活躍しています。設立から 57年が経ち、現在は設立当初には想像もで

きなかったような社会になっていると思いますが、今もこうして本会が存続しているのは、

多くの諸先輩方が理学療法士としてのミッションを共有し、力強く団結してその意志を受

け継いでこられたからであると思います。 

この先も本会としてこれまで受け継いできた理学療法士としての矜持を未来に繋ぎつつ、

さまざまな社会情勢の変化にも柔軟に対応していくために、本会のミッションとビジョン

を明言化して未来につないでいく必要があります。 

そこで、会員の皆さまからもご意見をいただきながら、本会のビジョン・ミッションを策

定したいと考え、本年度より本ワーキンググループを設置いたします。 

このキックオフシンポジウムでは、演者として間瀬会長と山口常務理事が登壇し、現会

長が描くミッションとビジョンについて、また、本ワーキンググループの座長である山口

常務理事からは役員としての経験を踏まえた上でミッション・ビジョン策定に必要な要素

についての提案をしていただきます。さらに、若手会員の方にもパネルディスカッション

にご参加いただき、会員から見た兵庫県理学療法士会の現況や今後のあり方などについて

忌憚なきご意見をインタビュー形式でお聞きし、今後のミッション・ビジョン策定の参考

にさせていただきたいと考えております。 

このシンポジウム後に当 WG の参加メンバーを募集いたしますので、ご興味ある方はぜ

ひシンポジウムにもご参加ください。 
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ミッション・ビジョン検討ワーキンググループ キックオフシンポジウム 

 

講師略歴 

 

間瀬 教史 

 

学歴 

昭和 62 年 3 月 中部リハビリテーション専門学校卒業 

平成 19 年 3 月 博士（体育学）（中京大学体育学部大学院体育学研究科 乙 32 号） 

 

職歴 

昭和 62 年 4 月 兵庫医科大学病院リハビリテーション部（平成 19 年 3 月まで） 

平成 19 年 4 月 甲南女子大学 看護リハビリテーション学部 理学療法学科 

 

山口 良太 

 

◇学歴 

 2001 年 河﨑医療技術専門学校 卒業 理学療法士免許取得 

2007 年 神戸大学医学部保健学科 卒業 

 2012 年 神戸大学大学院保健学研究科 修了  

 

◇職歴 

 2001 年 貴島病院本院 入職 

 2009 年 神戸大学医学部附属病院 入職 

 2013 年 株式会社アールイーコンセプト 設立 現在に至る 

 

◇資格等 

博士（保健学）（神戸大学）  

専門理学療法士（運動器、スポーツ）、認定理学療法士（地域） 

 両立支援コーディネーター、腰痛予防労働衛生教育インストラクター、作業管理士 

 

◇社会活動 

 一般社団法人兵庫県理学療法士会 常務理事 

 公益財団法人日本理学療法士協会 代議員 

 神戸市リハ職種地域支援協議会 灘区担当 
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一般演題 プログラム・抄録集 
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口述１  一般セレクション演題  11：10～12：10  第２会場 

座長：公立八鹿病院老人保健施設 医療課   吉田
よしだ

 一正
かずまさ

 

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  前川
まえかわ

 侑
ゆき

宏
ひろ

  

O-001  ウェルウォークと機能的電気刺激の併用によるハイブリッド介入の実践報告 

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部  遠原
とおはら

 聖
せい

矢
や

 

O-002  在宅パーキンソン病患者の身体的特徴について  

訪問看護ステーションゆめかな リハビリテーション科  河田
かわた

 恭 兵
きょうへい

 

O-003  整形外科的侵襲前後の体幹安定性について～膝・足関節疾患での検討～  

西宮回生病院 リハビリテーション部  今木
いまき

 里紗
り さ

 

O-004  現場で行う投球後のリカバリー戦略による柔軟性と筋力について-アイシングと軽度動の効果検証- 

たちはら整形外科・肩とスポーツのクリニック リハビリテーション科  三宅
みやけ

 崇史
たかし

 

O-005  脳卒中患者における歩行能力改善を目的としたタイムトライアルの効果検証：症例研究 

宝塚リハビリテーション病院 療法部  蓮井
はすい

 成
なる

仁
ひと

 

O-006  外来血液透析患者におけるサルコペニアと社会的フレイルの関連 

服部病院 リハビリテーション科  谷宮
たにみや

 尚樹
なおき

 

 

口述２  大会長重点演題①②  13：00～14：20  第２会場 

座長：加古川中央市民病院 リハビリテーション室  大西
おおにし

 伸
しん

悟
ご

 

兵庫医科大学ささやま医療センター リハビリテーション室  村上
むらかみ

 茂史
しげふみ

 

O-007  保険外サービスを利用する運動習慣のある慢性疼痛者の特徴  

株式会社理学 BODY 整体事業部  宮
みや

本
もと

祐
ゆう

之
の

介
すけ

 

O-008  理学療法士による中学生部活動外部指導員としての教育機関への介入、実践報告  

姫路ハーベスト医療福祉専門学校 理学療法学科  石原
いしはら

 康
やす

成
なり

 

O-009  阪神南 (西宮・芦屋) 支部における学校保健分野での取り組み  

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部  庄司
しょうじ

 和行
かずゆき

 

O-010  兵庫県南あわじ市のフレイル外来事業に参加した在宅高齢者から得られた要支援・要介護予防対策に

おける知見  

平成病院 リハビリテーション科  秋田
あきた

 透
とおる

  

O-011  小児三次救急病院における心臓リハビリテーションの取り組みと理学療法士の役割  

兵庫県立こども病院 リハビリテーション部  河村
かわむら

 勇
ゆう

祐
すけ

 

O-012  膝関節屈曲可動域制限因子の検討－疼痛・腫脹・皮膚・脛骨の位置・膝内旋可動域・膝蓋骨の位置に

よる検討－  

順心淡路病院 リハビリ課  柴田
しばた

 幸治
こうじ

 

O-013  中心静脈栄養離脱後に運動機能が向上した重症心身障害者の事例 

神戸医療福祉センター ひだまり リハビリテーション科  木原
きはら

 健二
けんじ

 

O-014  息切れの程度が慢性閉塞性肺疾患患者の生きがい、自己管理能力、精神・認知機能面における差異の

検証  

神戸国際大学 リハビリテーション学部  小谷
こたに

 将
しょう

太
た

 

 

 

 

プログラム 
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口述３  新人奨励演題  14：25～15：25  第２会場 

座長：新須磨病院 リハビリテーション科  山川
やまかわ

 亮
りょう

 

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部  佐野
さ の

 俊
しゅん

 

O-015  歩行時の膝折れに着目した大腿骨転子部骨折術後の症例  

ときわ病院 リハビリテーション科  井上
いのうえ

 雄
ゆう

仁
じん

 

O-016  車椅子座位の良肢位獲得を目指した進行性核上性麻痺の一症例  

東浦平成病院 リハビリテーション科  岩木
いわき

香奈
か な

枝
え

 

O-017  多疾患併存した脳梗塞後右片麻痺患者に対し麻痺側立脚期と歩行耐久性に着目して介入し歩行自立に

至った一例  

伊丹恒生脳神経外科病院 リハビリテーション部  谷
たに

 亜衣子
あ い こ

 

O-018  割座からベンチ上端座位移乗動作獲得を目指し介入を行い,動的尖足が改善し,動作遂行時間の短縮が

みられた症例  

株式会社 PLAST ヒミツキチ  永友
ながとも

 美沙
み さ

 

O-019  脳梗塞により重度左片麻痺を呈し、プッシャー現象の出現に対して、感覚入力により座位保持の介助

量が軽減した症例  

協立記念病院 理学療法科  柴田
しばた

 航
こう

平
へい

 

O-020  骨盤中間位での右股関節外転筋に着目し右側方への安定性向上を認めた右大腿骨転子間骨折の一症例 

荻原記念病院 リハビリテーション部  山根
やまね

 甲斐
か い

 

 

口述４  新人セレクション演題  15：30～16：30  第２会場 

座長：兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーション部  久保
く ぼ

 德
のり

昌
まさ

 

株式会社 PLAST プラスト新長田  梶原
かじはら

 祐
ゆう

輔
すけ

 

O-021  左肩鏡視下腱板修復術後に持続する夜間時痛を認めた一症例  

大久保病院 リハビリテーション科  宮
みや

﨑
ざき

 大輔
だいすけ

 

O-022  右凸側弯の既往歴を持つ左股関節全置換術後患者の独歩獲得を目指した症例  

荻原記念病院 リハビリテーション部  村上
むらかみ

 剛琉
たける

 

O-023  小刻み歩行に着目し介入した結果、歩行の安定性が向上したパーキンソン病の一症例  

兵庫中央病院 リハビリテーション科  清水
しみず

 隆志
たかし

 

O-024  栄養及び運動指導を通じて退院後 QOL 向上を目指した左人工膝関節置換術後の症例  

平成病院 リハビリテーション科 中田
なかだ

 凌也
りょうや

 

O-025  既往歴に着目し持久力の向上と歩行器歩行を獲得した症例  

土井リハビリテーション病院 リハビリテーション科  大垣
おおがき

 智
とも

哉
や

   

O-026  慢性心不全に対する運動負荷に着目した症例  

龍野中央病院 リハビリテーション部  和田
わ だ

千有紀
ち あ き

 

 

口述５  研究助成演題  16：35～17：25  第２会場 

座長：介護老人保健施設 風と緑 リハビリテーション部  玉地
たまち

 雅浩
まさひろ

 

兵庫県立西宮病院 リハビリテーション部  山形
やまがた

 繁
しげ

広
ひろ

 

O-027  乳がん患者を対象とした術前握力と術後上肢機能障害の関連に関する観察研究  

神戸大学医学部附属病院 リハビリテーション部  水田
みずた

 万
ま

裕
ゆ

 

 

 

- 78 -



O-028  協調性運動障害を伴う ASD 児の運動学習を促す練習条件とは？ ―恒常練習および多様性練習による 

検討―  

神戸国際大学 リハビリテーション学部  辻下
つじした

 聡
そう

馬
ま

 

O-029  重度脳卒中片麻痺患者における長下肢装具歩行時の麻痺側下肢筋活動に関連する要因-重心位置及び 

下肢関節角度・麻痺重症度からの検証-  

宝塚リハビリテーション病院 療法部  比嘉
ひ が

 康
やす

敬
たか

 

O-030  在宅要介護高齢者における身体活動量と性格特性の関連  

宝塚リハビリテーション病院 療法部  山本
やまもと

 泰
やす

忠
ただ

 

O-031  造血幹細胞移植に伴うステロイド投与が大腿直筋の筋活動に及ぼす影響  

兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部  西角
にしかど

 暢
のぶ

修
よし

 

 

ポスター1  一般演題 1  9：50～10：50  ポスター会場 

座長：あんしん病院 リハビリテーション科  和田
わ だ

 治
おさむ

  

P-001  回復期リハビリテーション病棟に入院した大腿骨頚部骨折患者の歯数と義歯使用の有無に関する実態 

調査  

神戸平成病院 リハビリテーション部  久元
ひさもと

 翔
しょう

太
た

 

P-002  前十字靭帯再建術後患者の膝アライメントについて  

西宮回生病院 リハビリテーション部  島本
しまもと

 大輔
だいすけ

 

P-003  橈骨頚部骨折後の長期外固定により肘関節・前腕に拘縮が生じエコーガイド下徒手療法にて改善が 

得られた一例  

つくだ整形外科 リハビリテーション科  中岡
なかおか

 弘
ひろ

行
ゆき

 

P-004  前・中斜角筋への高電圧パルス電流療法が内転結滞動作に及ぼす影響  

芦屋整形外科スポーツクリニック リハビリテーション科  奥野
おくの

 慎
しん

祐
すけ

 

P-005  関節鏡視下腱板修復術術後症例の三角筋前部線維と外旋可動域の関係 -Shear Wave Elastography を 

用いて-  

大久保病院 リハビリテーション科  水島
みずしま

健太郎
けんたろう

 

P-006  独歩の安定性の向上には右荷重応答期での右下腿の後傾の改善が必要であった右人工膝関節全置換術 

後の症例  

名谷病院 リハビリテーション科  豆崎
まめざき

 竜也
りゅうや

 

 

ポスター2  一般演題 2  11：00～12：00  ポスター会場 

座長：はしもと整形外科リハビリクリニック リハビリテーション科 中
なか

 雄
ゆう

太
た

  

P-007  大学女子ラクロス選手における 1 シーズンの傷害調査  

のだ整形外科クリニック リハビリテーション科  幅
はば

 美沙
み さ

季
き

 

P-008  左膝関節全置換術後により困難となった階段降段の安定性獲得に至った症例  

荻原記念病院 リハビリテーション部  川東
かわひがし

 理奈
り な

 

P-009  左前十字靭帯損傷に対し保存療法を選択した一症例 -二次的損傷の予防に着目して- 

しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科 森岡
もりおか

日菜乃
ひ な の

 

P-010  右大殿筋の筋力低下と右殿部の疼痛により昇段動作の安定性と耐久性が低下していた腰部脊柱管狭窄 

症の一症例  

北須磨病院 リハビリテーション科  浪越
なみこし

 翔
しょう

太
た
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P-011  右立脚中期に右股関節の外転と体幹の右傾斜が生じ右側方に不安定であった右人工股関節全置換術後 

の一症例  

北須磨病院 リハビリテーション科  松原
まつばら

 慎
しん

  

P-012  CLAP による長期臥床後、目標を細やかに設定したことで起居移乗動作能力を再獲得した超高齢患者 

の一症例  

兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーション部 福住
ふくずみ

 由
ゆ

惟
い

 

 

ポスター3  一般演題 3  13：10～14：10  ポスター会場 

座長：尼崎だいもつ病院 リハ技術部  山下
やました

 真人
ま さ と

 

P-013  右大腿骨頚部骨折受傷後にリハビリテーションを実施し、受傷前の ADL 能力を再獲得した統合失調 

症の一症例  

揖保川病院 診療部  時本
ときもと

 清
きよ

己
み

 

P-014  転倒リスクと予後予測を家人と共有して移動方法を設定した、パーキンソン病を有する大腿骨頸部骨 

折の一症例  

本山リハビリテーション病院 リハビリテーション部  冨田
と み た

 直樹
な お き

 

P-015  重症大動脈弁狭窄症と慢性大動脈解離を有する左大腿骨転子部骨折術後症例の理学療法経験  

兵庫県立加古川医療センター リハビリテーション部  島田
し ま だ

 和慶
かずよし

 

P-016  低栄養を呈した右大腿骨頸部骨折術後の症例 ～神経筋電気刺激と栄養管理にて体重減少を防ぐ～ 

 尼崎中央病院 リハビリテーション科  亀谷
かめたに

 大輔
だいすけ

 

P-017  慣性センサによる片脚立位時の身体動揺と足関節運動の評価  

姫路獨協大学 医療保健学部 理学療法学科  山中
やまなか

 悠
ゆう

紀
き

 

P-018  左半側空間無視を有する重度片麻痺患者に対する起き上がり練習の工夫  

尼崎だいもつ病院 リハ技術部  権
ごん

野
の

真太郎
しんたろう

 

 

ポスター4  一般演題 4  14：20～15：20  ポスター会場 

座長：順心神戸病院 リハビリテーション課  丸
まる

 貴
たか

行
ゆき

  

P-019  当院包括ケア病棟における歩行自立に影響を及ぼす因子とカットオフ値  -超高齢者を対象として- 

 多可赤十字病院 医療リハビリテーション技術課  岩川
いわかわ

 弘樹
ひ ろ き

 

P-020  20 分の体操で心臓の後負荷としての血管弾性指標は変化するか？  

姫路獨協大学 医療保健学部  田中
た な か

みどり 

P-021  理学療法機器の新規開発の可能性と具体化－角度測定器の新規開発の経験より－  

姫路獨協大学 医療保健学部  山本
やまもと

 洋之
ひろゆき

 

P-022  理学療法分野におけるテキスト解析のためのアノテーション基準構築と妥当性検証 

 兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部  畠山
はたけやま

 駿
しゅん

弥
や

 

P-023  歩行能力低下を認めたパーキンソン病 1 症例に対する視聴覚フィードバックを利用したトレッドミル 

歩行の試み  

兵庫医科大学ささやま医療センター リハビリテーション室  井上
いのうえ

 侑
ゆう

弥
や

 

P-024  破傷風第Ⅲ期より全身管理下で理学療法を実施した一症例  

兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーション部  堀
ほり

 航
こう

甫
すけ
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ポスター5  大会長重点演題①  15：30～16：50  ポスター会場 

座長：大西脳神経外科病院 医療技術部 総合リハビリテーション科  吉野
よ し の

 孝
たか

広
ひろ

 

尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科  井上
いのうえ

 知
とも

哉
や

 

P-025  被災地支援における笑いを通じた支援活動の可能性について  

宝塚リハビリテーション病院 療法部  中谷
なかたに

 知生
と も き

 

P-026  姫路市リハ職ネットワーク検討委員会の活動と目標設定研修会  

入江病院 診療技術部 理学療法科  松井
ま つ い

 俊
しゅん

輔
すけ

 

P-027  主観的幸福感からみた目標設定の重要さ  

ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション リハ看護部門  久保
く ぼ

 隼人
は や と

 

P-028  東播磨支部会員に対するアンケート報告 ～支部会員の職場とキャリアに関する意向調査～  

明石仁十病院 リハビリテーション科  大野
お お の

 翼
つばさ

  

P-029  当院リハビリテーション科の安全対策  

ツカザキ病院 リハビリテーション科  松下
まつした

 和哉
か ず や

 

P-030  兵庫県立尼崎総合医療センターにおけるレジデント制度の概要  

兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部  田中
た な か

 朋子
と も こ

 

P-031  転び方の指導が転倒恐怖感に与える影響-対象者 2 名に介入した実践報告-  

兵庫教育大学大学院学校教育研究科修士課程人間発達教育専攻臨床心理学コース  梨
なし

田
た

 郁生
い く お

 

P-032  柔道競技における救護活動の実践報告  

松本病院 リハビリテーション科  岡田
お か だ

雄二
ゆ う じ

朗
ろう

 

 

ポスター6  新人奨励演題 1  9：50～10：50  ポスター会場 

座長：しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科  春名
は る な

 匡史
ま さ し

 

P-033  被遊脚期での膝関節屈曲運動に着目し歩容改善に至った人工膝関節全置換術後の症例  

東浦平成病院 リハビリテーション科  岡田
お か だ

 祐
ゆう

成
せい

 

P-034  関節角度特異性を考慮した筋力増強を行うことで歩容改善、疼痛軽減に至った一症例  

新須磨病院 リハビリテーション科  岡安
おかやす

みのり 

P-035  非術側の股関節痛があり,歩行獲得に難渋した右 THA 術後の一症例  

荻原記念病院 リハビリテーション部  井口
い ぐ ち

友
ゆ

理
り

香
か

 

P-036  両人工膝関節全置換術後,膝関節伸展制限を認めた一症例-立位姿勢に着目して-  

大久保病院 リハビリテーション科  藤田
ふ じ た

 悠生
ゆうせい

 

P-037  左大腿骨開放骨折後、歩幅減少が見られ、足関節及び荷重に着目し、歩幅拡大した症例  

平成病院 リハビリテーション科  伊藤
い と う

 優
ゆう

  

P-038  坐骨神経痛を呈した症例 ―神経症状に着目してー  

しばはら整形外科スポーツ関節クリニック リハビリテーション科  松本
まつもと

 優
ゆう

吾
ご

 

 

ポスター7  新人奨励演題 2  11：00～12：00  ポスター会場 

座長：西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 リハビリテーション科  大坪
おおつぼ

 拓
たく

朗
ろう

 

P-039  歩行時の重心移動に着目し、痛みが軽減するようアプローチした症例  

土井リハビリテーション病院 リハビリテーション科  三宅
み や け

ひなた 

P-040  低作業の獲得にはフォワードランジ動作の円滑な左膝関節屈曲が必要であった左脛骨高位骨切り術後 

の一症例  

名谷病院 リハビリテーション科  原田
は ら だ

 景
けい

太
た
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P-041  右大腿骨頚部骨折術後に大腿神経麻痺を呈し低周波治療を実施した症例  

ベリタス病院 リハビリテーション科  澤田
さ わ だ

 龍
りゅう

星
せい

 

P-042  右大腿骨転子部骨折術後、右膝関節痛が増強し、アプローチを工夫した一症例  

協立記念病院 理学療法科  行
ゆき

成
なり

 実
み

優
ひろ

 

P-043  座位保持・移乗動作の介助量軽減を目指して体幹機能を中心に介入した症例  

小野病院 リハビリテーション科  尾
お

﨑
ざき

 友
とも

治
はる

 

P-044  注意機能障害に対して二重課題を用いた介入により歩行能力が向上した一症例  

宝塚リハビリテーション病院 療法部  一柳
いちやなぎ

 怜
れい

  

 

ポスター8  一般演題 5  13：10～14：10  ポスター会場 

座長：兵庫県立リハビリテーション西播磨病院 リハビリ療法部 理学療法科  川見
か わ み

 優貴
ゆ う き

 

P-045  第 2 期から早期に理学療法を介入した破傷風の一症例  

兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーション部  横田
よ こ た

 直斗
な お と

 

P-046  筋緊張異常に対し,装具療法と運動負荷を調整した事で押し車歩行獲得に至った,左脳出血後の一症例  

尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科  国分寺
こくぶんじ

莉
り

央
お

 

P-047  歩行能力改善を目的とした脳卒中後の軽度運動麻痺患者に対して筋電図バイオフィードバック介入を 

行った１症例  

石川病院 リハビリテーション部  大橋
おおはし

 和慶
かずよし

 

P-048  左半側空間無視を呈し ADL 反復練習により見守りでの病棟移動を獲得した右頭頂葉皮質下出血の 

一症例  

兵庫県立リハビリテーション中央病院 リハビリ療法部  坂本
さかもと

 智美
と も み

 

P-049  注意障害に対し二重課題での歩行介入を行うことで ADL 拡大に繋がった一症例  

兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部  香西
こうざい

 結奈
ゆ う な

 

P-050  肺がん治療中にギランバレー症候群を発症し歩行障害を併発した症例 ～治療再開を目指して～ 

尼崎だいもつ病院 リハ技術部  魚本
うおもと

 忍
もと

美
み

 

 

ポスター9  一般演題 6  14：20～15：20  ポスター会場 

座長：西宮回生病院 リハビリテーション科  藤井
ふ じ い

 祥
しょう

太
た

 

P-051  中殿筋への機能的電気刺激により歩行能力が改善した脳卒中後重度片麻痺の 1 症例 

石川病院 リハビリテーション部  曽根
そ ね

 健斗
け ん と

 

P-052  ADL が自立している地域在住高齢者の身体機能の類型化  

姫路獨協大学 医療保健学部 理学療法学科  石井
い し い

 禎基
よ し き

 

P-053  自己効力感に影響を及ぼす因子とその相関について  

ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション リハビリテーション科  齋
さい

木
き

 一
かず

紘
ひろ

 

P-054  維持期脳卒中片麻痺の歩行障害に対する短下肢装具のフォローアップ：症例報告  

西宮回生病院 リハビリテーション部  蔵本
くらもと

 匡
きょう

平
へい

 

P-055  他施設 PT と連携して環境調整を行ったデュシェンヌ型筋ジストロフィーの一例  

訪問看護ステーションゆめかな リハビリテーション科  井
い

ノ元
の も と

宏
ひろ

希
き

 

P-056  患者の「歩きたい」という意思を尊重し、チームで介入した脳梗塞患者の一例  

尼崎だいもつ病院 リハ技術部  岩坪
いわつぼ

 拓
たく

弥
や
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ポスター10  一般演題 7  15：30～16：40  ポスター会場 

座長：神戸市立西神戸医療センター リハビリテーション技術部  垣内
かきうち

 優
まさ

芳
よし

 

 公立浜坂病院 リハビリテーション科  山田
や ま だ

 和
かず

希
き

 

P-057  骨肉腫患者における術後 1 年の運動機能と QOL の関係性に着目した一症例  

兵庫県立こども病院 リハビリテーション科  池田
い け だ

 陽
よう

祐
すけ

 

P-058  人工呼吸器挿管中の高度肥満患者に対し，SAT 下に多職種で端坐位練習を進め，抜管に至った一症例 

済生会兵庫県病院 リハビリテーション科  芝原
しばはら

 孝
こう

治
じ

 

P-059  人工呼吸器管理中から歩行を含めた早期離床により ADL の低下なく、自宅退院に至った１症例 

兵庫県立丹波医療センター リハビリテーション部  田中
た な か

 海斗
か い と

 

P-060  精神的ストレスが自律神経機能にどのような影響を与えるか  

石川病院 リハビリテーション科  野田
の だ

 雄斗
ゆ う と

 

P-061  薬物療法を併用することで起立性低血圧の症状改善に至った糖尿病患者の一症例  

明和病院 リハビリテーション部  田中
た な か

 宏
ひろ

弥
や

 

P-062  肺胞出血後廃用症候群の回復期リハビリテーション中、重複障害により運動処方に苦慮した一例 

 神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部  村上
むらかみ

 稜
りょう

太
た

 

P-063  当院地域包括ケア病棟入棟患者における BMI と入院関連機能障害の関連について  

三木山陽病院 リハビリテーション科  濱田
は ま だ

 真弓
ま ゆ み

 

 

ポスター11  新人演題 1  9：50～10：50  ポスター会場 

座長：野瀬病院 リハビリテーション科  森澤
もりさわ

 裕
ゆう

貴
き

 

P-064  左 ACL 再々建術後にバスケットボールへの競技復帰を目指した症例  

西川整形外科リハビリクリニック リハビリテーション科  長井
な が い

 誠
まさ

哉
や

 

P-065  腰椎固定術後の走行時腰痛に対し、体幹トレーニングにより改善した 1 症例  

大室整形外科脊椎・関節クリニック リハビリテーション部  長野
な が の

 波留
は る

 

P-066  右人工骨頭置換術後の歩容に着目し介入した症例  

ツカザキ病院 リハビリテーション科  林
はやし

 史
し

織
おり

   

P-067  フラットバック姿勢を呈する膝前十字靭帯再建術後患者への術後理学療法介入のひと工夫  

西宮回生病院 リハビリテーション部  藤川
ふじかわ

 興
こう

太
た

 

P-068  TKA 術後患者の非術側の高度膝 OA による疼痛に対してアプローチを行った理学療法経験  

済生会兵庫県病院 リハビリテーション科  井口
い ぐ ち

 遼
りょう

太
た

 

P-069  ゴルフ選手の肘外側上顆炎に対するエコーを用いた評価・治療  

芦屋整形外科スポーツクリニック リハビリテーション科  大川
おおかわ

 翔暉
しょうき

 

 

ポスター12  新人演題 2  11：00～12：00  ポスター会場 

座長：神戸リハビリテーション衛生専門学校 理学療法学科  高橋
たかはし

 優基
ゆ う き

 

P-070  個別筋へのアプローチにより免荷後の跛行を最小限に留め早期に独歩可能となった一症例  

尼崎医療生協病院 リハビリテーション科  大津
お お つ

 麻
ま

友
ゆ

 

P-071  膝関節内骨折後、阻害因子が多く、早期からの歩行練習に難渋した症例  

本山リハビリテーション病院 リハビリテーション科  佐野
さ の

 遥
はる

圭
か

 

P-072  膝折れに対し動的関節制動訓練を用い早期改善した一症例  

田中病院 リハビリテーション科  高尾
た か お

 貫人
か ん と
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P-073  体幹にアプローチすることで歩行耐久性の向上を認めた両側変形性膝関節症の 1 症例  

神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部  田中
た な か

 格
いたる

  

P-074  息切れを認める右 THA 患者に対しリスク管理しながら股関節内転筋にアプローチし歩容改善を 

認めた症例   

 公立豊岡病院組合立豊岡病院 リハビリテーション技術科  田村
た む ら

 想
そう

貴
き

 

P-075  右大腿骨転子部骨折術後、トイレ動作自立度及び離床時間の向上を認めた症例  

  南淡路病院 リハビリテーション部  岡
おか

久
ひさ

 彩
あや

香
か

 

 

ポスター13  新人演題 3  14：20～15：20  ポスター会場 

座長：平成病院 リハビリテーション科  西村
にしむら

 史
ふみ

哉
や

 

P-076  右人工膝関節術後感染により再置換術を施行した症例～再置換術前に膝伸展可動域拡大を目指して～ 

公立八鹿病院 中央リハビリテーション科  西﨑
にしざき

 彩
いろ

葉
は

 

P-077  左大腿骨頸部骨折患者に対して転倒リスクの軽減を目指し介入した症例  

尼崎だいもつ病院 リハ技術部  石崎
いしざき

 百
もも

華
か

 

P-078  THA 後の靴下着脱動作に対し, 体幹への介入で改善がみられた症例  

神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部  大山
おおやま

 倫
りん

平
ぺい

 

P-079  足関節三果骨折患者に対し、腫脹管理・癒着予防に努めたことで背屈制限が改善した症例  

入江病院 理学療法科  藤森
ふじもり

 沙耶
さ や

 

P-080  大腿骨顆上骨折後、長期間の伸展位固定により膝関節屈曲角度に獲得に難渋した症例  

めいわリハビリテーション病院 リハビリテーション部  田中
た な か

 友
とも

貴
き

 

P-081  右視床梗塞に対し立脚相の協調的な筋出力に着目し杖歩行獲得に至った症例  

尼崎中央病院 リハビリテーション部  井上
いのうえ

 大輝
ひ ろ き

 

 

ポスター14  新人セレクション演題  15：30～16：50  ポスター会場 

座長：第二協立病院 理学療法科  月岡
つきおか

 裕司
ゆ う じ

 

明和病院アスレティックリハビリテーションセンター リハビリテーション部  成
なり

政
まさ

 貴弘
たかひろ

 

P-082  左足関節三果骨折に対し、追加評価・治療を行ったことで跛行が改善し職場復帰に至った一症例 

新須磨病院 リハビリテーション科  奥平
おくひら

歩乃果
ほ の か

 

P-083  ソフトテニスのサーブ時に左肩関節痛を呈した症例―肩甲胸郭機構に着目し疼痛が軽減した症例― 

つくだ整形外科 リハビリテーション科  東田
ひがしだ

 隆志
りゅうじ

 

P-084  下腿骨折術後に足関節背屈制限を呈した症例 -後脛骨筋に着目し長期的に介入した一症例-  

つくだ整形外科 リハビリテーション科  内田
う ち だ

 琢也
た く や

 

P-085  人工膝関節全置換術施行後,術後遷延性疼痛予防に着目した一症例  

赤穂中央病院 リハビリテーション部  大笹
おおささ

 達
たつ

矢
や

 

P-086  脊柱管狭窄症による前脛骨筋の機能不全に対し，筋力向上を目的として電気刺激療法を行った症例 

 ベリタス病院 リハビリテーション科  高山
たかやま

 莉
りり

花
か

 

P-087  人工膝単顆置換術術後患者の立脚中期～後期における股・膝関節伸展不足に着目し早期職場復帰に 

至った一症例  

荻原記念病院 リハビリテーション部  和田
わ だ

 航
こう

佑
すけ

 

P-088  体幹伸展筋への介入により、端座位姿勢・立位移乗動作の改善に至った対麻痺症例  

兵庫県立リハビリテーション西播磨病院 リハビリ療法部  森
もり

 望
み

琴
こと

  

P-089  左皮質下出血による右弛緩性麻痺患者に対し、予後予測に基づき歩行獲得を目標とした症例  

東浦平成病院 リハビリテーション科  田中
た な か

 一
かず

貴
き
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ポスター15  新人演題 4  9：50～10：50  ポスター会場 

座長：荻原記念病院 リハビリテーション部  矢澤
や ざ わ

 大輔
だいすけ

 

P-090  チームアプローチが奏功した骨盤内臓全摘術施行直腸癌患者の一症例  

兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部  田村
た む ら

 貴
たか

良
ら

 

P-091  左放線冠ラクナ梗塞に対して、クリアランス 低下に着目し歩容改善を認めた症例  

はくほう会セントラル病院 リハビリテーション部  奥川
おくがわ

 桃
もも

花
か

 

P-092  脳梗塞再発により Latero pulsion と左 IC～MSt で back knee を呈し 4 点杖歩行獲得に難渋した 

症例 

尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科  福澤
ふくざわ

 俊
とし

希
き

 

P-093  抗癌剤治療後緊急入院し，ADL が低下した訪問リハ利用者へのアプローチに難渋した症例  

はくほう会セントラル病院 リハビリテーション部  荒川
あらかわ

 麻結
ま ゆ

 

P-094  右片麻痺患者に対し,歩行の難易度調整により左右対称性を目指した症例  

尼崎中央病院 リハビリテーション科  榎本
えのもと

明日香
あ す か

 

P-095  心原性脳梗塞に対して電気刺激療法と反復運動を 実施し正常起居動作獲得を目指した症例  

平成病院 リハビリテーション部  奥
おく

浦
うら

 夢
ゆう

翔
と

 

 

ポスター16  新人演題 5  11：00～12：00  ポスター会場 

座長：神戸平成病院 リハビリテーション部  徳嶋
とくしま

慎太郎
しんたろう

 

P-096  長下肢装具装着下歩行の介助方法を工夫した脳卒中片麻痺患者の歩行再建  

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部  嵯峨
さ が

根
ね

陽奈
ひ な

 

P-097  主観的・客観的指標を用いた課題設定により歩行機能の改善に至った感覚性運動失調の一症例 

兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部  田所
たどころ

 智宏
ち ひ ろ

 

P-098  左被殻出血を発症, 右麻痺を呈した症例に対して主に非麻痺側への介入を行い, 予後予測より早期に 

端座位保持能力を獲得した一症例 

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  谷
たに

 良
りょう

祐
すけ

  

P-099  Pusher 現象を認め,環境調整をした上で座位保持見守りを獲得した症例  

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部  宮崎
みやざき

 定秀
さだひで

 

P-100  左下肢協調運動障害に対し歩行学習支援ロボットの導入により独歩獲得した症例  

恒生病院 リハビリテーション課  山崎
やまさき

 桃佳
も も か

 

P-101  進行性核上性麻痺患者に対しトレッドミル歩行と環境調整により自宅退院に至った一症例  

尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科  礒田
い そ だ

恵里
え り

花
か

 

 

ポスター17  新人演題 6  14：20～15：20  ポスター会場 

座長：神戸国際大学 リハビリテーション学部  小谷
こ た に

 将
しょう

太
た

 

P-102  外出機会の確保を目標に回復期リハビリテーションを実施した高次脳機能障害を主症状とした一例 

西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 リハビリテーション科  大塩
おおしお

 晴
はる

香
か

 

P-103  肘頭骨折術後，指節間関節屈曲筋力が低下した原因を追及し電気刺激を用いて神経筋再教育を行った

症例 

 神戸赤十字病院 リハビリテーション部  結城
ゆ う き

 沙
さ

菜
な

 

P-104  住宅改修における理学療法士の役割に関する一考察  

但馬長寿の郷 地域ケア課  宮川
みやがわ

佑紀乃
ゆ き の
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P-105  既往に脊髄梗塞があり解離性大動脈瘤による廃用症候群を有しトイレ動作に着目した症例  

介護老人保健施設 ゆめさき リハビリテーション科  福本
ふくもと

 喬
きょう

太
た

 

P-106  心肺運動負荷試験を用いて生活指導を実施した、産後うつを合併した周産期心筋症の一例  

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  大住
おおすみ

 彩
あや

水
み

 

P-107  酸素流量調整と患者教育を行い通院に必要な歩行能力を獲得した間質性肺炎患者の一症例  

姫路医療センター リハビリテーション科  清水
し み ず

 咲
さ

希
き

 

 

ポスター18  新人奨励演題 3  15：30～16：50  ポスター会場 

座長：スマイルアルファ訪問看護ステーション リハビリテーション  若田
わ か た

 恭
きょう

介
すけ

 

姫路聖マリア病院 リハビリテーション技術課  小林
こばやし

 優
ゆう

太
た

 

P-108  ADL 向上を目指した急性小脳炎発症後の症例  

東浦平成病院 リハビリテーション部  渡部
わたなべ

 果
か

菜
な

 

P-109  COPD の急性増悪により歩行能力運動耐容能低下となった症例～呼吸機能に着目して～  

東浦平成病院 リハビリテーション課  堀江
ほ り え

 紗
さ

弥
や

 

P-110  末期腎不全によるうっ血性心不全を発症後，透析導入に至った 1 症例  

加古川中央市民病院 リハビリテーション室  安永
やすなが

 好花
こ の か

 

P-111  既増悪した慢性心不全患者に対して、入院前 ADL の獲得に向けて介入した一症例  

ベリタス病院 リハビリテーション科  小河
お が わ

 颯
そう

太
た

 

P-112  右脛骨開放骨折による足関節背屈可動域制限に対し超音波療法が有効であった症例  

小野病院 リハビリテーション科  大西
おおにし

菜々子
な な こ

 

 

ポスター18  新人演題 7  

 

P-113  運動療法と運動指導により運動耐容能が改善した上葉優位型肺線維症の 1 例  

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技術部  宮川
みやがわ

 直之
な お と

 

P-114  臥床傾向の糖尿病患者に対し行動変容ステージに着目し糖尿病悪化予防目的に介入した一症例 

協和マリナホスピタル リハビリテーション科  小林
こばやし

 綾
あや

香
か

 

P-115  大腿骨転子部骨折患者に対し術前から電気刺激療法を実施した一症例  

すずらん病院 リハビリテーション科  水落
みずおち

 亮
りょう

平
へい
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 O-001  口述1 

ウェルウォークと機能的電気刺激の併用による
ハイブリッド介入の実践報告
○遠原 聖矢

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部

【はじめに】
脳卒中者の歩行再建おいて速度向上は課題の一つとなる
.Balasubramanianらは重症例ほど麻痺側の歩幅が過大で
,Braking forceからPropulsion forceの切り替えが不足し推進力
が低下すると述べている.これに対し,近年はロボット支援訓練(
以下;RAGT)を中心に様々なデバイスを使用することが普及して
いる.島田らはRAGTと機能的電気刺激(以下;FES)を組み合わせた
Akita Trainerを開発し症例報告をしているが,当該機器は本邦に
多く普及している機器ではない.一方でTOYOTA社製のウェルウ
ォーク(以下;WW)は全国に約100台が導入されている.今回は
WWとFESを併用することで脳卒中者の歩行パフォーマンスの
改善が得られないかと考えた.これをシングルケースで実践した
結果を報告する.
【方法】
対象は50代女性,左視床出血例でStroke Impairment 
Assessment Setの下肢運動項目1-2-0,下肢感覚項目2-2,体幹項
目2-2,非麻痺側下肢機能3で,歩行能力はFunctional Ambulation 
Categories 2(T字杖と金属支柱付き短下肢装具を使用)であった.
方法はシングルケースのABA法による介入研究とし,各期を5日
毎に実施しA期はWWを使用した歩行練習を行い,B期は WWに
FESを併用し介入した.FESは,伊藤超短波社製のイトーESPURGE
をEMSモードで使用し対象は中臀筋へ通電した. 計測は計測区
間(8mの開始3mを助走区間とし,後5mで計測)を長下肢装具の
膝継手を遊動設定で歩行した.その際の歩行速度(m/s)と
Trailing Limb Angle(以下;TLA)及び遊脚期の最大膝関節屈曲角
を求めた.計測はDartfish Japan社製のDartfish Softwareで計測
し,ランドマークは長下肢装具の長軸とした.更に歩行周期の筋
活動を表面筋電図(Trunk Solution社製のTS-MYO)で計測した(
対象;大腿四頭筋,ハムストリングス,前脛骨筋,下腿三頭筋).これ
に加えてWWの荷重値,膝トルクを記録した.尚,歩行速度を除い
たパラメータは3歩行周期の平均値より算出した.
【結果】(A1→B→A2の順で記載)
歩行速度は(0.49m/s→0.55m/s→0.56m/s),TLAは(14.1°→
17.9°→17.5°),最大膝屈曲角(51.9°→57.9°→56.5°)であっ
た.WW上の荷重値は(79.4%→81.8%→88.8%),膝トルク(5.8N→
5.4N→6.1N)であった.
【結論】
今回,歩行パフォーマンスの改善に対して,WWと FESを併用し
た効果を検証した.各パラメータでB期の介入で改善を認めた
.Choらは脳卒中者に対してFESを中臀筋と前脛骨筋に使用し歩
行速度等の歩行パラメータに改善があったと報告している.WW
はロボット制御で下肢伸展位の接地を可能とするが,股関節制御
は有しておらず倒立運動の初速形成は十分でない.この点を中臀
筋へFESを併用する事でBraking forceからPropulsion forceの切
り替えへ作用し,歩行速度の向上が得られたと考える.
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言を遵守し,対象者に本研
究の趣旨を口頭及び書面にて説明し理解と同意を得た上で実施
した.また,当院の倫理審査にも許諾を得たものである.
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在宅パーキンソン病患者の身体的特徴について
○河田 恭兵 1)，神名 克征 1)，山中 亮二 2)，
小林 憲人 1,3,4)

1) 訪問看護ステーションゆめかな リハビリテーション科
2) 訪問看護ステーション縁 リハビリテーション科
3) はくほう会医療専門学校赤穂校 理学療法学科
4) 神戸大学大学院保健学研究科 リハビリテーション科領域

【はじめに】
パーキンソン病患者 (以下,PD)は，要介護状態での在宅生活が
長く，地域リハビリテーションを実践するうえで特に重要視さ
れている．PDはバランス障害や歩行障害が出現し，転倒や骨
折を引き起こしやすいことが報告されている．地域在住要介護
高齢者のバランスの評価においてShort Physical Performance 
Battery(以下,SPPB)は簡易的で転倒，入院，死亡リスクなどを
予測できることが報告されている．しかしながら，在宅PDで
のSPPBを使用した報告はすくない．今回，訪問リハビリテー
ションを利用している在宅PDの身体的特徴を調査することで
在宅生活を維持継続できることや在宅でのリハビリテーション
の一助となることを目的とした．
【方法】
対象は2024年1月から4月に訪問リハビリテーションを利用し
た歩行自立の在宅PD．また，在宅PD以外の訪問リハビリテー
ション利用者．包括基準は要介護2以内で自宅内歩行が自立レ
ベルの者．除外基準は歩行が自立してない者，データの欠損が
あった者とした．研究デザインは多施設共同横断研究とした．
身体機能評価としてSPPBを測定した．身体的フレイルは，
J-CHS基準を使用し，サルコペニアスクリーニング評価として
下腿周径と握力評価を実施した．また，転倒不安の有無，在宅
PDのみHoehn & Yahr の重症度分類 (以下,Yahr)，罹患歴を聴取
した．PDとPD以外の対象者を各群間で比較検討した．
【結果】
解析対象は23例で，平均年齢は77.1±7.9歳であった．在宅PD
は11例，平均年齢は75.6±7.5歳であった．在宅PDのYahrは
2.7±0.7であった．PD以外は12例，平均年齢は78.5±8.6歳で
あった．在宅PDとPD以外の比較において年齢，BMI (在宅
PD21.8±2.5，PD以外22.5±2.6)、握力 (20.9±6.5，21.2±
6.1)，下腿周径 (30.3±6.7，32.2±2.8)，SPPB (8.2±3，8.5±
2.8)の合計得点は有意差を認めなかった．SPPBのバランスのド
メイン (2.4±1.2，3.3±0.7)にのみ有意差を認めた．(p<0.05)
在宅PDは全てに転倒不安を認めた．
【結論】
在宅PDにおいてSPPBのバランスドメインのみ有意差を認めて
おり、特にバランス能力低下が確認された．更に転倒不安が強
いことが確認された．4ｍ歩行速度と5回椅子立ち座りテストで
は有意差を認めておらず歩行速度や下肢筋力低下よりも先行し
てバランス能力低下が確認された．在宅PDにおいてSPPBが使
用できることや早期からバランスに着目する必要性が確認でき
た．
【倫理的配慮】調査対象者には，文書または口頭にて研究目的
や調査方法・内容，倫理的配慮について説明し，研究参加への
同意のもと実施した。
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整形外科的侵襲前後の体幹安定性について～膝
・足関節疾患での検討～
○今木 里紗，久保 佐知子，島本 大輔，川西 萌，
西垣 雄司，矢野 恵，山本 貴裕，植松 大雅，
宮内 海人

西宮回生病院 リハビリテーション部

【はじめに、目的】
整形外科術後には患部の安静を保った上で積極的な患部外トレ
ーニングが行われ、全身の呼吸循環状態の向上や患部外の筋力
向上を目的として臨床的に幅広く応用されている。中でも体幹
トレーニングは患部外トレーニングの代表格と言える。体幹ト
レーニングは健常者や状態が安定した術後患者での体幹安定性
への効果が報告されているが、下肢の整形外科的侵襲が体幹安
定性に与える影響については未検討である。そこで、本研究の
目的を下肢の整形外科的侵襲が体幹安定性に与える影響を検討
することとした。
【方法】
2021年4月から2022年3月末までの1年間に当院で膝関節、足
関節・足部の整形外科的手術治療を施行した89例を対象とした
 (男性37名、女性52名、年齢52.9±22.5歳、身長162.7±
11.3cm、体重65.6±12.5kg、膝前十字靭帯再建術13例、膝周
囲骨切り術21例、人工膝関節置換術34例、半月板縫合術13例、
その他8例)。股関節手術や両側手術例、検査自体ができなかっ
たもの、結果に影響する併存疾患を持つもの、データ不足例は
除外した。体幹の安定性評価は先行研究を参考に、無意識的な
筋の収縮力や協調性を評価できる並進バランステストを用いた。
下垂座位で非検査側の手を腰部に当て、検査側上肢を肩関節90
度外転位とし、剣状突起を検査側坐骨結節の垂直延長線上に重
心移動させた状態を開始肢位とした。検査側の上腕遠位90％の
位置に徒手筋力計を用いて姿勢保持が困難となるまで鉛直方向
に抵抗をかけた。手術前日と手術後に離床が可能となった２つ
の時点で評価した。得られた値(kgf)は、体重で除して標準化し
た値(kgf/kg)を解析データとした。統計学的分析はWilcoxon符
号付順位和検定を用い、有意水準5%とした。
【結果】
術前の健患比較では、健側0.136±0.057kgf/kg、患側0.137±
0.059kgf/kgで有意差は認めなかった(p= 0.908)。患側の術前
後比較では術前0.137±0.059kgf/kg、術後0.120±
0.045kgf/kgで有意差を認めた(p= 0.0027, Cohen d= 0.32)。健
側の術前後比較では、術前0.136±0.057kgf/kg、術後0.144±
0.070kgf/kgで有意差を認めなかった (p= 0.57, Cohen d=0.13)。
【結論】
本研究結果から、下肢の整形外科的侵襲は術後の並進バランス
テストの値を低下させることが示唆された。このことから、整
形外科的侵襲の影響は患部だけでなく、体幹安定性にも及ぶ可
能性がある。課題として、対象者を限定した関連因子の検討や
薬剤使用状況、術侵襲による体幹への影響の持続性についても
今後検討していく必要性がある。
【倫理的配慮】本研究は西宮回生病院倫理委員会の承認 (第55
号)を得た上で、ヘルシンキ宣言に則り実施した。
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現場で行う投球後のリカバリー戦略による柔軟
性と筋力について -アイシングと軽強度運動の効
果検証-
○三宅 崇史，立原 久義

たちはら整形外科・肩とスポーツのクリニック リハビリテ
ーション科

【はじめに】
投手にとって，投手登板後にいち早くリカバリーを行い，次の
登板機会に備えることは重要である．その中で，アイシングは
投球後のリカバリーに高い確率で定着している1つの方法であ
る．しかしながら，近年，現場ではアイシングの実施率が減少
傾向にあるなど，その効果が疑問視されてきている．他方，ア
イシングにとって代わるようにセラバンドexerciseやジョギン
グといった軽強度運動も推奨されてきている．
そこで今回，投球後のリカバリー戦略としてアイシングと軽強
度運動の効果について柔軟性と筋力から調査した．
【方法】
対象は，男性大学生投手6名 (平均年齢20.6歳)で，試合登板前
と登板翌日の棘下筋の柔軟性と関節可動域および筋力を計測し，
登板前を100％としたリカバリー率を求めた．なお，棘下筋の
柔軟性は超音波エコー検査 Shear Wave Elastographyを用いて
算出した. 可動域は，ゴニオメーターを用いて肩甲骨固定位に
よる外転90°内旋角度(IR2角度)を計測した．筋力は，ハンド
ヘルドダイナモメーター Micro Fet2を用いて外転90°最大外旋
位筋力 (MaxER2筋力)を計測した．検討項目は，安静群(C群)，
アイシング群 (I群)，セラバンドを用いた軽強度運動群 (E群)を，
それぞれ棘下筋柔軟性，IR２角度，Max ER2筋力のリカバリー
率と比較検討した．なお，統計学的処理は有意水準を5%未満
とした.
【結果】
棘下筋柔軟性は，C群94.8％，I群91.6％，E群97.4％と，C群
に比べ，I群は有意な低値を，E群は有意な高値を示した．
IR2角度は，C群94.1％，I群90.3％，E群97.6％と，C群に比べ，
I群は有意な低値を，E群は有意な高値を示した．
MaxER2筋力は，C群93.7％，I群88.4％，E群97.8％と，C群に
比べ，I群は有意な低値を，E群は有意な高値を示した．
【考察】
従来，投球後のアイシングは，遅発性筋痛の抑制効果が謳われ，
最近の知見でも組織学的効果として筋損傷後の筋再生を促進さ
せることが報告されている．一方で，今回，機能的側面として
柔軟性や筋力は有意に低下した．これは，アイシングによって
筋腱組織の粘性を増大させ，筋紡錘活動を抑制させることの影
響が考えられた．
翻って，軽強度運動は，柔軟性や筋出力の機能的回復が得られ
た．これは，筋収縮による筋腱移行部のゴルジ腱器官への弛緩
・張力作用や筋ポンプ作用の血液循環の促進から，遅発性筋痛
に対し有効に働いたものと考えられる．
野球現場においては，その競技性や大会の過密性から，特に投
手はいち早い組織的かつ機能的なリカバリーが求められる．今
回，示唆されたアイシングや軽強度運動の効果の特性を加味し，
リカバリー方法を確立していく必要がある．
【倫理的配慮】本調査は，ヘルシンキ宣言をもとに，同意を得
ることができた場合のみ対象として計測を行った.
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脳卒中患者における歩行能力改善を目的とした
タイムトライアルの効果検証：症例研究
○蓮井 成仁 1)，水田 直道 2,3)，松永 綾香 1)，
中谷 知生 1)，田口 潤智 4)

1) 宝塚リハビリテーション病院 療法部
2) 日本福祉大学 健康科学部
3) 畿央大学 ニューロリハビリテーション研究センター
4) 宝塚リハビリテーション病院 診療部

【はじめに】
脳卒中患者における歩行能力改善を目的として，高強度歩行ト
レーニングが有効であるとされる。このトレーニング方法は，
予備心拍数の60%でトレッドミル上を歩行することが多い 
(Boyne P, 2023)。しかし，トレッドミルが実装されていない
施設では，環境面から実施できないため代替手段を検討する必
要がある。さらに，平地歩行は，トレッドミルと異なり歩行速
度を規定できないため，トレーニング上の工夫が必要である。
そこで，スポーツ分野で実施されているタイムトライアルに着
目した。タイムトライアルの特徴は，開始と終了地点までのベ
ストタイムを更新する形式をとるが，その効果は不明である。
本研究の目的は，脳卒中患者における10m歩行速度および6分
間歩行テストの向上を目的としたタイムトライアルの効果を検
証することとした。

【方法】
対象は，右視床出血を呈した脳卒中患者1名 (50歳代，発症後
118日，MMSE30点)とした。身体機能は，Fugl-Meyer 
Assessmentの下肢運動シナジー項目 (FMS)は20/22点，
Functional Ambulation Categoriesは3であった。トレーニング
および測定時は，T字杖と金属支柱付き短下肢装具を使用した。
研究デザインはABAデザインであり，A期では屋外歩行を含め
た通常の歩行練習，B期ではタイムトライアルを組み合わせた
歩行練習を実施した。タイムトライアルの実施方法は80m歩行
所要時間を計測し，対象者へ共有した。また，漸増的に連続歩
行距離 (160mおよび240m)を延長した際にも80mごとに所要
時間を共有し，タイムを更新するように伝えた。初回のA期 
(A1期)およびB期は2週間，最終のA期 (A2期)は3週間をそれぞ
れ設けた。
測定項目は，10m歩行時の快適および最大速度，6分間歩行テ
スト，予備心拍数に対する運動強度とし，各期間の終了時に評
価した。

【結果】
ベースライン/A1期/B期/A2期の順に，FMS (点)は
20/20/20/20であり，身体機能には変化がなかった。快適歩
行速度 (m/s)は0.57/0.62/0.80/0.72，最大歩行速度 (m/s)は
0.67/0.65/0.86/0.84，6分間歩行テスト (m)は
260/275/340/339，運動強度 (%)は-/15/40/21であった。内
省として，「ゲーム感覚があり楽しい」が挙げられた。

【結論】
本結果は，タイムトライアルを組み合わせた歩行トレーニング
が，通常の歩行と比較して10m歩行速度および6分間歩行テス
トを改善する可能性がある。特に，快適歩行速度および6分間
歩行テストはA1期とB期間でそれぞれ0.18m/sおよび65mの変
化があり，これは亜急性期脳卒中者を対象とした検出可能な最
小変化を超えていた (Hosoi et al., 2023. Parera et al., 2006)。
したがって，タイムトライアルの概念は，自力歩行が可能かつ
トレーニングに対して肯定的な脳卒中患者において高強度歩行
トレーニングを部分的に支援することを示唆しており，簡便性
が高いことから臨床応用しやすいと考えられる。
【倫理的配慮】　本研究は，ヘルシンキ宣言に基づき，対象者
の保護に十分留意し，対象者には本研究の目的について説明し，
同意を得た後に実施した。
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外来血液透析患者におけるサルコペニアと社会
的フレイルの関連
○谷宮 尚樹，八木 拓磨，平郡 康則，岡田 梨沙，
平山 昌男

医療法人社団　一陽会　服部病院 リハビリテーション科

【はじめに】
血液透析患者においてサルコペニア (Sarcopenia：SP)の有病率
は高く、さまざまな負のアウトカムとの関連が報告されている。
フレイルの社会的側面である「社会的フレイル」は地域高齢者
の約18～30％の有症率であり、身体機能障害やADL、死亡率
へ影響することが報告されているが、血液透析患者のSPとの関
連については不明である。本研究の目的は、外来血液透析患者
のSPと社会的フレイルの関連を明らかにすることとした。
【方法】
本研究は単施設での横断研究であり、2023年6月に当院に通院
中の外来透析患者を対象とした。SPはAWGS2019の基準に従
い、握力 (男性＜28㎏／女性<18㎏)または歩行速度 (<1.0m/s)
と筋肉量はDXA法(男性＜7.0kg/m2、女性＜5.4kg/m2)によっ
て定義した。主要アウトカムである社会的フレイルはBuntらの
社会的フレイル概念 (一般的資源、社会資源、社会的行動、社
会的ニーズの充足)に基づく山田らの質問用紙を用いて定義し
た。背景因子として、年齢、性別、BMI、身体的フレイル、標
準化透析量 (Kt/V)、透析歴、転倒歴、身体機能として握力、歩
行速度、SPPB(Short Physical Performance Battery)を測定した。
統計学的解析は、SP群、非SP群で各評価項目の群間比較を行
った。また、目的変数に２値化した社会的フレイル、説明変数
にSP、その他交絡要因を強制投入したロジスティック回帰分析
を実施した。
【結果】
解析対象者は95名となり、平均年齢71.3歳、男性52名 (54.7％
)、SP患者36名 (37.9％)、社会的フレイルの有症率は80％ (76
名)であった。非SP群に比較して、SP群では社会的フレイル、
身体的フレイル、転倒を多く認めた。また、年齢、BMI、透析
歴、握力、歩行速度、SPPBで有意な関連 (P＜0.05)を示した。
年齢、性別、BMI、SP、透析歴、転倒、Kt/Vを強制投入したロ
ジスティック回帰分析では、SPは社会的フレイルと有意な関連
を認めた (OR＝7.04、 P＝0.017)。
【結論】
社会的孤立・孤独は身体的不活動に繋がることが報告されてお
り、身体的な不活動がサルコペニア発症や進行に関連する可能
性がある。血液透析患者における社会的フレイルは、地域高齢
者と比較して高い有症率を認めており、SPとの関連も示された。
今後は、社会的フレイルに対する介入方法や中長期的な影響に
ついても検討していく必要がある。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に従い、服部病院の倫理審査委
員会の承認を得て実施した。 (承認番号：2022-02)
本研究は患者または家族に研究内容について十分に説明し、対
象になることについて同意を得た。

- 89 -



 O-007  口述2 

保険外サービスを利用する運動習慣のある慢性
疼痛者の特徴
○宮本 祐之介，岡田 直之，肩 祥平

株式会社理学BODY 整体事業部

【はじめに、目的】
運動習慣が慢性疼痛に有効という報告は多いが，運動習慣があ
るも慢性疼痛を抱えている人が利用されるケースも多く，対応
策が必要であると考える．そこで本研究の目的は，保険外サー
ビスを利用する運動習慣がある慢性疼痛者の特徴を分析するこ
ととした．
【方法】
青山筋膜整体理学BODYに2022年3月1日から2024年2月29日
までの間に，初回に来店した顧客のうち，研究への同意が得ら
れた9943名を対象とし，質問紙を用いて調査を行った．その
うち，①運動習慣週2回以上，②罹患期間3か月以上，③過去4
週間で最も激しい痛みNRS５以上の慢性疼痛者を対象とし分析
した．調査内容は，①基本情報(年齢，性別，就労の有無，既
往歴，合併症，罹患期間，通院歴) ，②疼痛強度(Numerical 
Rating Scale：以下NRS) ，③運動恐怖(Tampa Scale for 
Kinesiophobia-11：以下TSK-11) ，④神経障害性疼痛に関する
質問紙(Pain DETECT)，⑤中枢性感作(Central Sensitization 
Inventory-9：以下CSI-9) ，⑥破局的思考(Pain Catastrophizing 
Scale：以下PCS)の6項目とし記述統計にて解析した．
【結果】
本研究の基準を満たした慢性疼痛者は2896名(48.2±14.3歳，
男性1378名，女性1518名)であった．通院歴は病院・クリニッ
クの受診があったのは61.9％，リハビリを受けたのは50.1％で
あった．TSK-11は22.0±5.7，Pain DETECTは10.0±5.0 (カッ
トオフ以上5.5%)，CSI-9は13.8±6.4 (カットオフ以上Mild53.4
％，Moderate Severe19.2％)，PCSは24.5±10.4 (カットオフ
以上32.6％)であった．
【結論】
CSI-9の結果，中等度が53.4%，重度が19.2%と，多くの慢性疼
痛者が中枢性感作症候群を有している可能性が示された．また，
本研究対象者は運動習慣が週２回以上ある慢性疼痛者としてお
り，一般的に示されている運動習慣のみでは，効果が乏しいこ
とが示唆された．慢性疼痛者の痛みの原因に，中枢性感作症候
群の可能性がある場合，継続的な運動だけでは不十分であり，
疼痛教育を併用しながらの運動が必要である．さらには，ペー
シングや負荷設定の調整なども含めて専門家のアドバイス，痛
みや運動に対する説明が必要だと考えられる．そのため，運動
型健康増進施設などとの連携も視野に最適な選択肢を提供する
ことも重要となる．
【倫理的配慮】本研究計画は，対象者に口頭及び書面にて説明
・同意を得た．また，大阪河﨑リハビリテーション大学の承認
(OKRU-RA0015)を受け，実施した．

 O-008  口述2 

理学療法士による中学生部活動外部指導員とし
ての教育機関への介入、実践報告
○石原 康成

姫路ハーベスト医療福祉専門学校 理学療法学科

【はじめに】
現在、中学校教員の長時間労働が取り沙汰され、社会問題とし
て議論されることが増えている。その要因の一つとして、学校
部活動の指導業務があるため、全国の市教育委員会では部活動
指導を外部に委託し教員負担の減少に繋げる試みが散見される。
一方で近年理学療法士の職域においては、適切な運動指導や障
害、傷害を防ぐ予防分野への取り組みが注目され、医療福祉以
外での領域に従事している理学療法士が増加している印象があ
る。しかし、医療福祉領域以外の理学療法士の職域は発展途中
であり、さらなる職域拡大の模索が必要と考える。今回、神戸
市教育委員会が行っている部活動外部指導員制度を利用し、演
者自らが週1回程度の頻度で外部指導員として活動をする機会
を頂いた。教育機関への介入を通じて今後の理学療法士の職域
拡大の一助となるよう活動の紹介と報告をさせていただく。
【活動紹介と報告】
演者は外部指導員として、神戸市立の中学校1校の柔道部に出
向している。勤務可能日の部活動時間帯に学校を訪問し、学校
顧問の監督下で部員指導を実施している。活動内容は、練習時
における危険行為の管理と柔道の技術指導である。中学生は全
世代の中でスポーツ傷害発生率が最も高いとの報告がある。ま
た、柔道競技はコンタクトスポーツと格技の両面を有する特性
上、他競技よりも傷害発生率が高いと言われている。この為、
中学生の柔道競技において傷害発生率の高さを如実に経験する
機会が非常に多い。結果として、顧問からは部員に起こるスポ
ーツ傷害・障害ついての相談が多くあり、診断や診察行為とい
った医療行為に当てはまらない範囲での対応や助言を求められ
ることが多い。これまで対応した傷害としては靭帯損傷・骨折
・腰椎分離症・肩脱臼などがあり、これらの診断を受けている
部員に対して競技復帰への過程や具体的なコンディショニング
方法に関する相談が多かった。
【今後の展望】
外部指導員としての活動は、理学療法士の専門性を活かしつつ
教育機関における問題点に介入できている点は、社会的意義が
あるものと考える。そして、各競技特性の理解は必要であるも
のの、学校部活動に対して、理学療法士が今後も介入していく
ことは可能と考える。今後、部活動へ関わる理学療法士の存在
は、理学療法士自体の社会的価値の向上に繋がるものと考える。
また、本年度より認定スクールトレーナー制度が開始された。
この制度は公益財団法人「運動器の健康・日本協会」が、外部
人材を活用した児童生徒の運動器の健康を推進、心身の健全な
成長、発達を資することを目指し開始された制度である。外部
人材とは理学療法士などの医療専門職を指しており、理学療法
士が教育機関への介入による有効性と課題を明らかにしていく
ことで社会的意義や価値を見出すことに繋がると考えられる。
【倫理的配慮】発表にあたり、個人情報とプライバシーの保護
に配慮し、対象者が特定されないよう配慮した。
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 O-009  口述2 

阪神南 (西宮・芦屋) 支部における学校保健分野
での取り組み
○庄司 和行 1)，成田 孝富 1)，樋笠 重和 2)

1) 西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2) 西宮回生病院 リハビリテーション部

【はじめに、目的】兵庫県理学療法士会阪神南(西宮・芦屋)支
部では2022年度より学校保健分野での取り組みとして、児童
へ運動指導を実施している。今回は小学校低学年の児童を対象
とし、児童の運動器の健康増進・向上と健全な学校生活を過ご
すための一助となることを目的とした。理学療法士が「コミュ
ニティ・スクール (地域学校協働活動)」の一員として学校保健
に参画することは社会的に大きな意義を持ち、理学療法士の職
域拡大に繋がる取り組みであるためここに報告する。
【方法】2023年度の事業について報告をする。対象は小学校1
年生の児童。4クラス120名の児童に対し、1時限に2クラスず
つ計2時限 にわたって運動指導を実施した。指導にあたるスタ
ッフは理学療法士9名。内容は事前に小学校教諭 (以下、教職員
) と議論し、テーマは「正しい姿勢、正しい歩行とランドセル
の背負い方」とした。開催当日はランドセルの正しい背負い方
についての説明を行なった後、運動指導を実施した。運動指導
は小学校低学年の児童にわかりやすいよう動物をモチーフにし
た体操や、レクリエーション要素に富んだ運動を提示した。ま
た、保護者に対してリーフレットを作成し、健康や運動につい
ての認識を高めるよう啓発した。
【結果】運動指導については良い評価を得ており、次年度以降
も継続していく運びとなった。また、運動指導後に運営スタッ
フと教職員とで振り返りを実施し、後述する意見が挙がった。
①児童の集中力を保つことができる指導内容が必要、②児童が
運動効果を実感できる機会を設ける、③対象児童だけでなく教
職員や保護者への働きかけが重要、④運動指導の効果がわかる
ようアウトカム評価の導入。これらを留意しながら運動指導の
内容を再検討する必要があると感じた。
【結論】今回は対象を小学校低学年であり、運動に対する認識
や必要性の理解を促すことに難しさを感じた。理学療法士とし
ての専門知識に加え、言葉かけの方法や表現力などを高めてい
く必要がある。これら専門知識以外のブラッシュアップも行な
い、双方向性のコミュニケーションを取りながら運動指導がで
きるよう取り組みを再考していく。また、本事業をより効果的
に開催するために、教職員、保護者を巻き込んでいく必要があ
る。保護者へはリーフレットによる情報共有は行っているが、
その後の反応については聴取ができていない。今後はアンケー
トを行うなど児童・保護者が主体的に参加できるよう内容を検
討していく。最後に、運動が得意な児童も苦手な児童も含め、
健やかな生活のために全ての児童に対して運動指導の機会は平
等であるべきと考える。小学校低学年の児童を対象とすること
は表現方法など難しい面もあるが、本事業は授業の一環として
児童と関わることができる貴重な機会である。本事業について
今後も報告する機会を設け、全国の理学療法士に情報が届き学
校保健事業が拡充していくよう活動を継続していく。
【倫理的配慮】本発表において、対象となった小学校及び公益
財団法人運動器の健康・日本協会の責任者へ発表の主旨を説明
し承諾を得た。

 O-010  口述2 

兵庫県南あわじ市のフレイル外来事業に参加し
た在宅高齢者から得られた要支援・要介護予防
対策における知見
○秋田 透，小川 けい，谷口 健，江島 亮，
中田 凌也，西村 史哉，大村 智也

医療法人社団淡路平成会　平成病院 リハビリテーション科

【はじめに】当院はフレイル専門外来 (以下，健康長寿サポー
ト外来) を開設し，2023年6月より南あわじ市町ぐるみ健診お
よび骨折予防教室で実施される後期高齢者の質問票でフレイル
疑いがある高齢者に対して，医師の診察，フレイル評価および
専門職による運動指導，栄養指導，口腔指導等を行うことによ
り，高齢者の健康増進及び健康寿命の延伸を図ることを目的と
したフレイル外来事業を行っている．本研究では，本市の要介
護予防対策および本事業の検査測定項目における知見を得るこ
とを目的とし，フレイル・オーラルフレイル・サルコペニアの
有症率，各調査項目とオーラルフレイル，骨密度低下，脳性ナ
トリウム利尿ペプチド (以下，BNP) との関連性について検証し
た．

【方法】対象は2023年8月1日～2024年3月31日に本市より健
康長寿サポート外来への受診を推奨された要介護・要支援認定
を受けていない在宅高齢者480名のうち，実際に受診した78名
 (平均年齢は80.1±4.7歳，男性35名，女性43名) とした．初診
時に生活習慣 (運動習慣，コミュニティ参加，就労，同居家族) ，
握力，10m快適歩行速度，5回椅子立ち上がりテスト，開眼片
脚立位時間，四肢骨格筋指数を調査した．フレイルの判定は
J-CHS基準を用いた．オーラルフレイルの判定は舌圧 (30kpa未
満) ，咀嚼力判定ガムスコア (6未満) ，オーラルディアドコキ
ネシス (6回/秒未満) ，残存歯数 (20本未満) ，半年前と比べた
固いものの食べづらさ，お茶や汁物のむせの6項目のうち３項
目以上該当とした．サルコペニアの判定はAsian Working 
Group for Sarcopeniaの診断基準を用いた．さらに，オーラル
フレイルの有無，サルコペニアの有無，BNP高低 (カットオフ
40pg/mL) ，骨密度低下 (カットオフYAM値80%) の有無をそれ
ぞれ2群に分類し，各項目をマンホイットニーU検定，カイ二
乗検定で解析した．統計学的有意差の判定水準は5%とした．

【結果】フレイルは11名 (14%) ，プレフレイルは53名 (68%) ，
オーラルフレイルは49名 (63％) ，サルコペニアまたは重症サ
ルコペニアは18名 (23%) であった．四肢骨格筋指数，握力，
舌圧，開眼片脚立位時間，10m快適歩行速度が低値である者，
サルコペニアの者は，BNP値が高い傾向があり，心不全リスク
との関連が示唆された．オーラルフレイルおよび骨密度低下に
おいては各調査項目との関連を認めなかった．

【結論】本市は後期高齢者の質問票実施者に限定してもフレイ
ルまたはプレフレイル該当者は400名以上，オーラルフレイル
は300名以上に及んでいる可能性がある．オーラルフレイルお
よび骨密度低下リスクの発見には，それらに対応した適切な評
価の必要があるが，心不全発症リスクが高い高齢者については
体力測定会等により早期発見に繋がる可能性がある．フレイル
や要介護状態になるリスクの早期発見・介入を通じて，総医療
費・介護費の削減を実現できるよう内容を充実し，普及啓発を
図りたいと考えている．
【倫理的配慮】全ての対象者に対して，研究目的や個人情報の
保護について十分に説明した上で書面にて同意を得た．

- 91 -



 O-011  口述2 

小児三次救急病院における心臓リハビリテーシ
ョンの取り組みと理学療法士の役割
○河村 勇祐，福田 哲也，池田 陽祐，細川 泰徳

兵庫県立こども病院 リハビリテーション部

【目的】
当院では幼児期以降の心不全を有する先天性心疾患 (CHD)患児
に対し心臓リハビリテーション (心リハ)を開始した．取り組み
の中で社会参加において，CHD患児にとっては必要な運動課題
が高いこと,運動負荷に対する家族の不安が参加の障壁となるこ
とを再認識した．運動耐容能の評価及び運動療法，生活指導の
過程を通じ,家族が患児にとって適切な運動量を把握したことで
,安心して活動範囲が拡大した症例を経験した．本報告の目的は
その様なCHD患児の現状を共有し，生活期における支援のあり
方について検討することである．
【症例提示】
先天性僧帽弁狭窄症の7歳女児．心不全増悪のため自宅生活が
困難となり入院，リハビリ介入開始となった．入院前は15分か
けて徒歩で登校する必要があり，それによる体調の悪化を危惧
した母の不安により，登校できていたのは週2回程度であった．
治療後，自宅復帰はできたが，登校に必要な15分の連続歩行が
困難であったことから，外来での継続介入を行った．外来では
運動耐容能評価 (6分間歩行テスト)に基づいた生活指導及び在
宅での運動療法を提示し，身体機能の改善を図った．生活指導
では，母の不安を解消するために，児が可能な連続歩行距離や
活動時間などを具体的に提示した．在宅での運動療法は児が好
きなことに合わせてプログラムを組んで提案した．結果，退院
後2ヶ月で歩行量は増加し，親子ともに不安は入院前より軽減
したことで，日常的に外出する機会は増え,学校へは週4回登校
するようになった．
【考察】
本報告では心不全治療の入院中に介入開始し,外来で生活期のフ
ォローを行うことで，児の身体機能を家族と共有し改善するこ
とができた．本症例のように退院時の身体機能では社会参加に
至らず，外来での継続的な介入が必要となる．しかし，自宅が
遠方であるためフォローが困難であるケースが散見される．先
行研究においてCHD患児に対する運動療法の有効性が示されて
いることからも，継続介入することが望ましいが，当院のみの
医療資源では十分なアプローチができないのが現状である．そ
のため，評価をもとに問題点を共有し心リハが必要であること
を病院で確認し，児と家族が生活する地域において継続した理
学療法介入が受けられることが必要である．
【展望】
理学療法士はCHD患児の社会参加を促進する存在になり得る．
しかし，三次救急病院で適切なタイミングで且つ継続的な介入
は現実的でない．そのため，地域で支援できる体制が必要であ
る．我々が関わることで多くの子どもたちが地域でのびのびと
暮らせるようサポートできる可能性があり，同時に理学療法士
の職域を広げることになると考える．今後の課題としてはCHD
患児に対し，病院，地域が一体となって積極的に介入すること
が求められる．
【倫理的配慮】発表に際しヘルシンキ宣言に則り，本人または
保護者に十分な説明を行い，同意を得た．
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膝関節屈曲可動域制限因子の検討－疼痛・腫脹
・皮膚・脛骨の位置・膝内旋可動域・膝蓋骨の
位置による検討－
○柴田 幸治 1)，廣岡 幸峰 2)，市橋 則明 3)

1) 順心淡路病院 リハビリ課
2) 順心リハビリテーション病院 リハビリ4課
3) 京都大学大学院 医学研究科

【はじめに】
膝屈曲可動域練習はよく行われているが、制限因子に関する報
告は少ない。本研究の目的は、膝屈曲可動域に影響する可能性
がある要因を網羅的に調査し、制限因子を明らかにすることで
ある。
【方法】
対象者は当院で運動療法を処方され、膝の手術を行った患者を
除外した27名とした。背臥位で左右の他動膝屈曲時の画像を撮
影し、角度計測アプリで膝屈曲可動域を測定し、可動域が小さ
い方を対象測とした。膝屈曲時の疼痛をface scaleで測定した (
以下、疼痛)。腫脹の指標として、左右の膝蓋骨中央部の周径
を測定し、対象測から対側を引いた値 (以下、周径差)と、照度
計で膝蓋骨部皮膚の明るさの対側比 (以下、皮膚の明るさ)を測
定した。膝関節部の皮膚伸張の指標として、膝伸展位で膝蓋骨
上縁と下縁にペンでマークして距離を測定し、膝屈曲90°でも
マークされた距離を測定し、膝屈曲90°の測定値から膝伸展位
の測定値を引いた値を求めた (以下、皮膚伸張量)。膝屈曲90°
での大腿骨に対する脛骨の前後方向の位置の指標として、脛骨
粗面と大腿内側顆および大腿外側顆の距離の平均値を測定した
 (以下、脛骨前後位置)。膝内旋可動域の測定は、端座位で膝屈
曲90°で行った (以下、膝内旋可動域)。膝蓋骨の位置の測定と
して、膝蓋骨下縁と脛骨粗面下縁の距離を、膝伸展位と膝屈曲
90°で測定し、膝屈曲90°の測定値から膝伸展位の測定値を引
いた値も求めた。膝伸展位の値を膝伸展位の膝蓋骨の高さの指
標、膝屈曲90°の値を膝屈曲位の膝蓋骨の高さの指標、膝屈曲
90°の測定値から膝伸展位の測定値を引いた値を、膝蓋骨の動
きの指標とした。先行研究に基づき、超音波画像診断装置で膝
蓋骨外方傾斜 (以下、外方傾斜)と、膝蓋骨外側偏位 (以下、外
側偏位)を測定した。統計学分析として、膝屈曲可動域を目的
変数として、単回帰分析と重回帰分析を行った。重回帰分析で
選択された項目では、膝屈曲可動域の上位7名 (以下、良好群)
と下位7名 (以下、不良群)で、差の検定を行った。すべての検
定の有意水準はp=0.05とした。
【結果】
単回帰分析の結果、膝屈曲可動域は、膝内旋可動域が小さく、
疼痛が大きいほど制限され、周径差、皮膚の明るさ、皮膚伸張
量、脛骨前後位置、膝伸展位の膝蓋骨の高さ、膝屈曲位の膝蓋
骨の高さ、膝蓋骨の動き、外方傾斜、外側偏位は関連しなかっ
た。重回帰分析の結果、膝内旋可動域が選択され、膝屈曲可動
域は膝内旋可動域が小さいほど制限された。決定係数は0.62で、
膝内旋可動域の標準偏回帰係数は0.79となった。2標本t検定の
結果、膝内旋可動域は良好群 (39±4°)よりも不良群 (20±8°)
で有意に減少した。
【結論】
膝屈曲可動域は、膝内旋可動域の減少により制限される可能性
がある。
【倫理的配慮】本研究は所属法人の倫理委員会の承認 (受付番
号505)を得て実施した。
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中心静脈栄養離脱後に運動機能が向上した重症
心身障害者の事例
○木原 健二 1)，大植 麻亜耶 1)，橋本 千恵子 1)，
与茂田 愛 3)，前田 貢作 2)，河﨑 洋子 3)

1) 神戸医療福祉センター　ひだまり リハビリテーション科
2) 神戸医療福祉センター　ひだまり 小児外科
3) 神戸医療福祉センター　ひだまり 小児科

【目的】
重症心身障害児・者では医療的ケアの導入がADL及びQOLに大
きな影響を及ぼす。一方で医療的ケアが必要であっても運動機
能はある程度維持されている場合があり、そのような事例では
リハビリテーションにおいて適切な機能評価を行い、機能維持
・向上のための介入を行うことが重要となる。今回、中心静脈
栄養 (以下、TPN)離脱後に運動機能が向上した事例を経験した
ので経過を報告する。
【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に則り発表の目的・内容及び個人情報の管理に
ついて保護者に説明し同意を得た。
【症例紹介】
39歳女性。診断名：染色体異常、脳性麻痺、知的能力障害、腸
回転異常症 (腸瘻造設)、慢性特発性偽性腸閉塞症 (広範囲小腸
切除後)。乳児期より発達遅滞があり小児期は支援学校に通学。
卒後は生活介護に通所しADLは全介助であったが常食を経口摂
取していた。35歳時にイレウスのため入院。腸瘻造設、TPN開
始。36歳時に慢性特発性偽性腸閉塞症に対して広範囲小腸切除
術施行。介護負担増加のため在宅生活が困難となり、37歳時 
(X年4月)に施設入所となった。入所時、栄養摂取は主として
TPNを使用しており、日中もベッド上で過ごす時間が長く離床
機会は限られていた。粗大運動機能はGMFCSレベルIVであり、
軽度介助での端座位保持が可能。両腋窩を支える介助にて立ち
上がり・短時間立位保持することが可能であったが、TPNルー
トのため介助歩行は困難であった。
【経過】
入所後、1～3回/週の頻度にて理学療法を実施した。ベッドサ
イドでの端座位・立位練習とストレッチングを主に取り組み、
介助者2人で対応可能なときにはTPNを接続した状態で歩行器
での歩行練習も実施したが、介助量が多く歩行練習を行う機会
は限られていた。栄養摂取については経腸栄養の量を徐々に増
加しTPNからの栄養摂取を減量する方針で治療がなされ、X+1
年2月にTPNから離脱し経腸栄養のみとなった。TPN終了後は
介助者1人での歩行練習が可能となったため歩行練習を行う機
会が増加し、徐々に速く・長時間歩行可能となり両手介助での
歩行が可能となった。X+2年4月の評価においては入所直後と
比較して、粗大運動機能 (GMFM-66スコア)が14.8から29.3に
上昇し、生活機能評価 (LIFE)では「生命維持機能」、「姿勢・
運動」、「日常生活場面における機能的活動」、「生産的活動
場面への参加」の4パート全てでスコアが上昇した。
【考察】
本症例ではTPN実施中にも立位練習に継続して取り組み、TPN
離脱後に速やかに歩行中心のプログラムに移行するとともに、
運動強度を徐々に増加したことが機能向上に寄与したと考えら
れた。重度な機能障害を有する重症心身障害児・者においても
適切な機能評価を用いてリハビリテーションの効果を客観的に
示し、その結果を多職種で共有して支援に当たることが重要で
ある。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、発表の目的・内容及び
個人情報の管理について保護者に説明し同意を得た。
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息切れの程度が慢性閉塞性肺疾患患者の生きが
い、自己管理能力、精神・認知機能面における
差異の検証
○小谷 将太 1,2,3)，武田 広道 3,4)，日高 晴菜 3,5)，
加藤 剛 6)，堀江 淳 2,3)

1) 神戸国際大学 リハビリテーション学部
2) 京都橘大学大学院 健康科学研究科
3) NPO法人 はがくれ呼吸ケアネット

【はじめに、目的】
COPDの主症状の一つが息切れである。我々は、息切れの指標
であるmMRC scaleの程度によって、身体機能、QOL、ADL、
身体活動量に差異が生じることを報告した。しかし、生きがい
や自己管理能力、精神・認知機能面に差異が生じるかは不明で
ある。生きがいとは、日本人の主観的な幸福感の評価として文
化的に定義されている。また、高齢者の幸福感の指標とされて
いる。生きがいは日本独自の言葉であるが、世界では"IKIGAI"
と表現されている。また、IKIGAIはIKIGAI-9という質問紙で調
査が可能である。IKIGAIに関する先行研究は、対象の多くが地
域高齢者である。疾患別でみると、IKIGAIが高いほど心血管疾
患による死亡リスクが低いといった報告がある。しかし、
COPD患者を対象としたIKIGAIの報告は見当たらない。よって、
本研究は、COPD患者における息切れの程度は、生きがい、自
己管理能力、精神・認知機能面に差異が生じるのかを検証する
こととした。
【方法】
研究デザインは横断研究とし、調査期間は2023年4月から
2024年3月までとした。対象は、外来呼吸リハに登録している
病状安定期COPD患者21名とした。2群の群分けは、mMRC 
scale grade 0～1がLow dyspnea群、mMRC scale grade 2～4が
High dyspnea群とした。測定指標は、年齢、性別、mMRC 
scale、％FEV、％FVC、生きがい (IKIGAI-9)、自己管理能力 
(LINQ)、精神面 (HADS)、認知機能面 (MMSE、MoCA-J、FAB)
とした。統計学的分析方法として、Low dyspnea群とHigh 
dyspnea群の差の比較は対応のないt検定およびMann-Whitney
検定、名義尺度はχ2独立性検定にて分析した。有意水準は5%
とした。
【結果】
Low dyspnea群7名、High dyspnea群は14名であった。％
FEV1 (p=0.04)および％FVC (p=0.03)はLow dyspnea群より
High dyspnea群が有意に低値を示した。IKIGAI-9の下位項目1 
(p＝0.03)は、Low dyspnea群よりHigh dyspnea群で有意に高
値を示した。他の指標に有意差は認められなかった。
【結論】
COPDの主症状である息切れは、程度が強いほど身体機能、
ADL、QOLが低下していることはすでに報告されている。しか
し、外来呼吸リハに参加できるようなCOPD患者は、生きがい
や自己管理能力、精神・認知機能面には差異を生じさせない可
能性が示唆された。IKIGAI-9の下位項目1に有意差を認めてい
たものの、両群とも幸福度を感じているという結果であった。
外来呼吸リハを受けているなど、医療従事者の介入があること
が要因の一つと考えられる。また、有意差は認められなかった
もののHigh dyspnea群はLow dyspnea群に比べて、LINQの点
数が低く自己管理能力が高い傾向にあった。これは、High 
dyspnea群はLow dyspnea群より病態や症状を含めADL、動作
指導を多職種から指導を受けている機会が多くある可能性が考
えられた。以上より、息切れに着目した場合の安定期COPD患
者への介入プログラム作成の新たな視点となる可能性がある。
【倫理的配慮】対象患者全てに文章を用いながら口頭にて、呼
吸リハビリテーションの目的、方法等を説明した。更に、臨床
上得たデータは学会、論文等で公表する可能性について説明し、
書面で自筆署名にて同意を得た。なお、本研究はヘルシンキ宣
言にのっとった倫理的配慮にて実施している。
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歩行時の膝折れに着目した大腿骨転子部骨折術
後の症例
○井上 雄仁

ときわ病院 リハビリテーション科

【はじめに、目的】
今回,腰部脊柱管狭窄症 (以下LSS)を既往に持つ,左大腿骨転子部
骨折を受傷された症例を担当した.歩行時の膝折れに着目し,自
宅復帰を達成した為ここに報告するため
【症例紹介】
70歳代男性.X日に自宅の足踏み運動機器から転倒.左大腿骨転
子部骨折受傷し,X＋4日,骨接合術 (γ-nail)実施.X＋29日当院入
院.既往歴：LSS (L1～L4腰椎椎弓切除術施行).以前は屋内T字杖
と伝い歩き自立,屋外T字杖軽介助.日中独居であり屋内活動自立
が必要.
【経過】
介入初期から,IC～LR時の膝関節角度,大腿四頭筋活動を意識し
た.膝関節軽度屈曲位から完全伸展位間での,大腿四頭筋に対す
る自動介助運動や歩行練習中心に実施.介入約3週から,起立練習
や段差昇降練習,動作時の遠心性収縮練習など,大腿四頭筋を中
心とした下肢伸展筋群に対して運動負荷を増加させた.また動作
時の体幹前傾が存在していた為,体幹伸展を口頭にて促し,動作
練習により下肢伸展運動を実施した.介入約7週でT字杖歩行約
70m実施可能となり,膝折れは歩行時に殆ど無い頻度となった.
その後,固定型歩行器やT字杖での日常生活動作練習を取り入れ,
室内固定型歩行器自立,屋外杖歩行軽介助レベルで自宅退院した
.
【考察】
本症例の希望は「しっかり歩けるように」であり,自宅復帰のた
めにも歩行の安全性向上が必要であると考え,特に膝折れに着目
した.本症例の膝折れの原因として,①左大腿四頭筋の二次性筋
力低下②体幹･下肢屈曲アライメント③LSSによる筋出力低下
を挙げた.宮口らは,LSSの手術成績を検討し,知覚障害や筋力低
下といった他覚所見は神経の不可逆性の問題もあり回復しにく
い側面があることを報告している.このことから①,②に対して
重点的に介入した.①に対して,起立･段差昇降･歩行等,動作練
習での筋力増強を中心に介入した結果,歩行時の膝折れは軽減し
,歩行距離も向上した.本症例の膝折れは,IC～LR時に膝関節伸展
位から軽度屈曲位となり,大腿四頭筋が遠心性収縮を発揮するタ
イミングで出現していた.その為,関節角度特異性の原則を意識
し,膝関節伸展位から軽度屈曲位間の筋収縮に対して中心に介入
を行った為,動作時筋活動の学習がなされ,歩行時の筋活動が向
上したと考える.②に対して,口頭での意識付けや,動作練習での
粗大伸展運動,歩行補助具の変化にて軽度改善は認めたが,体幹
前傾位は残存していた.この原因として,LSSや左臀部痛による左
下肢筋出力低下,推進力低下が存在し,身体の屈曲により前方重
心移動を代償していると考える.今回の介入で,歩行時の膝折れ
が軽減し,安全性が向上した.しかしLSSによる筋出力低下は残存
しており,膝折れも消失しておらず,T字杖歩行での自宅復帰は再
転倒のリスクがあると考えた.その為,固定型歩行器での転倒防
止を行い,自宅復帰が可能となった.
【倫理的配慮】目的と個人情報の取り扱いについて,十分な説明
を行い同意を得た.
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車椅子座位の良肢位獲得を目指した進行性核上
性麻痺の一症例
○岩木 香奈枝

東浦平成病院 リハビリテーション科

【はじめに】
今回、進行性核上性麻痺 (以下PSP)の症例を担当した。Quality 
of life向上のため座位に着目。積極的な離床を行った結果、覚
醒が向上し車椅子座位の良肢位獲得に繋がったため報告する。
【症例紹介】
70代男性。BMIは17.1kg/m2。X-11年に歩行困難、X-9年に
PSPと診断。X年Y-5月に水腎症・急性腎盂腎炎による敗血症性
ショックで意識障害・右麻痺・嚥下困難が出現。Y-3月とY-2月
に直腸潰瘍を合併。X年Y月Z日当院に療養目的で入院。Hope
は「食べることが生きがい」とご家族様から聴取。嚥下形態は
経鼻・経管栄養でST介入時のみ「お楽しみレベル」の食事可能。
【経過】
Z＋7日、PSP Rating Scale-Japan (以下PSPRS-J)は77/100点。
座位でのJapan Coma Scale (以下JCS)は日内・日差変動があり
Ⅰ-3～Ⅱ-20。粗大筋力テスト (以下GMT、右/左)は体幹屈曲1、
下肢屈曲0/2、下肢伸展0/2。座位は中等度介助レベル。姿勢
は頸部後屈、骨盤後傾位で円背、体幹左側屈。
座位の問題点として骨盤後傾、体幹左側屈、覚醒レベル低下を
挙げ、不安定な座面での座位練習、覚醒良好時には視覚的フィ
ードバックを用い座位・立位練習等を行った。
Z＋84日、PSPRS-Jは80/100点。座位JCSⅠ-2～3。GMTは体幹
屈曲1、下肢屈曲0/2、下肢伸展1/3。座位はベッド柵を把持し
近位見守りレベル。姿勢は初期評価と比べ骨盤後傾、体幹左側
屈軽減。
【考察】
座位における骨盤後傾の要因として腸腰筋、大腿直筋、大殿筋
の筋力低下を挙げた。村田らは「下肢荷重力と大腿四頭筋およ
び座位保持能力との間に有意な正の相関がある」と述べている。
下肢伸展筋群の筋力向上により骨盤前傾、腰椎の前弯増大、胸
椎の後弯減少、頸椎の前弯減少が生じ頸部後屈が軽減したと考
える。しかし腸腰筋の変化がなく骨盤後傾が残存。大沼らは「
胸郭と骨盤の間を走行する腹直筋や外腹斜筋・内腹斜筋は、胸
郭と骨盤の間が前面では狭くなることから各筋は短縮位となり、
筋緊張はより低下する」と述べ、本症例も骨盤後傾残存のため
体幹筋の変化はなかったと考えた。
覚醒レベル低下の要因として敗血症性ショックによる意識障害
に加え、長期臥床やPSPによる睡眠障害を挙げた。概日睡眠リ
ズム修正のため座位・立位練習、日中4時間の離床を促し、抗
重力刺激や体性感覚の入力を行った。戸原らは「離床時間が4
時間以上は四肢骨格筋量と摂食・嚥下機能、6時間以上で覚醒
状態が安定しやすく体幹筋の筋肉量が保たれる」と述べている。
本症例は4時間の離床で覚醒向上したが、PSPによる睡眠障害
の改善か長期臥床による睡眠障害の改善かは精査困難だった。
体幹筋の変化はなかったが、覚醒が向上したことで、左上肢の
参加や実用性が向上し体幹左側屈の減少に繋がった。
嚥下機能は変化ないも、覚醒が向上し飲みたいものなど本人様
の訴えが聴取できるようになった。また良肢位を獲得したこと
で離床中は、スポーツや雑誌を鑑賞するなどの余暇活動もみら
れた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、本発表の趣旨を本人
・ご家族様へ説明し同意を得た。
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多疾患併存した脳梗塞後右片麻痺患者に対し麻
痺側立脚期と歩行耐久性に着目して介入し歩行
自立に至った一例
○谷 亜衣子，梶本 一輝，山崎 允

伊丹恒生脳神経外科病院 リハビリテーション部

【はじめに、目的】
慢性心不全・脊柱管狭窄症を併存した右内包後脚梗塞患者に対
し，麻痺側立脚期と歩行耐久性に着目した介入を行い，歩行自
立に至ったため報告する．
【症例紹介】
80歳代女性．診断：右内包後脚梗塞．歩行困難で当院入院．既
往歴：慢性心不全，脊柱管狭窄症．病前ADL：自立していたが
胸痛・動作時の息切れ・下肢の痺れのため，筋力・耐久性低下
があった．
【経過】
第34病日時点での左下肢Brunnstrom recovery stage(BRS)Ⅳ，
表在・深部感覚中等度鈍麻．踵膝試験で左下肢に軽度振戦・測
定障害あり．Berg Balance Scale(BBS)44点．歩行は杖とオルト
ップAFO使用下で軽介助を要した．歩行周期を通じ両膝関節軽
度屈曲位で，左立脚期に膝折れ，歩幅・歩隔のばらつきによる
ふらつきを認めた．歩行時の表面筋電図評価では，左大腿四頭
筋の筋活動が左立脚後期に生じていた．独歩での10m歩行速度
は0.2m/s，6分間歩行距離はキャスター付歩行器(歩行器)を使
用し95ｍだった．第35病日より左立脚期の安定性向上を目的
に，筋力強化や機能的電気刺激を併用した歩行練習を行った．
歩幅・歩隔のばらつきの残存により，杖歩行自立が困難だった
ため，第53病日に歩行補助具を歩行器に変更した．一方で
30m以上の連続歩行で疲労感が出現・持続したため病棟生活で
歩行自立に至らなかった．歩行後の疲労感軽減のため，70m程
度の短距離歩行練習反復で運動量を確保し，歩行耐久性の向上
を図った．第65病日時点では左下肢Ⅳ．表在・深部感覚軽度鈍
麻まで改善．失調・BBSに著明な変化は認められなかった.病棟
内移動は歩行器を使用し自立．両立脚期で膝関節伸展が得られ
るようになり，左下肢の膝折れは消失した．歩幅・歩隔のばら
つきは軽度残存した．歩行時の表面筋電図評価では，左内側広
筋の筋活動が左荷重応答期に出現し，左大腿直筋の筋活動が左
立脚中期より生じていた．独歩での10m歩行速度は0.5m/s，6
分間歩行距離は歩行器使用で158ｍ．連続100m以上の歩行で
は疲労感の訴えがあった．
【考察】
本症例は病前より慢性心不全・脊柱管狭窄症を併存しており，
歩行自立の獲得に難渋することが予想された．歩行安定性には，
衝撃吸収機構に作用する大腿四頭筋の筋活動が重要である．ま
た大腿四頭筋に対する機能的電気刺激を用いた歩行練習は，立
脚期の下肢支持性を高めるとされている．そのため本症例でも，
大腿四頭筋の閉鎖運動連鎖による筋力強化や機能的電気刺激を
併用した歩行練習の実践により，左立脚期の膝関節伸展が促通
され，歩行安定性の改善に寄与したと考えられた．また慢性心
不全で身体耐久性が低い患者には，低負荷高頻度の運動により
総仕事量を増やすことが有効とされている．本症例でも短距離
の歩行練習を反復したことで，歩行耐久性が向上したと考えら
れる．これらにより，歩行器使用下での自立歩行の獲得が可能
に至ったと考えられた．
【倫理的配慮】対象者に発表の目的と個人情報の取り扱いにつ
いて十分な説明を行い，書面にて同意を得た．
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割座からベンチ上端座位移乗動作獲得を目指し
介入を行い,動的尖足が改善し,動作遂行時間の短
縮がみられた症例
○永友 美沙

株式会社PLAST ヒミツキチ

【目的】今回,異型脈絡叢乳頭腫を発症した幼年男児に介入する
機会を得たのでここに報告する.本児はベンチ上端座位(以下,ベ
ンチ座位)で遊ぶことが好きだが,自身で移乗動作が行えない.ま
た,母のdemandに「動いた先に楽しいことがあると知ってほし
い」とあり,本児の動作能力向上とともに周囲への興味が増える
ことを期待し,まず,割座からベンチ座位への移乗動作自立を目
標に介入を行った.
【症例紹介】異型脈絡叢乳頭腫を生後6週に発症した男児.合併
症に脳梗塞,水頭症,四肢麻痺,視力低下がある.水頭症に対し,v－p
シャント術を施行した.横地分類は2B,粗大運動能力分類システ
ムGross Motor Function Classification SystemはレベルⅣ相当
である.
【経過】初期評価時,粗大運動能力尺度Gross Motor Function 
Measure(以下,GMFM)は,A臥位と寝返り74% B座位55% C四つ
這いと膝立ち11% D立位2% E歩行･走行とジャンプ0%.筋緊張
は,Modified Tardieu Scale(以下,MTS)筋反応の質において,(右/
左)ヒラメ筋4/3腓腹筋3/3であり,他動での足関節背屈制限はな
かった.移乗動作(①床での割座→②膝立ち→③立位→④ステッ
プ動作→⑤方向転換→⑥ベンチ座位)において終始,骨盤中等度
介助を要する.上肢は②③時on elbowsで,④の途中でon handsへ
移行する.下肢は③～⑤時,股関節内転内旋し,足部内反尖足位.ま
た④の際,小指球から接地する.動作遂行時間は80秒であった.
問題点として,『支持の際にハムストリングス･下腿三頭筋の筋
緊張が高まり,ステップ動作時に尖足によって小指球からの接地
となる』『足部の接地面が少なく不安定なため,上肢の依存度が
高い』の二点を挙げ,着座動作練習に加え,以下の介入を4週間(2
回/週,1時間/日)行った.①着座•起立練習:突起がついた三角ク
ッション上で,足底全面接地,足関節背屈位にて,ハムストリング
ス･下腿三頭筋の拮抗筋に収縮を促し,動的尖足の軽減を図る.
②立位荷重練習:足底全面で荷重ができる様に促すと共に,左右
への体重移動の練習を行いステップ動作に繋げる③動作部分練
習:on handsでベンチへのステップ動作を通し,成功体験を増や
す.
最終評価時,GMFMではA68% B50% C7% D7% E2%となり,MTS
筋反応の質(右/左)は,ヒラメ筋3/3腓腹筋2/2となった.移乗動作
は,骨盤中等度介助を要す.上肢は②③時on elbowsで④開始前に
on handsへ移行する.下肢は③～⑤において,初期評価と比べ,股
関節内転内旋,足部内反が軽減し,④は前足部で接地する.動作遂
行時時間は41秒.
【考察】田中らの報告にあるように,相反性神経支配の効率向上
の目的で,起立練習にてハムストリングス,下腿三頭筋の拮抗筋
に収縮を促したことで,移乗動作において動的尖足が改善した.
また,接地面の拡大によりステップ動作が安定し,動作全体の時
間が短縮する結果となった.しかし,生活場面への汎化はみられ
ていないため,家族指導も含めた介入を行っていきたい.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいてご家族へ承諾を得た.
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脳梗塞により重度左片麻痺を呈し、プッシャー
現象の出現に対して、感覚入力により座位保持
の介助量が軽減した症例
○柴田 航平

協立記念病院 理学療法科

【目的】
右アテローム血栓性脳梗塞によるプッシャー現象が強い症例を
担当した。プッシャー現象のため、端座位では左後方への姿勢
崩れが強く、介助量が増大していた。リーチ訓練や立位訓練に
よる足底への感覚入力により姿勢崩れが軽減し、座位保持の介
助量が減少したため報告する。
【症例紹介】
80歳代前半男性。X年Y月Z日、右内頸動脈閉塞、散在性の右中
大脳動脈領域の脳梗塞を認め入院。Z+13日後、リハビリ目的
で当院入院。入院前ADLは自立レベル。初期評価：認知機能低
下、注意障害(持続・転換)により指示理解得られにくく動作定
着困難。BRSⅡレベル。表在感覚重度鈍麻。TCT麻痺側寝返り0
・非麻痺側寝返り0・起き上がり0・座位保持0、0/100点、
BLS寝返り3、座位姿勢3。動作観察(起居):重度～中等度介助:側
臥位が取れず、介助にて起き上がる。(座位保持):中等度介助:プ
ッシャー現象あり、左後側方へと倒れる。
最終評価：BRS変動なし。表在感覚中等度鈍麻。TCT非麻痺側
寝返り12・座位保持12、 24/100点、BLS寝返り:0座位姿勢:0
移乗:0、動作観察(起居):軽介助:側臥位からon elbowまで介助が
必要。(座位保持):近位見守り～接触介助:背中の掻爬時姿勢崩れ
あり介助要す。
【経過】
起居動作は右下肢でベッドを蹴る為、伸展パターンが生じ、左
肩関節の疼痛、プッシャー現象から介助量の増加が認められた。
座位ではプッシャー現象による左後側方への姿勢崩れを認め座
位保持困難であった。これらに対し、伸展パターンの抑制を目
的に腹筋群の賦活を行ったが、改善を認めなかった。そこでプ
ッシャー現象の軽減を図るため、鏡や目印を使用し足部の体性
感覚の促通、視覚フィードバックによる身体正中軸の修正を自
己にて行ってもらった。その結果、端座位のプッシャー現象は
軽減し、声掛けにて姿勢の修正がみられ安定した座位姿勢での
介入が可能となった。次に、安定した姿勢での動作では足底へ
の刺激をより入力するため、裸足にてバランスディスクを使用
し、左下肢の荷重を促した。結果、左足部の感覚の改善を認め、
近位見守りにて5分程度座位保持可能となった。加えて、起居
動作では自身での寝返り動作、on elbowからの起き上がりが可
能となった。
【考察】
本症例では運動覚・表在感覚の低下からプッシャー現象が生じ
ており、視覚フィードバックでの姿勢修正、足部体性感覚の活
性化、体幹筋の賦活が図れたことにより正中軸の偏移が軽減し、
プッシャー現象の改善が見られたと考える。またプッシャー現
象の改善により、足底に対し垂直な荷重刺激を行うことが出来
たことで、足部の体性感覚・網様体脊髄路の活性化が図れたと
考えられる。感覚機能の改善により内側運動制御系に含まれる
網様体脊髄路の体幹筋・近位筋の制御・姿勢反射などの平衡機
能が活性化し座位姿勢の安定性向上が見られたと考えられる。
【倫理的配慮】目的と個人情報の取り扱いについて十分に説明
を行い、同意を得た。
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骨盤中間位での右股関節外転筋に着目し右側方
への安定性向上を認めた右大腿骨転子間骨折の
一症例
○山根 甲斐，梶 功平

特定医療法人　一輝会　荻原記念病院 リハビリテーション
部

【目的】
右大腿骨転子間骨折を呈し、右側方安定性が低下した症例に対
して、右股関節外転筋に着目し骨盤中間位でのアプローチを行
い、改善を図ることを目的に介入した。
【症例紹介】
70歳代女性 (身長：157.0cm、体重：30.0kg、BMI：12.17)。
現病歴：X年Y月Z日外出中に転倒。右大腿骨転子間骨折により
Z＋7日骨接合術を施行。Z＋24日リハビリ目的で当院へ入院。
Hopeは病前生活に戻りたいであり、Needを屋内外独歩自立と
した。
病前生活：息子と二人暮らし。ADL、IADL動作は自立。自宅周
辺は急な坂道があり、スーパーまで徒歩20分程度。家事全般が
家庭内の役割であり、息子の協力は得られにくかった。
【経過】
初期評価 (Z＋25～32日)は、関節可動域検査 (以下ROM)は右股
関節伸展5°、内旋25°。徒手筋力検査 (以下MMT)は右股関節
外転2レベル。Functional Balance Scale (以下FBS)は48/56点で
あり、右片脚立位時間は3.1秒。Timed Up and Go Test (以下
TUG-t)は独歩で右回り15.6秒、左回り16.4秒であった。歩行観
察 (独歩)では全歩行周期で骨盤前傾・右股関節外旋位であった。
右荷重応答期 (以下LR)から右立脚中期 (以下MSt)に骨盤右挙上
・右後方回旋出現、骨盤右側方変位による右股関節内転し、右
側方への転倒リスクを認めた。そこで骨盤中間位でのヒップア
ップを行うため、腰部にロールタオルを挿入し、骨盤前傾位か
ら後傾へと徒手的に促し、右腸腰筋・大腿直筋の短縮を改善。
その後、ヒップアップを行い右大殿筋・中殿筋の筋出力向上を
図った。その後10cm台の上に右下肢を乗せた状態から、骨盤
水平位まで垂直方向に伸び上がる片脚立位を徒手的に骨盤の右
下制を促しながら行った。その結果、ROMでは右股関節伸展
15°、内旋35°と可動域の向上を認め、右股関節外転のMMT
も2から3へと向上した。FBSは55/56点となり、右片脚立位時
間も15.6秒と延長した。TUG-tの歩行速度も右回り11.5秒、左
回り12.2秒と上昇を認めた。歩行観察 (独歩)でも全歩行周期で
骨盤前傾、右股関節外旋軽減した。右LR-MStに骨盤右挙上・
右後方回旋の軽減、骨盤右側方変位軽減により、右股関節内転
軽減し、右側方への安定性向上を認めた。
【考察】
山田らは「骨盤中間位で股関節外転筋出力が最も高く、前傾位
でも後傾位でも外転筋出力は優位に低下した」と述べている。
本症例も骨盤前傾、右股関節屈曲により、骨盤中間位での保持
が困難となっていた。そのため骨盤中間位へと促し、骨盤中間
位を意識した訓練を行うことで、右中殿筋の筋発揮が行いやす
くなったと考える。以上より右股関節外転筋出力が向上し、歩
容の改善を認めたと考える。それに伴いTUG-t、FBS、右片脚
立位は向上し、Hopeである病前生活の屋内外独歩自立、買い
物などのIADL動作の獲得にも至った。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り本人に説明し、書面にて
同意を得た。
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 O-021  口述4 

左肩鏡視下腱板修復術後に持続する夜間時痛を
認めた一症例
○宮﨑 大輔

大久保病院 リハビリテーション科

【目的】
今回、左肩鏡視下腱板修復術を施行した症例を担当した。その
際、術後2か月時点で肩関節可動域は良好なものの、夜間時痛
が持続しており、睡眠への影響があったため、以下に報告する。
【症例紹介】
70歳代男性で、左肩関節痛を訴え、当院を受診した。左肩腱板
断裂と診断され、左肩鏡視下腱板修復術を施行した。術後翌日
から理学療法を開始した。なお4週間の装具固定とした。
【経過】
初期評価の術後2か月時点、夜間時痛はNumerical Rating 
Scale(以下NRS) 3/10で肩関節前上方部に認め、林分類でType4
であった。アテネ不眠尺度(以下AIS)は13/24であった。エコー
評価は肩峰下滑液包に腫脹と血管増生を認めた。肩峰床面距離
は肘関節伸展位で右4.0cm/左6.5cm、屈曲位で右3.5cm/左
5.0cmであった。関節可動域評価は左肘関節伸展-10°、左前腕
回外75°であった。圧痛は上腕筋、円回内筋に認めた。左肩甲
帯アライメントは前傾、外転、下方回旋位であった。また、就
寝時姿勢を確認した際、肘関節伸展制限により前腕が床面に対
して十分な接地を得られていなかった。一方、肘関節伸展制限
の影響を除すため、前腕に接地面が得られるようにクッション
を設置することで疼痛の訴えは軽減した。そのため、上腕筋、
円回内筋が制限因子の中心となる肘関節伸展制限に着目し理学
療法を行った。最終評価の術後4か月時点、夜間時痛はNRS 
1/10と改善し、林分類もType2と改善を認めた。また、AISも
9/24と改善を認めた。エコー評価は肩峰下滑液包に腫脹を認
めたが、血管増生は認めなかった。肩峰床面距離は肘関節伸展
位、屈曲位ともに左右4.0cmと改善した。関節可動域評価は肘
関節伸展-5°、前腕回外85°であった。圧痛、肩甲帯アライメ
ントは改善した。就寝時姿勢は前腕接地が得られた。
【考察】
一般的に夜間時痛発生要因として肩峰下圧の上昇が関係してい
るとされ、炎症期では肩峰下滑液包の炎症がその因子だと報告
されている。本症例は、肩関節の可動域は良好であり、炎症期
を脱していたものの、夜間時痛が残存していた。そこで、隣接
関節に着目すると、肘関節伸展制限、前腕回外制限を認めてい
た。つまり、これらの制限が就寝時姿勢において、肘関節を支
点とし肩関節が作用点となるてこの原理より、代償的な上腕骨
頭の前上方化を助長していた。これが、機械的刺激による肩峰
下圧の上昇を招き夜間時痛が生じていると考えた。以上のこと
から、肘関節伸展制限は上腕筋、前腕回外制限には円回内筋の
伸張性低下が疑われ、さらに圧痛を認めたため筋攣縮による伸
張性低下と考え、理学療法では相反抑制を用いた介入を行った。
これらに対する評価と介入が、夜間時痛ならびに睡眠障害の改
善に繋がったと思われる。
【倫理的配慮】発表に際しヘルシンキ宣言に基づいて症例に同
意を得た。

 O-022  口述4 

右凸側弯の既往歴を持つ左股関節全置換術後患
者の独歩獲得を目指した症例
○村上 剛琉，津崎 ひかる

特定医療法人一輝会　荻原記念病院 リハビリテーション部

【目的】
今回左変形性股関節症(以下 股OA)により左股関節全置換術(以
下THA)を施行された患者様を評価,治療をさせて頂いたのでこ
こに報告する.

【症例紹介】
性別:女性　年齢:70代　主疾患名:左股OA　手術名:左THA(前方
侵入)　既往歴:右凸側弯症,認知症
現病歴:20XX年Y月Z日他院で左THA施行され,Z日＋7日にリハ
ビリ目的で当院へ転院.
(NEED)屋内外独歩 (HOPE)入院前の状態に戻りたい

【経過】
初期評価:Z日＋10～16日⇒最終評価:Z日＋37～46日(R/Lで記
載) NRS:左荷重時(4～5⇒なし) 触診:腫脹,熱感(+⇒－) HDS-R〔
点〕:16 荷重検査〔kg〕:(25/15⇒20/20) ROM-T〔°〕:左股関
節伸展(－5P⇒5),体幹右側屈(10⇒15) MMT:左中殿筋(2P⇒3),
左大殿筋(2⇒3),左ハムストリングス(2⇒3) トーマステスト:左
＋ 歩行観察:(初期)全歩行周期で体幹屈曲,左側屈,骨盤後傾位で
やや左挙上し,左股関節外転外旋位でワイドベース.左MStで骨盤
左側方移動増大し,左TStにかけて体幹屈曲増大,股関節伸展減少.
⇒(最終)全歩行周期で体幹屈曲,左側屈ともに減少し,骨盤は後傾
,左挙上軽減,左股関節外転外旋位.左MStで骨盤左側方移動減少
し,左TStで股関節伸展増加. Timed Up&Go test(以下TUG):杖努力
歩行〔秒〕左周り(18.11⇒10.85),右周り(17.36⇒11.44)
初期評価後,大腿筋膜張筋の柔軟性と股関節伸展筋力の向上を図
るも,歩容の変化を認めなかった.再評価を行い,左腹斜筋の柔軟
性向上から,骨盤左下制を図り,左側への立ち直りと左股関節伸
展位荷重を促すステップ練習行うことで,腹圧向上と中殿筋の筋
出力向上を認めた.反復練習にて骨盤後傾と左挙上・後退の軽減
から左MStの骨盤左側方移動は減少し,左TStでの股関節伸展の
増加を認め,結果としてTUGの向上に繋がり,独歩獲得から自宅
退院となった.

【考察】
本症例はTHAを施行された症例である.認知症を患っていること
から杖忘れによる転倒リスクを考慮し屋内外独歩獲得を目指し
た.
初期では,左MStの骨盤左側方移動と左TStの股関節伸展減少に
よる単脚支持期の減少により,左前方への転倒リスク認め,独歩
困難であった.今井らは「変形性股関節症患者は立位で股関節外
転・外旋位となりやすいため中殿筋が短縮し廃用性の萎縮と緊
張の減少をきたす」としている.本症例も主疾患の影響から,左
股関節外転・外旋位となり,左大腿筋膜張筋過活動,中殿筋短縮
により中殿筋の筋力低下を認めた.また左THA手術侵襲による疼
痛出現から左大腿直筋,縫工筋が過活動となったことで,骨盤は
左側に後退し中殿筋の短縮,筋力低下を助長し,独歩困難に至っ
たと考えた.さらに山田らは「中殿筋は骨盤の側方安定性に関与
し,また骨盤の傾斜角度が中殿筋等の外転トルクに影響する」と
しており,右凸側弯より常時骨盤後傾・左挙上し,中殿筋筋出力
低下を引き起こし骨盤の側方不安定性を増強させ,左MStの骨盤
左側方移動と,左TStの股関節伸展減少に繋がったと考えた.
【倫理的配慮】今回ヘルシンキ宣言に基づいてご本人(ご家族)
へ承諾を得た.
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 O-023  口述4 

小刻み歩行に着目し介入した結果、歩行の安定
性が向上したパーキンソン病の一症例
○清水 隆志

兵庫中央病院 リハビリテーション科

【目的】今回、パーキンソン病(PD)と診断され、小刻み歩行に
よる易転倒性を呈した症例に対して、歩行の安定性向上を目指
した介入をする機会を得たので報告する。
【症例紹介】本症例は80歳代女性、診断名はPD、Hoehn & 
Yahr(H&Y)分類Ⅲである。現病歴は、202x-6年から手の震えを
自覚、202x-5年にPD、H&Y分類Ⅱと診断された。202x年Y月Z
日に発熱があり、加療目的で当院に入院となった。入院前は屋
内、屋外ともに独歩自立だったが転倒歴があった。主訴は動き
が小さくなってきた、HOPEは普通に歩きたい、NEEDは屋内歩
行の安定性向上とした。
【経過】初期評価ではUPDRS Part Ⅲは28/56点で、固縮や手
の安静時振戦が主な減点項目となった。下肢MMTは4レベル、
連続歩行距離は30ｍであった。Mini-Balance Evaluation 
Systems Test(Mini-BESTest)は17/28点で、予測的姿勢制御が
4/6点、動的歩行が5/10点であった。Timed Up and Go 
Test(TUG)は23.3秒、二重課題下でのTUGは34.0秒であった。
10ｍ歩行は52歩、25.7秒であった。歩行時に側方動揺、小刻
み歩行がみられた。理学療法はZ+1日から開始し、下肢筋のス
トレッチや下肢筋力増強運動、歩行練習を実施した。Z+7日に
視覚刺激を用いた歩行練習、動的バランス練習としてステップ
練習も追加して実施した。Z+26日には、歩幅が拡大、小刻み
歩行が軽減し、二重課題下での歩行練習を追加して実施した。
Z+42日の歩行は距離が延長し、さらに小刻み歩行が軽減し、
歩行の安定性が高まったため、ステップ練習、大股歩行練習を
中心に実施した。最終評価ではUPDRS part Ⅲは28/56点、下
肢のMMTは4レベル、連続歩行距離は120ｍであった。
Mini-BESTestは19/28点で、予測的姿勢制御が5/6点、動的歩
行が6/10点であった。TUGは21.5秒、二重課題下でのTUGは
24.3秒であった。10ｍ歩行は36歩、17.7秒であった。歩行時
の側方動揺、小刻み歩行は軽減し、入院中の転倒はなかった。
【考察】松尾は、バランス障害に関連する要因に、予測的姿勢
制御の大きさとタイミング、認知情報処理 (遂行機能障害)をあ
げている。さらに、予測的姿勢制御と随意運動に伴う姿勢動揺
の結果をマッチングさせる経験を蓄積させることで、予測的姿
勢制御能力は改善するとしている。今回、動的バランス練習に
よってバランス能力、特に予測的姿勢制御能力が向上したと考
えられる。さらに、二重課題下での歩行練習を行ったことで、
認知情報処理へのアプローチとなり、姿勢制御に注意を向ける
能力が向上したと考えられる。今回の介入によって、予測的姿
勢制御能力、姿勢制御に注意を向ける能力が向上したことで、
歩幅が拡大、小刻み歩行が軽減し、歩行の安定性が得られたと
推測する。
【倫理的配慮】本症例には、発表の目的と個人情報の取り扱い
について十分な説明を行い、同意を得た。

 O-024  口述4 

栄養及び運動指導を通じて退院後QOL向上を目
指した左人工膝関節置換術後の症例
○中田 凌也

平成病院 リハビリテーション科

【目的】日本医師会が協力して作成された高齢者に対する適切
な医療提供の指針によると、高齢者の医療の目標はQOLの維持
向上及び生活の場に即した支える医療になるとされている。本
介入の目的は退院後QOLの向上であるが、QOLの解釈は様々で
ある。本症例では友人との交流を大切にされている背景と、社
会参加とQOLに相関を示す報告がある事から、QOLの維持向上
を入院前活動範囲の維持拡大と定義した。本症例は肥満、高血
圧並びに高脂血症の既往があり、これらはQOLの低下因子とし
て報告されている。したがって、本介入では栄養及び運動指導
を通じて、身体機能改善に加え、減量及び運動習慣の形成を目
標とした。
【症例紹介】70代女性。左変形性膝関節症の診断にて、X日に
左人工膝関節置換手術 (以下TKA)を施行した。リハビリ加療目
的にてX+7日より当院にてリハビリテーション開始となり、
X+51日で退院となった。既往歴は高血圧、高脂血症があり、
肥満体型である。主訴は左膝関節屈曲時のこわばりである。右
TKAをX+4ヵ月後に希望している。NEEDは杖歩行、HOPEは「
早く歩けるようになりたい」、「減量したい」である。
【経過】介入は集中的機能的運動療法を実施し、X+18日より
自主訓練を提供した。X+37日より自己管理シートを作成し、
午前と午後に両側下肢で実施および記録するよう指導した。自
主訓練は指定回数以上の実施が継続できていた。管理栄養士と
連携し、1か月1kg減量の摂取カロリーで、X+40日より1日あ
たり15gのタンパク質の増量 (1日摂取タンパク質:70g) を行っ
た。初期評価では、体重: 62.8kg、BMI: 28.1kg/m2、体脂肪率
: 45.7%、骨格筋量: 17.7kg、Functional Independence 
Measure(以下FIM)運動項目: 65点であり、最終評価では体重: 
59.4kg、BMI: 26.5kg/m2、体脂肪率: 43.0%、骨格筋量: 
17.5kg、FIM運動項目: 83点であった。退院前指導として、自
主訓練の内容を再構成し、管理栄養士へ栄養指導の依頼を行っ
た。また、外来通院の提案及び承諾を頂き、継続的な介入を試
みた。
【考察】TKA術後の集中的機能的運動療法は疼痛、QOLと相関
を示す報告がある。また、肥満を呈する膝OA患者への減量療
法、食事指導、自己管理運動プログラムの立案は身体機能、
QOLの改善を示す報告がある。本患は右TKAの希望があり、
TKA術前理学療法は術後の膝関節機能と、QOLの改善を示す報
告がある。したがって、両側下肢へアプローチを行い、退院後
支援として外来通院の提案を行った。結果、Evidence-Based 
Medicine(EBM)を基に、栄養および運動指導を行った事で、関
節可動域、筋出力、運動耐容能の改善、筋肉量維持、5.4％の
体重減少ができたと考える。しかし、退院後は併存疾患の悪化
により外来通院が困難となった。今後の高齢者への介入におい
ても、退院後の状態変化がQOLの低下を及ぼす可能性がある。
QOLの維持向上には原因疾患のみならず、巨視的な視点での予
後予測を立てた介入が必要である。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、本症例保護に十分に
留意し発表趣旨と目的の同意を得た。
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 O-025  口述4 

既往歴に着目し持久力の向上と歩行器歩行を獲
得した症例
○大垣 智哉

医療法人社団 栄宏会 土井リハビリテーション病院 リハビ
リテーション科

【目的】右大腿骨転子下骨折に加え、既往歴の慢性心不全に伴
い易疲労性を認めた。運動負荷量を調節し持久力の向上と歩行
器歩行を獲得した症例を経験したので報告する。
【症例紹介】90歳代女性、X月Y日ベッド横で転倒。右大腿骨
転子下骨折と診断、Y日+4日にOP施行。Y日+32日に当院入院。
既往歴：慢性心不全HOPE：一人で歩きたい。【初期評価】血
液データNT-proBNP：1168pg/ml　徒手筋力検査 (以下MMT
右/左)：大殿筋2/2中殿筋3/3　荷重検査： (最大荷重量)右
25kg左50kg　6分間歩行：前腕支持型歩行器使用、安静時脈
拍87、距離48m、時間3分42秒、脈拍111まで上昇。SpO2：
98％ 10m歩行：28.38秒、歩数32歩　PCI：1.14beat/meter　
NYHA心機能分類：Ⅲ度　歩行動作：歩行器を使用。右LRでは
骨盤軽度左側傾斜、右Mstでは骨盤後傾・左側傾斜する。
【経過】理学療法は1週目から座位エルゴメーターや大殿筋・
中殿筋に対して、筋力向上exを行った。4週目から80m歩行を
実施。6週目から階段昇降やバランスexを行い、10週目から24
時間歩行器歩行自立を獲得し退院となる。【最終評価】血液デ
ータNT-proBNP：870pg/ml　MMT：大殿筋4/4中殿筋4/4　
荷重検査： (最大荷重量)右53kg 左55kg　6分間歩行：歩行器
使用、安静時脈拍91、歩行距離135m、脈拍107、SpO2：98
％　10m歩行：20.69秒、歩数25歩　PCI：0.55beat/meter　
NYHA心機能分類：Ⅱ度　歩行動作：歩行器を使用。右LRでは
骨盤軽度左側傾斜は消失し、右Mstでも骨盤左側傾斜は減少し
ている。
【考察】本症例は右大腿骨転子下骨折に加え、既往歴の慢性心
不全により易疲労性を認めた。この原因として①患側下肢への
荷重量低下による不効率な歩行状態②慢性心不全による易疲労
性を問題点として考えた。①について、本症例は最大荷重量と
MMTの評価結果から、右立脚期の短縮・歩幅減少が考えられ
る。殿筋群の筋力向上を図る為に牧田らは慢性心不全患者に対
し「導入時には疲労感なしに10～15回繰り返しできる強度、
RPE11～13から開始する事が推奨される」と述べている。本
症例では側臥位にて股関節外転・伸展・外旋運動を自動介助運
動15回×2セット繰り返し実施。徐々に介助量の低下とスロー
トレーニングを実施し、殿筋群の筋力強化を図った。②につい
て慢性心不全患者に推奨される運動療法として神谷らは「歩行
や自転車エルゴメーターでの有酸素運動が推奨され、最高酸素
摂取量の40～60％、嫌気性代謝閾値レベル、またはBorg指数
11～13の運動強度が推奨される」と述べている。入院初期で
は座位エルゴメーターによる、負荷量Borg指数11に設定し実
施した。入院4週目以降はKarvonen法を使用し運動強度40％に
負荷量を設定し歩行練習による運動耐容能の向上を図った。そ
の結果、右下肢筋力向上により、荷重量増大とNT-ProBNPは
1168pg/mlから870pg/mlと心不全軽減、骨格筋エネルギー代
謝の改善に繋がったと考える。以上の事から病棟生活での歩行
器歩行獲得と活動量増大につながった。
【倫理的配慮】本症例報告はヘルシンキ宣言に従い、発表目的
と内容説明を行い、同意を得た。

 O-026  口述4 

慢性心不全に対する運動負荷に着目した症例
○和田 千有紀

医療法人社団　緑風会　龍野中央病院 リハビリテーション
部

【目的】本症例は現病歴として重度の大動脈弁狭窄症がある。
TAVI術を他院で行うことが決定していたが、術前のコンディシ
ョニング調整と入院前のADL能力の維持を目標にリハビリテー
ション (以下リハビリ)介入した。
【症例紹介】80歳代の男性。現病歴に大動脈弁狭窄症、僧帽弁
閉鎖不全、慢性腎不全、Th9圧迫骨折がある。入院(X日)の1週
間前から食事摂取が困難となる。X日、朝より呼吸困難を訴え、
SpO2:88％まで低下、心不全増悪が見られた為、入院となる。
【理学療法経過】離床開始(X+7日)の後すぐに嘔吐•腹痛、
CRP高値となり胆嚢炎と診断される。絶食が1週間続き、活気
と離床意欲低下。臥床時間増加を防ぐ目的として、治療内容を
座位保持exに変更。胆嚢炎改善後(X+49日)、安静時HR120回
台となり運動負荷をかけたリハビリの実施が困難となる。
運動療法を再開した直後は下肢自動介助運動にて疲労感が強く、
息切れも認めた。運動負荷はHR•息切れ•ボルグスケール•
リカバリー時間を目安とし、心不全症状の有無に留意しながら
段階的に負荷量を上げた。歩行練習は歩行器にて、前腕支持量
を増やし低負荷にて実施。最終評価時では安静時HR60-80回台
となり、下肢筋力運動では下肢抵抗運動の実施が可能、疲労感
も減少した。また歩行練習では杖歩行が可能となり、X+60日
で病室からトイレまでの杖歩行が可能となった。
【考察】本症例は胆嚢炎の発症により離床意欲低下、安静時
HR高値により臥床時間が増加し、運動負荷をかけたリハビリ
が進まない状況であった。
先行研究から高齢者の全身的な廃用を防ぐには1日4時間以上の
座位時間の確保が必要であるとされている。その為、全身性の
廃用を予防する目的でリハビリ介入時の座位保持exだけではな
く、病室の環境設定により座位保持時間を確保した。
心不全に対する運動療法は運動耐容能やQOLの改善、引いては
長期予後の改善をもたらすとされており、ガイドラインでもク
ラスⅠの適応である。
さらに運動療法の継続により、骨格筋•骨格筋代謝及び機能の
改善が期待されている。X+49日を過ぎた時点からは、HR•息
切れ•ボルグスケール•リカバリー時間に合わせて下肢自動介
助運動や下肢自動運動、歩行器歩行など段階的に運動負荷を調
節した。下肢自動運動では10回を2set実施。歩行器歩行では、
下肢の疲労感が強かった為、前腕支持量の変化にて負荷を調整
した。X+60日時点では、下肢抵抗運動は連続20回、杖歩行は
60mを2set可能となった。さらに、病室からトイレまでの杖歩
行を獲得した。
離床時間の確保と自覚•他覚所見に合わせた段階的運動療法の
実施がADL改善に繋がったと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、本症例には発表の趣
旨を説明し同意を得た。
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 O-027  口述5

乳がん患者を対象とした術前握力と術後上肢機
能障害の関連に関する観察研究
○水田 万裕 1)，奥村 真帆 2)，井上 順一朗 2)，
上田 雄也 3)，近藤 心 4)，三木 万由子 5)，
國久 智成 5)，小野 玲 6)，酒井 良忠 7)，秋末 敏宏 3)

1) 神戸大学医学部附属病院 リハビリテーション部
2) 神戸大学医学部附属病院国際がん医療・研究センター リ
ハビリテーション部門
3) 神戸大学大学院 保健学研究科
4) 徳島大学病院 リハビリテーション部
5) 神戸大学医学部附属病院 乳腺内分泌外科
6) 国立研究開発法人　医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健
康・栄養研究所 身体活動研究部/栄養・代謝研究部
7) 神戸大学大学院 医学研究科 リハビリテーション機能回
復学

【はじめに、目的】乳がんは長期生存が見込めるがんの一つで
あり、そのため、治療後の生活という長期的な視点でのQOL向
上が重要視されている。乳がん患者の上肢機能障害は術後も長
期に渡り存在し、身体的・心理的・社会的側面に影響すること
でQOL低下をもたらす。上肢機能障害について、これまでに術
後の関連因子は報告されているが、術前に介入可能な可変因子
との関連は明らかではない。本研究では、乳がん患者において
介入により改善する可能性のある可変因子である握力に着目し、
術後の上肢機能障害との関連を調査することとした。

【方法】本研究は後ろ向きコホート研究であり、2021年6月か
ら2022年9月に一医療機関において乳房切除術を受けた18歳
以上の原発性乳がん患者を対象とした。上肢機能障害は the 
Disabilities of Arm, Shoulder, and Hand (DASH) の機能障害/症
状スコア (30項目)を用いた自記式のアンケートに基づきスコア
を算出した。握力は、手術前日に測定を実施し、患側における
最大値を採用した。統計解析は、目的変数を術後のDASHスコ
ア、説明変数を術前の握力とした単回帰・重回帰分析を実施し
た。重回帰分析での交絡変数は、年齢、Body mass index、術
後経過期間、術式(部分切除または全切除)、術前薬物療法の有
無、術後薬物療法の有無、術後放射線治療の有無、利き手と患
側の一致、腋窩リンパ節郭清の有無とした。

【結果】乳がん患者72名 (平均年齢62.0 ± 13.2歳) が解析対象
となった。術前の平均握力は22.28 ± 5.16kg、術後の平均
DASHスコアは12.14 ± 14.68点であった。術前の握力と術後
のDASHスコアの関連は、単回帰分析にて有意であり(偏回帰係
数：-0.74; 95%信頼区間：-2.08, -0.48; p値：0.03)、 交絡変数
で調整後も有意であった (偏回帰係数：-1.27; 95%信頼区間：
-2.08, -0.48; p値：0.002)。

【考察・結論】本研究は、術前の握力が強い乳がん患者では、
術後の上肢機能障害が少ないことを明らかにした初めての研究
であり、術前の握力が術後の上肢機能障害の予測因子となるこ
とを示唆した。握力は全身筋力の指標となることが示されてお
り、乳がん患者では、術前の握力が術後1ヶ月時点での握力の
予測因子となることに加えて、筋力の向上が日常生活動作に必
要な労力の軽減に繋がることが報告されている。従って、乳が
ん患者における術前の握力は、術後の筋力を反映し、術前の握
力が強いことは日常生活における上肢機能障害を予防・軽減す
るというメカニズムが考えられる。本研究は、臨床現場におけ
る術前のスクリーニング、またスクリーニングに基づいた介入
や術後のフォローアップが、乳がん患者の術後の上肢機能障害
の発症予測や重症化予防に寄与する可能性を示唆した。
【倫理的配慮】本研究は神戸大学医学研究科等医学倫理委員会
の承認(B220153-H)を得ており、ヘルシンキ宣言に基づく倫理
的配慮を十分に行ったうえで、書面もしくはオプトアウトにて
同意を得た。

 O-028  口述5

協調性運動障害を伴うASD児の運動学習を促す
練習条件とは？ ―恒常練習および多様性練習に
よる検討―
○辻下 聡馬 1)，武内　 孝祐 1)，秋月 千典 2)

1) 神戸国際大学 リハビリテーション学部
2) 目白大学 保健医療学部

【はじめに、目的】
自閉スペクトラム障害児 (ASD)では80％が協調性運動障害を合
併していると報告されている．こうした児童に対する練習条件
の違いによる運動学習に及ぼす影響について検討した先行研究
は見受けられない．定型発達児には，多様性練習の方が，恒常
練習よりもスキーマの形成に適しており，練習で経験していな
い転移課題のパフォーマンスでは，多様性練習の方が優れてい
ると報告されている．しかし，協調性運動障害を伴う発達障害
児では定型発達児よりも運動学習が困難であり，一般的な運動
学習理論が適用できるかは不明である．本研究の目的は，協調
性運動障害を伴うASD児における恒常練習と多様性練習といっ
た練習条件の違いが運動パフォーマンス及びその変化に与える
影響を調査し，運動学習を促す練習法を検討することである．

【方法】
方法として，児童発達支援・放課後等デイサービス事業所に在
籍する34名の児童を対象とした．測定項目は，巧緻運動の評価
 (Purdue Pegboard)，粗大運動の評価 (的当て課題)，視空間ワ
ーキングメモリ評価 (CBTT)，発達障害に関する質問票 (SDQ)を
実施し，各練習条件の効果を検証するために，アウトカムに練
習前後および練習中の的当て課題得点を投入した反復測定二元
配置分散分析，各練習条件群における練習の上達さと関連する
因子を調査するため，ピアソンの相関分析を実施した．

【結果】
各練習条件における的当て課題で得られた練習前後の得点結果
に対して、反復測定二元配置分散分析を行った。その結果、練
習条件 (F値=0.003, p=0.956, partial η2=0.000)、時間要因 (F
値=0.118, p=0.733, partial η2=0.004)に有意な差は得られな
かったが、交互作用 (F=6.641, p=0.015, partial η2=0.172)に
有意な差が得られた。恒常練習群における練習変化率と変化率
の相関分析を行うと、強い相関が認められた (p=0.004、
r=0.666)。また、練習変化率と向社会的な行動に強い相関が認
められた (p=0.018、r=-0.564)。多様性練習群における練習変
化率と変化率の相関分析を行うと、相関は認められなかった 
(p=0.145、r=0.369)。練習変化率とその他の指標との相関も認
められなかった。

【結論】
これらの結果から，練習条件により的当て課題の学習効果に違
いを認め，特に多様性練習の場合に，的当て課題の前後得点に
おいて有意な低下を認めた。また，的当て課題の前後の得点変
化率は，多様性練習群と比較して，恒常練習群が有意に高かっ
た。さらに，恒常練習群では，練習時の得点変化率の高さが運
動学習効果に関連を認め，加えて，社会性の低い児童は練習時
の得点変化率の低さと関連を認めた．これらを踏まえると，多
様性練習は協調性運動障害を伴うASD児において運動学習に適
さない可能性が示唆され，加えて，練習時の上達度合いや向社
会性が学習効果に関与すると示された．
【倫理的配慮】本研究は，神戸国際大学リハビリテーション学
部理学療法学科倫理委員の承認(許可番号：第G2023-177号)を
得ている．
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 O-029  口述5

重度脳卒中片麻痺患者における長下肢装具歩行
時の麻痺側下肢筋活動に関連する要因-重心位置
及び下肢関節角度・麻痺重症度からの検証-
○比嘉 康敬 1)，蓮井 成仁 1,3)，大西 空 1,3)，
水田 直道 4)，田口 潤智 2)，中谷 知生 1)

1) 医療法人　尚和会　宝塚リハビリテーション病院 療法部
2) 医療法人　尚和会　宝塚リハビリテーション病院 診療部
3) 畿央大学大学院 健康科学研究科 神経リハビリテーショ
ン研究室
4) 日本福祉大学 健康科学部

【はじめに、目的】
重症脳卒中患者の機能回復や歩行再建を目的に,臨床では長下肢
装具を用いた介助歩行トレーニングを行う機会が多く,特に麻痺
側下肢筋活動を増大させることは重要であるとされる.重度片麻
痺患者に対する長下肢装具を使用した介助歩行は随意収縮より
も高い筋活動を示すとされ,これには運動麻痺重症度とは別に歩
行時の重心位置や下肢関節角度が歩行中の麻痺側下肢筋活動に
強く影響していると考える.本研究では重症脳卒中患者を対象に
,長下肢装具を用いた後方介助歩行における麻痺側下肢筋活動と
重心位置,下肢関節角度および運動麻痺重症度との関連性につい
て検証した．
【方法】
対象は本人用長下肢装具 (Gait Solution,リングロック)を用いて
後方介助歩行トレーニングを行っている小脳病変のない初発脳
卒中患者9名 (年齢：67.6±14.2歳,発症後：99.5±35.7日)とし
た.計測は療法士1名(11年目)が後方介助歩行を実施し,その際の
麻痺側下肢筋活動と関節角度,重心位置を測定し,運動麻痺重症
度としてFugl-Meyer Assessment下肢運動項目 (FMA)を測定し
た.筋電図は麻痺側大臀筋と大腿直筋,内側広筋,内側ハムストリ
ングス,前脛骨筋,内側腓腹筋 (MG)から導出し,立脚期前後半の平
均振幅を算出後,筋活動の時間特性を検証するため,立脚前半の
平均振幅を立脚後半の値で除すことで定量した.重心位置は足圧
計を用いた立脚期の前後荷重変化時点 (前足部の荷重成分が踵
部を上回った時点)を算出した.麻痺側下肢関節角度は各肢節間
に設置したIMUセンサ情報から算出した.統計解析はSpearman
の順位相関分析を各評価項目間で実施し,さらに重心位置を統制
変数としたMG筋活動とTrailing Limb Angle(TLA)の関連性を偏
相関分析により分析した.有意水準は5%とした.
【結果】
FMAと各筋活動は有意な関連を認めなかったが,重心位置と各
筋活動の関連性は,立脚期に重心が後方に停滞していた症例ほど
立脚前半と比較した立脚後半のMG筋活動が低下していた 
(r=.73, p=.03).関節角度と各筋活動の関連性は,最大股関節伸展
角度が大きい症例ほど立脚前半と比較した立脚後半のMG筋活
動が増加していた (r=-.73, p=.03). また,TLAも同様の傾向を示し
た (r=-.67, p=.05). 重心位置を統制変数としたMG筋活動とTLA
の関連性は統制変数投入後に相関係数が減少した (r=-.17, 
p=.07).
【結論】
重症脳卒中患者の長下肢装具を用いた介助歩行時筋活動は運動
麻痺の重症度に強く影響されない可能性があった.一方でMG筋
活動は重心が後方に位置するほど,下肢筋活動の時間特性が破綻
する可能性があった.加えてMG筋活動を適切な時期に活動させ
るには立脚後半の股関節伸展角度やTLAを増加させる必要があ
るが,そこには歩行時の重心位置が強く影響していることが示唆
された.
以上より, 重症脳卒中患者に長下肢装具を用いて効果的な歩行
トレーニングを行うには, 前方への重心移動を円滑に進めたう
えでTLAを促す必要があると考える.
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則に
配慮し,被験者に研究の目的,方法を説明し同意を得た.また当院
倫理委員会の承認を得て実施された.

 O-030  口述5

在宅要介護高齢者における身体活動量と性格特
性の関連
○山本 泰忠 1,2)，土屋 浩一 1)，中谷 知生 1)，
田口 潤智 1)，高取 克彦 2)

1) 医療法人尚和会　宝塚リハビリテーション病院 療法部
2) 畿央大学大学院 健康科学研究科

【はじめに、目的】性格特性を評価する指標の一つにBig Five 
Testが挙げられ外向性，協調性，勤勉性，神経症性，開放性の
5つの次元で構成される(Goldberg,1990)．地域在住高齢者を対
象とした先行研究では，中高強度身体活動量 (MVPA)と外向性
や協調性の高さに正の関連があることが報告されている
(Ashley et al,2017)．一方，性格特性とは関連がなかったとす
る報告(Kekäläinen et al,2020)もあり，一定した見解が得られ
ていない．また，客観的に計測した身体活動量と性格特性との
関連についても十分に明らかにされていない．そこで，本研究
の目的は在宅要介護高齢者を対象に性格特性と身体活動量との
関連を評価することとした．【方法】対象は，当院通所リハビ
リテーションを利用中の要支援・要介護者94名(平均年齢78.0
±7.2歳，女性54.3%)とした．身体活動量の評価には活動量計
(Active style Pro，OMRON社製)を用い，1日10時間以上，4日
以上の装着記録のあるものを有効データとした．性格特性の評
価には，日本語版Ten Item Personality Inventory(TIPI-J)を用い
た．参加者の適格性基準は，杖歩行及び独歩が自立している者
とし，除外基準は，認知機能障害，既往歴に難病を有する者と
した．主要評価項目は先行研究に基づき3.0METs以上をMVPA，
低強度活動は2.0～2.9METsのHigh-light活動(HLPA)と1.6～
1.9METsのLow-light活動(LLPA)，1.5METs以下を座位行動(SB)
に分類した．データ解析時には装着時間で除し，各活動時間の
１日あたりの割合を算出した．また，性格特性にはTIPI-Jの下
位尺度(外向性，協調性，勤勉性，神経症性，開放性)とした．
統計解析は線形回帰分析(強制投入法)を実施した．各活動強度
時間割合を目的変数とし，説明変数として5因子性格特性を投
入した．また年齢，性別，介護度，歩行速度を調整変数として
投入した．有意水準は5%未満とした．【結果】MVPA%/日を
目的変数としたモデル(R2=0.22)では，外向性(β=0.24，
95%CI：0.03～0.44，p=0.036)と正の関連が確認され，
HLPA%/日を目的変数としたモデル(R2=0.22)では，いずれの性
格特性とも有意な関連を認めなかった．LLPA%/日を目的変数
としたモデル(R2=0.19)では，外向性(β=0.26，95%CI：0.05
～0.47，p=0.015)，勤勉性(β=0.24，95%CI：0.03～0.45，
p=0.027)，SB%/日を目的変数としたモデル(R2=0.22)では，外
向性(β=－0.24，95%CI：－0.03～－0.44，p=0.026)と負の関
連が確認された．【考察】外向性の高い利用者は社交的である
ことが考えられ，社会参加の機会が多いことが考えられた．そ
のため，屋外歩行時に確認されやすいMVPAが多く，座位行動
が短くなる可能性が考えられた．また，勤勉性の高い利用者は
自宅内での小まめな家庭内活動を行うことが多いことが考えら
れた．【結論】本研究により在宅要介護高齢者の外向性が，
MVPAやLLPA，座位行動と関連があること，また勤勉性が
LLPAと関連があることが明らかとなった．
【倫理的配慮】本研究は，医療法人尚和会倫理審査委員会の審
査承認を得ている． (承認番号：20211002)
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 O-031  口述5

造血幹細胞移植に伴うステロイド投与が大腿直
筋の筋活動に及ぼす影響
○西角 暢修 1,2)，若杉 樹史 3)，内山 侑紀 4)，
道免 和久 4)

1) 兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部
2) 兵庫医科大学 医学研究科
3) 宝塚医療大学 和歌山保健医療学部
4) 兵庫医科大学 医学部リハビリテーション医学講座

【はじめに、目的】
造血幹細胞移植では,移植片対宿主病を予防するためにステロイ
ドが大量投与され,41%にステロイドミオパチーを生じるとされ
ている.ステロイドミオパチーでは,速筋線維が優位に減少する
ため速筋線維比率が高い大腿四頭筋の筋力低下を呈することが
ある.また大腿四頭筋の筋力低下により立ち上がりや階段昇降の
動作能力の低下が問題となる.そこで本研究の目的は,造血幹細
胞移植患者において,移植前後での大腿直筋の表面筋電図や身体
機能の変化とステロイド総累積投与量と大腿直筋の表面筋電図
や身体機能との関連性を明らかにすることである.
【方法】
研究デザインは前向き観察研究である.対象は造血幹細胞移植予
定患者とし,除外基準は心疾患,骨腫瘍,皮膚障害があるものとし
た.評価項目は両側膝関節伸展筋力,両側膝関節伸展時の大腿直
筋の表面筋電図,両側大腿周径とした.評価時期は移植前,移植後
とした.入院中のステロイド総投与量は診療録から記録した.大
腿直筋の表面筋電図は表面筋電図計(TS-MYO：トランクソリュ
ーション株式会社製)で測定し,サンプリング周波数は1000Hz,
周波数帯域は50-450Hz,電極間距離は18㎜,電極貼付部位は上前
腸骨棘～膝蓋骨上縁を結ぶ線の1/2とした.測定条件は端坐位に
て膝関節90°で膝関節伸展筋力を5秒間の膝関節最大伸展とし
た.測定した.解析範囲は5秒間の内,最初と最後の1秒を除いた3
秒間とした.筋電図波形を二乗平均平方根で平滑化した上で積分
値を算出し,最大値で正規化した.また周波数解析により中間周
波数を算出した.統計解析は造血幹細胞移植前後の各評価項目の
変化は対応のあるt検定,ステロイド総累積投与量と各評価項目
の相関関係はピアソンの積率相関係数を用いた.有意水準はp < 
0.05とした.
【結果】
対象者は16名,年齢は52±12.8歳,ステロイド総累積投与量は
30.0(11.7-63.9)mg/kgであった.移植前後の評価項目の比較で
は,両側膝関節伸展筋力,両側大腿周径,左大腿直筋の表面筋電図
における中間周波数のみが有意に低下した.ステロイド総累積投
与量と各評価項目の相関解析では,左膝関節伸展筋力,両側大腿
周径のみに有意な負の相関を認め,表面筋電図における中間周波
数はステロイド総投与量との相関はなかった.
【考察】
膝関節伸展筋力や大腿周径は移植前後で低下し,ステロイド総累
積投与量が多いほど低下する可能性が示唆された.また大腿直筋
の筋電図波形における中間周波数は移植前後で低下し速筋線維
の減少が示唆された.表面筋電図波形から算出した積分値は大腿
直筋の筋萎縮によって減少すると予想したが,筋力低下があるが
故に筋力を発揮するために運動単位の動員数を増加させたこと
で積分値が減少しなかった可能性がある.
【結論】
造血幹細胞移植後の大腿四頭筋の筋力はステロイド総投与量と
負の相関が示され,表面筋電図波形により速筋線維の減少が示さ
れた．しかし,ステロイド総投与量と速筋線維の減少の関連は示
されなかった.
【倫理的配慮】本研究は兵庫医科大学倫理審査委員会 (承認番
号：4472番)の承認を得て行った．参加者には，研究目的，方
法，参加は自由意志で拒否による不利益はないこと，および個
人情報の保護について，文書と口頭で説明を行い，書面にて同
意を得た．

 P-001  ポスター1

回復期リハビリテーション病棟に入院した大腿
骨頚部骨折患者の歯数と義歯使用の有無に関す
る実態調査
○久元 翔太，徳嶋 慎太郎

神戸平成病院 リハビリテーション部

【はじめに】
荻野らの疫学調査によると、大腿骨頚部骨折患者の受傷原因は
立った高さからの転倒が最も多いとされている。また、
yamamotoらの報告では、年齢、要介護認定の有無等に関わら
ず、残存歯が19本以下で義歯を使用していない人は、残存歯を
20本以上有する人と比較して、転倒のリスクが高くなることを
示している。回復期リハビリテーション病棟には、転倒を原因
とする大腿骨頸部骨折患者が多く入院してくる。しかし、回復
期リハビリテーション病棟における大腿骨頚部骨折患者の歯数
や義歯使用の有無などの実態を調査した報告は、渉猟する限り
見当たらない。そこで本研究の目的は、当院回復期リハビリテ
ーション病棟に入院した大腿骨頚部骨折患者を対象に歯数、義
歯使用の有無などを調査し、実態を把握することでリハビリテ
ーション提供の基礎資料とすることとした。
【方法】
対象は、2023年1月1日から2023年12月31日までに当院回復
期リハビリテーション病棟に入院した大腿骨頚部骨折患者とし
た。除外基準は死亡したもの、データ欠損しているものとした。
データ収集は、年齢、性別、歯数、義歯使用の有無、Mini 
Mental State Examination(以下MMSE)、握力、Skeletal Muscle 
Mass Index (以下SMI)、Functional Independence Measure (以
下FIM)効率とした。統計解析はEZRを使用した。歯数を基準に、
20本以上群と19本以下群の2群に分け、2群間のMMSE、握力、
SMI、FIM効率の比較にMann-Whitney U検定を使用した。有意
水準は5%とした。
【結果】
対象者は27名であった。年齢は87±5.5歳、性別は男性4名、
女性23名であった。歯数20本以上は11名、19本以下は16名で
あった。義歯使用者は17名であり、歯数20本以上では3名、歯
数19本以下では14名であった。2群間のMMSEの比較は
p=0.711、2群間の握力の比較はp=0.079、2群間のSMIの比較
はp=0.106、2群間のFIM効率の比較はp=0.361で有意差はみら
れなかった。
【考察】
当院回復期リハビリテーション病棟に入院した大腿骨頚部骨折
患者においては、歯数20本以上および歯数19本以下で義歯を
使用している患者は27名中25名であった。これらの結果は、
歯数20本以上および歯数19本以下で義歯を使用している高齢
者であっても転倒をして受傷しているということが明らかにな
った。また、MMSE、握力、SMI、FIM効率のいずれにおいて
も差がみられなかった。これは、義歯を使用している患者が多
かったことが影響している可能性があり、使用していない患者
が少ないため検証することが困難であり、本研究の限界と考え
る。以上のことから、歯数20本以上および歯数19本以下で義
歯を使用している高齢者の転倒予防について、回復期リハビリ
テーション病棟の立場として検討していく必要があると考える。
【倫理的配慮】本研究の実施にあたって、個人が特定されない
ようにデータを匿名化し、取り扱いに十分に注意した。
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 P-002  ポスター1

前十字靭帯再建術後患者の膝アライメントにつ
いて
○島本 大輔 1)

1) 西宮回生病院 リハビリテーション部
2) 平成医療福祉グループ 総合研究所

【はじめに】
前十字靭帯再建術 (ACLR)後の膝前面痛 (AKP)は機能回復を阻害
する因子の一つとして報告されており、ACLR後のAKPの改善
および予防は理学療法士の重要な任務である。AKPが生じやす
い膝アライメントとして大腿骨に対する下腿後方・外旋偏位が
報告されているが、ACLR後の膝アライメントについては報告
が少ない。そこで、本研究の目的を術前後の下腿前方偏位量の
変化とACLR後の下腿回旋角度を後方視的に調査した。
【方法】
2020年から2023年に当院でACLRを施行した症例を対象とし
た。除外項目は、30歳以上、再再建例、Tegner活動指数4未満、
データ不足例とした。
方法は、術前と術後1週間で医師が実施する通常レントゲン画
像から下腿前方偏位量 (ATT)を計測し術前後で比較した。また、
術後1週間で医師が実施するコンピュータ断層画像から大腿骨
内・外側後顆の接線 (dFCL)と脛骨内・外側後顆の接線 (dTCL)
のなす角度 (下腿回旋角)、TT-TGを計測し下腿回旋の量的評価
を検討した。統計学的解析は正規性を検討後、Paired-t testと
ピアソンの積率相関分析を用い、有意水準は5%とした。
【結果】
対象症例は34例 (男性13人、女性21人、平均年齢19.6±4.9歳、
Tegner活動指数7.0±1.1)であった。移植腱は膝屈筋腱24例、
膝屈筋腱と薄筋腱6例、骨付き大腿四頭筋腱4例であった。初期
張力は40Nが5例、Manual Maxが29例であった。
ATTは術前0.87±3.61mm、術後-2.86±2.94mmで術後に有意
に後方偏位していた。下腿回旋角は3.41±3.69°外旋位であっ
た。TT-TGは16.06±4.23mmであった。
【考察】
ACLR後患者の術後は平均値で2.86mm後方偏位かつ3.41°外旋
位となっていることが示唆された。20Nで固定されたACLR後
患者を対象とした先行研究では2.5±1.7mm後方偏位かつ3.4±
1.2°外旋位になることが報告されており、40NやManual Max
で固定されたACLR後患者でも先行研究と同様の結果となった。
TT-TGは健常成人を対象とした先行研究で平均は14.7mmと報
告されており、その値より高値であった。これらの偏位は移植
腱張力による影響が報告されており、移植腱保護の観点から移
植腱成熟や骨孔癒合などを考慮してアライメント修正していく
必要性があると考えられた。
【結語】
今後は、理学療法士が実施する下腿偏位評価の信頼性や妥当性
を検討することで、移植腱保護や骨孔癒合をより精密に担保し
ながら理学療法を展開できる可能性があると考えられた。
【倫理的配慮】本研究は西宮回生病院倫理委員会の承認を得て、
参加者にはヘルシンキ宣言に則り、十分に説明と同意を得て実
施した (承認番号：79号)。

 P-003  ポスター1

橈骨頚部骨折後の長期外固定により肘関節・前
腕に拘縮が生じエコーガイド下徒手療法にて改
善が得られた一例
○中岡 弘行

つくだ整形外科 リハビリテーション科

【目的】
成人の橈骨頚部骨折では,転位が小さい場合は保存療法にて良好
な成績が報告されている.通常では約4週間の固定期間後リハビ
リが開始となる.本症例では長期外固定により,肘関節前腕可動
域に制限が生じ,超音波画像診断装置(US)にて上腕三頭筋下脂肪
体,回外筋,短橈側手根伸筋(ECRB)に着目し可動域に改善が認め
られた為,ここに報告する.
【症例紹介】
40歳代男性,作業中に椅子から転落し左手で支え受傷.翌日,当院
受診し左橈骨頚部骨折と診断された.レントゲン画像にて橈骨頭
短縮と,アライメント不良を認め不安定性が予測された為,7週間
のシーネ固定後リハビリ開始となった.
【経過】
リハビリ開始時は伸展-60°,屈曲100°,回内,回外運動は禁止で
あった.受傷後9週で回内,回外運動が可能となり回外45°,回内
15°であった.上腕二頭筋,上腕筋,円回内筋,尺側手根伸筋の柔軟
性,橈骨頭後方移動への徒手療法を行い,受傷後18週で伸展　-15
°,屈曲130°,回外80°,回内15°となったが,肘関節伸展時に後
方に疼痛を訴え,USにて上腕三頭筋下脂肪体の背側近位への滑
走不全を認めた.上腕三頭筋下脂肪体の滑走性改善を目的とし
,USガイド下にて徒手療法を行い,伸展時の肘関節後方の疼痛が
消失,伸展は-5°へ改善した.受傷後27週にて伸展-5°,屈曲135°,
回外90°,回内50°と改善されたが,回内時に肘関節前外側部に
疼痛を訴えた.USにて確認したところ,回外筋とECRB間の滑走不
全を認めた.USガイド下にて最終回内位にて徒手的に滑走を促
し,疼痛が消失し回内は70°へ改善した.
【考察】
林らは,肘関節伸展30°～0°において,上腕三頭筋下脂肪体は肘
頭から避けるように背側近位へ移動すると報告している.本症例
において,USにて確認を行うと,肘関節伸展最終域での上腕三頭
筋下脂肪体の背側近位への移動量の減少が見られた.このことよ
り,伸展運動時の滑走不全の結果,インピンジメントが生じ後方
に疼痛を訴え,伸展制限が生じたと考えた.
上腕筋,回外筋は前腕回内制限に関与しているとされている.米
ヶ田らは,遺体による回外筋の切断前後の可動域を調査し,切断
後に可動域が向上することを報告している.本症例において上腕
筋は柔軟性の改善が認められたことから,回外筋が関与している
と考えた.健常者では,回外筋とECRBの筋間を内側から外側方向
へ圧迫した際お互い逆方向へ滑走する.しかし本症例では,同側
へ動くことがUSにて確認できた.そのため筋間の滑走不全が生
じ,回内可動域に制限が生じたと考えた.
【倫理的配慮】　ヘルシンキ宣言に基づき,症例に発表内容,個
人情報保護対策,同意と撤回について説明し,同意を得た.
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 P-004  ポスター1

前・中斜角筋への高電圧パルス電流療法が内転
結滞動作に及ぼす影響
○奥野 慎祐 1)，野田 逸誓 1)，大川 翔暉 1)，
北山 聡一郎 2)

1) 芦屋整形外科スポーツクリニック リハビリテーション科
2) 芦屋整形外科スポーツクリニック 整形外科

【はじめに】
結滞動作は運動学的に肩関節伸展・外転・内旋の外転結滞と肩
関節伸展・内転・内旋の内転結滞で区別される．制限因子とし
ては，筋や関節包由来が挙げられる．近年，神経由来の制限因
子が着目されており臨床において，腕神経叢が位置する前斜角
筋 (以下SA)，中斜角筋 (以下SM)を治療することで疼痛が軽減
し結滞可動域が拡大することを経験する．今回，SA・SMへの
高電圧パルス電流療法 (以下HVPC)前後の内転結滞と各関節の
可動域の変化について検討した．
【方法】
対象は肩疾患を有しない健常男性7名14肩とした．SA・SMへ
のHVPC前後で内転結滞は指椎間距離，関節可動域は肩関節
2nd内旋(以下IR2)・内転・肘関節屈曲，肩甲骨アライメントを
Scapula Spine Distance (以下SSD)にて計測した．また超音波画
像診断装置のShear Wave Elastography modeを用いてSA・SM
の組織弾性をHVPC前後で計測した．統計処理は t検定にて行
った．
【結果】
指椎間距離はHVPC前18.3±3.7cm，HVPC後14.1±3.1cmで有
意に減少した．IR2はHVPC前50.3±9.2°，HVPC後51.8±7.2
°で有意差はなかった．内転はHVPC前0.4±3.0°，HVPC後0.4
±3.0°で有意差はなかった．肘関節屈曲はHVPC前115±6.8°，
HV後125±4.6°で有意に増加した．SSDはHVPC前－1.4±
1.4cm，HVPC後－1.3±1.3cmで有意差はなかった． HVPC前
のSA・SMの組織弾性4.0±1.2m/s・3.7±1.2m/s，HVPC後3.0
±0.5m/s・2.6±0.8m/sで有意に減少した．
【結論】
今回SA・SMのHVPC後に組織弾性は低値を示し，肘関節屈曲角
度が増大し指椎間距離の減少を認めた．SA・SM間には腕神経
叢が存在している．Kleinrensinkらは上肢の運動が腕神経叢の
神経束に緊張をもたらすと報告している．そのため腕神経叢の
滑走性増加に伴い遠位の末梢神経の可動性増大につながったと
考える．また，Wayneらは肘関節屈曲において，正中神経・橈
骨神経が伸張されると報告している．HVPC後はSA・SM間と腕
神経叢の滑走性増大に伴い，正中神経・橈骨神経の滑走性が増
大し肘屈曲角度の増加と指椎間距離の減少を認めたと考える．
【倫理的配慮】対象者へ本研究の目的，方法と個人情報の保護
について同意を得た．

 P-005  ポスター1

関節鏡視下腱板修復術術後症例の三角筋前部線
維と外旋可動域の関係 -Shear Wave 
Elastographyを用いて-
○水島 健太郎 1,2)，水池 千尋 1)，立原 久義 2)

1) 大久保病院 リハビリテーション科
2) たちはら整形・肩とスポーツのクリニック リハビリテー
ション科

【はじめに、目的】
肩疾患の症状に肩関節外旋制限がある.三角筋前部線維 (DEL)の
柔軟性を改善することで外旋可動域が拡大することを我々は先
行研究で明らかにした.しかしながら関節鏡視下腱板修復術術後
症例 (ARCR)のDELと外旋可動域に関する報告はない.そこで今
回超音波エコー (US)を用いて定量的にARCRのDELの柔軟性を
評価しDELと外旋可動域の関係を調査したので報告する.
【対象及び方法】
対象は，当院でARCRを施行した肩10例10肩 (男性５名，女性
５名，平均年齢64.2歳，術後平均期間３.４ヶ月)で，DELの柔
軟性をUS (EL18-4，PHILPS社製)Shear Wave Elastographyを用
いて，Delの長軸画像を描出し,10点を測定した平均値を算出し
た．外旋可動域はゴニオメーターを用いて下垂外転 (ER１)、外
転90度外旋 (ER２)屈曲90度外旋 (ER３)の角度を求めた.また
Delの柔軟性改善の治療を３分間実施した.検討項目は，DEL治
療前後のDel柔軟性、DEL治療前後の外旋可動域の変化を比較
検討中した.
また，検査測定及び治療は，同一者が施行した．統計処理は対
応のあるt検定，ウィルコクソン検定を用い，有意水準を5%未
満とした．

【結果】
Delの柔軟性は，治療前3.56m/s治療後 2.60m/sで有意にDELの
柔軟性は改善した (p＜0.05)．ER1は,30.0度から46.7度に有意
に拡大した (p＜0.01)．ER2は,60.6度から76.1度に有意に拡大
した (p＜0.01)．ER3は, 73.3度から90.0度に有意に拡大した (p
＜0.01)．
【考察】
ARCRは術後に外転装具を約１ヶ月近く装着する.装具装着時の
肩関節のポジションが屈曲・外転・内旋位のため，外旋可動域
制限が生じやすい.また，ARCRの外旋制限の要因に, 術後関節内
圧の上昇，腱板疎部の炎症，肩甲下筋の攣縮などの前上部軟部
組織の柔軟性低下などが挙げられる.そのため外旋可動域練習を
行うと,疼痛を伴いスムーズに行うことができないケースも多い
.そこで今回行ったDELの柔軟性治療は,関節運動を伴わないた
め,外旋可動域獲得のための一手段として有効なアプローチにな
ることが示唆された.
【結論】
今回行ったDELの柔軟性治療は,関節運動を伴わないため,外旋
可動域獲得として有効な治療になることが示唆された.
【倫理的配慮】大久保病院倫理委員会の承認を得て，ヘルシン
キ宣言をもとに，保護・権利の優先，参加・中止の自由，研究
内容，身体への影響などを説明し，同意を得ることができた場
合のみ対象として計測を行った.
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 P-006  ポスター1

独歩の安定性の向上には右荷重応答期での右下
腿の後傾の改善が必要であった右人工膝関節全
置換術後の症例
○豆崎 竜也，山市 果穂，小舟 裕也，戎 智史，
上野 真也

名谷病院 リハビリテーション科

【はじめに】
今回、右荷重応答期で右膝関節伸展の筋力低下により右下腿が
後傾したことに加えて、右股関節外転の筋力低下により右股関
節の内転が乏しくなり、独歩の安定性が低下していた右人工膝
関節全置換術後の症例を担当した。
右荷重応答期の右下腿の後傾、右股関節内転の乏しさに着目し、
3週間の理学療法を行った。その結果、右下腿の前傾と右股関
節の内転が生じたことで独歩の安定性が向上したため報告する。
【症例紹介】
本症例は右変形性膝関節症を呈し、右人工膝関節全置換術を施
術した80歳代の男性である。主訴は「歩き始めに右膝が抜けそ
う」であり、Needは独歩の安定性の向上とした。
【初期評価 (術後24日目)】
右荷重応答期は右膝関節が伸展し右下腿は後傾、右股関節の内
転が乏しかった。右立脚中期は右股関節の伸展と右足関節の背
屈が乏しかった。右股関節は外転・外旋が生じた。徒手筋力検
査は右膝関節伸展が段階2、右股関節外転が段階3であった。
本症例は、右膝関節伸展の筋力低下により右荷重応答期で右膝
関節屈曲の制動が困難であった。これにより、右下腿は後傾し、
続く、右立脚中期では右股関節の伸展と右足関節の背屈が乏し
くなり、前方への重心移動が減少していた。さらに、右股関節
外転の筋力低下により右股関節内転を制動できず、右立脚中期
では右股関節外転筋にかかる負荷を軽減するため、右股関節の
外転・外旋が生じ歩幅が狭小化していた。これらにより、独歩
の安定性が低下すると考えた。
【理学療法】
右膝関節伸展筋と右股関節外転筋の筋力トレーニング、右荷重
応答期を想定したステップ練習、歩行練習を3週間実施した。
【最終評価 (術後52日目)】
右荷重応答期は右膝関節の伸展時に右下腿の前傾、右股関節の
内転が生じていた。右立脚中期では右股関節の伸展と右足関節
の背屈が生じ、右股関節の外転・外旋はみられなくなった。徒
手筋力検査は右膝関節伸展と右股関節外転が段階4となった。
【考察】
K.G.Neumannは大腿四頭筋の筋力低下が生じると、下腿前方へ
の動きを小さくし、膝関節の屈曲を防ぐと報告している。本症
例においても右膝関節伸展の筋力が向上したため、右荷重応答
期で右膝関節屈曲の制動が可能となり右下腿の前傾が生じるよ
うになった。続く、右立脚中期では右下腿の前傾が生じるよう
になったため右股関節の伸展と右足関節の背屈が生じ、前方へ
の重心移動が可能となった。さらに市橋らは、大腿直筋は股関
節外転に寄与すると報告している。本症例も右膝関節伸展の筋
力が向上したことで、右股関節外転の筋力の向上が補助され、
右荷重応答期で右股関節内転の制動力が向上した。このため、
右立脚中期で右股関節の外転・外旋がみられなくなり歩幅が拡
大した。これらにより、独歩の安定性が向上した。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいてご本人へ承諾を得た。

 P-007  ポスター2 

大学女子ラクロス選手における1シーズンの傷害
調査
○幅 美沙季

のだ整形外科クリニック リハビリテーション科

【はじめに、目的】
近年、各種スポーツに関する傷害調査は多数報告されているが、
国内における女子ラクロスに関する報告は比較的少ない。そこ
で今回、ラクロス競技におけるスポーツ傷害の現状を把握する
ため、大学女子ラクロス選手で発生しているスポーツ傷害の実
態を調査したので報告する。なお、対象者には本研究の目的や
内容について詳細に説明し、研究主旨に同意を得たうえで調査
を行った。
【方法】
対象者は、関西学生女子ラクロスリーグ1部に所属するA大学
の学生55名。内訳は1回生17名、2回生14名、3回生11名、4
回生13名。平均年齢は19.4±1.2歳、身長：1.60±0.04m、体
重53.8±4.5㎏であった。また、調査期間は2022年4月～2023
年の3月までの1シーズンとした。スポーツ傷害調査項目につい
ては、スポーツ傷害の発生状況 (試合中・試合前後・通常練習
・自主練習)、発生要因 (接触または非接触)、傷害のタイプ (外
傷または障害)、受傷部位、傷害の種類、受傷した疾患、重症
度、学年別、ポジション別、月経周期別での発生件数について
前向き調査を行った。
【結果】
1シーズンの傷害発生人数は、55名中22名 (40.0%)。また、傷
害発生件数が28件で発生状況は通常練習が25件 (89.3%)、試合
中が3件 (10.7%)であった。発生要因は、接触プレーが12件 
(42.9%)、非接触プレーが16件 (57.1%)。傷害のタイプは、外
傷が20件 (71.4%)、障害は8件 (28.6%)。部位別での発生件数
は、頭部・頸部が2件 (7.1%)、上肢が4件 (14.3%)、体幹部が5
件 (17.9%)、下肢が17件 (60.7%)であった。下肢の内訳では、
足関節が5件 (17.9%)で最も多かった。傷害の種類は関節捻挫/
靭帯断裂が8件 (35.7%)で最も多く、疾患では足関節捻挫が多
かった。重症度では、約4割程度が競技復帰まで29日以上必要
とし、重症度が高い疾患で多かったのは足関節捻挫であった。
学年・ポジション別の発生件数は、1回生が最も多く、ポジシ
ョンはAT (アタック)が多かった。月経周期では、黄体期での受
傷発生件数が多かった。
【結論】
ラクロス競技は、ランニング、ダッシュ、ストップ、カッティ
ング、ジャンプ動作等の繰り返しだけでなく、主にクロス (ス
ティック)を操作しながら、ボールを奪いあうコンタクトスポ
ーツである。本研究結果では、他の研究報告と同様に下肢の傷
害が多く、特に接触による足関節捻挫の割合が高いことが明ら
かとなった。また、学年別では1回生の受傷が最も多く、2～3 
回生に比べて，おおよそ2倍の発生件数を示していた。日本で
は大学からラクロスを始める学生が多く、1回生はラクロス特
有の動きの未熟さが要因となり、傷害発生率が高い傾向を示し
たのではないかと推察される。今後、大学女子ラクロス傷害選
手の傷害予防のためには、対象数や調査項目、期間を増やし、
ラクロス傷害の特徴をより詳細に示すことが必要になると考え
る。
【倫理的配慮】対象者には本研究の目的や内容について詳細に
説明し、研究主旨に同意を得たうえで調査を行った。
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 P-008  ポスター2 

左膝関節全置換術後により困難となった階段降
段の安定性獲得に至った症例
○川東 理奈，矢澤 大輔，清水 美絵，水谷 綾花，
荻野 梨緒，大戸 優希

荻原記念病院 リハビリテーション部

【目的】階段の獲得は在宅復帰率と関わっており,FIMにおいて
も階段昇降は必須項目となっているが,降段についての報告は少
ない.今回,左人工膝関節全置換術 (以下左TKA)の症例を通じ,降
段へのアプローチを検討した.
【症例紹介】本症例は左膝関節痛が増大し変形性膝関節症と診
断された79歳女性.令和X年Y月Z日に左TKA施行．同年Z＋7日
にリハビリ目的で当院転院.独居,階段昇降が必須.目標は屋内/屋
外独歩自立,階段昇降自立.
【経過】右/左,初期評価→最終評価Z＋64日.
関節可動域検査(以下ROM)(単位°):膝関節屈曲130/90→
145/125,伸展-5/-15→-5/0,足関節背屈5/-5→10/10．徒手筋
力検査(以下MMT):股関節伸展4/3→5/4.膝関節屈曲4/3→5/4・
伸展4/2→4/4，足関節底屈3/2→4/4.10m歩行試験:13.4秒→
8.4秒.Timed up and go test (以下TUG):26.5秒/21.1秒→10.5秒
/9.8秒.Berg Balance Scale(以下BBS):43点→56点.歩行:左立脚後
期で骨盤左外側後方偏位,左膝関節軽度屈曲,足部内反に伴って
小趾側の蹴り出しを認めた.階段:左荷重応答期～単脚支持期で
骨盤左外側後方偏位,左膝関節の動揺,小趾側荷重を認めた.
【考察】本症例は,変形性膝関節症により左TKAを呈し,階段と
歩行に共通して,一側下肢へ体重移動した際に骨盤左外側後方偏
位,左膝関節の動揺,小趾側荷重を認めていた.本来,階段降段での
荷重応答期～単脚支持期では,体幹の前傾を制御しながら下腿の
過前傾を制動することで,支持基底面内の重心をコントロールし
,重心の下降制御に寄与する.そのためには,ハムストリングス(以
下：ハムスト)の収縮にて股関節を安定させ,ヒラメ筋にて下腿
の前傾を抑制し,重心位置が支持基底面より過剰に前方へ逸脱し
ないよう抑制させる必要がある.本症例では,ハムストとヒラメ
筋の筋力低下により円滑な運動連鎖が出現せず,協調的な筋活動
に繋がらなかった為,荷重応答期での膝関節が不安定であった.
そのため治療では,スクワットにてハムストの筋力向上,シーテ
ッドカーフレイズでヒラメ筋の筋力向上を行ったが,著明な降段
の安定性向上には繋がらなかった.そこで,実際の降段練習の中
で,母趾側での荷重を誘導し足部の運動性を高めることで細かな
重心移動のコントロールを行いつつ,ハムストとヒラメ筋の遠心
性収縮を促通し,股関節と足関節の協調的な活動を促した.その
結果,膝関節の安定性向上に繋がり,TUG,10m歩行で歩行速度の
増大,バランス能力はBBS満点とカットオフ値に達し,手すり無し
での階段昇降自立に至った.結論として,強い遠心性収縮が必要
とされる降段において,ハムストと下腿の協調的な活動の為にも
,収縮様式を考えながら重心位置のコントロールをしていくこと
が重要であると示唆される.
【倫理的配慮】対象者にはヘルシンキ宣言に則り,研究の趣旨・
目的を十分に説明し同意を得た.

 P-009  ポスター2 

左前十字靭帯損傷に対し保存療法を選択した一
症例 -二次的損傷の予防に着目して-
○森岡 日菜乃 １)，岸川 昌嗣 １)，水田 有樹 １)，
柴原 基 ２)

1) 医療法人社団S&J しばはら整形外科スポーツ関節クリニ
ック リハビリテーション科
2) 医療法人社団S&J しばはら整形外科スポーツ関節クリニ
ック 整形外科

【目的】
膝前十字靭帯 (以下ACL)損傷後，スポーツ復帰を目指す場合，
二次的損傷の合併を防ぐためにACL再建術が推奨されているが，
手術を望まず保存療法が選択される例もある．本症例は，保存
療法を選択しバレーボール復帰に向けて，二次的損傷の予防と
着地動作に着目して理学療法を実施したため報告する．
【症例紹介】
本症例は20歳代女性，2023年12月バレーボールのアタック着
地 (膝軽度屈曲・外反位)で受傷した．受傷翌日当院受診しMRI
にてACL損傷 (AMA分類Ⅰ度損傷)を認めたが，内側側副靱帯と
内側半月板 (以下MM)損傷は認めなかった．受傷2週後から理
学療法開始となり，装具固定期間は受傷６週までであった．
【経過】
受傷2週時の膝関節可動域 (以下ROM)は屈曲75°，伸展-15°で
あったが，受傷7週で屈曲140°，伸展0°となった．受傷12週
の大腿四頭筋筋力は右41.7kgf，左28.3kgf．ハムストリングス
 (以下HA)筋力は右25.3kgf，左19.9kgfと患側で筋力低下を認
めた．着地動作では，骨盤後傾位で膝屈曲が不十分であった．
【考察】
ACLは脛骨前方動揺性や前内側回旋不安定性を抑制する働きが
ある．冨士川は，ACL不全のままスポーツ活動を続けると，2
年以上経過で約80％の症例に半月板損傷を合併すると述べてい
る．MMは脛骨に強固に付着し，脛骨前方移動を抑制させる二
次的な制御機能がある．ACL不全により脛骨前方偏位の状態が
続くと，脛骨と大腿骨顆部との間に挟み込まれ，MM後角に剪
断ストレスが生じると考えることから，二次的損傷の予防とし
て脛骨前方偏位を抑制する必要があると考えた．
脛骨前方偏位の要因としてはHAの筋力低下と膝関節内部伸展
モーメント(以下KIEM)の増加が考えられる．
ColbyらはHAの活動が低いと大きな脛骨前方移動が生じると報
告しており，三浦は体幹前傾に伴いHAの活動性が高まること，
HAは骨盤前傾を制御し体幹前傾を安定させる作用があると報
告している．本症例の着地動作は，骨盤後傾位であることに加
え，HAの筋力低下が認められることから，脛骨前方偏位を助
長することが考えられる．
また福井は膝伸展モーメントが脛骨前方偏位に影響を与える因
子であると報告している．KIEMは矢状面上において身体重心
垂線が膝関節回転中心に対し後方に位置するほど増加する．本
症例の着地動作では膝関節屈曲角度が不十分であり骨盤後傾位
であることからKIEMが増加していると考える．
これらのことから，HAの筋力強化とともに，骨盤前傾に伴う
HAの活動性を向上させ，膝の屈曲角度を増加させることで
KIEMが減少し脛骨前方偏位を抑制できると考えた．現在もHA
の筋力強化に加え着地動作に対しトレーニングを継続しており，
今後の経過については本学術大会の中で報告する．
【倫理的配慮】【倫理的配慮】
発表の趣旨を十分に説明し同意を得た
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 P-010  ポスター2 

右大殿筋の筋力低下と右殿部の疼痛により昇段
動作の安定性と耐久性が低下していた腰部脊柱
管狭窄症の一症例
○浪越 翔太 １)，佐野 紘一 １)，藤原 聡 １，２)，
高橋 優基 ２)，嘉戸 直樹 ２)

1) 北須磨病院 リハビリテーション科
2) 神戸リハビリテーション衛生専門学校 理学療法学科

【目的】
今回、昇段動作の右引き上げ期に右股関節と右膝関節の伸展が
不十分で右殿部に疼痛が生じ、右前方移動期に右膝関節が屈曲
して下方へ不安定であった腰部脊柱管狭窄症の症例を担当した。
理学療法の結果、右大殿筋の筋力が向上し、右引き上げ期に右
股関節と右膝関節の伸展が可能となり、右殿部の疼痛が軽減し
たことで昇段動作の実用性が向上したため報告する。
【症例紹介】
症例は腰部脊柱管狭窄症でL4‐5の腰椎椎弓形成術を施行され
た70代前半の女性である。主訴は「階段を上る時に右のお尻が
痛い」で、ニードは昇段動作の耐久性と安定性向上とした。
【経過】
術後6日目の右手で手すりを把持した昇段動作では、右体重受
容期に右足関節の背屈に伴って右膝関節と右股関節は屈曲した。
右引き上げ期では、右手で手すりを引きながら左足関節を底屈、
左膝関節を伸展すると同時に、右膝関節は伸展するものの右股
関節の伸展は乏しく、右殿部に疼痛が生じた。右前方移動期で
は、右膝関節は屈曲して下方に不安定になった。徒手筋力検査
は右股関節伸展 (大殿筋分離)が3であった。疼痛は右ハムスト
リングスの起始部に出現しており、Numerical Rating Scale 
(NRS)で10点であった。日常生活動作は階段が修正自立であっ
た。
本症例は右大殿筋の筋力が低下しているため、右体重受容期に
右股関節の屈曲を制動することができなかった。さらに、右引
き上げ期に右膝関節の伸展を伴って右股関節を伸展することが
できず、身体を上方へ引き上げるために右手で手すりを引きな
がら左足関節を底屈、左膝関節を伸展すると同時に右膝関節を
伸展していた。このとき、右ハムストリングスは右股関節の屈
曲を制動しており、右膝関節の伸展により起始部に伸張痛が生
じていたと考えた。この疼痛を回避するために、右前方移動期
で右膝関節を屈曲したことで下方へ不安定になっていた。
理学療法は、右股関節伸展の筋力強化練習と昇段動作練習を3
週間実施した。その結果、術後28日目の昇段動作では、右引き
上げ期に右膝関節の伸展を伴って右股関節を伸展できるように
なり、右殿部の疼痛は軽減した。右前方移動期では右足関節の
背屈を伴った右股関節の伸展が可能となった。徒手筋力検査は
右股関節伸展 (大殿筋分離)が4となった。右殿部の疼痛はNRS
で1点となり、日常生活動作はすべて自立した。
【考察】
Lyonsは、昇段動作時に大殿筋下部線維が主要な股関節伸展筋
であると述べている。本症例は右大殿筋の筋力が向上したこと
で、右体重受容期での右股関節屈曲の制動および、右引き上げ
期で右膝関節の伸展を伴った右股関節の伸展が可能となった。
これにより、右ハムストリングスの筋活動が減弱し、右膝関節
の伸展による右ハムストリングス起始部の伸張痛が軽減して昇
段動作の実用性が向上したと考えた。
【倫理的配慮】症例発表に際し、ヘルシンキ宣言に基づき症例
に説明のうえ同意を得た。

 P-011  ポスター2 

右立脚中期に右股関節の外転と体幹の右傾斜が
生じ右側方に不安定であった右人工股関節全置
換術後の一症例
○松原 慎 1)，佐野 絋一 1)，藤原 聡 1,2)，高橋 優基 2)，
嘉戸 直樹 2)

1) 北須磨病院 リハビリテーション科
2) 神戸リハビリテーション衛生専門学校 理学療法学科

【目的】
今回、歩行の右立脚中期に右股関節の外転と体幹の右傾斜が生
じ、右側方に不安定になる右人工股関節全置換術後の症例を担
当した。理学療法の結果、右股関節外転と伸展の筋力が向上し、
歩行動作の安定性が向上したので報告する。
【症例紹介】
症例は右変形性股関節症で右人工股関節全置換術を施行された
80代前半の女性である。主訴は「右足に体重をかけるのが怖い
」で、ニードは歩行の安定性向上とした。
【経過】
術後21日目の立位は、右股関節は内転位で骨盤は左下制位であ
った。歩行の右荷重応答期では、右横足根関節の回内による右
下腿の外側傾斜は乏しく、右股関節は外転し、右股関節の伸展
はみられなかった。右立脚中期では、右足関節の背屈に伴って
右膝関節と右股関節は屈曲していた。この時、右股関節の外転
に伴い体幹は右側屈位のまま右傾斜し、安定性が低下していた。
徒手筋力検査は右股関節外転と伸展が2であった。Functional 
Independence Measure (FIM)は移動が6点であった。
本症例は右股関節外転の筋力低下によって立位で右股関節が内
転位となっており、右荷重応答期で右横足根関節の回内による
右下腿の外側傾斜と伴に右股関節を内転することができず、体
幹を右傾斜させて右側方への体重移動を代償していたと考えた。
さらに、右股関節伸展の筋力低下により、右荷重応答期で右足
関節の背屈と右膝関節の伸展を伴う右股関節の伸展による前方
への体重移動が不十分なため、右足関節の背屈を大きくして前
方への体重移動を代償していたと考えた。
理学療法は右股関節外転と伸展の筋力強化練習、右立脚相を想
定した立位でのステップ練習、歩行練習を実施した。その結果、
術後39日目の立位は、右股関節が内外転中間位となった。歩行
の右荷重応答期では、右横足根関節の回内と右足関節の背屈に
よる右下腿の前外側傾斜を伴う右股関節の内転と伸展がみられ
るようになった。徒手筋力検査は右股関節外転と伸展が3とな
った。FIMは移動が7点となった。
【考察】
鈴木らは、立位で一側股関節が内転している場合、同側中殿筋
の筋力低下が考えられると述べている。また、Perryらは、立
脚初期に大殿筋下部線維は大腿骨の付着を介して膝関節も伸展
させると述べている。本症例は右股関節外転の筋力が向上し、
立位で右股関節を内外転中間位で保持することができるように
なり、右荷重応答期で右下腿の外側傾斜を伴う右股関節の内転
による右側方への体重移動が可能となった。また、右股関節伸
展の筋力が向上し、右荷重応答期から右立脚中期で右足関節の
背屈を伴った右股関節と右膝関節の伸展による前方への体重移
動が可能となり、歩行の安定性が向上したと考えた。
【倫理的配慮】症例発表に際し、ヘルシンキ宣言に基づき症例
に説明のうえ同意を得た。
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 P-012  ポスター2 

CLAPによる長期臥床後、目標を細やかに設定し
たことで起居移乗動作能力を再獲得した超高齢
患者の一症例
○福住 由惟 1)，小嶋 翔平 1)，西村 知子 1)，
井貫 博詞 1)，北澤 大也 2)，圓尾 明弘 2)，本多 祐 1)

1) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン部
2) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター 整形外科

【目的】
持続局所抗菌薬灌流 (continuous local antibiotics perfusion：
CLAP)は感染制御には有用だが、活動性の低下が問題となる。
今回、CLAPを施行した超高齢患者に対し、目標を適宜設定す
ることで、起居移乗動作能力の再獲得に至った症例を報告する。
【症例紹介】
90歳代女性。診断名：左大腿骨転子部骨折術後感染、感染性偽
関節、骨髄炎。
HOPE：立てるようになりたい。せめて車いすで移動したい。
NEED：起居移乗動作能力の再獲得。
【経過】
X－11ヶ月、左大腿骨転子部骨折を受傷し当院にて観血的骨接
合術施行。他院転院後、歩行器歩行可能となり施設入所してい
た。
X－1ヶ月、インプラント脱転のため歩行困難となり前医入院。
X日、当院転院し抜釘、セメントスペーサー留置。CLAP開始。
X＋7日、理学療法 (PT)開始。医師よりベッド上安静、両足関
節背屈0°目標の指示。初期評価時の関節可動域 (ROM)は足関
節背屈：右－10°、左－20°。目標①：再手術の条件となる足
関節背屈0°獲得。数日の内にROM改善傾向となり、再手術が
計画される。目標②：立ち上がり動作に必要な足関節背屈10°
に変更。起居動作再獲得のため右下肢筋力維持練習を追加。
X+22日、左人工骨頭置換術施行、CLAP継続。足関節背屈：右
5°、左0°。
X+23日、PT再開。ギャッチアップ座位練習開始。左股関節屈
曲30°、左膝関節屈曲30°。目標③：目標②の継続。股関節屈
曲90°以上獲得、股関節周囲の疼痛なく抗重力姿勢獲得を目標
に加える。
X+28日、端座位練習開始。起居動作は最大介助。左股関節屈
曲60°、左膝関節屈曲40°。
X+29日、立位練習開始。起立動作は最大介助。起立性低血圧
あり。目標④：起立性低血圧なく立位獲得を加える。
X+34日、起立性低血圧消失。
X+37日、CLAP終了。車いす座位開始。左股関節屈曲70°、左
膝関節屈曲75°。目標⑤：車いす座位耐久性向上を加える。
X+42日、起居動作：見守り、車いす移乗動作：最大介助、起
立動作：中等度介助。
X+49日、ベッド柵をL字柵に変更。車いす移乗動作：中等度介
助。左股関節屈曲80°、左膝関節屈曲75°、足関節背屈 右10
°、左5°。
【考察】
本症例はPT開始後、ROMの改善を認め再手術が計画された。
そのため下肢筋力維持や起居移乗動作獲得を目標として加え、
座位練習開始時は、長期臥床を考慮し経過により目標を見直し
た。最終的にはCLAP終了後、有害事象を認めず離床を実施す
ることができ、車いす座位での食事摂取など病棟日常生活動作
の汎化に繋がった。現状を評価し、経過からその後に必要な身
体機能を予測して適宜目標を設定することはPTにとって重要で
ある。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言を遵守するとともに、症例に対
し説明と同意を得た上で個人情報保護に十分配慮した。

 P-013  ポスター3 

右大腿骨頚部骨折受傷後にリハビリテーション
を実施し、受傷前のADL能力を再獲得した統合
失調症の一症例
○時本 清己

揖保川病院 診療部

【目的】精神科病院に統合失調症で入院加療中の70歳代女性が、
病棟廊下で転倒し右大腿骨頚部骨折を受傷したため急性期病院
に転院し、人工股関節置換術を受けた。術後に安静が保てず、
急性期病院での対応が困難ということで当院に再入院となって
術後リハビリテーション(理学療法)を提供した症例を経験した
ので報告する。
【症例紹介】統合失調症で長期入院加療中の70歳代女性である。
受傷前は車椅子を利用して移動は自立していた。車椅子ベッド
間の移乗動作は「見守りレベル」であった。３月某日病棟廊下
で車椅子から転倒し、右股関節部に疼痛を訴えたためレントゲ
ン撮影を施行した。右大腿骨頚部骨折の診断で、急性期病院へ
手術目的で転院となった。転院当日に右人工関節置換術が施行
された。
【経過】転倒受傷当日に人工関節置換術を受け、術後リハビリ
テーションプログラムが開始された。手術日夜間帯から安静を
保つことが困難となり、不穏状態となったため、充分な機能訓
練を受けることなく、手術翌日に当院への転院要請がなされた。
法的手続きを経て、術後３病日目に当院再入院となった。４病
日目より運動器疾患リハビリテーションが処方され、理学療法
が開始された。週３日の頻度で機能回復プログラム (右股関節
可動域運動、右股関節筋力増強運動等)を提供すると共に積極
的な離床を図った。起居動作練習と車椅子移乗動作練習が追加
された。術創部の疼痛の訴えはあったが、疼痛を誘発しないよ
うに配慮しながら理学療法士による理学療法プログラムと看護
職による車椅子移乗を積極的に進めて日中の離床を図った。ま
た、作業療法士による精神科作業療法も提供された。術後７日
目にベッド上起居動作と移乗動作が軽介助で可能となり、入浴
も開始された。術後11日目に廊下手摺りを把持して立ち上がり
動作からその場での足踏み運動が可能となった。術後３週目に
は受傷前のＡＤＬ水準を回復した。
【考察】認知機能低下を合併した精神科疾患を有する患者が、
急性期治療を受けた後に不穏状態となり、安静が保てなくなる
ケースが認められる。急性期病院から速やかな転院受入の要請
を受ける。回復期リハビリテーションを受ける機会もなく、精
神科病院に再入院となり充分なリハビリテーションを受けるこ
となく、ADL能力の改善が十分に図れないまま経過することが
あった。この度、理学療法士が介入したことで看護職との協働
のもと、短期間で受傷前の入院生活が送れるようになった。精
神科病院においても理学療法士の役割があることを再認識した。
【倫理的配慮】発表にあたり、患者の個人情報とプライバシー
の保護に配慮し、医療機関情報及び患者の個人情報を匿名加工
することによって、患者が特定されないように十分配慮した。
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 P-014  ポスター3 

転倒リスクと予後予測を家人と共有して移動方
法を設定した、パーキンソン病を有する大腿骨
頸部骨折の一症例
○冨田 直樹

本山リハビリテーション病院 リハビリテーション部

【はじめに、目的】今回,パーキンソン病(以下PD)自宅療養中に
大腿骨頸部骨折を受傷し,人工骨頭置換術を施行した症例を担当
した.疼痛が強く,膝折れやすくみ足で歩行困難であった症例に
介入し,独歩可能となり,膝折れも改善したが,すくみ足は改善し
なかった.PD症状による影響と判断し,家族指導と環境設定を取
り入れることで,自宅退院後も活動量を維持し,長期的な身体機
能予後・認知機能予後が良好な状態になり,自宅退院に至ったと
考えられるため,結果と考察を報告する.
【方法】70歳代男性.PD(Hoehn＆Yahr分類4)の自宅療養中に転
倒して大腿骨頸部骨折を受傷し,人工骨頭置換術を施行.自宅内
は独歩で自立して生活していたが,時折転倒することもあったと
.家人は受傷前と同レベルでの自宅退院を強く希望されていた.
姿勢反射障害を呈しており,立ち直り反応は認めなかった.主訴
は痛いであり,歩行(FAC 0)は平行棒内で両上肢支持を必要とし,
術側下肢に疼痛と膝折れが生じていた.入院時のBBSは3/56点
であった.入院当初は術部周囲の疼痛が強く(その他炎症所見は
無),荷重時には苦痛表情が確認できたため,疼痛緩和にリラクゼ
ーション,筋力強化で四頭筋と殿筋群の促通を行った.入院から
約3週間で疼痛は消失し,接触介助で独歩可能となった(FAC 2点
).この時点で屋内移動は付き添いで可能だったが,その場の踏み
替えや狭い通路の移動では,すくみ足と小刻みが継続していた.
その為,家屋環境調整や家人付き添いで,転倒リスクを軽減させ
る方針を取り入れた.入院6週目に家屋評価で動作確認と環境調
整を行い,自宅に似せた環境で動作練習を反復して行った.家人
には,再骨折で長期安静した場合に起こりうる身体機能・認知機
能が低下するリスクと,再転倒せずに活動量を保った状態で生活
することで,これらの予後は良好になる可能性が高いと説明した
.また,自宅内移動は接触介助で行うよう指導した.退院までの期
間,家人来院時に動作指導を行い,入院から約7週目に自宅退院に
至った.
【結果】BBS31/56点に改善.自宅での転倒リスクがあるトイレ
や狭い通路の移動は,初動時や方向転換時にすくみ足が出現する
こともあるが,接触介助～見守りで遂行できるレベルに到達した
.自宅では入浴も含めて家人付き添いで実施可能となり,活動量
は受傷前と同レベルを維持できた.
【考察・結論】今回は,家人に対して今後の予後良好因子の説明
を行い,現状機能を長期に維持して生活する為の方法を家人と共
有しながら介入を進めた.身体機能に加え,環境面と介助面から
も家人と目標を共有することは,退院後の長期的な生活を考える
うえで重要だったと再認識する機会となった.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に従い,本人様と家族様に内容を
説明して同意を得た.

 P-015  ポスター3 

重症大動脈弁狭窄症と慢性大動脈解離を有する
左大腿骨転子部骨折術後症例の理学療法経験
○島田 和慶，岩﨑 祐磨，齋木 宏之，杉本 千佳，
成瀬 友貴，柳田 博美

兵庫県立加古川医療センター リハビリテーション部

[目的]
今回、重症大動脈弁狭窄症 (以下、重症AS)・慢性大動脈解離
Stanford B型を有する左大腿骨転子部骨折術後症例を担当した。
包括的評価によるリスク管理のもと理学療法を実施したことで、
心不全増悪等をきたさず身体機能の向上、日常生活動作 (以下、
ADL)が改善したため報告する。
[症例紹介]
90歳代男性。身長154.0cm、体重54.0kg。既往歴に重症AS。
入院前ADLは室内独歩、屋外は杖歩行。妻・娘家族と同居。要
介護1、週3回デイサービス利用。X日転倒し当院搬送、左大腿
骨転子部骨折と診断された。術前精査にて慢性大動脈解離
Stanford B型の所見を認め、同日観血的骨接合術が施行された。
[経過]
X+3日理学療法開始。初期評価：JCSⅠ-2 従命可能、基本動作
は起居動作から車椅子移乗まで軽介助、FIM 31/126点。X+8
日歩行器歩行練習を開始。中間評価 (X+11日)：HDS-R 13/30
点、関節可動域 (R/L)股関節伸展5°/－5°内転20°/5°、徒手
筋力テスト (R/L)股関節伸展3/2 外転3/2 膝関節伸展4/3、荷重
検査 (R/L)30㎏/18㎏、timed up＆go test (以下、TUG)36.98秒
 (歩行器歩行)、術創部Numerical Rating Scale (以下、
NRS)6/10、 Short Physical Performance Battery (以下、SPPB) 
1/12点、 FIM 68/126点。X+16日杖歩行練習を開始。最終評
価 (X+18日)：関節可動域 (R/L)股関節伸展5°/0°内転20°/10
°、徒手筋力テスト (R/L)股関節伸展3/3 外転3/3 膝関節伸展
4/4、荷重検査(R/L)25㎏/24㎏、TUG 24.01秒 (杖歩行)、術創
部NRS 2/10、SPPB 6/12点、FIM 91/126点。X+20日回復期
病院転院となった。
[考察]
高齢者の大腿骨近位部骨折は、術後せん妄など精神症状の悪化
や廃用症候群の進行を防ぐため、手術直後からの理学療法介入
が推奨されている。一方、日本循環器学会のガイドライン上、
慢性大動脈解離では130/80ｍｍHg未満を目標とした血圧管理
が望まれる他、無症候性ASも運動療法は相対的禁忌とされてお
り、積極的なリハビリの対象になりにくい。本症例は、心不全
増悪等のリスクが高いと考えられたため、安全かつ早期にADL
改善することを目標に以下の点に注意して介入を行った。
介入前に血液検査や胸部X線写真等の検査所見、点滴・輸液、
投薬内容の確認をした。理学療法介入時はvital signや息切れ・
胸部症状等、自覚症状に変化がないか運動前後・運動中に適宜
確認を行い、全身状態に応じて運動強度の微調整や介入頻度を
増やすなど負荷量を工夫した。それに加えて理学療法場面で体
重測定を実施、日々の状況を主治医や病棟看護師へ報告した。
これらの包括的介入の結果、心不全増悪等をきたさず身体機能
の向上・ADL改善に繋がったと考える。
【倫理的配慮】この発表はヘルシンキ宣言に基づいて口頭にて
意義、方法、不利益等について説明し同意を得て行った。
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 P-016  ポスター3 

低栄養を呈した右大腿骨頸部骨折術後の症例　
～神経筋電気刺激と栄養管理にて体重減少を防
ぐ～
○亀谷 大輔

尼崎中央病院 リハビリテーション科

【目的】
低栄養を呈した右大腿骨頸部骨折術後の症例を担当した。神経
筋電気刺激(以下:NMES)と栄養管理を併行して行い体重減少を
防ぎながらシームレスな日常生活動作(以下:ADL)向上に繋げた
ことを報告する。倫理的配慮としてヘルシンキ宣言に基づき書
面にて本人に同意を得た.
【症例紹介】
80代男性。BMI16.9。診断名は右大腿骨頸部骨折。合併症とし
て高血圧症や貧血あり。HOPEは「早く家に帰りたい」。受傷
前ADLは全自立。生活は奥様と2人で過ごされていた。
【経過】
自宅にて転倒し右股関節痛出現。受傷後1日目に受診し
COVID-19陽性。受傷後3日目に当院入院され隔離期間を経て受
傷後25日目に右大腿骨人工骨頭置換術施行。術後翌日より離床
開始。術後4日目に初期評価実施。体重43.3kg。食事提供量
1600kcal、食事摂取量1200kcal。術後６日目より栄養科に相
談し食事内容調整依頼。食事提供量1800kcal全量摂取。NMES
開始。術後7日目に歩行器歩行見守り。分岐鎖アミノ酸(以下
:BCAA)摂取開始。術後11日目の体重は44.5kg。術後13日目に
歩行器歩行自立。NMES終了し起立練習、スクワット等の筋力
増強運動開始。術後18日目の体重は45.2kg。術後25日目には
体重46.2kg。術後26日目杖歩行自立。術後29日目に自宅退院。
【考察】
低栄養を呈した右大腿骨頸部骨折術後の症例に対し、NMESと
栄養管理を併行して行い体重減少を防ぎながら介入したことで
ADLが改善し自宅退院に至った。手術による侵襲下では代謝が
亢進し必要栄養量は増大するといわれている。さらに本症例に
おいては術前の臥床期間や侵襲による筋力低下改善のために積
極的にリハビリテーションが必要であった。そのため栄養科に
依頼し食事調整による食事提供量の増加と栄養指導による食事
摂取量の増加を図った。またリハビリテーションについては術
後のため積極的な運動療法が行えなかったこと、比較的少ない
負荷量で遅筋線維と速筋線維の両者に刺激を与えることを目的
にNMESを用いた。同時にBCAAの提供を栄養科に依頼した。
BCAAの摂取について戎谷らは高齢者の筋中にはグリコーゲン
等のエネルギー源は少ないため電気刺激中の糖質消費の軽減や
筋タンパクの分解抑制に効果を示す可能性があるとしている。
初期評価以降体重は増加傾向であり退院時には杖歩行自立に至
った。以上のことから食事内容の調整、NMESとBCAA摂取を組
み合わせて体重減少を防ぎながら介入したことがシームレスな
ADL向上に繋がったと考える。
【倫理的配慮】倫理的配慮としてヘルシンキ宣言に基づき書面
にて本人に同意を得た.

 P-017  ポスター3 

慣性センサによる片脚立位時の身体動揺と足関
節運動の評価
○山中 悠紀 1)，高岡 朝陽 2)，水野 智仁 1)，
永禮 敏江 1)，山本 洋之 1)，村上 慎一郎 1)

1) 姫路獨協大学 医療保健学部理学療法学科
2) 甲南医療センター リハビリテーションセンター

【はじめに】
姿勢保持能力の評価では重心動揺計などを用いて身体重心 
(COM)に同期し変位する足圧中心 (COP)を計測することが多く，
捻挫の急性期などで立位保持能力の低下がCOP動揺の増大とし
て示されてきた．ただ，その際の足関節運動を捉えて身体動揺
との関係を評価するには3次元動作解析装置などの機器が必要
なことから，足関節に問題を抱える対象者の評価を目的として
いるにも関わらずそれら評価が十分に行われているとまではい
えない．本研究では比較的安価で環境を限定せず運動分析に利
用できる慣性センサを用いて身体動揺と足関節運動を同時に評
価する方法を示し，バランスパッドや足関節サポーターを用い
て足関節運動を変化させた条件との比較からその利用可能性を
検討した．
【方法】
大学生9名 (男性7名，女性2名，年齢21.2 ± 0.4歳，身長
167.3 ± 5.9cm，体重67.4 ± 9.5kg)を対象として加速度・角
速度の計測が可能な慣性センサTSND121 (ATR-Promotions)3基
を腸骨稜高位の腰部正中後面，下腿中央部前面，足部背面にバ
ンドで固定した状態で10秒間の片脚立位保持を行わせた．測定
は通常，バランスパッド28BT71200 (ミズノ)上，足関節サポ
ーターA2-DX (Zamst)装着下で各2回行い，前後・左右方向
COP-COM距離，足関節背屈・外がえし角度，下腿・足部の前
後・左右傾斜角を推定し，床反力計 (AMTI)で計測したCOP動
揺指標を加えて3条件での比較を行った．統計処理にはIBM 
SPSS Statistics 21の多重比較検定を用い，有意水準はp < 0.05
とした．慣性センサによる計測の妥当性は3次元動作解析装置
MAC 3D system (Motion Analysis)との比較で確認しており，時
系列データの一致度はコヒーレンス分析で0.70，COP-COM距
離の差は二乗平均平方根で1.0mm，足関節角度の差は標準偏差
で0.7°であった．
【結果】
バランスパッド上の片脚立位では通常と比較して左右方向COP
動揺速度，足関節背屈角度，足部前方および外側傾斜角に有意
な増大を認める一方で，COP-COM距離に有意差は示されなか
った．足関節サポーター装着下での片脚立位では通常と比較し
て下腿前方傾斜角に有意な増大が示された．
【結論】
バランスパッド上では不安定な支持面で姿勢を保持しようと足
部の動きを中心として足関節による制御が活発に行われること
で身体動揺が抑えられた可能性があり，慣性センサを用いて片
脚立位時の身体動揺と足関節運動を同時評価することの有用性
が示されたと考える．一方で足関節サポーターは足関節の運動
を十分に妨げるには至っておらず，更なる検討の必要性が示さ
れた．
【倫理的配慮】本研究は所属施設倫理委員会の承認 (姫獨生
20-05)を得て行われ，対象者に研究内容の説明を行い，研究参
加への同意を得た．
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左半側空間無視を有する重度片麻痺患者に対す
る起き上がり練習の工夫
○権野 真太郎

尼崎だいもつ病院 リハ技術部

【目的】
起き上がり動作は座位姿勢への移動動作であり、その可否はセ
ルフケアに大きく影響を及ぼす。今回、重度片麻痺患者への起
き上がり練習の工夫により得られた経験を報告する。
【症例紹介】
90歳代女性、日常生活は自立していたが、X年に右側広範囲の
脳梗塞発症。同日A病院入院。第41病日に当院回復期病棟に転
院。既往歴は大動脈弁狭窄症(ステントグラフト留置)、心房細
動。初期評価時、Brunnstrom stageは左側上肢Ⅰ・手指Ⅰ・下
肢Ⅱ。徒手筋力検査は右側上下肢4、体幹2、表在感覚、深部感
覚ともに重度鈍麻。高次脳機能として線分抹消11/36点、線分
二等分0/9点、常時頸部が右に向いている状態で左半側空間無
視を認めた。また、僅かな視覚・聴覚情報に対しても注意が転
動、易疲労性から選択・持続の注意力低下を認めた。起き上が
り動作は右側下肢の下垂のみ口頭指示で可能だが、ADL全般に
介助を要していた。
【経過】
介入初期は自宅退院を目標に座位、移乗練習を実施。74病日目
に施設入所へと変更、107病日から介助量の多い起き上がり練
習を優先的に行った。当初は口頭指示や身体ガイドを用いた介
助のもと行ったが、124病日時点で側臥位から起き上がりに最
大介助であった。そこで125病日から逆方向連鎖化の技法を用
いた動作練習を導入した。側臥位で右肩下にクッションを挟ん
だ姿勢から起き上がり練習を行い、成功したらクッションの個
数を減らした。1セッションの反復回数は5-10回とした。強化
刺激として課題が成功した場合は即時的に注目・賞賛を与えた。
125病日では枕2つ、132病日に枕なしで起き上がり、138病日
に背臥位から起き上がることができた。140病日には病棟生活
で日中は起き上がりが見守りとなった。心身機能については運
動麻痺、感覚障害、左側MMT、左半側空間無視、注意障害に
大きな変化はなく、認知機能はやや低下していた。FIM総得点
は36点とADL全般に介助を要していた。
【考察】
左半側空間無視を有する重度片麻痺患者に対して逆方向連鎖化
の技法を用いて起き上がり練習を行った。中山、岡田らは重症
片麻痺患者の起き上がり動作に対して逆方向連鎖化の技法が有
効であることを報告している。先行研究では機能回復の程度は
軽微で介入による動作学習を認めている。本症例も同様に心身
機能に大きな変化は認めず、また口頭指示や身体ガイドを用い
た介助による練習では側臥位から起き上がり動作の習熟度に変
化はなかったが、段階分けしたセッションの施行後、動作レベ
ルが向上したため、動作学習を認めたと考える。長期の動作練
習においても、失敗や繰り返す注意を減少し、注目・賞賛で成
功をフィードバックすることで動作能力の改善が可能であった。
Dobkinらはフィードバックの重要性を報告しており、これらの
点が効果的に機能し、動作学習が促進されたものと考えられた。
【倫理的配慮】対象者にはヘルシンキ宣言に則り、主旨・目的
を口頭で説明し同意を得た。
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当院包括ケア病棟における歩行自立に影響を及
ぼす因子とカットオフ値  -超高齢者を対象とし
て-
○岩川 弘樹 1)，片山 訓博 2)，明﨑 禎輝 2)

1) 多可赤十字病院 医療リハビリテーション技術課
2) 高知リハビリテーション専門職大学 理学療法学専攻

【はじめにと目的】
地域包括ケア病棟における最大入院日数60日、在宅復帰率
72.5%達成のためには、早期から計画的なリハビリテーション
実施が不可欠である。在宅復帰に重要な実用的移動手段の獲得
には、残存機能と予後を踏まえた検討が必要となる。先行研究
では、回復期リハビリテーション病棟における歩行自立に関す
るカットオフ値や影響要因が報告されているが、包括ケア病棟
に関する言及は少ない。
本研究では、当院包括ケア病棟の超高齢患者を対象に、歩行自
立に影響を及ぼす因子とカットオフ値を検討した。
【対象と方法】
2023年3月～12月、包括ケア病棟で、処方をうけた患者398名
中、カルテ情報収取が可能な51名 (男性8名、女性43名)を対象
とした。疾患区分は運動器37名、脳血管4名、廃用10名、平均
年齢84±9.82歳であった。
実施カルテから、年齢、性別、発症日、疾患名、発症から入棟
までの日数、入棟から歩行自立までの日数、在棟日数、転倒率、
転帰先、平均リハ単位数を収集した。
PT評価で、下肢荷重率、10m歩行、Timed Up＆Go test、長谷
川式簡易知能評価スケール(以下HDS-R)、FIM利得を入院・退
院時に測定した。
歩行自立群 (以下、自立群)及び非自立群 (以下、非自立群)での
統計解析は、Receiver operating characteristic (ROC) curveを
用いて、歩行自立度を予想するためのcut off値を抽出した。統
計ソフトは、SPSS software version 22.0 (IBM, Tokyo, Japan)
を用いた。有意水準は、5%未満とした。
【結果】
平均在院日数44.9日で、自立群24名、非自立群27名であった。
自立群の平均年齢・平均在院日数はそれぞれ79.7±8.43歳・
42.1±11.94日、非自立群は88.3±9.01歳・47.6±8.39日であ
った。自立群に転倒者はなく、リハ単位数は自立群・非自立群
でそれぞれ4.7±0.51・3.8±0.85、FIM利得は自立群・非自立
群でそれぞれ44.9±20.67・17.5±7.95であった。転帰先は、
自立群で21例、非自立群は7例が自宅退院であった。機能評価
も全て自立群が上回った。歩行自立に影響を与える要因は
HDS-Rのみであり、カットオフ値は入院・退院時ともに24.5点
であった。感度・特異度は入院時、退院時それぞれ0.783・
0.269、0.783・0.303、正診率は入院時、退院時でそれぞれ
72％、69.2％であった。
【結論】
全国の包括ケア病棟の平均在院日数は30日前後に比べ、当院の
44.9日は長期間であった。自立群は非自立群に比べリハ単位数、
FIM利得が高く、超高齢者におけるリハビリテーションの必要
性が示唆された。
歩行自立に影響を与える要因はHDS-Rのみで、カットオフ値は
入院・退院時ともに24.5点であった。このことから認知機能が
著しく低下していない超高齢者も歩行自立が困難となる可能性
がある。
身体機能の改善が必ずしも転帰先に影響を及ぼすわけではなく、
地域性も強く影響し施設退院となるケースも存在する。在宅生
活に関する社会的な問題点も存在するため、今後更なる検討が
必要である。
【倫理的配慮】個人情報の取り扱いについては、説明の上で検
査の同意を得た。
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20分の体操で心臓の後負荷としての血管弾性指
標は変化するか？
○田中 みどり 1)，菅原 基晃 1,2)，清水 隆明 1)，
森脇 裕美子 1)，山本 航輝 3)，淵本 純平 4)，
石井 海斗 5)，関原 啓介 6)，仁木 清美 7)

1) 姫路獨協大学 医療保健学部
2) 東京女子医科大学 医学部
3) 出雲市民病院 リハビリテーション科
4) 姫路中央病院 リハビリテーション科
5) 石橋内科　広畑センチュリー病院 リハビリテーション科
6) 石橋内科 杏の里クルーズ
7) ニキ・ハートクリニック 内科・循環器内科

【はじめに、目的】血管弾性の低下は、心臓の後負荷増加に繋
がる。血管弾性の評価はPWVでのデータが多く、PWVの増加
は心血管リスクの増加を表すとされている。ただ、PWVは弾
性血管と抵抗血管を合わせた指標であり、心拍出時の後負荷と
しては弾性血管の硬さの影響が大きいと言われる。
そこで今回は、経皮的に計測できる頸動脈エコーを使用して、
弾性血管である総頚動脈の硬さ指標スティッフネス・パラメー
タβ (以下β)を血管弾性指標として用いて、20分の体操の効果
を検証した。

【方法】対象は、体操週5回実践者30名 (69 ± 7歳、男性9名)、
非実施者5名(75 ± 4歳、男性2名)で、糖尿病3名、高血圧12名、
高脂血症6名を含んだ。βは圧力に対する血管の拡張性を診る
もので、収縮期・拡張期血圧をPs、Pd、収縮期・拡張期血管直
径をDs,Ddとすると、β= log (Ps/Pd) / [(Ds-Dd)/Dd] で算出さ
れる。値が13を超えると血管は硬いと表現する。プロトコール
は、安静時の右頸動脈エコーでβを測定後、20分の体操を実施
し、安全に施行出来るかを確認してから、DVDを渡して週5回、
3か月間実施して頂いた。体操内容は、ストレッチ、自重での
レジスタンストレーニング、ステップを主とした有酸素運動で
音楽に合わせて行うものである。3か月後、初回と同様に再測
定をした。その後、体操継続群18名 (69 ± 8歳, 男性6名)と中
止群12名 (70 ± 5歳, 男性3名)は対象者の任意で決定してさら
に3か月後 (total 6か月間)経過を追った。統計にはtwo-way 
ANOVA、post hocにBonferroni を用いた．

【結果】3か月の体操の結果のβ値は、週5回実施30名は初回
14.33 ± 5.74が3か月後10.58 ± 4.1 (p < 0.01)、非実施群は
9.78 ±3.74から11.29 ±2.24となった。さらに体操を6か月後
まで継続した群は初回、3か月後、6か月後で13.84 ± 4.98、
10.68 ± 3.05、10.05±2.46 (vs 初回；p < 0.05)、3か月で中
止した群は初回から15.06 ± 6.66、10.24 ± 5.21 (vs 初回；
p < 0.05)、10.41±2.1 (vs 初回；p < 0.05)、非実施群は6か月
後、16.16 ±11.01 (vs 継続群；p < 0.05)となった。

【結論】20分の体操を週5回継続すると、3か月後に血管弾性
指標βは低下した。6か月継続すると、6ケ月継続群は非実施群
間と有意差が生じる程効果を得た。3か月実施後に体操を中止
した群においては、中止後3か月 (6か月目)の時点では体操実施
3か月の効果が持続していた。
【倫理的配慮】姫路獨協大学生命倫理委員会　承認番号「姫獨
生21-15」
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理学療法機器の新規開発の可能性と具体化－角
度測定器の新規開発の経験より－
○山本 洋之

姫路獨協大学 医療保健学部

【はじめに、目的】理学療法や整形外科分野等の計測機器には
身長、四肢長や周径に用いられる長さを測定するもの、体重や
トルクを含めての力を測定するもの等があるが、いずれもが機
械的にはその機構は比較的簡単であり、近年での新規開発がな
されたものは少ない。今回、角度測定器を新たに考案・開発し、
その過程での問題点とその解決方法について紹介する。

【方法】関節角度計を新たに考案し、製品として完成させるた
めには、製作可能なのか、新規性が特許等に抵触せず且つ特許
等の権利は確立できるのか、量産は可能なのか、販路はあるの
か等の問題や経営の諸問題がある。これらの問題を解決し、新
規開発を具体化していくには、開発プロセスの各ステージでの
問題点を各専門家と共同して解決していく必要がある。それら
は理学療法業務とは一線を隔するものであり、今回実施し解決
できた、または今後実施していく内容について検討する。

【結果】製品アイデアは日常業務の中にあるが、業務の質の改
善として何が必要かを具体化する必要がある。その手段とAsh 
Mauryaの提唱したリーンキャンバスが有名であり活用した。
改善すべき課題を明確にし、その解決のための手法を具体化し、
従来の製品との差別化ができ、圧倒的な有意性があるかを、起
業する段階でビジネスモデルとして可視化するものである。新
製品のアイデアを試作品として作成し、従来製品との差別化と
有意性はあるものと判断したが、製品化するためには工業設計
から製作への具体的な取り組みが必要である。兵庫県には商工
会議所のものも含めて数か所に起業支援センターがあるが、そ
の一つのものづくり支援センター但馬の企業マッチングと業務
改善の技術コーディネーターに製品化のための一連の指導を受
け、同金型設計のコーディネーターにはサンプルの設計を受託
していただき、紹介頂いたプラスチック加工会社によりサンプ
ルが完成させた。サンプルをもとにして産業財産権の出願を考
え、特許庁への書類、図面作成は弁理士に依頼し、実用新案権
と意匠権を取得した。製品化は量産会社での工程になるが、同
系統の製品であるプラスチック文具会社に依頼し、製品試作品
の試作を繰り返し、量産化モデルを決定し生産した。販路と経
営についは三田市商工会の実践創業塾に参加し、中小企業診断
士や日本政策公庫の担当者の指導により、経営、財務やホーム
ページ作成等のマーケティングについて学んだ。現状、販路開
拓が今後の課題であり、積極的に取り組んでいきつつ、新たな
製品を考えている。

【結論】今回、新たな理学療法機器の作成を企図してからの一
連の取り組みについてまとめた。臨床、教育とは違う業務であ
るが、医療や理学療法の発展のためには必要なものであり、今
後の理学療法を取り巻く環境の中で、新たな展開があることを
期待している。
【倫理的配慮】本研究は実践報告であり倫理規定に抵触する事
項はない。
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理学療法分野におけるテキスト解析のためのア
ノテーション基準構築と妥当性検証
○畠山 駿弥 1)，中村 圭介 1)，松下 光範 2)

1) 兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部
2) 関西大学 総合情報学研究科知識情報学専攻

【はじめに】
診療録や医学論文，症例報告など医療分野において解析対象と
なるテキストデータは多岐にわたる．一般的に，自然言語処理
を行う際にはコーパスを用いるが，理学療法分野のテキストに
おけるコーパスは，筆者の渉猟しうる限り構築されていないこ
とが確認された．本研究では，理学療法士が行う症例報告のテ
キストを解析するために構築したアノテーション基準とその妥
当性を検証することを目的とする．

【方法】
事前に先行研究を参考にし，理学療法士特有の表現としてICF 
(International Classification of Functioning, Disability and 
Health)項目における問題点の表現や理学療法評価・検査の項
目と結果，歩行分析などの項目を網羅するため，事前に収集し
た大腿骨頸部骨折術後の模擬症例に対する臨床推論文章15例に，
アノテーションの付与作業を行い，不足している項目について
は新たにアノテーション基準を構築した．また，筆者が作成し
たアノテーション基準の妥当性を検証するため，1～8年目の理
学療法士5名 (以下：アノテーター)に，作成したアノテーショ
ン基準を提示した上で，実際にアノテーションの付与作業を行
い，付与されたアノテーションの一致度を検証した．アノテー
ション作業は，事前に収集した大腿骨頸部骨折症例に対する臨
床推論の文章記載課題を遂行させた際に，最も得点の高かった
ケースに対して行った．アノテーションの精度検証は，先行研
究に倣い，筆者が付与したアノテーションデータに対して，ア
ノテーターが付与したものの適合率，再現率，Macro F-1score
を算出することで評価した．

【結果】
筆者が作成したアノテーション基準を参照し，1症例分の臨床
推論文章に付与されたアノテーション項目は16種類であった．
この16種のアノテーションに対して，実験参加者5名が付与し
たアノテーションがどの程度一致するかを適合率，再現率，
Macro F-1scoreを用いて検証した．検証の結果，適合率は0.78，
再現率は0.85，Macro F-1スコアは0.79であった．
【倫理的配慮】実験参加者には実験実施に先立ち，実験内容に
ついて口頭にて説明し，アンケート紙面上で同意の意思表示が
あった者を対象とした．また実験参加の取り下げはいかなるタ
イミングでも容認するものとした．

 P-023  ポスター4 

歩行能力低下を認めたパーキンソン病1症例に対
する視聴覚フィードバックを利用したトレッド
ミル歩行の試み
○井上 侑弥 1)，岡前 暁生 1)，金田 好弘 2)

1) 兵庫医科大学ささやま医療センター リハビリテーション
室
2) 兵庫医科大学ささやま医療センター リハビリテーション
科

【目的】
パーキンソン病治療ガイドライン2011において運動療法が身
体機能や歩行速度の改善に有効であるとされており、特に疾患
特有の歩行障害に対し視聴覚キューやトレッドミルを利用した
歩行練習の有効性が示されている。この度、仙骨骨折にて歩行
能力低下と廃用症候群を主とする二次的機能障害を呈したパー
キンソン病症例を担当した。運動療法介入にトヨタ自動車(株)
製ウェルウォークWW-2000のトレッドミル機能(以下WW)を
利用して視聴覚刺激とフィードバックを促しながら歩行練習を
実施した結果、歩行速度向上と歩幅増大を認め歩行能力の改善
が得られたため報告する。
【症例紹介】
70歳代女性、身長155.0cm、体重53.1kg。パーキンソン病と
診断後5年が経過。Hoehn-Yahr重症度分類Ⅲ度。屋外で尻もち
をつき仙骨骨折と診断、入院にて保存療法開始。パーキンソン
病増悪の診断はなく経過、薬剤処方量の増減なし。病前はT字
杖歩行自立、家事含め日常生活自立。
【経過】
第２病日から理学療法開始。入院後2週間は車椅子移乗練習ま
での安静度指示であったが疼痛の訴えがひどく離床時間確保に
難渋した。疼痛軽快し第15病日より平行棒内歩行開始。初期評
価(第20病日)はUnified Parkinson’s Disease Rating Scale Part-
Ⅲ(以下UPDRS-Ⅲ)：34点、10m最大歩行テスト：40.34秒、
78歩、歩幅0.13m、Timed Up and Go Test(以下TUG)：73.35
秒、Berg Balance Scale(以下BBS)：23点。連続歩行距離50mで
廃用症候群合併が疑われた。評価はT字杖歩行最小介助で実施
した。介入は関節可動域練習、バランス練習などの機能練習と
自宅環境に合わせた動作練習など運動療法を中心に継続。また
転倒予防について指導した。第21病日よりWWを利用し歩行速
度0.40km/h、連続3分間で歩行練習を開始した。負荷量は自覚
的最大歩行速度と疲労感を聴取しながら設定し、正面モニター
で足底接地位置と歩幅をモニタリング、またメトロノーム機能
の利用と口頭指示にて外部刺激を加えながら4～5日/週の頻度
で実施した。最終評価(第78病日)はUPDRS-Ⅲ：28点、10m最
大歩行テスト：16.28秒、32歩、歩幅0.31m、TUG：16.36秒、
BBS：46点、6分間歩行距離：231m。最終的にトレッドミル
歩行は1.80km/h、連続10分間実施可能。内省報告は「足を前
に出す感覚が掴めた。」であった。退院時には屋内T字杖歩行
自立、屋外手支持型歩行器自立に至った。
【考察】
本症例ではWWを中心に運動療法を展開したことにより歩行速
度や歩幅、歩行距離など歩行能力の改善を認めた。これは充実
したフィードバック機能を利用し視聴覚の外部刺激を促しなが
らリズミカルな歩行が可能であったこと、より効率よく多数歩
の練習を実施できたこと、他の機能練習、動作練習を複合的に
継続したことがその要因と考えられた。このことより歩行障害
と二次的合併症を持つパーキンソン病症例において、WWを利
用した運動療法が歩行能力改善の一助となる可能性が示唆され
た。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、本症例保護に十分留
意し、発表趣旨と目的について本人に同意を得た。
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 P-024  ポスター4 

破傷風第Ⅲ期より全身管理下で理学療法を実施
した一症例
○堀 航甫 1)，井貫 博詞 2)，相馬 里佳 2)，
大西 宏和 2)，本多 祐 1,2)，清水 裕章 3)，大山 寛史 1)

1) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン部
2) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン科
3) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター 救急科

【目的】破傷風は受傷部位から入り込んだ破傷風菌が産生する
神経毒素による神経疾患である。主症状は開口障害、強直性痙
攣や自律神経の過活動による不安定な循環動態などである。病
期は、第Ⅰ期：開口障害、第Ⅱ期：開口障害増強(痙笑)、第Ⅲ
期：全身性に強直性痙攣(後弓反張)、第Ⅳ期：諸症状が次第に
軽快、に分類される。破傷風患者において第Ⅳ期から理学療法
 (以下、PT)を開始している報告は多いが、第Ⅲ期から介入して
いる報告は少ない。今回、第Ⅲ期からPTを開始し運動機能が改
善した症例を経験したので報告する。
【症例紹介】60歳代男性。開口障害、間欠的後弓反張を認め前
医にて破傷風と診断された。発症以前から家庭菜園を日常的に
行っているが、明らかな外傷歴はなし。
【経過】第3病日に当センターに転院し暗室での人工呼吸器管
理となった。第7病日より鎮静管理下で救急医、リハビリテー
ション科医(以下、リハ医)立ち会いのもと呼吸器合併症予防お
よび関節拘縮予防目的にPTを開始した。適宜、筋緊張や循環動
態を評価しながら、四肢および頭頸部可動域練習、体位ドレナ
ージ、ギャッチアップ練習、筋緊張コントロール目的でのポジ
ショニングを実施した。第13病日に頻呼吸、筋緊張極期を迎え
筋弛緩剤投与が開始された。その後、筋緊張を評価しながら、
筋弛緩剤投与中もPTを継続した。第21病日に鎮静薬の減量に
伴い、痙笑や後弓反張増強を認めたためPTを一時中止とし、第
23病日に症状が落ち着き再開した。第28病日に鎮静薬が終了
し人工呼吸器離脱したため一般病棟へ転棟となった。転棟時の
評価は、開口上下歯間距離：25㎜、Modified Ashworth Scale(
以下、MAS)：0～1、四肢に明らかな関節拘縮は認めず、
Functional status score for the ICU：21点(寝返り4点、起き上
がり4点、端座位保持5点、移乗4点、歩行4点)であった。転棟
後はリハ医立ち会いのもと、積極的な歩行練習やレジスタンス
トレーニングを実施した。第52病日には、開口上下歯間距離：
25㎜、MAS：0、Functional Independence Measure：124点(
減点項目、食事6、階段6)となり、継続治療目的にて転院とな
った。
【考察】破傷風第Ⅲ期では、強直性痙攣や循環動態が不安定と
なり、運動療法などの外的刺激により、全身状態が容易に変化
する。そのため、本邦ならびに海外でも破傷風第Ⅲ期における
PT介入の報告は少ない。しかし、今回救急医やリハ医と密接に
連携し全身管理を行いながらPTを行うことで、生命兆候に有害
事象なく安全にPTが実施でき運動機能が改善したと考える。
【倫理的配慮】本症例報告について、ヘルシンキ宣言に基づき
説明の上、同意を得た。

 P-025  ポスター5

被災地支援における笑いを通じた支援活動の可
能性について
○中谷 知生 1)，田口 潤智 2)

1) 宝塚リハビリテーション病院 療法部
2) 宝塚リハビリテーション病院 診療部

【はじめに、目的】
大規模災害後には被災者の身体的・精神的回復を目的にJRAT (
日本災害リハビリテーション支援協会)が支援活動を行う。令
和6年能登半島地震においても発災後早期から支援活動が行わ
れ、兵庫JRATでも1月下旬から3月下旬にかけて7つのチームが
活動した。今回、兵庫JRAT第一派遣隊として現地での支援活
動に従事するなかで、避難所で落語を披露する機会があり、被
災者ならびに避難所運営者から高い評価を受けた。今回の体験
を通し、支援活動における笑いの意義について考察する。
【方法】
第一派遣隊の活動期間は1月23日から26日までの4日間で、23
日から25日に奥能登地域の避難所を中心に活動し、26日は金
沢市内の大規模避難所を中心に活動した。主な活動内容は現地
のインフラ等の被害状況の把握、現地保健医療福祉調整本部に
おける関係機関との連携構築、避難所での被災者への直接的支
援活動であった。奥能登地方の避難所での支援活動は1月24日
・25日に行なった。現地では高齢者を中心とした被災者の多く
が低活動状態となっており、避難所運営者からは集団体操の実
施による活動性向上に向けた支援の要望が強かった。従来石川
県では理学療法士会が地域住民に対するシルバーリハビリ体操
普及推進事業を行っており、被災者の中にも同体操の指導者講
習受講者が居た。そこで24日は現地指導員と協働し集団体操を
実施した。その中で指導員が軽妙な話術で笑いを取り入れなが
ら体操を行う様子を見学し、体操に笑いを取り入れることの有
効性を実感した。そこで翌25日はJRATチーム主導で集団体操
を行う際に小噺 (落語)を実施する事を避難所の管理者に提案し、
快諾を得て実施した。
【結果】
25日の集団体操実施前に避難所管理者が避難所全体に落語会の
開催をアナウンスした結果、多くの避難者が集まった。避難所
の椅子と座布団を使用し即席の高座を設置し、10分程度の簡単
な落語を実演した後に集団体操を行った。避難所管理者ならび
に他の支援団体職員からは「これだけ多くの参加者の笑顔を見
られたのは初めて」との感想が聞かれた。
【考察】
当院ではこれまで病棟でのレクリエーションの一環として理学
療法士による落語会を開催しており、専門職が芸を披露するこ
とがラポール形成に大きく貢献するという印象を抱いている。
この活動は患者退院後に、地域での介護予防サロンでの落語会
開催依頼に繋がることも多く、集いの場における笑いの提供、
その手段としての落語には大きな可能性があると考えている。
今回、避難所支援活動において笑いを提供することについては
そのニーズが有るのか判断の難しい部分があったが、指導員の
様子を見て、笑いを併せて提供することが有効な時期であると
判断した。先行研究において笑いによるストレスコーピングの
効果は明らかとなっており、今回の体験を通して被災地支援活
動においても笑いを併せたサービス提供の有効性を実感した。
【倫理的配慮】【倫理的配慮】
本研究はヘルシンキ宣言に基づき対象者の保護には十分留意し、
倫理的な配慮を行ったうえで実施した
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 P-026  ポスター5

姫路市リハ職ネットワーク検討委員会の活動と
目標設定研修会
○松井 俊輔

入江病院 診療技術部理学療法科

【はじめに】
姫路市では,地域包括ケアシステムの構築のためにリハ職が果た
すべき役割とその実現方法を地域全体で考える活動として,有志
・3士会・圏域リハビリテーション支援センター共同による『
リハ職ネットワーク』並びに『リハ職ネットワーク検討委員会
』が2015年に発足した. リハ職の自立支援に資する対応の課題
を検討委員会で話し合い, ①「リハ職が具体的な活動・参加を
目標設定できていないこと」, ②「ケアマネ等他職種に患者･
利用者の予後の可能性を伝えられていないこと」が挙げられた.
課題②は,2020年から医療介護連携支援センターと検討委員会、
ケアマネジャー有志と共同で『ケアマネ･リハ職情報共有練習
会』を年2回開催中である.①は2017年と2018年に『事例情報
をICFで整理する練習会』を開催し,次の段階として,2023年よ
り『リハ計画書作成に役立つ目標設定研修会』を開催した.今回
はこの研修会について報告する.
【方法】
広報:リハ職ネットワークと3士会中播磨ブロックのメーリング
リストで研修案内.時間:平日19時～90分間.対象:姫路市内在住
か勤務のリハ職.場所:姫路市総合福祉会館会議室.研修形式:現地
集合型,同一の事例情報を使用したグループワーク.研修内容:①
オリエンテーション5分②個人ワーク10分③グループワーク30
分④グループワークまとめ15分⑤全体発表15分.研修会終了後, 
アンケート(4件法と自由回答)を実施.
【結果】
2023年度に2回の研修会を実施.参加者 (延べ人数)は24名 (内訳
 (名):PT 21・OT 2・ST 1,地域のリハ職7・検討委員17,病期:急
性期3・回復期2・生活期10・その他1).グループワークでは,病
期や施設の違うリハ職とのディスカッションによる気づきがあ
り,全体発表では,グループごとの具体的な目標設定や生活機能
予後予測の違いなどが挙がり,病期や施設を越えた地域のリハ職
が交流できる場となった.
アンケート結果は回答者数 (検討委員以外)9名 (内訳 (名):PT 8
・OT 1,病期:急性期1・回復期2・生活期5・その他1,経験年数
:1-5年目2・6-10年目2・11-15年目1・16年以上3).研修満足度:
とても満足7名・やや満足2名.理解度:とても理解できた7名・
やや理解できた2名.今後の活用度:とても活かせる6名・やや活
かせる3名.自由回答欄,[他職種や他の病院の方の意見を聞くこ
とができる]・[初心に帰って学び直しができました]等が得られ
た.
【結論】
・市域の病期や施設の異なるリハ職が,同一事例情報を通して目
標設定を考えることで,交流と学習の場を作る事ができた.
・患者・利用者の目標設定のバトンパス促進のため,より多くの
リハ職から関心を得,参加を促すには広報の工夫が課題である.
・2024年度も研修会を継続予定であり,この報告を機に本ネッ
トワークならびに各研修会への参加に興味を持ってもらえると
幸いである.
【倫理的配慮】アンケートは個人が特定されないよう配慮した.

 P-027  ポスター5

主観的幸福感からみた目標設定の重要さ
○久保 隼人 1)，黒崎 秀彰 1,2)，水野 智仁 3)，
立石 大樹 1,2)

1) ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション リハ看護
部門
2) 自己実現支援型デイサービスお結び リハ看護部門
3) 姫路獨協大学 医療保健学部

【はじめに】
「単に機能改善や能力の向上を目指すだけでなく、生活に役割
や楽しみを持ち、主体的な生活を継続することが重要である」
 (厚生労働省介護予防マニュアル)。超高齢社会を目前に控え、
私たち理学療法士だけでなくリハビリテーション専門職の使命
を再度認識する必要があると感じ、リハビリテーション最大の
目標を患者・利用者の人生の幸福度と仮定し様々な角度から評
価検討を行った。その結果得られた知見を報告する。
【方法】
当事業所の訪問サービスを利用し、調査に同意の得られた34名
 (男性12名、女性22名、年齢79.8歳±6.5歳)を対象に以下の評
価バッテリーを実施。また、実施困難な方や精神状態の悪化が
予測される方は除外した。
主観的幸福感の評価にPhiladelphia Geriatric Center Morale (以
下、PGC)。自己効力感の評価に一般性セルフエフィカシー尺度
 (以下、GSES)。老年期うつ病評価尺度として、Geriatric 
Depression scale (以下、GDS)。認知症の評価として、Mini 
Mental State Examination (以下、MMSE)。軽度認知障害の評価
として、Montreal Cognitive Assessment (以下、MoCA-j)。
上記、5項目の調査を行い、PGCとの関連をSpearmanの順位相
関係数により統計処理を行った。
【結果】
PGCとMMSEに相関はみられず (ρ=0.040)。PGCとMoCA-ｊに
はやや相関がみられた (ρ=0.384)。PGCとGDSでは負の相関を
認め (ρ=-0.543)、PGCとGSESではやや相関がみられた (ρ
=0.353)。
【考察】
当然ではあるが、PGCとGDSの結果より精神状態が安定してい
ることが幸福度に最も影響を及ぼす要因であることが明確とな
った。
また、興味深い結果として、PGCがMMSEとMoCA-ｊによって
異なるものであった。これは、さらなる追跡調査が必要である
と感じた。
今回もっとも着目すべき項目として、PGCとGSESの相関である。
「自己効力感が高いほど、適切な問題解決行動に積極的であり、
困難な状況にあきらめずに努力できる」 (嶋田洋徳,2002)と言
われており、「自己効力感は健康維持のために必要な概念」 (
木村典子,2011)、「積極的な努力を左右するものである」 (深
谷安子,2002)と述べられている。自己効力感を高めるためには、
ささやかな目標設定を繰り返しつつ徐々に“出来ること”を増
やしていくことが重要であり、理学療法士の専門性を最も発揮
できることではないかと考える。つまり、患者・利用者のニー
ドへ向けた目標設定を段階付け、達成できる体験を共有するこ
とで自己効力感を高めていくことが、幸福度へ寄与する重要な
要因となることが示唆された。
【結論】
本研究では、リハビリテーション最大の目的を患者・利用者の
主観的幸福感と仮定したが、実際臨床場面では利用者のディマ
ンドに偏りすぎるとかえって能力の低下を招く恐れもある。し
かし、主体的な生活を送るために、PGCを中心に相関のある項
目から得た知見は、私たち理学療法士が追求していくべき未来
への兆しとなった。
【倫理的配慮】本研究は倫理的配慮として、ヘルシンキ宣言に
基づき被験者の同意を得て行った。
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 P-028  ポスター5

東播磨支部会員に対するアンケート報告 ～支部
会員の職場とキャリアに関する意向調査～
○大野 翼 1)，大西 伸悟 2)，原田 真希 3)，
水野 龍馬 4)，上村 勇介 1)，田中 慎二 5)，
成田 和磨 3)，亀井 光平 6)，桂 壮太朗 7)，
浜田 貴嗣 5)，山口 政美 4)，高峰 巧夢 8)

1) 明石仁十病院 リハビリテーション科
2) 加古川中央市民病院 リハビリテーション室
3) 明石リハビリテーション病院 リハビリテーション部
4) 高砂西部病院 リハビリテーション科
5) 順心リハビリテーション病院 リハビリテーション部
6) 順心神戸病院 リハビリテーション課
7) 株式会社Chroma Find
8) 江井島病院 リハビリテーション科

【はじめに】
今回,一般社団法人兵庫県理学療法士会東播磨支部会員(以下,支
部会員)の理想とする職場環境や,どのようなキャリアアップを
設定しているのか調査し,今後の支部運営の参考とするため,ア
ンケートを実施したので報告する.
【方法】
支部会員(約660名)に所属する理学療法士を対象に2023年8月
11日から31日の間にアンケートを実施した. 調査方法は
Google Formsを使用した無記名アンケート方式とし,個人情報
が特定されないよう配慮を行った.
質問は28項目で構成し,その内,現職場で魅力と感じている点と
キャリアアップに関する質問を性別,医療機関種別,生涯学習制
度の履習ステージ (以下,履修ステージ)別で単純集計とクロス集
計を行なった.統計解析は,SPSS statistics 23.0(IBM 社製)を使用
した.χ2 独立性検定2×2分割表を用い,有意水準を5%未満とし
た.
【結果】
有効回答数は126名(回答率19.５%)であった.回答者の内訳は,男
性81名,女性42名,未回答3名であった.
現職場の魅力について,全回答者では「人間関係(24.1%)」「給
与・福利厚生(18.9%)」「子育てや介護に理解がある(18.3%)」
の順に多く性差での順位変動はなかった.医療機関種別において
急性期病院は「給与・福利厚生 (ｐ＝0.03)」,クリニックは「理
学療法士としての学びがしやすい (ｐ＝0.04)」,通所は「人間関
係 (ｐ＝0.02)」,介護老人保健施設は「子育てや介護に理解があ
る (ｐ＝0.01)」とそれぞれ有意に高かった.履修ステージでは,
前期後期研修者は「職場風土(ｐ＝0.04)」が有意に高かった.
キャリアアップについて,全回答者では「理学療法スキル向上
(43.5%)」「転職・起業(19.1%)」「協会公認資格の取得
(16.4%)」の順で多かった.一方,女性支部会員において「理学療
法スキル向上(p＝0.028)」を選択する割合は有意に低かった.医
療機関種別において回復期病院では「転職・起業(ｐ＝0.02)」
が有意に高く,クリニックでは「大学院進学 (ｐ＝0.003)」が有
意に高かった.
また履修ステージで見ると,前後期研修者は「協会公認・公認外
資格取得」をほぼ等しくキャリアアップとして捉えているのに
対し,登録・認定理学療法士は「協会公認外資格取得」を自身の
キャリアアップとして位置付ける傾向にあった.
【結論】
魅力に感じている職場環境は性差と履修ステージで大きな差は
なかったが、医療機関種別において魅力に感じる点は異なるこ
とが示唆された.またワークキャリアアップにおいては「理学療
法スキル向上」が最も多い結果となったが,割合には性差があり
,医療機関種別や履修ステージの違いで有意差を認め,キャリア
開発支援の際に考慮される必要があることが示唆された.
【倫理的配慮】アンケート調査の際, 結果について学会や研修
会等での報告を行う可能性があることを明記し,アンケート回答
をもって研究への同意とした.
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当院リハビリテーション科の安全対策
○松下 和哉

社会医療法人三栄会ツカザキ病院 リハビリテーション科

【はじめに、目的】
リハビリ中のアクシデントの発生率は、医療機関全体の10%と
されており、入院期間延長や治療コスト増大など、患者・病院
双方への不利益が生じる可能性がある。そのため、リハビリ中
の患者の安全確保は、FIM向上や在院日数減少を図る上で重要
な課題である。

【方法】
演者がリハビリテーション科 (以下、当科)入職時の2014年時
点では病床数201床、当科スタッフ数35名であったが、現在は
病床数406床、当科スタッフ数102名と大幅に増床・増員され
ている。当科の安全対策班として、主に転倒予防・裂傷予防対
策の変遷に関わってきた為、背景を含めて紹介する。
転倒予防：
演者入職時の歩行練習は、側方腋窩介助・長下肢装具装着時の
後方介助が主流であったが、歩行練習時に前方への転倒が発生
した為、転倒予防対策を強化した。在宅高齢者の転倒方向の割
合を示した報告では、前方が6 割、側・後方は2 割ずつといわ
れている。主に前方への転倒予防対策強化のため、2017年度
より介助ベルトを導入し、基本介助方法を前側方介助へと変更
し、転倒予防に努めている。
介助ベルト導入前後で、前方への転倒発生率は軽減したものの、
依然、転倒のインシデント報告は挙がっていた。セラピストの
介助技術のみでの転倒予防には限界があると考え、セラピスト
の体格や技術に依存しない安全確保を目指した。2022年の新
病棟設立・リハビリ室改築に合わせてモリトー (天井から吊り
下げるタイプの免荷型歩行装置)を導入し、当科基準にて転倒
リスクが高い歩行練習時に使用し転倒を予防している。
裂傷予防：
下肢装具着用下での歩行練習時に、装具との擦れによる皮膚裂
傷が発生し、裂傷予防について再考した。高齢者の皮膚はバリ
ア機能・弾力性が低下し傷ができると治り辛いとされているた
め、皮膚脆弱性があり裂傷リスクが高い患者に装着し、物品・
装具への接触・擦れによる裂傷を予防している。
新人研修：
新人が独立して業務を行う時期よりインシデント発生率が上昇
傾向であった。そのため、転倒・裂傷が生じやすい起居→座位
→移乗・歩行・トイレ動作を難易度別に課題設定し、介助方法
指導・自主訓練・OSCE形式での試験を行い、新人の介助技術
の習得・向上、転倒・裂傷予防を図っている。
安全確保能力の維持向上：上記対策導入後、全スタッフに対し、
各年度に介助技術研修・危険予知訓練、上席者による臨床中監
査等を行い、安全確保への意識・技術の維持向上に努めている。

【結果】
対策導入前後の、病床数・当科スタッフ数に対する転倒・裂傷
のインシデント・アクシデント発生比率を述べる。病床数：発
生比率は「導入前：転倒6％、裂傷7％⇒導入後：転倒3％、裂
傷3％」に減少。スタッフ数：発生比率は「導入前：転倒37％、
裂傷26％⇒導入後：転倒６％、裂傷10％」に減少。
【考察・結論】
対策導入前後で転倒・裂傷の発生率は減少し、一定の安全を担
保・維持できていると思われる。
【倫理的配慮】部門運営報告のため不要
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兵庫県立尼崎総合医療センターにおけるレジデ
ント制度の概要
○田中 朋子 1)，中野 善之 2)，中村 圭介 1)，
出口 恵 3)，高木 道啓 2)，井貫 博詞 4)，
下之園 俊隆 5)

1) 兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部
2) 兵庫県立淡路医療センター リハビリテーション部
3) 兵庫県立西宮病院 リハビリテーション部
4) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン部
5) 兵庫県立加古川医療センター リハビリテーション部

【はじめに、目的】
リハビリテーション領域のレジデント制度は、少しずつ全国に
広がってきている。レジデントは「研修医」の意味で用いられ、
リハビリテーションの領域においては、職員として診療業務を
行いながら研修を提供する方法がよく用いられている。兵庫県
立病院では、経験の浅い理学療法士 (PT)、作業療法士 (OT)、
言語聴覚士 (ST)に卒後教育として臨床および研修の場を提供す
ることを目的に2023年よりレジデント制度を開始した。今回、
兵庫県立病院におけるレジデント制度の概要と、当院における
領域集中型、およびアウトプットを意識した研修内容について
報告する。
【方法】
兵庫県病院局がレジデントの採用を行い、PT、OT、STが所属
する9病院 (総合病院6、専門病院3)の中からレジデントの希望
を考慮して研修施設を決定する。研修期間は最長3年間 (1年ご
との更新制)とし、希望があれば1年単位で研修施設の変更も可
能である。研修内容は、臨床実地指導、症例検討、勉強会とし
ている。詳細な研修内容は、各施設の特色に合わせて作成して
いる。
【結果】
当院の研修は2年プログラムとし、「領域別プログラム」、「
講習の受講」、「勉強会・症例発表」で構成した。領域別プロ
グラムは、チーム制で運営している当院の特徴を生かして4領
域 (運動器・脳血管・循環器・呼吸器)を各6ヶ月間、集中的に
研修する内容 (領域集中型研修)とした。研修を進めるにあたり
標準的なマニュアル、評価シート、進行スケジュールを整備し
た。講習の受講は、入職後の基本講習 (感染、医療安全、個人
情報保護など)と、診療科医師や多職種による講義、手術見学
などを行った。勉強会・症例発表は、症例レポートの作成、各
領域に関する勉強会、学会・研修会発表 (年1回)を行った。
2023年度はPT1名がレジデントとして入職し、1年目の研修を
修了し、2年目の研修へ進めることができた。【考察】
当院の研修内容は、領域集中型研修とアウトプットを特徴とし
た。領域集中型研修では、多くの類似疾患を担当でき、症例や
疾患の特徴をとらえやすく、診療の再検討も行いやすい利点が
ある。佐藤はチーム制導入により、専門性が深まり臨床実践能
力の早期育成を図ることができると述べており、領域集中型研
修は専門的な知識や技術の習得に有効な可能性がある。
また、アウトプットでは、樺沢は研修内容をアウトプット (勉
強会、症例発表)することは、学習効果を上げるために重要だ
と述べている。症例レポートの作成や発表を課題としたことは、
定期的にアウトプットする機会が生まれ、よりよい研修効果に
繋がる可能性がある。
【結論】
2023年度より兵庫県立病院でレジデント制度を開始した。当
院の特徴であるチーム制の4領域を各6ヶ月間集中的に研修し、
研修成果をアウトプットする内容とした。まだ開始して1年で
あり、この内容がレジデントにとって効果的だったか今後検証
が必要である。
【倫理的配慮】当院の体制構築の為の取り組み報告であり、個
人情報等は含まない。
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転び方の指導が転倒恐怖感に与える影響-対象者
2名に介入した実践報告-
○梨田 郁生 1)，佐田久 真貴 2)

1) 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科修士課程人間発達教
育専攻臨床心理学コース
2) 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科人間発達教育専攻臨
床心理学コース

【はじめに】生活期において, 転倒はケガや再入院によりその
後の生活を大きく変化させるエピソードになり得る.転倒予防に
は, 運動による身体機能の向上が有効であることが明らかとな
っている(Janelle , Yvonne & Leslie et al ,2017)が, 身体機能と
は別に,転倒への恐怖感という心理的な課題が存在する.
転倒恐怖感は, 対象者の精神面(Downton & Andrews ,1990)や
身体活動(前場・藤澤・満石，2011)に負の影響を与え, 長期的
に対象者の身体機能に負の影響を与えている(Deshpande , 
Metter , Lauretani et al ,2008).また, 転倒恐怖感は, 生活機能に
関わらず転倒経験者や骨折経験者に強く感じられやすい傾向が
あり(西田・新野・小笠原　他，2004), 生活の中で身体的な課
題がなくても, 転倒恐怖感が対象者に負の影響を与える可能性
がある.したがって, 身体機能の強化だけでは対象者は転倒とい
う事象に適応できておらず, 転倒恐怖感を減らすような介入が
必要であると考える.
心理臨床領域においては, さまざまな不安や恐怖に対する介入
の一つとして, エクスポージャー法が実施され, その効果が報告
されている(佐々木,2015).
この理論を参考に, 今回, 柔道の受け身動作を通して, 2症例に対
し転び方の動作指導を実施し, 結果について考察を行った.

【方法】介入前後の転倒恐怖感尺度(FES-Ⅰ)の変化を比較した.
対象者は, デイサービスを週2回利用する2名とした.対象者Aは
70代女性で, 障害高齢者の日常生活自立度は「J1」, 認知症高
齢者の日常生活自立度は「自立」であった.対象者Bは70代男性
で, 障害者の日常生活自立度は「J1」, 認知症高齢者の日常生活
自立度は「Ⅰ」であった.また両名とも在宅で生活をしており, 
過去1年以内に転倒歴があった.
介入内容は, 柔道の受け身動作を参考にマニュアルを作成し, 床
上座位からの後ろ受け身・横受け身・膝立ち位からの前受け身
を介助のもと行った.
介入期間は1ヶ月とし, 介入はデイサービス利用中のリハビリ内
にて10分程度, 計8回の介入を予定した.
介入は理学療法士 (臨床経験5年目)1名により行われた.

【結果】介入の実施について, 対象者Aは2回目以降の実施拒否
, 対象者Bは自宅での怪我による身体状況の変化があり, それぞ
れの介入回数は対象者Aが2回, 対象者Bが6回となった.FES-Ⅰの
合計点数は対象者Aが59点→50点,対象者Bが53点→47点と両
名ともに改善した.また, 家庭内での求められる身体活動量が低
い項目(Lucy ,2005)において点数が改善している傾向がみられ
た.

【結論】転び方の動作指導を通して対象者の転倒恐怖感が改善
する可能性がある.また, 特定の項目に対して特に改善しやすい
傾向があると考える.
【倫理的配慮】介入はヘルシンキ宣言に沿って行われ, 参加者
には文章による十分な説明と参加への了承を得た.
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柔道競技における救護活動の実践報告
岡田 雄二朗，北野 翔矢，○田畑 優

松本病院 リハビリテーション科

【はじめに】
柔道は,投げ,抑え,固め,締める技から成る競技であるため傷害リ
スクを伴う.柔道における傷害発生の報告は多く,頭部や頸部の
外傷による死亡例もある.当院では,2010年以降各種柔道大会の
救護活動に携わることが出来た.本実践報告では柔道競技におけ
る救護活動の内容を報告する.
【倫理面の配慮】
発表にあたり目的,方法,参加は自由意志で拒否による不利益は
ないこと,及び個人情報の保護について口頭説明を行い同意を得
た.
【方法】
活動内容として,①2010年から2020年の柔道大会における現場
での救護活動,②柔道における救護の講習会についての活動内容
をまとめた.
大会には小学生から中学生,高校生の地区大会から全国大会,全
日本実業団柔道個人・団体大会と幅広く活動する.現場活動では
,主に止血処置,搬送,救急対応,医療相談を行う.医療相談では,ア
イシングや試合前後でのテーピング処置などの対応が行われる.
試合前に搬送経路の確認や,搬送練習なども行う.救護活動の講
習会も行っており,柔道における傷害や外傷の講義や搬送等の実
技も行う.
【結果】
主な受傷としては,受け,組手争い,攻め,機転により爪割れ,鼻血,
口唇出血などの出血が多くみられる.受傷機転となる動作別では
相手との接触,可動外強制,畳への接触による受傷が多くみられ
る.また,止血処置は試合中断し行うため,迅速な対応が必要とさ
れた.そのため講習会で,柔道大会における外傷の理解を深め,頭
部止血,ログロールの方法,スパインボードの使用方法などの実
践練習を行った.
【結論】
柔道競技ではバッティングなどによる軽微な出血の軽症例が多
いが,一部では頭頸部外傷など後遺症が残りうる傷害もみられる
.そのため今後の課題として「競技特性の理解」「傷害予防の活
動」の２つが挙げられる.柔道競技において,傷害発生や予防の
観点から医療的知識は重要と考え,救護における知識レベルの向
上とスキルアップは必要である.そのため指導者講習会や実践を
行うなど,継続することが大切である.
【倫理的配慮】【倫理面の配慮】
発表にあたり目的,方法,参加は自由意志で拒否による不利益は
ないこと,及び個人情報の保護について口頭説明を行い同意を得
た.
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遊脚期での膝関節屈曲運動に着目し歩容改善に
至った人工膝関節全置換術後の症例
○岡田 祐成

東浦平成病院 リハビリテーション科

【目的】人工膝関節全置換術(以下TKA)を担当し遊脚期での膝
関節屈曲運動に着目。良好な結果を得たので報告する。
【症例紹介】70歳代女性。X-5年頃より両膝痛が出現、徐々に
痛みが悪化し手術を決意。X年Y月Z日A病院で左TKAを施行しZ
＋7日に当院へ転入院となる。主訴は「歩いた時に膝が曲がり
にくい」。Needは独歩自立、関節可動域の拡大。術前ADLは独
居自立し漁港で仕事をされていた。
【経過】Z＋7日より理学療法開始。初期評価として腫脹、熱感、
皮膚伸張性低下あり。また左大腿直筋、外側広筋、ハムストリ
ングス、腓腹筋が過緊張。CRP値0.32。膝蓋骨上縁の周径(右/ 
左)は37.0/40.5㎝。エコーでは内側広筋に滑走性低下を確認。 
左膝関節可動域測定(以下ROM)自動-10～80°。徒手筋力検査( 
以下MMT右/左)は膝関節伸展5/3。荷重時痛がNumerical 
Rating Scale(以下NRS):5。Berg Balance Scale(以下BBS)は37点。
 T字杖での歩容は左前遊脚期(以下Psw)から遊脚初期(以下Isw)
にかけて正常より左膝関節屈曲運動が乏しく足部クリアランス
が低下。10ｍ歩行はT字杖にて快適速度18.36秒であった。術
後1～3週間は軟部組織癒着、ROM制限残存の予防を目的に
ROM-ex、皮膚・軟部組織モビライゼーション、また疼痛管理
としてアイシングを実施。 術後3週において左大腿周径は
1.5㎝減少、また術創部皮膚の伸張性が改善し皺形成を認めた。
 荷重時痛NRS:3に軽減、左膝ROM自動-5°～110°となった。
さらに実用的な下肢機能・歩行・筋活動の再獲得を目指した。
最終評価時(Z＋28日から32日)は術創部の熱感は消失しCRP値 
0.10。腫脹は膝蓋骨上縁の周径(右/左)で37.0/38.0㎝となり、
術創部の皮膚伸張性も改善。また、左大腿直筋、外側広筋、ハ
ムストリングス、腓腹筋の筋緊張が低下し、エコーでは内側広
筋の滑走性向上。左膝ROM自動0 °～125°。MMT(右/左)は 
膝関節伸展5/4。荷重時痛はNRS:0。BBSは56点。独歩での歩
容は左PswからIswにかけて左膝関節屈曲運動が増加し足部ク
リアランスの改善を認めた。10m歩行は独歩にて快適速度
8.05 秒であった。
【考察】
防御性収縮が強かった本症例に対して、林らは疼痛の誘発の恐
怖から膝関節屈曲時に弛緩させるべき大腿四頭筋を収縮させる
防御性収縮が生じやすいと述べていることから遊脚期での膝関
節の動的な関節運動を阻害していると考えた。アイシングや愛
護的なROM-ex、皮膚・軟部組織モビライゼーションを行った
結果、可動域が改善。またTKA術式よる内側広筋への侵襲によ
り筋出力低下となり、同時に筋滑走性低下がROM制限の一要
因となると推察。ROMが100°程度獲得できた上で筋活動学習
のため、遊脚期部分練習での膝関節周囲筋の協調的な運動、内
側広筋の筋出力向上を促した。筋緊張コントロールと術創部滑
走性の向上により膝関節の純粋な転がり運動が適切に生じ、遊
脚期での膝関節屈曲運動が改善したと考える。
【倫理的配慮】今回の報告について患者・家族様に説明し同意
を得た。
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関節角度特異性を考慮した筋力増強を行うこと
で歩容改善、疼痛軽減に至った一症例
○岡安 みのり，細野 美穂，小山 長，松本 直也，
見川 隆三，三裏 菜緒花，衣川 雅悠，鎌田 啓暉，
奥平 歩乃果，山川 亮

医療法人社団慈恵会新須磨病院 リハビリテーション科

【目的】
今回、左変形性膝関節症により内側楔状開大式脛骨粗面下骨切
り術 (以下DTO)、内側半月板切除術を施行された症例を担当し
た。独歩獲得後、歩行時にDouble Knee action (以下DKA)が消
失し、日常生活レベルでの活動量でも疼痛を認めた。プロトコ
ルと並行して関節角度特異性を考慮したプログラムを追加して
実施することで歩容改善と疼痛軽減を認めたためここに報告す
る。
【症例紹介】
30代男性。半年前から左膝に違和感があり受診。左変形性膝関
節症と診断されDTOを施行した。主訴は長距離歩行後に疼痛が
ある、NEEDは実用歩行の獲得とした。
【経過】
初期評価 (術後12週)としては生活圏内で長距離歩行を行うと左
下腿近位前内側に疼痛あり (NRS5/10)。ROMは左膝関節屈曲
135°、伸展0°。筋力は訓練機能付下肢筋力測定器 (以下ロコ
モスキャン)にて膝関節伸展772N/502N、足関節底屈MMT5/4。
10m歩行は通常速度10.48秒、最大速度10.10秒。歩行観察で
は左IC～LRで左膝関節の伸展がみられた。足圧分布測定システ
ム (以下F-スキャン)では左の前足部荷重量が少なく二峰性が不
明瞭であった。圧力分布測定システム (以下フットビュー)では
左片脚立位で荷重中心の位置が後内側であった。
経過としては術後12～17週はプロトコルに沿ってOKCex.、
CKCex.を実施。術後17週よりプロトコルに追加して膝軽度屈
曲位での制御、蹴りだしの改善に向けて、膝関節軽度屈曲位で
の荷重練習、左IC～LR、TSt～PSwの部分練習を行った。
最終評価 (術後22週)としては、日常生活内での疼痛は消失、仕
事中・後の歩行時に左下腿近位前内側に疼痛あり (NRS5/10)。
ROMは左膝関節屈曲145°。筋力はロコモスキャンにて膝関節
伸展862N/630N。10m歩行は通常速度8.61秒、最大速度5.95
秒。歩行観察では左IC～LRで膝軽度屈曲が生じるようになり
DKAの改善を認めた。歩行観察、F-スキャンでは左前足部への
荷重移動が円滑となり二峰性が明瞭となった。フットビューで
は左片脚立位で荷重中心の位置が足部中心であった。
【考察】
本症例の左IC～LRにおける膝関節伸展位の原因は、左大腿四頭
筋の筋力低下によるものと考えた。通常の大腿四頭筋ex.に加え、
関節角度特異性を考慮した筋力増強訓練を行ったことでIC～LR
に必要な角度での大腿四頭筋の筋力が改善し、膝関節軽度屈曲
位での制御が可能となったと考えた。また大腿四頭筋の筋力低
下により衝撃吸収能が低下しIC～LRで強い衝撃を受け止めるこ
とができないため、TStでの推進力を抑制する目的で前足部へ
の荷重移動の減少が生じたと考えた。そこで大腿四頭筋の筋力
増強訓練を実施し、衝撃吸収の向上をみながら前足部への荷重
移動練習を実施した。その結果、前足部への荷重移動は改善し
十分な蹴りだしが可能となった。疼痛については大腿四頭筋の
筋力が向上し衝撃吸収が可能となりDKAが生じたことで、術部
への負荷が軽減したため疼痛が消失したと考えた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいてご本人へ承諾を得た。
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非術側の股関節痛があり,歩行獲得に難渋した右
THA術後の一症例
○井口 友理香，丸尾 瑞

特定医療法人　一輝会　荻原記念病院 リハビリテーション
部

【目的】
今回,両側の変形性股関節症により右人工股関節置換術(以下
THA)を施行し,退院後早期に左THAを予定している症例を担当
した.両側の股関節に対し機能改善を図りつつ,歩行の右立脚期
に着目し介入したことで,歩行が自立したためここに報告する.

【症例紹介】
本症例は右THA術後を主疾患とし,左変形性股関節症を呈する
80歳代女性である.病前は歩行車歩行自立,日常生活動作は自立
していた.主訴は｢右足の付け根が痛い｣,Hopeは｢歩けるよう
になりたい｣であった.手術までの期間を自宅で安全に生活する
ため,目標は屋内外歩行車歩行の獲得とした.

【経過】右/左 歩行:馬蹄型歩行車歩行
初期評価<Z+7日～Z+12日>;疼痛検査(数値的評価尺度):安静時
:7/0,歩行時:8/5(疼痛部位:術創部,左股関節前面).関節可動域検
査(疼痛:P):股関節伸展-5°(P)/-5°.徒手筋力検査:股関節伸展2/2,
外転2/2.10ｍ歩行試験:17.3秒,22歩.Timed Up and Go test(以下
TUG):30.1秒/31.5秒.歩行観察:全歩行周期で骨盤前傾位･右股
関節屈曲位で,右荷重応答期(以下LR)～立脚中期(以下MSt)に骨
盤の右側方動揺がみられる.また右MSt～前遊脚期(以下PSw)の
股関節伸展が乏しい.
治療プログラムでは,両側の股関節伸展可動域訓練,両側の股関
節筋力増強訓練,歩行訓練,ステップ訓練,後ろ歩きを実施.
最終評価<Z+43日>;疼痛検査(数値的評価尺度)安静時:0/0,歩行
時:0/2(疼痛部位:左股関節前面).関節可動域検査:股関節伸展5°
/-5°.徒手筋力検査:股関節伸展3/2,外転3/2.10ｍ歩行試験:13.5
秒,20歩.TUG:20.7秒/23.7秒.歩行観察:全歩行周期で認めた骨盤
前傾位･右股関節屈曲が軽減し,右LR～MStの骨盤の右側方動揺
は軽減した.また右MSt～PSwの股関節伸展が増加した.

【考察】
本症例は歩行中の過度な骨盤前傾と右股関節伸展の不足により
歩行の実用性が低下したと考える.塚越らは歩行時の股関節最大
伸展角度を改善するには,股伸展ROMの拡大と同時に股外転筋
力の強化が重要であると述べている.本症例は手術の影響で術創
部周囲の疼痛と柔軟性低下を認め,右股関節伸展可動域制限が生
じたと考える.治療では,両側の股関節可動域訓練は疼痛が強く,
自動介助運動から開始するように配慮し,その後両側の股関節伸
展･外転筋力増強訓練を行った.また,後ろ歩きでは,骨盤前傾を
抑制し歩行中の股関節伸展活動を促した.その結果,右股関節伸
展可動域拡大と右股関節外転筋力の向上を認めた.これらにより
右MSt～PSwの股関節伸展の増加を認め,また右大殿筋･中殿筋
の筋力向上に伴い,右LR～MStの骨盤の右側方動揺が軽減し,歩
行の実用性が向上したと考える.しかし,左下肢は変形性股関節
症の影響から動作時痛や支持性の低下が残存している.左THAま
での期間を安全に過ごすため,移動手段は歩行車歩行を選択した
.これにより自宅内の移動が安全に行え,自宅退院が可能となっ
たと考える.
【倫理的配慮】発表に際してヘルシンキ宣言に基づきご本人様,
ご家族様へ説明し同意を得た.
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両人工膝関節全置換術後,膝関節伸展制限を認め
た一症例-立位姿勢に着目して-
○藤田 悠生

大久保病院 リハビリテーション科

【目的】今回,両人工膝関節全置換術(以下両TKA)後,歩行時の右
立脚後期において膝窩部痛を認めた症例を経験した.その際,立
位姿勢に着目した理学療法によって,疼痛の軽減を認めたため以
下に報告する.
【症例紹介】60歳代女性,両側変形性膝関節症に対し,両TKAを
施行.術後2週目より歩行時,右立脚後期に膝窩部痛を訴えた.
【理学療法経過】初期評価時,Numerical Rating Scale(以下NRS)
は,創部痛3,歩行時痛6であった.この歩行時痛は,右立脚後期の膝
窩部に認めた.Range Of Motion test(以下ROM-t)は,膝関節屈曲
120°/120°,伸展-15°/-10°であった.圧痛は半膜様筋,腓腹筋
内側頭に認め,エコー所見にて,半膜様筋,腓腹筋内側頭の滑走障
害を認めた.Manual Muscle Test(以下MMT)は,膝関節伸展4/4で
あった.圧痛を認めた半膜様筋,腓腹筋内側頭に対し滑走操作を
行った.しかし,治療効果が持続しなかった.また立位において右
膝関節伸展可動域保持が困難であったことから,立位姿勢に着目
した.静止立位のアライメントは矢状面で胸椎後彎,骨盤後傾,膝
関節屈曲位であった.そのため局所のみならず,体幹への介入も
行い,立位姿勢の修正を図った.最終評価では,NRSは創部痛1,歩
行時痛3であった.ROM-tは,膝関節屈曲120°/120°,伸展-5°/0
°と改善した.静止立位のアライメントは胸椎後弯,骨盤後傾が
減少し,右膝関節伸展可動域の保持が可能となった.MMTは,膝関
節伸展4+/4+であった.
【考察】本症例は右立脚後期の膝窩部痛を認めた症例である.術
後早期より右膝関節伸展制限,半膜様筋,腓腹筋内側頭の滑走障
害を認めた.本症例では膝関節伸展制限により足底接地を呈して
いた.ペリーらは足底接地によりヒールロッカー機構が破綻し,
前方への推進力が低下すると報告している.前方への推進力が低
下したことで立脚後期に半膜様筋・腓腹筋内側頭が過剰収縮し,
膝窩部痛が生じていると考えた.そのため理学療法では半膜様筋
,腓腹筋内側頭に対して介入を行ったが,治療効果は持続しなか
った.さらに,立位において膝関節伸展保持が困難であったため,
立位姿勢に着目した.本症例の立位姿勢は胸椎後弯,骨盤後傾,膝
関節屈曲位であった.佐藤は,膝OA患者の立位姿勢は胸椎後弯増
大,骨盤後傾,膝関節屈曲位を呈すると報告している.本症例では
立位姿勢が膝関節伸展制限に関与していると考えた.そのため,
立位姿勢に対して介入を行った.それにより骨盤後傾,胸椎後弯
が減少し,立位での膝関節伸展保持が可能となった.局所への介
入に加え体幹へ介入を図ったことが,膝関節伸展制限の改善およ
び,歩行時痛軽減につながったと考える.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,当該患者に発表内容を
説明し,同意を得た.
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左大腿骨開放骨折後、歩幅減少が見られ、足関
節及び荷重に着目し、歩幅拡大した症例
○伊藤 優

平成病院 リハビリテーション科

【目的】
大腿骨遠位端骨折に対する逆行性髄内釘を施行し、術後抜釘す
るが荷重時の不安及び側方動揺、歩幅減少の所見が見られた症
例を担当し、評価治療を経験したため報告する。
【症例紹介】
本症例は80歳代女性でありバイクの交通事故により受傷し、左
大腿骨開放骨折と診断された。術後19日で左膝の外側部痛が出
現し、スクリューを1本抜釘。術後35日後に当院回復期病棟に
転院された。転院時のADLは歩行器歩行監視レベルでFIMは71
点だった。既往に変形性膝関節症を有しており、側方動揺及び
反張膝を認めた。受傷前は独歩であった。
【経過】
術後36日では、関節可動域検査(以下ROM-t)足関節背屈10°。
徒手筋力検査(以下MMT) 股関節外転4、膝関節屈曲5、伸展5、
足関節底屈5、背屈5。歩行は左初期接地で足底接地、左荷重応
答期に左大腿部に違和感、立脚中期から後期にかけて反張膝及
び側方動揺、右骨盤下制が見られた。Functional Balance 
Scale(以下FBS)39点、Timed Up & Go Test(以下TUG)(歩行器
)21.4秒、安静時荷重率44%、最大荷重率82%、10m歩行(歩行
器)0.90m/s、歩幅(R/L) 92cm/89cm。
治療として、ブリッジ運動・起立運動(内反変形助長予防)、横
歩き(骨盤下制に対して)、荷重訓練:ウエイトシフト、体重計を
用いたステップ練習、歩行訓練(術後35日で歩行器歩行開始、
術後75日で杖歩行開始)を実施した。
術後75日では、ROM-t足関節背屈15°、MMT股関節外転5。歩
行は左初期接地では踵から接地し、左立脚中期の反張膝の改善、
左立脚中期から後期にかけての右骨盤下制の軽減が見られた。
FIM90点、FBS46点、TUG(歩行器)15.2秒、安静時荷重率50%、
最大荷重率100%、10m歩行(歩行器)0.94m/s、歩幅
95cm/96cm。
【考察】
今回歩幅の減少が問題点であり、考察する。左の歩幅低下は、
荷重時の違和感と側方動揺により恐怖心も起こっていると考え
た。そのため、前後方向のウエイトシフトや平行棒内にて体重
計を用いて荷重訓練を行うことで荷重量を視覚的に認知しなが
ら段階的に荷重量を増やした。その後、側方動揺の助長を防ぐ
ために、内側ハムストリングスの筋力増強及び、大腿筋膜張筋、
中殿筋、大殿筋のリラクゼーションを行なった。
右の歩幅低下は、左立脚中期の反張膝により、股関節屈曲位と
なることで、腸腰筋の収縮が入りにくくなり反対側の振り出し
が不十分となったと考える。これは、初期接地に足底接地とな
っていることで荷重応答期に足関節底屈が不十分となり、荷重
応答能力が欠如していることに起因すると考える。そのため、
足関節背屈可動域制限に対して、下腿三頭筋のストレッチ、背
屈時の距骨の後方への滑り込みの徒手的な誘導を行った。さら
に、平行棒内にて段差を用い、足関節底屈筋群の筋力増強とと
もに大殿筋の収縮を徒手的に促すことで協調的な収縮の獲得を
目指した。
以上の介入により、両側の歩幅の改善につながったと考える。
【倫理的配慮】本症例発表を行うにあたり、ご本人に口頭、書
類にて確認をし、発表以外では使用しないこと、それにより不
利益を被ることはないことを説明し、回答を以って同意を得た
こととした。
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 P-038  ポスター6

坐骨神経痛を呈した症例　―神経症状に着目し
てー
○松本 優吾 1)，春名 匡史 1)，水田 有樹 1)，
柴原 基 2)

1) 医療法人社団S＆J しばはら整形外科スポーツ関節クリニ
ック リハビリテーション科
2) 医療法人社団S＆J しばはら整形外科スポーツ関節クリニ
ック 整形外科

【目的】
今回、明らかな誘因なく右殿部から右下肢にかけて疼痛と痺れ
を呈した症例を担当し、理学療法を実施した結果、改善を認め
たため報告する。
【症例紹介】
本症例は30歳代女性、右殿部中心に痛みと痺れを認めたため当
院を受診し、他院でMRI撮影した後、理学療法開始となった。
【経過】
疼痛部位は右殿部、痺れは右下殿部、右大腿後面外側部、右下
腿後面外側部、右足部に認め、同部に触覚障害を認めた。主訴
は座位時の右下殿部の疼痛と痺れであり、殿部にクッションを
敷くことで下殿部の疼痛と痺れは軽減した。座位姿勢は、胸椎
後弯、骨盤前傾であった。右下殿部の疼痛は、股関節屈曲のみ
で増悪し、屈曲に内転、外旋を加えると最も増悪した。また、
体幹前屈、右股関節屈曲位での膝関節伸展でも増悪した。右梨
状筋に圧痛を認め、梨状筋を圧迫すると下殿部に放散痛を認め
た。整形外科的テストはFreiberg`s test、ブラガードテストで
陽性であった、理学療法として、梨状筋のリラクセーションと
坐骨神経、下殿神経、後大腿皮神経に対する神経モビライゼー
ションを行った。
受診後3ヶ月の最終評価では、体幹前屈、右股関節屈曲に内転、
外旋を加えた動作での疼痛と痺れは消失した。右股関節屈曲位
での膝関節伸展時に下殿部の疼痛と痺れ、長時間座位での殿部
の疼痛と痺れ、及び右梨状筋の圧痛は残存したが、軽減傾向に
あった。
【考察】
本症例は右下殿部から大腿後面、下腿部にかけて疼痛と痺れを
認め、MRIの画像評価において腰椎の病変と疑われる所見を認
められず、Freiberg`s test陽性、梨状筋に圧痛と下殿部に放散
痛を認めた。このため,梨状筋下孔を通過する坐骨神経、下殿神
経、後大腿皮神経の梨状筋によるEntrapment Neuropathyが発
生機序であると考察した。また、座位での下殿部痛は、座位姿
勢が骨盤前傾位であり股関節屈曲位となることで、梨状筋が伸
張されることに加え、座面に殿部が圧迫され坐骨神経と下殿神
経、後大腿皮神経が絞扼されることで発生したと考えた。殿部
にクッションを敷くことで下殿部の疼痛と痺れが軽減したのは、
梨状筋の筋内圧が低下し、下殿部の症状が減弱したと考えた。
このため、本症例は梨状筋の影響によって、右殿部痛や右下殿
部、右大腿後面外側部、右下腿後面外側部、右足部の痺れと感
覚障害を呈したと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、症例に発表内容、個
人情報保護対策、同意と撤回について説明し、文書にて同意を
得て、安全管理及び個人情報の保護に努めた。

 P-039  ポスター7

歩行時の重心移動に着目し、痛みが軽減するよ
うアプローチした症例
○三宅 ひなた

土井リハビリテーション病院 リハビリテーション科

【目的】今回、左大腿骨転子部骨折の患者様を担当した。歩行
時の重心移動に着目してアプローチし、痛みが軽減したためこ
こに報告する。

【症例紹介】90歳代女性  診断名:左大腿骨転子部骨折 既往歴
：徐脈ペースメーカー留置、右膝TKA術後、 左膝OA、高血圧
症、眩暈 現病歴:X年Y月Z日に夫の介助中に椅子を動かそうと
して転倒。左大腿骨転子部骨折と診断され、Z+3日に観血的骨
接合術を施行。Z+14日に当院入院。 【初期評価】《ROM》 (
単位：°右/左)股関節屈曲130/120 (P)、股関節伸展15/15、膝
関節伸展0/0 《MMT》 (右/左)股関節屈曲4/3、股関節伸展4/3、
股関節外転4/4、股関節内転4/3、膝関節伸展4/4 《10m歩行
》14.05秒 (前腕支持型歩行器)歩数:27歩 《NRS》歩行時：
5/10 (左膝関節) 《歩行観察》 (前腕支持型歩行車歩行)左LRか
らMStにかけて左膝関の動揺が出現。左TStで股関節伸展の減少
がみられた。

【経過】入院時は既往に左膝OAがあり、左立脚期に左膝関節
の外側動揺と痛みが生じていた。また、左TStで左股関節伸展
が減少していた。1週目から大殿筋・中殿筋の筋力低下に対し
筋力増強として、右側臥位では眩暈が生じて実施が困難であっ
たため、座位にて股関節内外旋運動を実施した。筋力は改善し
ていき、膝関節の痛みは減少した。4週目から歩行車歩行時に
左大腿部の痛みがみられるようになった。歩行時に右への重心
移動が不十分な状態で左下肢を前方へ振り出そうとしていたた
め、右への重心移動を促しながらステップ練習を行った。10週
目から歩行時の重心移動が定着し、左大腿筋膜張筋の痛みは軽
減していった。 【最終評価】《ROM》 (単位：°右/左)股関節
屈曲130/125、股関節伸展15/15、膝関節伸展0/0 《MMT》 (
右/左)股関節屈曲5/4、股関節伸展4/4、股関節外転5/4、股間
節内転4/4、膝関節伸展5/5 《10m歩行》11.63秒 (歩行車歩行
)歩数：21歩 《NRS》歩行時：0/10 (左膝関節・左大腿外側部)
《歩行観察》 (歩行車歩行)左LRからMStで左膝関節の動揺が軽
度出現。初期に比べ、左右への重心移動は増加していた。

【考察】本症例は、既往にペースメーカー留置・眩暈・左膝
OAがあり、骨折部より左膝関節が痛みの強い日もあった。4週
目から歩行開始時に左大腿筋膜張筋の痛みが生じるようになっ
ていた。大畑らによると、「身体重心 (COG)は前額面上でも倒
立振子を形成し、COGが均等に左右へ移動することで、重心移
動が正常に行える」と述べている。歩行時に右への重心移動の
幅が小さく、体幹中心からの倒立振り子による重心移動のエネ
ルギーが減少し、左下肢への重心移動が不十分となったと考え
る。したがって、左ICで股関節からCOGが離れている状態で衝
撃吸収を行うために大腿筋膜張筋が過剰収縮し、痛みが生じて
いたと考えた。ペースメーカー留置や歩行後に息切れが生じる
ため屋内外共に歩行車歩行自立とし、ADL・IADL自立となり退
院に至った。
【倫理的配慮】本症例報告はヘルシンキ宣言に基づき、発表の
趣旨と内容説明を行い、同意を得た。
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 P-040  ポスター7

低作業の獲得にはフォワードランジ動作の円滑
な左膝関節屈曲が必要であった左脛骨高位骨切
り術後の一症例
○原田 景太，村上 祐二，上野 真也，戎 智史

名谷病院 リハビリテーション科

【はじめに】
復職にあたり膝関節屈曲を伴う低作業の獲得が必要な左脛骨高
位骨切り術後の症例を担当した。評価は作業中の姿勢に類似し
ているフォワードランジ動作 (以下：ランジ)の観察を行った。
左膝関節伸展の筋力低下から引き起こされるメカニカルストレ
スに着目したことでランジの安定性の向上を認めたため報告す
る
【症例紹介】
症例は左変形性膝関節症で左脛骨高位骨切り術を施行した50歳
代の男性である。術後は他院にて加療し、退院後は当院の外来
リハビリテーションを継続している。主訴は「体重をかけると
左膝の内側が痛い」、HOPEは「塗装業に戻りたい」である。
Needはランジの安定性向上とした。
【初期評価】
術後125日のランジは、左膝関節屈曲の円滑さに欠けており、
左下腿内側傾斜と過度な骨盤前傾が生じていた。左股関節は外
旋し骨盤の右下制と右へのふらつきが生じていた。徒手筋力検
査は左膝関節伸展と左股関節内旋が段階4であった。疼痛評価
はNumerical Rating Scale (以下：NRS)4/10で、荷重時に左脛
骨近位内側部に疼痛を認めた。ランジ中の疼痛は、左脛骨近位
内側に圧縮・剪断ストレスが加わり生じていると考えた。これ
は左膝関節伸展の筋力低下により、左脛骨が後方に滑りやすい
ことが影響しており、左脛骨近位内側部は術創部であるため疼
痛を誘発しやすい状況であったと予測される。疼痛を回避する
ため、左下腿を内側に傾斜させるが、この動作は左内側広筋の
筋出力低下を招き、左膝関節伸展の筋力低下を助長したと考え
た。このように、疼痛により円滑な左膝関節屈曲が欠如し、前
方への重心移動を乏しくさせた。代償として過度に骨盤前傾さ
せるが、この動作は左股関節内旋筋の筋出力低下を招き、ラン
ジ中の骨盤肢位は安定性を損なう。結果、骨盤は右下制し右へ
ふらつくことでランジの安定性は低下したと考えた。
【理学療法】
左膝関節伸展・左股関節内旋の筋力増強運動、段差昇降練習、
ランジ練習を4週間実施した。自主練習はハーフスクワットを
提供した。
【最終評価】
術後159日のランジは円滑な左膝関節屈曲が生じ、左下腿内側
傾斜と過度な骨盤前傾が軽減した。また左股関節の外旋と骨盤
の右下制は消失した。徒手筋力検査は左膝関節伸展と左股関節
内旋が段階5となった。NRS2/10で疼痛は軽減した。
【考察】
大森らはランジ動作で踵接地する際の床反力の傾きは後方へ向
いており、脛骨を後方へ移動させる力が働いていると報告して
いる。膝関節伸展筋には脛骨を前方に引き出す働きがあるため、
今回の左膝関節伸展の筋力向上は脛骨の後方滑りの抑制に寄与
したと言える。このため脛骨前方への圧縮・剪断ストレスは軽
減し、左脛骨近位内側部の疼痛は軽減に至った。疼痛の軽減に
より代償として生じていた左下腿内側傾斜と過度な骨盤前傾は
軽減した。さらに筋出力と筋力の向上も相俟ってランジの安定
性が向上したと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき症例に同意を得た。

 P-041  ポスター7

右大腿骨頚部骨折術後に大腿神経麻痺を呈し低
周波治療を実施した症例
○澤田 龍星

ベリタス病院 リハビリテーション科

【目的】
トラックの座席から転落し,右人工股関節全置換術(以下THA)を
施行された症例を経験した.術後より大腿神経麻痺を呈した症例
に対し,独歩獲得を目標に股関節,膝関節の筋出力向上のため,電
気治療を実施した結果,良好な成績を得られたため報告する.
【症例紹介】
70歳代男性.身長179.0cm,体重83.0kg,BMI26,既往歴は腰椎椎
間板ヘルニアを呈している.トラックの座席からX月Y日に転落
しY＋6日に右THAを施行.Y+7日より理学療法を開始.手術記録
では大腿骨頭を27mm脚延長.入院前ADLは自立.
【経過】
Y+15日治療的電気刺激療法開始,Y+27日膝伸展MMT2レベル
,Y+45日機能的電気刺激療法開始,Y+47日MMT3レベル,Y+62日
MMT4レベル,Y+63日転院.
最終評価では,腫脹,熱感,CRPの改善を認めた.大腿周径は右側で
最大1cmの増大を認め,表在感覚は大腿近位外側の感覚鈍麻を認
めた.ROMでは股関節,膝関節の可動域の改善,MMTでは腸腰筋,
大腿四頭筋の筋出力の向上を認めた.歩行では,歩行器からT字杖
歩行に変化し右Mstでの膝折れは減少した.
【考察】
本症例の問題点として,大腿四頭筋の筋出力の低下,股関節伸展
可動域制限が挙げられる.高尾らは,大腿神経麻痺の原因には出
血,血腫,過伸展,脚延長,直接的損傷等が挙げられる.石橋らは,大
腿骨頸部骨折後は,骨折時の軟部損傷や手術時の侵襲による組織
の瘢痕形成,痛みの少ない肢位を取り続けることによる組織の短
縮が生じ,股関節の拘縮の原因となると述
べている.,本症例はTHA術後において,出血,血腫,脚延長により大
腿神経麻痺を生じ大腿四頭筋の筋出力の低下が生じていると考
える.また,術侵襲により術創部周囲の皮膚の伸長性が低下し,術
後の経過時間が短く,疼痛や腫脹などにより,股関節伸展可動域
制限が生じていると考えた.小谷らは,大腿神経麻痺に対しIVES
を使用し治療的電気刺激にて強制的に筋
収縮を促し,術後1週時点で随意的な筋収縮を認めたため,IVES 
をパワーアシストモードに変更し,ランプにて筋収縮を確認しな
がら大腿四頭筋セッティングを行い,術後12週でMMT5レベル
へと改善を認めたと述べている.そのため大腿四頭筋にIVESを
使用し,随意運動可能な時期では,パワーアシストモードに変更
し視覚的フィードバックを行い大腿四頭筋の筋収縮を促した.術
創部周囲の軟部組織に対しリラクゼーションやダイレクトスト
レッチを実施し,軟部組織の柔軟性向上を図った.その結果大腿
四頭筋の筋出力の向上,股関節伸展可動域の改善を認めた.しか
し,歩行時の膝折れは残存し
た.膝折れが残存した要因として,歩行のMst時の大腿四頭筋の遠
心性収縮力の低下と考える.そのため,リハビリ実施時間以外で
ベッド上でのパテラセッティング,病棟内での歩行練習時の膝折
れに注意する様に指導を行なった.
【倫理的配慮】ヘルシンキ条約に基づき十分な説明を行い同意
を得た.
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 P-042  ポスター7

右大腿骨転子部骨折術後、右膝関節痛が増強し、
アプローチを工夫した一症例
○行成 実優

協立記念病院 理学療法科

【はじめに】
自宅で転倒し、右大腿骨転子部骨折を受傷した症例を担当した。
受傷後に右膝関節荷重時痛の増強を認め、疼痛に対するアプロ
ーチを工夫した。その結果、疼痛緩和が図れ、自宅退院された
為、ここに報告する。
【症例紹介】
80歳代前半。女性。X年Y月Z日、自宅で転倒しA病院へ救急搬
送。右大腿骨転子部骨折の診断にて入院。Z+3日に観血的骨接
合術施行。Z＋15日にリハビリ目的で当院入院。Z+90日自宅へ
退院。病前独居でサービス利用し日常生活動作自立。【初期評
価Z＋19～25日】術創部の腫脹・熱感、右膝窩部の疼痛＋。
Numerical Rating Scale (以下NRS)3レベル。体幹左側屈、骨盤
左下制・回旋位で、立位・歩行時左下肢荷重優位。両膝関節内
反変形、外側スラスト＋。徒手筋力検査(R/L)股関節(伸展2/2
・外転2/4・内転2/2・外旋2/5・内旋4/5)、膝関節(屈曲3/3・
伸展3/4)。【最終評価Z＋66～87日】術創部への腫脹・熱感、
右膝窩部への疼痛緩和。NRS3～４レベル。体幹左側屈、骨盤
左下制・回旋位軽減。右膝関節外側スラスト・両膝関節内反変
形軽減。徒手筋力検査(R/L)股関節(伸展3/3・外転3/4・内転
2/4・外旋4/5・内旋3/5)、膝関節(屈曲3/4・伸展4/5)※最終
評価の時期に右変形性膝関節炎が増悪あり。
【経過】
受傷前と比較し、右膝関節荷重時痛が増強したことに着目し介
入を行った。右大腿骨転子部骨折により荷重時の右膝関節内側
裂隙と膝窩部に疼痛の訴えが聞かれており、手術侵襲筋の筋力
増強訓練と関節包内運動を行った。以上のアプローチの結果、
右膝関節荷重時痛の緩和が図れた。退院直前に右膝関節炎増悪
し荷重時痛が増強したが、動作能力は維持できており、屋内伝
い歩き自立にて自宅退院となった。
【考察】
侵襲部位の右大殿・中殿筋、右大腿筋膜張筋、右外側広筋の筋
力低下により、荷重時に骨盤・右膝関節外側スラストが生じた
と考える。それにより右膝関節内反モーメントが増大し、右膝
関節痛の増強に影響していたと考える。また、右膝窩部の荷重
時痛は、右膝関節外側スラストによる右内側ハムストリングス
・内側腓腹筋の伸張痛と考えた。鳥取部らは、「股関節周囲筋
と下肢筋力強化訓練は、膝OAの患者に対して、疼痛を改善す
る」と述べている。そこで、侵襲筋に対する筋力増強訓練を実
施した。侵襲筋の筋力向上により骨盤・右膝関節外側スラスト
が軽減し、右内側ハムストリングス・内側腓腹筋の伸張痛が緩
和したと考える。しかし、右膝関節内側裂隙の荷重時痛が残存
していた。宇都宮らは「関節病理的変化のある場合でも関節包
内運動の改善で痛みが軽減するものが多い」と述べている。そ
こで正常な関節運動の習得を目的に徒手的に脛骨大腿関節を離
開した状態での転がり、滑り、軸回旋の運動を実施した。これ
により右膝関節軟部組織の柔軟性が向上し、前述した、右膝関
節内反モーメントの減少も寄与し、右膝関節荷重時痛の緩和に
繋がったと考える。
【倫理的配慮】目的と個人情報の取り扱いについて十分な説明
を行い、同意を得た。

 P-043  ポスター7

座位保持・移乗動作の介助量軽減を目指して体
幹機能を中心に介入した症例
○尾﨑 友治

栄宏会小野病院 リハビリテーション科

【目的】
麻痺側下肢のみならず,体幹機能への介入を重視することにより
座位保持・移乗動作の介助量軽減を考えた.
【症例紹介】
本症例は70歳代男性.診断名は右被殻出血.X年Y月Z日に被殻出
血を認め同日に開頭血腫除去術を施行.Z+33日後に当院へ転院.
前ADLは全て自立.本人HOPEは家に帰りたい.家族HOPEは身辺
のことができるようになってほしい.
高次脳機能障害:注意障害,構音障害.Brunnstrom recovery stage(
以下BRS):左下肢Ⅱ.徒手筋力検査(以下MMT):左下肢精査困難.体
幹屈曲2.筋緊張検査(以下MAS):左股関節屈曲1,左膝関節屈曲0,
左足関節背屈1+.Stroke Impairment Assessment Set(以下
SIAS):18/76点(下肢0/15点,体幹1/6点).Functional 
independence measure(以下FIM):33/126点(移乗1点).
【経過】
治療は体幹機能向上を考え麻痺側に長下肢装具を装着し立位・
歩行練習を実施.高座位・立位練習、歩行練習は後方介助で実施
.開始5週後,座位姿勢は軽介助で可能となるが時間経過とともに
後方へ傾斜.移乗時の介助量は軽減し最大介助.座位姿勢のさら
なる安定と体幹機能向上を考え臥位で頭頚部・体幹の屈曲回旋
を介助下で実施.座位姿勢が骨盤後傾位であるため坐骨後方にタ
オルを挟み骨盤を中間位に近づけさせ体幹の前傾・回旋運動を
実施.また,起立練習では臀部を抱え込み離殿練習を反復.開始10
週後,座位姿勢は見守りで可能.前方腋窩介助で起立動作可能と
なり,移乗動作は中等度介助で可能となる.
MMT:体幹屈3.SIAS:22/76点(下肢3/15点,体幹3/6点
).FIM:35/126点(移乗3点).MAS:左股関節屈曲1,左膝関節屈曲1,
左足関節背屈2.BRS:左下肢Ⅱ.
【考察】
脳卒中患者の体幹機能と日常生活活動との関係について江連ら
は｢ADLには身体機能として麻痺側機能に比べて体幹機能が強
く影響を及ぼす｣と報告している.座位保持・移乗動作の介助量
軽減を考え体幹機能に着目した.初めに錐体外路系からの体幹機
能向上を考え,長下肢装具を使用し歩行・立位練習に取り組んだ
.次に座位で体幹の随意運動を練習した.その際,骨盤中間位の姿
勢制御では腹直筋・殿筋および脊柱起立筋の同時収縮が起こる
ことを利用し骨盤中間位で体幹回旋・前傾運動を行った.その結
果,座位時に後方への傾斜が減少し見守りで保持可能となった.
同時に移乗動作の介助量の軽減を考え起立動作練習に取り組ん
だ.吉田らは｢歩行運動や起立-着座運動を優先的に行うことで
他の多くの起居動作が効果的に獲得される｣とある.まずは起立
動作の中の離殿動作の反復練習を行った.離殿動作時に働く多裂
筋・大腰筋・ハムストリングスの収縮を促すように前方から骨
盤を抱え込み骨盤を中間位に誘導し行った.上記の骨盤中間位の
運動で体幹前傾が誘導可能となり,中等度介助で起立動作まで可
能となった.結果、移乗動作時の非麻痺側の支持性が確認できる
ようになり介助量軽減につながったと考えられる.
ヘルシンキ宣言に基づき,本症例保護に十分留意し,発表趣旨と
目的の同意を得た.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,本症例保護に十分留意
し,発表趣旨と目的の同意を得た.
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 P-044  ポスター7

注意機能障害に対して二重課題を用いた介入に
より歩行能力が向上した一症例
○一柳 怜 1)，山本 沙織 1)，田口　 潤智 2)，
齋木　 良佑 1)

1) 宝塚リハビリテーション病院 療法部
2) 宝塚リハビリテーション病院 診療部

【目的】脳梗塞発症後に注意機能障害を有し、歩行時に周囲へ
注意が逸れやすくふらつきを著明に認めた症例を担当した。下
田らは、注意機能の低下により日常生活における外的環境に適
切な注意を向けられず転倒に至る可能性があり、また転倒の因
子の一つに二重課題下の歩行能力があると述べている。そこで
本症例に対し、二重課題を用いた歩行練習を行った結果、歩行
能力が向上したため報告する。
【症例紹介】症例は、左放線冠から基底核領域にかけて脳梗塞
 (発症後63日)を認めた80歳代の男性であった。Brunnstrom 
recovery stage(以下BRS)は右下肢stageⅤ、Berg Balance Scale(
以下BBS)は36点であった。10ｍ最速歩行速度は0.70ｍ/s、
Timed up＆Go test(以下TUG)は23.10秒であった。歩行動作は、
ワイドベースであり右遊脚初期(以下ISw)～遊脚中期(以下MSw)
での右足部クリアランス低下を認めた。また、方向転換時や物
品を避ける際は注意散漫でありバランスを崩す場面がみられ、
常に接触介助を要していた。Trail making test part-B(以下
TMT-B)は384秒、誤り2回であった。歩行解析機器
AYUMI-EYE(早稲田アリダリーヘルス事業団)を用いた歩行評価
ではRoot Mean Square(以下RMS)は7.235であった。病院内の
移動は、車椅子全介助であった。発症前は外出頻度が少なく、
自宅内では自立していたが複数回転倒していた。
【経過】注意機能改善を目的に認知的二重課題下での歩行練習
を中心に2週間介入した。認知的二重課題は、合図にて静止、
数字を数える、会話をしながらの歩行をそれぞれ前進歩行、後
退歩行、S字ルート歩行で行った。難易度調整に関しては、遂
行可能な課題から実施し徐々に難易度を向上させた。BBSは41
点、10ｍ最速歩行速度は0.77ｍ/s、TUGは13.11秒となった。
歩行動作は、ワイドベースではあるがISw～MSwでの右足部ク
リアランス低下は改善を認めた。また、歩行時の注意散漫は軽
減し、方向転換時や物品を避ける際のふらつく頻度が減少した。
しかし、稀に大きくバランスを崩し介助を要する場面があった。
TMT-Bは220秒、誤り0回となった。AYUMI-EYEでは、バラン
スは40点、RMSは3.489と歩行時のバランス能力に改善を認め
た。病院内の移動はフリーハンド歩行近位監視となった。
【考察】本症例は、歩行中において人や物品を避ける際に注意
散漫でありバランスを崩す場面がみられていた。TMT-Bの結果
より、分配性の注意障害により歩行能力の低下を認めていると
考えた。先行研究よりYanらは認知的二重課題歩行練習が脳卒
中後の歩行パフォーマンスを改善すると報告している。そこで、
認知的二重課題歩行練習を行い歩行能力の改善を図った。その
結果、注意機能の向上とともに歩行中の注意を歩容に向けるこ
とが可能となり歩行能力が向上したことにより、フリーハンド
歩行近位監視の獲得に至ったと考える。
【倫理的配慮】【論理的配慮、説明と同意】目的と個人情報の
取り扱いについて十分な説明を行い、同意を得た。

 P-045  ポスター8

第2期から早期に理学療法を介入した破傷風の一
症例
○横田 直斗 1)，井貫 博詞 1)，清水 裕章 2)，
相馬 里佳 3)，大西 宏和 3)，本多 祐 1，3)

1) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン部
2) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター 救急科
3) 兵庫県立はりま姫路総合医療センター リハビリテーショ
ン科

【はじめに】
破傷風は、嫌気性菌である破傷風菌が産生する神経毒素によっ
て、全身の横紋筋が強直性けいれん・持続的筋緊張を来す重篤
な中毒性疾患である。破傷風菌は芽胞の状態で土壌中に広く分
布し、皮膚創傷面から感染する。病期は4期に分類されており、
第1期開口障害、第2期痙笑、体幹・四肢の筋緊張、歩行・起立
障害、第3期弓なり反張・頸部硬直、排尿・排便障害、第4期筋
緊張の残存といった下行性に症状が出現する。
現在のところ同疾患に対する理学療法 (PT)の介入時期や評価項
目等は定まっていない。今回、modified Ashworth Scale (MAS)
を用いて筋緊張を評価し、第2期から第4期まで順調にPTを実
施できた症例を経験したので報告する。
【症例紹介】
60代男性。左母指の爪を剥離後、X月Y日に口腔内の違和感が
出現、翌日から開口困難が出現した。その後、開口量が徐々に
減少し呼吸苦を自覚し、X月Y+6日に当院受診。破傷風と診断
され同日入院となった。
【経過】
［第1病日～第7病日］
第2期相当の開口障害・嚥下障害・頸部の筋緊張亢進を認め、
暗所での外的刺激を遮断した状態で人工呼吸器管理となった。
第4病日から関節拘縮予防目的にPTを開始した。MASは両下肢
1＋程度であり、強い外的刺激を与えないようベッド上におい
て四肢関節可動域練習、ポジショニングから実施した。
［第8病日～第13病日］
第3期の排便障害を認めたが、筋緊張や循環動態を評価しなが
ら座位練習から立位練習まで実施した。体動時は、一時的に筋
緊張の亢進を認めたが、安定した姿勢をとることで筋緊張亢進
を助長することなく姿勢を保持することができた。第10病日の
MASは、背臥位にて四肢2程度を認めた。また症状より弓なり
反張・頸部硬直へ変化する可能性があり、医師と相談し一時PT
を端座位練習までに留めた。
［第14病日～第31病日］
弓なり反張・頸部硬直の症状を認めることなく第4期へ移行し、
MASにおいて四肢1程度を認めながらも積極的な離床を図るこ
とができた。第15病日から歩行器歩行練習を開始し、第23病
日より独歩に移行。第31病日に転院となった。
【考察】
破傷風の症状は、病期によって変化し異なった筋緊張を認める。
一般的には第4期から積極的な運動療法を行うが、本症例は第2
期の早期からPTを実施した。PT介入中は、MASを用いて筋緊
張の評価を行うことで日々の安静時や運動中の異常筋緊張を捉
えることができた。さらに早期からPT介入することで病期に合
わせた適切な運動強度を選択し実施することができた。破傷風
の症状や病期の把握を行い、日常生活動作の速やかな回復を図
るには、より早期からPTを開始することが重要であると考える。
【倫理的配慮】本症例報告について、ヘルシンキ宣言に基づき
説明の上、同意を得た。
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 P-046  ポスター8

筋緊張異常に対し,装具療法と運動負荷を調整し
た事で押し車歩行獲得に至った,左脳出血後の一
症例
○国分寺 莉央

社会医療法人　愛仁会　尼崎だいもつ病院 リハ技術部　理
学療法科

【目的】今回,左脳出血を呈し,アライメント不良と病的な右下
肢筋緊張亢進を認めた症例を担当した.Jo¨rg Wisselらの研究に
て,脳卒中後1～3ヵ月で痙縮は増加すると述べている.装具療法
・運動負荷を調整しながら介入し,押し車歩行の獲得に至ったた
めここに報告する.
【症例紹介】70歳代女性.現病歴:X年Y月Z-30日に意識障害にて
前医に搬送.Z日に当院へ転院.20年前に左脳出血の既往あり.診
断名:左脳出血後遺症(左被殻).病前は屋内･外フリー歩行自立.
家族構成は夫・長男･長女と同居.
[初期評価 (Z＋1日～＋5日)]Brunnstroｍ Stage[以下BRS]右下肢
Ⅲ.Manual Muscle Testing[以下MMT](R/L)股関節外転
2/3.Range of Motion[以下ROM](R/L)膝関節伸展-10/-20. 
Modified Ashworth Scale[以下MAS]右膝関節屈曲2.歩行：両立
脚期で膝折れを認めており,装具フリーでの歩行困難.
【経過】入院当初より右長下肢装具を使用して歩行練習を行っ
ていたが,早期より膝折れが軽減したため,Z+7日より装具フリー
で歩行器歩行を開始する.歩容は常時体幹前傾位,両膝関節屈曲
位,右遊脚期で足部クリアランスの低下を認めていた.しかし
,Z+10日よりMAS右膝関節屈曲3まで亢進を認め,歩容について
も下肢振り出しが困難と悪化を認めた.そこで筋緊張抑制を行い
つつ,運動量を維持するために再度長下肢装具を使用し,荷重及
び歩行練習と座位エルゴメーターをプログラムに追加した.治療
を継続していく中で,長下肢装具から短下肢装具に移行するタイ
ミングや装具の選定を義肢装具士と話し合いながら行った.最終
的にZ＋31日にオルトップAFOへ移行し,フリー歩行の練習も実
施した.Z＋70日に終日病棟内押し車歩行見守りで導入に至った
.
［最終評価(Z+85日)］BRS右下肢Ⅴ.MMT(R/L)股関節外転
3/4.MAS右膝関節屈曲0.押し車歩行:見守り.右立脚期で骨盤動
揺は残存しているが,右遊脚期の足部クリアランス向上を認めた
.
【考察】入院早期より,長下肢装具から装具フリーで歩行器歩行
が可能となったが,数日後に右下肢の筋緊張亢進を認めた.正紋
由久らは,荷重練習は痙縮を増悪させる事なく随意運動の回復と
共に改善が期待できると述べている.後藤は,過剰動作の抑制が
筋緊張のコントロールには重要である.また,随意的動作の中で
感覚入力を行いながらの治療が必要と述べているため,再度長下
肢装具を使用し,歩行距離などの運動負荷を調整しながら介入を
行った.動作前後で座位姿勢での膝関節屈伸運動を行い,関節運
動時の抵抗感の有無を評価しながら運動負荷の調整を行った.発
症から筋緊張の亢進を認めやすい時期を把握し,筋緊張の状態に
合わせながら装具療法･運動負荷の調整を行った事が押し車歩
行の獲得に至ったと考える.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき目的と個人情報の取り
扱いについて本人に説明し同意を得た.

 P-047  ポスター8

歩行能力改善を目的とした脳卒中後の軽度運動
麻痺患者に対して筋電図バイオフィードバック
介入を行った１症例
○大橋 和慶

医療法人　仁寿会　石川病院 リハビリテーション部

【はじめに】
今回、脳幹梗塞を発症した80歳代男性を担当した。発症２週目
の認知機能、感覚機能の低下はなかった。下肢Brunnstrom 
StagesがⅤ、足関節底背屈運動は非麻痺側と比較して運動速度
が遅く、協調性が低下していると考えられた。歩行自立度はT
字杖と短下肢装具を用いてFunctional Ambulation 
Classification (以下FAC)は２であった。歩容は体幹が常に前傾
していた。また、麻痺側立脚中期に膝関節の過剰な伸展が起こ
り、その後、前方へふらつきがあった。
発症２週目から６週目まで膝関節伸展運動を制動と口頭で足関
節の動作について教示をしながら歩行練習を行った。しかし、
運動機能や歩容に大きな改善はなかった。
歩行時の筋活動パターンを観察するため、前脛骨筋と下腿三頭
筋の筋活動を計測した。前脛骨筋の筋活動は麻痺側の初期接地
から立脚後期に活動しておらず、前遊脚期から初期接地に活動
していた。下腿三頭筋の筋活動は麻痺側の前遊脚期から遊脚中
期に活動しておらず、遊脚後期から立脚終期に活動していた。
【方法】
本症例は感覚麻痺や運動麻痺が軽度であるにも関わらず、歩行
時の下腿の筋活動が正常なパターンと異なっていた。適切な客
観的かつ具体的に筋活動を教示するため、表面筋電計を使用し
バイオフィードバック (以下BF)を行った。特に初期接地～荷重
応答期に前脛骨筋が活動しているか否かを教示した。
【結果】
BFによる即時的な動作の変化はなかったが、前脛骨筋の活動が
あった場合に膝関節の過剰な伸展が減少することを教示できた。
８週目には前脛骨筋の筋活動は前遊脚期から初期接地の活動に
加えて、荷重応答期の後半から立脚終期に活動しており、下腿
三頭筋の筋活動は遊脚初期のみ筋活動しておらず、それ以外は
持続的に活動していた。歩容は麻痺側立脚中期に起こる膝関節
の伸展は残存した。しかし、その出現頻度は減少し、運動速度
は低下しており、その後の前方へのふらつきも軽減した。歩行
自立度はT字杖と短下肢装具を用いてFACは４に改善した。
【考察】
適切な筋活動を教示することを目的にBFを行なった。しかし、
適切なタイミングではなく、荷重応答期の後半から立脚終期に
前脛骨筋が活動していた。これは初期接地から前脛骨筋の筋収
縮をするように教示したが、足関節の協調性の低下により、筋
活動を起こしたいタイミングよりも遅延して筋活動が起こった
と考えられる。しかし、下腿を前傾する方向に前脛骨筋の求心
性収縮による力が働き、麻痺側立脚中期に起こる膝関節伸展の
出現頻度の減少と運動速度の低下に寄与したと考えられた。
【結論】
運動麻痺が軽度であるが、歩行時に正常な筋活動パターンでな
い患者に対して、BFを行うことで筋活動を促すことができ、歩
行自立度の改善につながったと考えられる。しかし、適切なタ
イミングではなかったため、教示方法を検討する必要がある。
【倫理的配慮】発表にあたり、患者の個人情報とプライバシー
の保護に配慮し、口頭と書面で本人に丁寧に説明して同意を得
た。
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 P-048  ポスター8

左半側空間無視を呈しADL反復練習により見守
りでの病棟移動を獲得した右頭頂葉皮質下出血
の一症例
○坂本 智美

兵庫県立リハビリテーション中央病院 リハビリ療法部

【目的】
今回,右頭頂葉皮質下出血により左片麻痺と左半側空間無視を中
心とした高次脳機能障害を呈した症例を担当した.本症例は左へ
の注意機能向上,繰り返しの動作練習により見守りでの病棟移動
を獲得したため報告する.尚,ヘルシンキ宣言に基づいてご本人
へ説明し承諾を得た.
【症例紹介】
本症例は70代女性,発症46日目に当院へ入院した.発症7週目の
初期評価では左BRSは上肢,手指,下肢Ⅴ,粗大筋力は左下肢4レベ
ルであった.バランスは片脚立位不可,BBSは理解困難で実施不可
.歩行は独歩にて左腋窩軽介助でTUGはコーンを見失い実施不可
であった.線分抹消試験は左中心に17個を残し,TMTは実施不可,
左半側空間無視,注意機能低下,左身体失認,失行を認めた.病室か
らトイレへの移動は左折不可,左側の障害物や壁にぶつかる,便
器へ正面に着座できないといった問題点があり介助が必要な状
態であった.
【経過】
左半側空間無視に対して輪入れで左へのリーチ練習を行った.ポ
ールを左側に置くことで明確な左を示し上肢リーチを行う訓練
では明確な左空間内ではスムーズに輪入れが行えるようになっ
た.そこで明確な左空間を示さず,輪を出しさらなる左空間への
注意機能向上を促した.歩行練習では床に引いた左折の線上を歩
行し口頭で左折を促した.誘導なしで線上の左折が行えるように
なったため,壁の目印を探しながらトイレへ移動する練習を行っ
た.発症22週目の最終評価では,移動は独歩にて見守りレベルで
左側の障害物は誘導が必要であった.TUG右回り9.9秒,左回り
15.6秒でBBS46/56.線分抹消試験は左中心に3個を残し,TMTは
5分で可能となった.病室からトイレ移動は,トイレへの目印を自
身で見つけながら左折も可能となり便器へは正面に着座できる
ようになった.しかし,左側の障害物には気がつかないこともあ
るため誘導は必要であった.
【考察】
石合らは,半側空間無視の患者に対して左と言っても患者の主観
的左にとどまってしまうため車椅子の左ブレーキ,検査用紙の左
といった明確なフレームの左を指示することが重要であると述
べている.そこでポールを左側に置くことで明確な左を示し,左
へのリーチ練習を行った.これにより左への注意機能が向上し,
左側の目印を見つけることができるようになったと考える.また
,石合らは左半側空間無視は治療に用いた課題や類似の課題で改
善しやすい傾向があるため患者ごとに必要な生活場面を想定し
治療を行う必要があると述べている.課題として左折の線上の歩
行練習,左側の物や目印の探索練習を行い,実際に病室からトイ
レへの移動を壁の目印を見つけながら反復練習を行った.その結
果,左折の目印を見つけることができるようになり,見守りで移
動できるようになったと考える.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいてご本人へ説明し承諾
を得た.

 P-049  ポスター8

注意障害に対し二重課題での歩行介入を行うこ
とでADL拡大に繋がった一症例
○香西 結奈 1)，髙木 道啓 2)，中村 圭介 1)

1) 兵庫県立尼崎総合医療センター リハビリテーション部
2) 兵庫県立淡路医療センター リハビリテーション部

【目的】
二重課題を行う際に、一方もしくは両方の課題成績が低下する
現象は二重課題干渉として知られており、転倒リスクの評価と
しても使用されている。今回脳梗塞発症後のADL拡大の阻害因
子であった注意力低下に対し、二重課題での歩行介入を行った
症例を以下に報告する。
【症例紹介】左頭頂葉皮質下梗塞により、注意障害を呈した70
代男性。意識レベルは清明、コミュニケーション可能であった
が会話時視線が合わず、ルート類を過度に気にする場面がみら
れた。Stroke Impairment Assessment Setは75/76点であり著
明な運動麻痺はみられなかった。Mini-Balance Evaluation 
Systems Test (以下Mini-BESTest)は17/28点であり、その中で
もTimed Up & Go Test (以下TUG)は14秒93、二重課題下での
TUGは23秒57と著明な低下を認めた。歩行は片腋窩軽介助レ
ベルであり、歩行時にはルート類に注意が払えない、急に振り
返るなど注意散漫な様子がみられた。Trail Making Test (以下
TMT)はPart-A:45秒、Part-B:234秒であり注意力低下を認めた。
Barthel Index (以下BI)は45/100点であった。
【経過】理学療法介入開始7日後より二重課題としてWorking 
Memory TaskとMental Tracking Taskを使用した歩行練習開始
し、2つの課題を11回ずつ実施した。自宅退院となった理学療
法介入19日後の評価はMini-BESTestは22/28点であり、TUGは
10秒17、二重課題下では14秒39であった。歩行は独歩自立レ
ベルであり、周囲を過度に気にする様子は軽度残存していたが、
急に立ち止まることなどはなく、人通りの多い所でも安全に歩
行可能であった。TMTはPart-A:35秒、Part-B:138秒であった。
BIは合計100/100点と全項目で自立していた。
【考察】本症例は左頭頂葉皮質梗塞を発症後、注意障害を認め
た。歩行時注意散漫で急に振り返る、立ち止まるといった行動
がみられていたが、病識が乏しく転倒に注意する様子がなかっ
た。そのため転倒リスクが高く、病棟内の歩行自立が困難であ
りADLの改善を阻害していた。これらのことから本症例に対し
て二重課題を使用した歩行練習を行った結果、TMTのPart-Bと
二重課題でのTUGにおいて改善がみられた。歩行時の注意散漫
さは残存していたが、初期評価と比較すると改善しており、人
通りの多い場所でも安全に歩行可能となった。また病棟内歩行
も自立レベルとなりBIも100点に改善した。以上より本症例に
対して、二重課題を取り入れた歩行評価および理学療法プログ
ラムは有効であり、運動機能だけではなく注意機能といった高
次脳機能に対してもアプローチすることができたと考える。
【倫理的配慮】発表にあたりヘルシンキ宣言に基づき、対象者
の個人情報とプライバシーの保護に配慮し、説明のうえ同意を
得た。
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 P-050  ポスター8

肺がん治療中にギランバレー症候群を発症し歩
行障害を併発した症例　～治療再開を目指して
～
○魚本 忍美

尼崎だいもつ病院 リハ技術部

【目的】
本症例は、肺がん治療中にギランバレー症候群を発症し、歩行
障害およびActivities of  daily living (以下ADL)低下を認めた。
前院の医師からは、化学療法再開の為には歩行獲得することが
必要と申し送りがあった。自宅退院および治療再開を目指して
歩行獲得を目標に介入し、歩行自立に至ったため報告する。
【症例紹介】
70歳代男性。肺腺癌 (T3N2M1a,stageⅣA)にて前院フォロー中。
独居で発症前ADLは自立、自動車整備の仕事をしていた。X日
にギランバレー症候群と診断。免疫グロブリン大量療法および
ステロイドパルスを施行後、X＋49日に当院入院。肺がんに対
して化学療法中であったがADL改善を優先し治療は中断中。入
院時体重42.3kg、BMI16.3kg/ｍ²。SMI5.2kg/m²。下腿最大周
径 (R/L)23.5cm/22.0cm。HughesのFunctional Grade　Scale4、
modified Erasmus GBS Outcome Score (以下mEGOS)11/12点。
MMT (R/L)は股関節屈曲2/1、膝関節屈曲3/2、伸展2/1、足関
節底屈2/2、背屈1/1。握力 (R/L)11.5kg/14.9kg。ADLは、起
居見守り、移乗全介助、移動車いす全介助。Performance 
Status (以下PS)3。FIM44点 (運動28点、認知16点)。
【経過】
入院初期は、車いすレベルでのＡＤＬ拡大を図るとともに、両
長下肢装具装着下での立位練習を開始し、X＋51日に歩行練習
を開始。主治医・栄養士と連携をし、運動負荷を上げるタイミ
ングで食事のカロリーアップ、栄養補助食品の提供を行い、負
荷量には考慮しながら介入時間以外も自主練習を促した。X＋
91日に病棟で歩行を導入し、X＋105日に押し車歩行自立、X
＋１３５日に杖歩行自立となった。
退院時は体重46.6kg、BMI18.0kg/m²。SMI5.4kg/m²。下腿最
大周径 (R/L)25.0cm/23.0cm。MMT (R/L)は股関節屈曲4/4、
膝関節屈曲4/4、伸展5/4、足関節底屈3/3、背屈2/2。ADLは
入浴以外自立でFIM107点 (運動81点、認知26点)。歩行は、下
垂足が残存し長距離歩行の際には両側オルトップLH+を装着し
て屋内杖歩行、屋外押し車歩行自立となった。PSは2に改善し、
X＋152日に自宅退院。退院後は当院の訪問リハビリテーショ
ンに繋ぎ、最終的には装具なしでの屋外歩行も可能となり、買
い物などの外出もしている。
肺がん治療については、退院後前院の呼吸器内科に受診し、経
過観察中であり、現状化学療法の再開には至っていない。
【考察】
ギランバレー症候群は比較的予後良好な疾患で約6か月～1年で
自然に回復するとされているが、本症例はｍEGOSの入院7日後
スコアが11/12点であり6か月後の歩行不能の確立は約55％と
予測された。その中でも、栄養面にもアプローチをしながら、
入院早期から長下肢装具を使用した立位・歩行練習を実施した
ことが歩行獲得に有効であったと考える。
【倫理的配慮】【倫理的配慮、説明と同意】
本症例発表は当院の倫理委員会の承認 (承認番号第2023‐18
番)を得て、対象者に対し本症例発表の施行ならびに目的を説
明し同意を得た。

 P-051  ポスター9 

中殿筋への機能的電気刺激により歩行能力が改
善した脳卒中後重度片麻痺の1症例
○曽根 健斗

医療法人仁寿会 石川病院 リハビリテーション部

【はじめに】今回は脳卒中後の重度片麻痺患者に対する中殿筋
へのFunctional Electrical Stimulation(以下、FES)により、歩行
能力が向上した1症例を経験したので報告する。
【方法】本症例は右被殻出血を発症した50歳代女性で、発症か
ら2週目で当院の回復期病棟へ転院した。発症2週目から8週目
までは、長下肢装具を装着しての後方介助歩行を中心に介入し
た。
発症8週目の歩行自立度は長下肢装具と4点杖を使用して軽介助
であり、Functional Ambulation Categories (以下、FAC)は2点
であった。股関節の随意運動は僅かであり、下肢Fugl Meyer 
Assessment (以下、FMA)は8点であった。深部感覚は母趾運動
覚のみ軽度鈍麻、表在感覚は軽度鈍麻であり荷重感覚は感じ取
ることができていた。
歩行は、麻痺側立脚期の荷重が不十分で、骨盤の動揺が生じて
いた。麻痺側への荷重を促しながら中殿筋に筋活動を表面筋電
計で計測した結果、中殿筋の筋活動パターンは健常者と相似し
ていたが、麻痺側立脚期に骨盤の動揺が生じていた。このこと
から、本症例の歩行の問題点は中殿筋の筋出力が不足している
と仮説を立てた。
そこで、筋活動にあわせて筋出力を補助するIVES(OG技研社製)
のパワーアシストモードを用いて、麻痺側荷重時に中殿筋への
FESを行い患者の筋収縮を補助しながら歩行練習を2週間行った。
【結果】歩行中の麻痺側への荷重においてFESを使用していな
い時と比較して、歩行中の麻痺側荷重量は増加した。
介入開始から2週間後のFACは３点、下肢FMAは13点と改善し、
麻痺側立脚期の股関節外転角度の減少、立脚期時間の延長を認
めた。
【考察】随意筋活動に合わせた電気刺激は、筋収縮による筋紡
錘等の固有受容器による内的なフィードバックを得ることが出
来る。本症例においても、筋収縮によるフィードバックの量が
増加した結果、麻痺側への荷重感覚が掴みやすくなり、麻痺側
立脚期の荷重が増加したと推測される。
【結論】脳卒中後の重度片麻痺患者において、中殿筋へのFES
を用いた歩行練習が歩行能力を改善させる可能性が示唆された。
【倫理的配慮】発表にあたり、患者の個人情報とプライバシー
の保護に配慮し、口頭と書面で本人に丁寧に説明して同意を得
た。
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 P-052  ポスター9 

ADLが自立している地域在住高齢者の身体機能
の類型化
○石井 禎基 1)，高津佐 智香子 2)，日野 真美 2)，
海部 祐史 3,4)，保西 瞳 2)，西本 寛 5)，田中 慧 5)，
竹鼻 美結 2)，山本 洋之 1)

1) 姫路獨協大学 医療保健学部理学療法学科
2) 兵庫県神河町 健康福祉課
3) 仁寿会石川病院 中播磨圏域リハビリテーション支援セン
ター
4) 仁寿会石川病院 リハビリテーション部
5) 公立神崎総合病院 ケアステーションかんざき

【はじめに】
自治体人口の37.4% (令和3年12月現在)が65歳以上の高齢者で
ある兵庫県神河町で地域社会振興財団の助成による地域づくり
を通した効果的な介護予防の展開プロジェクト (プロジェクト)
を行った．内容は地域での世代間交流，地域の強みや課題を検
討するワークショップ，自主的な社会活動の促進などであった．
また，身体機能および活動量測定，社会的・精神的状態とQOL
を把握するアンケートなどを実施し専門家によるフィードバッ
クを行い参加者に健康維持の動機付けを行った．健康寿命を延
伸するためには出来るだけ要支援に至らせないことが大切であ
るため，本研究ではまず参加者の中で日常生活動作 (ADL)が自
立している高齢者の身体機能の類型化を試みた．

【方法】
プロジェクト参加者の中からADLが自立している65歳以上の高
齢者18名 (72±3歳)の令和4年12月 (1回目)と令和5年1月 (2回
目)に記録した身体機能のデータを用いた．身体機能は5ｍ歩行
時間 (至適歩行，最速歩行)，開眼片脚立位時間 (左右)，握力 (
左右)，5回立ち座り時間の7項目を使用し，それぞれの最大値
を60として算出した．1回目と2回目のデータを独立した36デ
ータとしてクラスター分析 (類似度：平均ユークリッド距離，
クラスター化：グループ平均連結法)を行った．タイプ間の身
体機能データの比較は危険率5%でKruskal-Wallis検定を行った
後，Bonferroniの不等式による修正をして有意水準を危険率
0.5％としMann-WhitneyのU検定で多重比較を行った．統計処
理には統計パッケージソフトSPSS Ver.18 (IBM)を用いた．

【結果】
身体機能は6つのクラスターに分類されたが，内容からタイプ1
「上下肢筋力とバランス能力がともに低いタイプ (8％)」，タ
イプ2「下肢筋力のみ優れているタイプ (17％)」，タイプ3「
上下肢筋力が優れているタイプ (22％)」，タイプ4「上下肢筋
力が優れ，左右どちらかのバランス能力が高いタイプ (25％)」，
タイプ5「身体機能が全体的に優れているタイプ (28％)」に分
けられた．握力はタイプ2-3間，3-4間，3-5間に，片脚立位時
間はタイプ2-4間，2-5間，3-4間，3-5間，4-5間にそれぞれ有
意な差があった．5回立ち座り時間はタイプ1-4間，1-5間に有
意な差はなかったがその傾向が強かった．

【結論】
ADLが自立している高齢者の身体機能は5タイプに分けられた．
検定結果より片脚立位，握力，5回立ち座りの分解能が高かっ
たので，この3項目にTUGを加えることで上下肢筋力および動
的・静的バランスを含む多角的にみた類型化が可能となると考
える．今後，要支援や要介護の住民の身体機能を本研究結果と
比較検討し，要支援に至らせないための対策を考えていきたい．
【倫理的配慮】　対象者には，プロジェクトの趣旨と内容，得
られたデータは研究の目的以外では使用しないこと，および個
人情報の漏洩に注意することについて説明し，理解を得たうえ
で書面にて同意を得た．

 P-053  ポスター9 

自己効力感に影響を及ぼす因子とその相関につ
いて
○齋木 一紘 1)，立石 大樹 1)，黒崎 秀彰 1)，
水野 智仁 2)

1) ひめじ地域支援リハビリ訪問看護ステーション リハビリ
テーション科
2) 姫路獨協大学 医療保健学部

【はじめに、目的】
臨床において、身体機能の向上は非常に重要な事柄であるが、
岩瀬ら (2014)はQOLを総合的に評価し、各種身体機能との関
係について検討したところ、生活満足度、生きがい感、人間関
係に対する満足度との間には有意な相関が認められなかったと
述べている。江本(2000)や田原(2000)らの先行研究においては、
行動を遂行するにあたって自己効力感が強いほど実際にその行
動を遂行出来る傾向にあると述べられており、また、自己効力
感とは“行動に対する自分の能力の予測”とされている。
しかし、利用者が主体的な生活を営むにあたって自己効力感を
高めることが重要であると考えられるが、自己効力感に影響を
及ぼす因子について記した文献は少ない。
そこで、本研究では、自己効力感と内的統制、また、それらと
抑うつや不安感に因果関係があるかを検証し、若干の知見を得
たので報告する。
【方法】
対象は関連施設利用者の高齢者25名、施設職員の健常者15名
の男女 (60±23.3歳)とした。検査項目はGeneral Self-efficacy 
Scale (以下GSES)、Locus of Control (以下LOC)、Geriatric 
depression scale15 (以下GDS15)、痛みの有無や持続期間とし、
それぞれの質問紙を用いて対象者が記入するかたちで調査を行
った。それぞれの結果に対してSpearmanの順位相関係数を用
いてデータ間の関係性を検証した。有意水準は5％未満とした。
なお、本研究はヘルシンキ宣言に基づいて、すべての対象者に
研究の目的を説明し同意を得たうえで実施した。
【結果】
GSESとLOCではρ＝0.409、GSESとGDS15ではρ＝－0.467、
GSESと疼痛持続期間ではρ＝－0.453、LOCとGDS15ではρ＝
－0.265であった。
【結論】
今回、自己効力感と内的統制にはやや正の相関があることが示
された。また先行研究において、田原ら (2000)は高齢者の健
康管理自己効力感とLOCの関係について述べており、同様の結
果を示している。Health locus of control (社会的学習理論に基
づくLocus of Controlの考えを保健行動の領域に適応したもの)
では、内的統制の者は健康を自分自身の努力によって得られる
と信じ、外的統制の者は医療従事者によって得られると信じる
傾向があるとされている。また、質問紙にて疼痛の有無と持続
期間についても調査をおこなっている。うつ傾向と疼痛につい
ては、相互に相関があることが知られており、本研究では、い
ずれも自己効力感とやや負の相関を認めている。内的統制とう
つ傾向については、弱い負の相関を認めた。上倉ら (2018)は
ストレス反応の一部を介して、生きがい感や内的統制に正の間
接効果を及ぼすことが示されたと述べている。このことからも
内的統制がうつ傾向に影響を及ぼすことが示唆された。
【倫理的配慮】本研究はヘルシンキ宣言に基づいて、すべての
対象者に研究の目的を説明し同意を得たうえで実施した。
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 P-054  ポスター9 

維持期脳卒中片麻痺の歩行障害に対する短下肢
装具のフォローアップ：症例報告
○蔵本 匡平

西宮回生病院 リハビリテーション部

【目的】
維持期脳卒中片麻痺の歩行障害に対し、短下肢装具の使用は歩
行を改善する可能性が報告されている。しかしながら、介護保
険領域には装具をフォローアップするシステムは制度上存在し
ないため、医師や義肢装具士が直接的に介護保険の枠組みの中
で動くことは難しい。本報告では、維持期脳卒中片麻痺に対し
短下肢装具のフォローアップを行い、歩行能力が改善したこと
について報告することを目的とする。

【症例紹介】
左脳梗塞により右片麻痺を呈した40代男性。発症から3ヵ月目
に回復期リハビリテーション病院へ転院、6ヵ月目に自宅退院、
8か月目に当院通所リハビリテーション利用開始となった。介
入当初はBrunnstrom Stage (以下BRS)下肢Ⅲ、Stroke 
Impairment Assessment Set-Motor (以下SIAS-M)下肢近位 (股
)2 (膝)1下肢遠位0、5m歩行速度16.2秒、Timed up and go 
test (以下TUG)33.7秒であり、金属支柱短下肢装具を所有して
いたが、重さを理由に使用しておらず、プラスチック短下肢装
具の作成を希望していた。

【経過】
週1回40分理学療法を開始。備品の継手付き短下肢装具を用い
て歩行を評価し、即時的に歩容が改善したことから作成の提案
を行った。発症から9か月目に継手付き短下肢装具が完成した。
日常的に継手付き短下肢装具を装着することによる疼痛や違和
感なく経過し、発症から11か月目にはBRS下肢Ⅳ、SIAS-M下肢
近位 (股)3 (膝)3下肢遠位2、5m歩行速度7.3秒、TUG18.5秒と
なった。

【考察】
維持期脳卒中片麻痺に対して、短下肢装具のフォローアップを
行い、歩行能力が改善した。装具なしで歩行可能な維持期脳卒
中片麻痺の歩行障害に対し、短下肢装具の使用は歩行速度や
TUGを改善する可能性が高いことが報告されており、本症例に
おいても有効であった。また、脳卒中の機能回復メカニズムは
発症から6ヵ月以後もシナプス伝達が効率化されると報告され
ており、装具による適切なアライメントの矯正により、廃用の
改善とシナプス伝達の効率化の相乗効果があった可能性がある。
本症例のように介護保険領域において、装具のフォローアップ
が必要となるケースは存在しており、医師や義肢装具士に繋げ
適切な装具療法が提供できるよう、地域と連携を深めることが
求められると考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、本症例に対し報告の目
的と趣旨、個人情報の取り扱いについて説明し、書面にて同意
を得た。

 P-055  ポスター9 

他施設PTと連携して環境調整を行ったデュシェ
ンヌ型筋ジストロフィーの一例
○井ノ元 宏希 1)，小林 憲人 1,2)

1) 訪問看護ステーションゆめかな リハビリテーション科
2) 神戸大学 大学院保健学研究科

【目的】
訪問リハビリテーション(以下訪問リハ)は、対象者の生活環境
に直接関わり、その質の向上を目指す重要なサービスである。
しかし、関わる専門職間での情報共有や協力体制の構築は、物
理的な距離や時間的な制約により、常に容易なわけではありま
せん。本報告では、進行性筋ジストロフィー児に対し、福祉通
園センターに勤務する理学療法士 (以下PT)と協力しながら、患
者の病態に応じた環境調整を進め、同職種間でも連携を取る重
要性を学んだので報告する。
【症例紹介】
症例は介入時13歳。筋ジストロフィー機能障害度の厚生省分類
StageⅦ、上肢機能StageⅥ、座位バランスはRangらの分類
hand-free～propped。肺活量 1.54㍑、1秒率 90%、PEF 2.76
㍑/sec。
【経過】
2014年(4歳)から月1回福祉通園センターのリハビリに通園。
2023年10月にADL低下と拘縮が進んでいることを心配し、家
人より訪問リハの希望あり介入。11月初旬に福祉通園センター
PTと喀痰方法、車椅子導入についての話を行う。以後、訪問リ
ハで評価を行いながら福祉通園センターPTと話合いを複数回行
い、習い事のピアノや自宅内、学校での姿勢の調整、座位保持
椅子の作成を行なった。また、呼吸機能に関しては意見をまと
め、家人に提案し検査入院を行いカフアシスト、NPPVの導入
に至った。
【考察】
進行性疾患の場合、特に機能面だけでなく本人、ご家族の心理
面を考慮して環境調整を提案していく必要がある。本症例の場
合、福祉通園センターでのリハビリは月1回となっており環境
調整などの話が進みにくい状態であった。一方、訪問リハは週
3回自宅での介入となり、ご家族と話をすることも多く提案が
しやすく細かな評価ができる状況ではあった。しかし、自分自
身、補助具の支給制度や評価方法の経験が乏しく十分な提案が
できなかった。その中で、福祉通園センターのPTと協力して進
めることで身体機能や心理状態に合わせて適宜環境調整を行う
ことができた。小児リハの場合、関わる専門職が少なく、本人、
ご家族ともに不安を持ちながら生活をしている。その中で質の
高いリハビリを提供するにあたって、多職種だけでなく専門性
のある同職種と協力して進められるような環境が重要であるこ
とを学んだ。
【倫理的配慮】本症例、ご家族に対し目的と個人情報の取り扱
いについて十分な説明を行い、同意を得た。
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 P-056  ポスター9 

患者の「歩きたい」という意思を尊重し、チー
ムで介入した脳梗塞患者の一例
○岩坪 拓弥

尼崎だいもつ病院 リハ技術部

【目的】脳梗塞により左片麻痺を呈し、歩行困難となった患者
を担当した。当初は自宅内歩行獲得に向けて介入していたが、
入院期間内での歩行獲得には至らなかった。しかし症例の「歩
きたい」という意思を尊重し、退院後の歩行獲得を見据えた介
入を行い自宅退院した一例について報告する。
【症例紹介】症例は60歳代の男性。アテローム血栓性脳梗塞を
X日に発症し、X＋15日に当院入院。発症前のADLは自立し就
労していた。妻と次男の3人暮らし。入院時のBRSは左上肢Ⅱ
・手指Ⅰ・下肢Ⅱ、左上下肢の表在・深部感覚は中等度鈍麻、
下肢粗大筋力は右5・左２。認知機能はHDS-R29点。起居は軽
介助、端座位は見守り、移乗は中等度介助、移動は車椅子全介
助で歩行は困難であった。
【経過】入院当初から歩行獲得に向けて長下肢装具を装着した
歩行練習を中心に行い、最終的に短下肢装具を装着し杖歩行ま
で可能となったが、方向転換時に不安定性があり軽介助～見守
りは必要であった。入院からの治療経過を考慮すると、退院後
も継続したリハビリテーション治療を受けることで歩行獲得が
できる可能性が高いと判断したが、退院時までには自立歩行の
獲得は難しく家族の見守りも困難であったため、退院時の自宅
内の移動には車椅子を提案することとなった。しかし本氏は歩
行獲得に対する意思が強かったため、まずは本氏の意思をチー
ム内で共有し、次いで退院後もリハビリテーション治療を継続
できること、それによって歩行獲得できる可能性が高まること
を本氏、家族、担当ケアマネジャーへ伝えた。理学療法士とし
て退院後の歩行獲得に向けて、治療用装具および歩行獲得後に
は生活用装具として使用して頂けるよう短下肢装具を作成し、
さらに退院後に自宅でできる自主練習を指導した。また退院前
訪問指導にて段差の解消、手すりの設置、方向転換が少ない動
線になるよう歩行獲得を見据えた環境調整・提案を行った。ケ
アマネジャーとは歩行獲得による移動の自立支援について協議
し、週4回のリハビリテーション特化型のデイケアを導入する
こととなった。X＋140日に自宅退院した。3か月後にケアマネ
ジャーに現状について聴取したところ、現在も歩行獲得に向け
て歩行練習に励んでいると申し送りを受けた。
【考察】入院期間内での歩行獲得には至らなかったが、松永ら
の報告によれば歩行能力の改善に要介護に関わらずリハビリ特
化型デイケアを長期利用することの有効性を示しており、本症
例もデイケアを長期利用することで歩行獲得の可能性が高いと
判断し提案した。入院中から退院後に歩行獲得できるよう介入
したことで、本氏の「歩きたい」という強い意思が退院後も継
続し、歩行練習に励むことに繋がったと考える。また本氏の経
過については今後も引き続きケアマネジャーを通して聴取して
いきたい。
【倫理的配慮】本症例報告は当院の倫理委員会の承認を得て、
対象者及びその家族に対し本症例報告の施行ならびに目的を説
明し同意を得た。

 P-057  ポスター10

骨肉腫患者における術後1年の運動機能とQOLの
関係性に着目した一症例
○池田 陽祐，河村 勇祐，福田 哲也，細川 泰徳

兵庫県立こども病院 リハビリテーション科

【目的】
近年，腫瘍患者に対する理学療法とQOLに関する関係性が重要
視されている．特に，骨肉腫患者では手術と化学療法を併用す
ることで入院が長期化することから，身体機能およびQOLが低
下し長期予後に影響することが報告されている．今回，腫瘍用
人工膝関節置換術 (腫瘍用TKA)を施行された脛骨近位骨肉腫患
者の一例を経験した．この手術は膝伸展機構の再建に伴う機能
喪失が大きく，術後の運動機能・QOLに及ぼす影響は大きいと
される．しかし，腫瘍用TKA後の運動機能及びQOLの経過に関
する具体的な報告は僅かである．そこで今回，腫瘍用TKA後の
運動機能と患肢機能評価 (ISOLS/MSTS)を用いることでQOLと
の関連について調査したため報告する．
【症例紹介】
脛骨近位骨肉腫と診断された15歳男児．左下肢の疼痛を自覚し
他院にて骨肉腫と診断され治療目的で当院入院．術前後化学療
法に加え，広範囲切除＋腫瘍用TKA＋膝蓋腱再建術を施行され
た．切除組織は下腿前区画，外側区画筋であり，腫瘍の浸潤に
伴い腓骨神経麻痺も合併した．理学療法は術前より介入を開始
し，術後1年までの経過を報告する．
【経過】
理学療法評価は定量的なものを中心に実施し，結果は本人と共
有し，改善度のフィードバックを行うと同時にプログラムの選
定を行った．それぞれ術前，術直後に評価し，以降は3ヶ月ご
とに行った．患側膝伸展筋力 (Nm/kg)：1.01→0.00→0.48→
0.55→0.67→0.87，10m歩行テスト (秒)：9.6→測定不可→
12.5→11.3→10.5→9.3，膝関節屈曲可動域 (°)：135→30→
95→115→125→135，理学療法 (PT)介入は術直後より開始し，
可動域練習，膝伸展位での筋力強化，歩行練習は主治医の指示
でそれぞれ開始した．歩行は最終評価時に短下肢装具装着下で
片ロフストランド杖歩行が自立レベルとなった．また，本人か
らは「膝の力が強くなってよかった」「歩けることが嬉しい」
などの発言が聞かれた． ISOLS/MSTSは術前で１４/３０点，
術直後に７/３０点まで低下したものの，以降は運動機能の回
復とともに上昇し，最終的に２１/３０点までとなった．
【考察】
腫瘍用TKA術後患者のQOLは術後運動機能との関連が示されて
いるが，その改善は約2年で鈍化することが明らかとなってい
る．本報告は術後12ヶ月の期間を調査したものであるが，
ISOLS/MSTS値は上昇した．その要因の一つとして運動機能の
改善が挙げられるが，腫瘍用TKA患者の運動機能に関する報告
は少ない．これについて，定量的評価をもとに行ったフィード
バックおよびプログラムの選定をしたことが運動機能に好影響
であると考えた．加えて，評価結果を可視化することで児の意
欲が向上したこともQOL向上の一因となったことが考えられる．
本報告をうけて，術後1年間，機能回復のために理学療法介入
することの有効性が示された．したがって今後，骨肉腫患者の
運動機能とQOLの関係性に注目し介入することが重要と考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、本人に症例報告の趣旨
について説明を行い、同意を得た。
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人工呼吸器挿管中の高度肥満患者に対し，SAT下
に多職種で端坐位練習を進め，抜管に至った一
症例
○芝原 孝治 1)，金城 和美 2)

1) 済生会兵庫県病院 リハビリテーション科
2) 済生会兵庫県病院 呼吸器内科

【目的】
積極的な理学療法にはRASS－2から＋1程度が適当な鎮静深度
と考えられている．今回，高度肥満，気管変形により再挿管や
気管切開が困難な症例を担当した．当院では一般病棟での管理
であり，体動が多く事故抜管リスクが高いため深鎮静で対応し
ていた．そこで，理学療法実施時に医師を含めた多職種でSAT
下に端坐位練習を実施し，抜管，ADL獲得に至ったため以下に
報告する．

【症例紹介】
70歳代男性．身長164.5㎝，体重98.0kg，BMI36.2．病前ADL
は屋内伝い歩き，屋外通院程度の杖歩行自立．両側間質性肺炎，
ARDSで緊急入院し人工呼吸器挿管．第9病日理学療法開始．初
期評価時，人工呼吸器設定：SIMV＋PS，FiO2：0.5，PEEP：
8㎝H2O，PS：13㎝H2O．ミダゾラム7ml/h，プロポフォール
1.5ml/h，フェンタニル3.2ml/h．RASS：－4，BPS：4，四肢
体動強くみられることあり．自発呼吸無し．PaCO2：
54.0mmHg，PaO2：70.5mmHg (P/F比：141)．

【経過】
理学療法開始時，側臥位以上の体位変換では体動増加し，事故
抜管リスクがあった．また，自発呼吸はみられておらず，ウィ
ーニングが進んでいない状態であった．そのため，呼吸ケアチ
ームにて高度肥満による背側の圧迫解除や腹圧の軽減よる換気
量増大，排痰，離床目的にSAT下での端坐位練習の実施を検討
した．第14病日に理学療法実施時に医師，看護師，PTの7名で
SAT下に端坐位練習を実施した．鎮静剤はミダゾラム2ml/hの
みへ減量した．開始時の覚醒はRASS-3と不十分ではあったが，
循環動態の変動や体動に対応しながら安全に5分以上実施する
ことができた．また，多量の痰がみられ，一回換気量も300ml
から500ml程度へ増大した．端坐位終了時にはRASS＋1となり
自発呼吸がみられ，深呼吸にて一回換気量900mlが確認できた．
第15病日には理学療法実施時にCPAP＋PSにて鎮静剤は完全に
OFFとし，RASS0の状態で端坐位10分程度実施した．そして，
第16病日に抜管に至り，第42病日に自宅内杖歩行自立，屋外2
本杖歩行短距離見守りレベルで自宅退院となった．

【考察】
神津 (2015)は，鎮静の中断は離床を有意に進めるとともに，
持続鎮静は介入の開始を遅延させると報告している．また，近
年ではARDSにおいて座位の酸素化改善の有効性も報告されて
いる．今回，理学療法実施時に医師を含めた多職種でSAT下に
端坐位を実施した．一般病棟の場合，安全上，深鎮静で管理さ
れているケースもあるが，多職種で介入することで事故抜管リ
スクが高く介助量が多い場合でも安全に離床できることが確認
できた．また，端坐位実施後の酸素化の改善については未確認
だが，一回換気量増大や自発呼吸について多職種で確認するこ
とにより，速やかなウィーニングにつながり，ADL獲得に至っ
たと考える．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき，口頭と書面にて十分
に説明し，同意を得た．
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人工呼吸器管理中から歩行を含めた早期離床に
よりADLの低下なく、自宅退院に至った１症例
○田中 海斗 １)，田辺 隆也 １)，中井 秀樹 2)

1) 兵庫県立丹波医療センター リハビリテーション部
2) 兵庫県立西宮病院 リハビリテーション部

【目的】
薬剤性間質性肺炎(以下：DIP)は、抗がん剤治療における重篤
な呼吸器合併症として知られている。今回、DIPを発症し、高
度治療室での人工呼吸器管理となった症例を担当した。歩行を
含めた早期離床を安全に実施する事で、ADLの低下なく、自宅
退院に至ったため、治療経過を踏まえて報告する。
【症例紹介】
症例は70代女性、ADLは自立していた。胃癌術後の腹膜播種再
発に対して、化学療法中に発熱があり、当院に入院した。DIP
を発症し、第9病日に呼吸状態の悪化から人工呼吸管理を必要
とした。第11病日より理学療法開始となった。
【経過】
理学療法開始時、意識レベルはGCS E4、VT、M6であり、筆談
で意思疎通可能であった。
人工呼吸器設定はCPAPモード、FiO20.5、PEEP 7cmH2O、PS 
5㎝H2O、RR 20回/min、VT200-250mL、VE 5.0L/minであっ
た。Vital signはBP 106/71mmHg、PR 75bpm、SpO 2100％、
RR 25-27回/minと安定していた。血液ガス検査値はpH 7.443、
PaO2119Torr、PaCO235.7Torr、HCO3

-24.4 mmoｌ/L、P/F比 
238で急性肺障害であった。血液検査は、WBC 8980/μL、
CRP 12.7mg/dL、Hb 8.7g/dL、Alb 1.6g/dL、TP 4.4g/dLで炎
症反応は上昇し貧血、低栄養であった。肺音は両側の腹側下肺
野で水泡音、背側下肺野で呼吸音減弱を認めた。胸式呼吸優位
であり、呼吸補助筋 (主に僧帽筋)の過剰な収縮が顕著であった。
両下肢GMT 4レベル、Borg scale 胸部・下肢ともに12、可動域
制限はなかった。BIは15点であった。
理学療法プログラムはベッド上の呼吸指導、肩甲帯リラクゼー
ション、下肢のストレッチから実施し、徐々に運動負荷を高め
た。練習時間以外でも自主練習表に基づき、病棟Nsと共同で運
動を継続的に実施した。第12病日にCRPのpeak outおよび
Vital signが安定しているのを確認し、多職種と連携して人工呼
吸器管理下で歩行器歩行練習を開始した。歩行開始時は歩行器
を用い、肘から前腕を置くことで上肢の重みを取り除き、肩を
リラックスさせ、呼吸筋への負担を軽減させた。第15病日に人
工呼吸器を離脱し、同日に抜管となった。
最終評価時、BP 106/78mmHg、PR 87bpm、SpO2100％ (室
内気)、RR 16回/min、肺音は両側清明、腹式呼吸となり、努
力性呼吸は消失していた。両下肢GMT 4レベル、Borg scale胸
部・下肢ともに安静時9労作時10であった。BI 100点、独歩可
能となり、第30病日に自宅退院となった。
【考察】
本症例はDIPによる呼吸状態の悪化が生じ人工呼吸器管理が必
要となった。人工呼吸器管理が遷延することで、四肢の筋萎縮
が生じ、ADLの著しい低下が懸念された。人工呼吸器管理中の
下肢ストレッチや自動運動は、血管内皮細胞の改善、筋異化の
抑制、炎症性サイトカインの軽減にも効果があると報告されて
いる。人工呼吸器管理中においても、十分なリスク管理を行い、
多職種で連携し、早期から歩行練習を行った事がADLの低下な
く、自宅退院に繋がる一助になったと考える。
【倫理的配慮】今回の症例報告に際し、本人および家族に規程
の書面を用いて説明し、同意を得た。
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精神的ストレスが自律神経機能にどのような影
響を与えるか
○野田 雄斗 1)，大石 圭悟 2)，永禮 敏江 3)

1) 医療法人仁寿会石川病院 リハビリテーション科
2) 医療法人和幸会 阪奈中央病院 リハビリテーション科
3) 姫路獨協大学 医療保健学部理学療法学科

【はじめに、目的】
運動中に交感神経活動と動脈圧が，運動強度に比例して増加す
るため，心拍数が増加すると言われている．また，ストレス負
荷により，交感神経活動が増加すると，ストレスマーカーが上
昇することも明らかである．
本研究では，精神負荷＝ストレス負荷に対する心拍数の変化と
分泌型免疫ブログリンA (secretory immunogloblin A：以下 
s-IgAとする)の変化及びその両者の関係性を検討する．
【方法】
1．対象
被検者は健常な大学生16名(男性12名，女性4名，平均年齢
21.13歳)とし，ランダムに，課題 (スピーチ課題と暗算課題)を
行わせるストレス群8名，ストレス負荷とならないようなビデ
オ視聴をさせるコントロール群8名の2群に分けた．
2．心拍数の測定とs-IgAの測定
心拍数の測定には，高精度心拍センサーを用いて，実験中常時
装着させ，安静時は5分ごとに記録し，課題遂行中は1分ごとに
記録し，また，s-IgAの測定においては被験者から唾液を採取
し,分析を行った．
2群の比較では独立サンプルによるMann-WhitneyのU検定を，
3回採取したs-IgAの比較では対応サンプルによるWilcoxonの符
号付き順位検定を，心拍数とs-IgAとの相関関係の分析では
Spearmanの相関係数を求めた．
【結果】
1．心拍数の群間比較
ストレス群とコントロール群の心拍数の推移を見たところ，課
題・ビデオ視聴中，ストレス群はコントロール群よりも高い心
拍数を維持するものの (p＜0.05)，終了後には心拍数が低下し，
群間に有意な差が見られなくなった (n.s)．
2．それぞれの群におけるs-IgA値の変化
ストレス群およびコントロール群ともに，課題後のs-IgA 値は
課題前より有意に上昇し (p＜0.05 )，回復期後も高い値を示す
結果となった．
3．心拍数とs-IgA値の関係性
2 回目唾液採取時の心拍数と s-IgA 値の相関関係において，ス
トレス群では，0.75と強い正の相関 (p＜0.10)が，コントロー
ル群では，̶0.86 と強い負の相関 (p＜0.05)と，ストレス群と
コントロール群において，別々の関係性を認めた．
【考察】
ストレス群において，コントロール群よりも課題中は心拍数が
増加し，課題後には心拍数の低下が認められ，すなわち，スト
レス下では交感神経が優位に働くことが示された．
また，ストレス課題によりs-IgA 値が上昇したものの，回復期
後も高いs-IgA 値を示したことについては，急性ストレスに対
する被検者間の反応の差や回復の素早さの違い，回復期の15分
間の安静が精神的ストレスとなり，結果としてs-IgAの値に影
響した可能性を考える．
コントロール群には，ストレス負荷とならないようなビデオ視
聴の課題を与えたはずが，ストレス群と同様のストレス負荷を
与えたと考える．
【結論】
心拍数は，運動強度の重要な指標であるが，精神的ストレスと
いう精神負荷も関係する可能性があることを知っておく必要が
ある．
【倫理的配慮】本研究に際し，実験に参加する対象者に対して
実験目的と内容を書面を用いて説明し，同意を得た上で行った．
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薬物療法を併用することで起立性低血圧の症状
改善に至った糖尿病患者の一症例
○田中 宏弥 1)，森田 裕介 1)，田中 咲弥佳 2)，
竹内 康雄 3)，津川 真美子 3)

1) 明和病院 リハビリテーション部
2) 兵庫県立西宮病院 糖尿病・内分泌内科
3) 明和病院 糖尿病・内分泌内科

【目的】
起立性低血圧は疫学的な報告が多いものの、患者背景の統一は
困難であり、重度になると転倒や失神リスクを高めるため、症
例ごとに原因精査を行い対処する必要がある。今回、離床に難
渋した起立性低血圧を呈する糖尿病患者に対して、薬物療法を
併用した運動療法を行うことにより起立時の症状が改善し、
ADL向上を認めた症例を経験したため報告する。
【症例紹介】
60代男性。1年前から高血糖症状を認めるが治療せず放置して
いた。その後、視力低下も生じ生活困難となったため、当院受
診し糖尿病ケトーシスの診断で入院となった。入院前ADLは半
年前から立位保持困難な状態で屋外は車いす生活であった。入
院後の検査として安静時CVR-R 0.46%、握力15kg、体重支持指
数0.22kgf/kg、四肢骨格筋量指数5.9kg/㎡であった。第4病日
から理学療法を開始した。第5病日にHead-up tilt testを実施し、
安静臥位BP91/62mmHg、HR97bpm、起立時BP51/40mmHg、
HR120bpmでふらつき感があり、立位保持の持続が困難であっ
た。
【経過】
理学療法では急激な体位変換を避けるよう指導し、下肢運動を
促すも症状は改善しなかった。下肢弾性包帯を使用すると症状
の軽減を認めたため、離床時には弾性包帯を装着し、下肢運動
や歩行練習を行った。また、廃用予防のため1日2回理学療法介
入を行い、パンフレットを用いてリハビリ以外の自主練習も促
した。生活指導では就寝時の頭高足低位や水分補給と塩分摂取
の促しを行った。それにより立位保持2分程度可能となり、歩
行器歩行も15m可能となったが起立時の症状は残存していた。
そのため主治医と相談し、第11病日からミドドリン投与となっ
た。第16病日に病棟内で安静度の指示を守らず歩いた際に転倒
し、第1腰椎圧迫骨折となったため、リハビリでは臥位での筋
力トレーニングを継続した。第25病日からコルセット着用下で
離床再開し、徐々に起立時の血圧上昇や症状の軽減を認めた。
第30病日の自宅退院時では血圧が安静臥位116/70mmHg、
HR95bpm、起立時80/63mmHg、HR110bpmでふらつき感は
消失し、100m連続歩行が可能となった。
【考察】
本症例の起立性低血圧はCVR-RとHead-up tilt testより、糖尿病
性自律神経障害による交感神経機能低下が関与していると考え
た。そのため、起立時の静脈還流増加を促すアプローチが必要
であった。リハビリでは高頻度の運動介入による骨格筋機能改
善や圧迫療法による静脈還流増加を促したが症状の改善は十分
でなかった。そのため、血管収縮作用を有するミドドリンとの
併用を行った。その結果、血圧の底上げと起立時の血圧低下が
抑制されふらつき感が消失し、ADL向上に至ったと考える。起
立性低血圧に対して、ADLやQOLの改善につなげるためには、
症例ごとの病態生理に合わせた治療と他職種との連携が必要で
あると考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、本症例には発表の趣
旨を十分に説明し、了承を得た。
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 P-062  ポスター10

肺胞出血後廃用症候群の回復期リハビリテーシ
ョン中、重複障害により運動処方に苦慮した一
例
○村上 稜太 1)，大塚 脩斗 1,2)，上鵜瀬 良樹 1,2)，
沖山 努 1)，服部 修 3)

1) 神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2) 神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション
技術部
3) 神戸リハビリテーション病院 診療部

【目的】
超高齢社会において内部障害の重複障害を呈する患者は増加傾
向にあり、回復期リハビリテーション病院においてもその対応
の必要性が増している。今回肺胞出血後廃用症候群の回復期リ
ハビリテーション中、心房粗動、白血球減少などの重複障害で
運動処方に苦慮しつつ自宅退院に結びつけた一例を経験した。
若干の考察を加え報告する。
【症例紹介】
82歳男性、既往に心筋梗塞および持続性心房粗動を有し、入院
前のADLは自立していた。認知機能は保たれ、市営住宅に妻と
二人暮らしをしている。今回呼吸困難で急性期病院に搬送され、
精査で肺胞出血の診断となり入院となった。出血後器質化肺炎
となりステロイド加療中に疥癬を併発し臥床傾向となり廃用を
呈した。第43病日リハビリ目的に当院へ転院した。
【経過】
初期評価では立ち上がりに軽介助を要し、Functional 
Independence Measure (以下FIM)の運動項目は47点、Berg 
Balance Scale (以下BBS)は38点、6分間歩行距離 (以下6MWD)
は歩行器で195mであった。低強度の有酸素運動およびレジス
タンストレーニングで理学療法介入を行ったが、心房粗動によ
る頻脈傾向が続きレジスタンストレーニング中心にシフトした。
呼吸器症状の安定が見られた為循環動態の改善を目的に、第83
病日に前医へ転院しカテーテルアブレーションを施行した。洞
調律に復帰したが、薬剤性白血球減少による食思不振と倦怠感、
不眠で廃用が進行した。白血球減少が改善した第105病日に当
院へ再入院した。再入院時FIM運動項目47点、BBS 37点、
6MWD 40mと耐久性の著しい低下を認めた。再入院直後は床
上での訓練から再開し、栄養士による栄養介入、精神科による
眠剤調整を行い全身状態が改善傾向となった後、徐々に有酸素
運動、レジスタンストレーニングを再開した。長期療養のスト
レスで帰宅願望が強くなり、退院に向けバランスおよびADL訓
練を優先し、第126病日に家屋訪問を行い、福祉用具と住宅改
修の調整を行った。第135病日に退院前カンファレンスでケア
マネージャーと生活期の介護サービスについて調整を行った。
最終評価でFIM運動項目68点、BBS 49点、6MWD 150mとな
り、第138病日に自宅退院となった。
【考察】
内部障害の重複障害患者の運動療法はFITTの原則に基づいて運
動処方が行われる。本患者は廃用に加えて心房粗動、栄養状態、
不眠などの影響で特に運動強度・種類設定を状態に応じて変化
させる必要があった。上月は高齢の重複障害患者において、リ
ハビリテーションプログラムは患者の状態や環境などを考慮し
た現実的な内容にする必要があるとしている。退院時の耐久性
は転院時に及ばなかったが、ADL訓練や環境設定で生活期リハ
ビリへ繋げることを優先し、自宅退院へ結びつけた。
【倫理的配慮】本症例に対して、ヘルシンキ宣言に基づき、書
面を用いて症例報告について説明し、同意および署名を頂いた。
また、発表に際しては匿名性への配慮を行った。

 P-063  ポスター10

当院地域包括ケア病棟入棟患者におけるBMIと
入院関連機能障害の関連について
○濱田 真弓，冨田 一馬

医療法人社団朋優会　三木山陽病院 リハビリテーション科

【はじめに、目的】
入院関連機能障害 (Hospitalization-associated disability:HAD)と
は、入院中の低活動を原因として発生する機能障害の総称であ
り、入院前と退院時を比較し、ADL能力の低下がみられる場合
をいう。HAD発生因子は様々報告されており、退院時BMIと
ADL能力には関連があることも報告されている。当院地域包括
ケア病棟退棟時に低BMIを呈する患者は多く存在し、ADLが十
分回復しないまま退棟してしまった患者もみられる。本研究の
目的は当院地域包括ケア病棟入棟患者におけるBMIとHAD発生
との関連を調査すること、BMI以外にHAD発生に影響を与える
要因があるのかを調査し、HAD予防につながる知見を収集する
こととした。
【方法】
対象は2023年4月1日から2023年12月31日の間に当院地域包
括ケア病棟から退棟した70歳以上の患者で、リハビリテーショ
ンを処方された患者のうち、除外基準 (入院前Barthel Index 
(BI) 0点、急性発症した脳血管疾患や運動器疾患、がん疾患、
入棟期間１週間未満、転院や死亡による退棟)に該当、若しく
はデータ欠損のある者を除いた患者を解析対象とした。基本情
報として年齢、性別、退棟時BMI、入院時BI、入棟時BI、退棟
時BI、リハビリテーション開始から入棟までの日数、在棟日数、
医学的情報として疾患名、入院時アルブミン値・CRP値、を後
方視的にカルテより調査した。統計解析は、BMIとHADとの関
連については、退棟時BMIが20kg/m2未満を低BMI群、その他
を正常BMI群の2群に分類し、カイ２乗検定を用いて検討した。
またHAD発生に影響を与える要因については、退棟時にHADを
発生しなかった群を非HAD群、発生した群をHAD群として各項
目について差があるか群間比較を行った。統計学的有意水準は
p=0.05 とした。
【結果】
対象者の総数は416名で解析対象となったのは113名 (平均年
齢85.0歳、男性53名、女性60名)であった。そのうち低BMI群
は63名 (56％)、正常BMI群は50名 (44％)であった。HAD発生
は低BMI群で34名 (54％)、正常BMI群で29名 (58％)とBMIに
よる有意差は認められなかった (P=0.81)。非HAD群とHAD群
との群間比較では年齢、性別、退棟時BMI、入院時アルブミン、
入院時CRP、リハビリテーション開始から入棟までの日数、在
棟日数、入院前BIには有意差は認められなかったが、入棟時BI 
(55.60±30.83vs.41.11±30.33 p＜0.05)と退棟時BI(70.90±
33.07 vs.51.98±32.01 p＜0.01)には有意差を認めた。
【結論】
今回の結果から当院地域包括ケア病棟退棟時のHAD発生はBMI
よりも入棟時BIと関連が高い可能性が示唆された。HAD発生予
防には、急性期からの十分なリハビリテーション介入による
ADL低下防止が必要である。
【倫理的配慮】本研究は三木山陽病院倫理委員会の承認を得て、
ヘルシンキ宣言に基づき実施した。
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左ACL再々建術後にバスケットボールへの競技
復帰を目指した症例
○長井 誠哉

西川整形外科リハビリクリニック リハビリテーション科

【はじめに、目的】
左ACL再々建術後にバスケットボールへの競技復帰を目指した
症例に対する治療を経験したため以下に報告する。
【方法】

【結果】

【考察】
本症例は再々建術後であり一般的なプロトコルよりも遅れてい
るため、最終評価時点で競技動作練習の開始に至らなかった。
史野らはACL術後の競技復帰には膝関節周囲筋の健患比90%以
上が必要と述べている。また、術後1年時の復帰群と非復帰群
における復帰率と筋力を調査した統計では、復帰群が膝関節伸
筋、屈筋ともに健患比90%以上を示し、特に非復帰群の膝伸筋
に左右差があると報告している。膝関節等尺性筋力評価や各動
作評価の結果、筋力向上はみられたが、ジャンプ動作での動作
不良は残存した。今井らは、膝の靭帯には感覚受容器が豊富に
存在するため、損傷に伴い関節の位置情報に関する障害が起こ
ると述べている。また、鈴木らはACL再建術後のスポーツ復帰
に際しての筋機能評価としては、筋力と動作の切り替え時の反
応速度などの神経筋機能を分けて評価する必要があると述べて
いる。本症例において、筋力の向上を認めたものの動作不良の
修正には至らず、膝関節の動揺が残存した。その原因として神
経筋機能に着目した介入が十分に行えていなかったことが要因
の一つと考える。
【結論】
下肢筋力増強運動や動作練習により動作不良の改善がみられた。
再々建術後で動作時の恐怖感や不安感を認める症例に対しては、
神経筋機能や心理面へのアプローチをより重点的に行う必要が
あると再認識した。
【倫理的配慮】症例には本発表の趣旨を十分に説明し同意を得
た。

 P-065  ポスター11

腰椎固定術後の走行時腰痛に対し、体幹トレー
ニングにより改善した1症例
○長野 波留

大室整形外科脊椎・関節クリニック リハビリテーション部

[目的]
腰椎椎間板症に対するExtreme Lateral Interbody 
Fusion+Pedicle Screw Fixation(以下、腰椎固定術)後、走行時に
腰痛が出現した症例に対しコアスタビリティの改善に着目した
理学療法を行い、術後5か月で約10㎞の走行が痛みなく可能と
なった症例を担当したため報告する。
[症例紹介]
症例は60代女性であり、腰痛により走行困難であった為、腰椎
固定術を施行された。HOPEは「フルマラソンを完走する」、
NEEDは「10kmを腰痛なく走りきる」とした。術前の下肢可動
域・筋力に著明な低下はみられなかった。
[経過]
術後早期は術後合併症により、左腸腰筋・左大腿四頭筋は
manual muscle test(以下MMT)2まで低下し膝折れが出現した
が、術後2日目で歩行器歩行は獲得、その後松葉杖歩行を獲得
し、術後6日目に退院となった。退院時MMTは左腸腰筋2、左
大腿四頭筋4であり、術後2か月で左腸腰筋・大腿四頭筋とも5
まで回復した。退院後は外来で理学療法を実施した。退院後2
週間で独歩獲得したが、「脚を見ないと膝が抜けそうで怖い」
との不安感の訴えがあり、この不安感をVisual　Analog Scale(
以下VAS)で評価した結果、術後2週間時点ではVAS:35㎜、術後
3か月でVAS:0mmとなった。術後3か月で医師から走行開始の
許可があり段階的に開始した。cageや隣接椎間へのストレスを
避けるため、過度に腰椎前後弯が起こらないよう指導した。走
行開始当初は5km程度で右腰部に痛みが出現した(VAS:50mm)。
また距離延長に伴い、左大腿前面の疲労感も出現した
(VAS:40㎜)が、術後5か月間介入し腰痛や左大腿前面の疲労感
はなく10kmの走行が可能となった。
[考察]
独歩での膝折れに対する不安感は、合併症による位置覚鈍麻の
残存や術後早期に生じた膝折れへの恐怖心が残存していたこと
が原因と考えた。これはステップ練習等の反復により、術後1
か月で改善した。走行時腰痛は、画像上多裂筋の脂肪変性が生
じていたことや走行距離の延長に伴う腰椎前弯増強により、浅
層筋群への依存度が高まり、過剰な筋活動が要求された結果痛
みが出現したと考える。多裂筋の脂肪変性に対しては、
Back-Bridgeを実施し、コアスタビリティの改善には、腹筋や
背筋の共同収縮が得られやすいＨand-Kneeを実施した。また動
的な体幹安定性のトレーニングとしてジャンプスクワットも実
施した。トレーニング開始早期にはＨand-Kneeやジャンプスク
ワットの際に体幹動揺が強かったが、3週間の継続で体幹動揺
は改善し、ランニング時痛は消失した。画像上、多裂筋の脂肪
変性に著明な変化を得ることはできなかったが、Ｈand-Kneeや
ジャンプスクワット時の体幹動揺が改善したことから、コアス
タビリティによる体幹の安定性が向上し、浅層筋群への負荷が
軽減したため、痛みが消失したと考える。歩行距離の増加に伴
う左大腿前面の疲労感は、大腿四頭筋の遠心性収縮に対するア
プローチとして、スプリットスクワットなどを継続し、術後5
か月で症状は改善した。
【倫理的配慮】[倫理的配慮]
ヘルシンキ宣言に基づき、症例に同意を得た。
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右人工骨頭置換術後の歩容に着目し介入した症
例
○林 史織

社会医療法人　三栄会　ツカザキ病院 リハビリテーション
科

【目的】今回右大腿骨頸部骨折後、人工骨頭置換術(以下BHA)
を施行した症例を担当する機会を得たためここに報告する。

【症例紹介】70代女性。転倒し右大腿骨頸部骨折(Garden分類
Ⅳ)受傷。翌日にBHA(後方進入)を施行。術後25日で自宅退院。
その後は当院外来継続となった。病前ADL自立、屋内外独歩自
立。Hopeは自治会の仕事復帰。Needは安定した長距離歩行
(1km)の獲得。

【経過】
初期評価 (術後12日)MMT：股関節伸展2、外転2。ROM：股関
節伸展5°、内転0°。Tomas test：陽性、Ober test：陽性。触
診：創部周囲の熱感・腫脹、大腿筋膜張筋の過緊張。10m歩行
(杖)：11.00秒(20歩)。歩容：Duchenne(以下DC)徴候、
Trendelenburg(以下TD)徴候、右立脚後期(以下TSt)での股関節
伸展不足がみられた。
最終評価 (術後39日)MMT：股関節伸展4、外転4。ROM：股関
節伸展10°、内転5°。Tomas test：陽性、Ober test：陰性。
触診：創部周囲の熱感・腫脹は軽減、大腿筋膜張筋の過緊張も
改善。10m歩行(独歩)：9.87秒(21歩)、TUG：9.13秒、6分間
歩行：367.5m、片脚立位：健側 30秒、患側2秒。歩容：DC徴
候は軽減、右TStでの股関節伸展不足、TD徴候は残存していた。

【考察】本症例は、自治会の仕事復帰を希望され、退院後に高
い活動性が求められる。自治会でチラシ配りを行うため、約
1kmの長距離歩行獲得が必要となる。初期評価では、歩行の不
安定性が認められ、歩行耐久性も低下していた。そのため、術
後早期から歩容に着目し介入することで、歩行の安定性・耐久
性の向上を図り、長距離歩行の獲得を目指した。
初期評価の結果に対し介入を行った結果、股関節内転可動域の
改善によりDC徴候は軽減した。体幹の側方動揺が減少したこ
とで、TUGが改善し歩行効率の向上がみられた。しかし、股関
節外転筋力や股関節伸展可動域には改善がみられたが、TD徴
候や右TStでの股関節伸展不足は残存し、患側片脚立位は2秒と
支持性低下がみられた。谷埜らは「股関節外旋筋群は臼蓋に対
して大腿骨頭を求心位に保持する」と述べており、股関節外旋
筋群は股関節の安定性に関与する。本症例は後方進入のため、
手術侵襲により股関節外旋筋群の筋力低下が起こり、股関節の
安定性が低下していると考えられる。そのため、荷重位での股
関節外転筋の筋力発揮が十分に行えず、患側の支持性が低下し
ていると考えた。よって、股関節外旋筋群に対して筋力強化を
行い、患側の支持性向上を図ることが今後の課題であると考え
た。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、目的と個人情報の取
り扱いについて本人より同意を得た。
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フラットバック姿勢を呈する膝前十字靭帯再建
術後患者への術後理学療法介入のひと工夫
○藤川 興太

医療法人社団　西宮回生病院 リハビリテーション部

【目的】
前十字靭帯再建術 (以下ACLR)後の膝の前部痛や不安定感の要
因として，膝関節の機能障害，神経筋コントロールの不良に加
え，静的・動的なアライメント不良などに起因する運動学的連
鎖不良が挙げられると報告されている.今回，荷重訓練開始時に
後方重心が問題となったフラットバック姿勢を呈するACLR後
患者の治療を経験する機会を得たため報告する.
【症例紹介】
20代前半男性.Y-3カ月にテニスの試合中に後方反転し非接触受
傷.右ACL損傷と診断され，その後Y-1カ月まで保存療法で競技
継続しX年Y月Z日に右ACLRを施行. Y+6カ月よりパイロット就
業訓練開始予定.既往歴：右腰椎疲労骨折，右オスグッドシュラ
ッター病(OSD)，両側足関節内反捻挫(AS).主訴：右脚で着地し
たり蹴ったりするときに気を遣うのが嫌.　hope：不自由なく
仕事・スポーツがしたい.　Need：競技復帰に必要な膝関節可
動域・筋力の獲得と再受傷予防に必要な全身協調性の獲得.
【経過】
術前評価より，本症例はフラットバック姿勢Kendall(1993)で
あり，後方重心が助長されることが推察された.また，右足関節
背屈時の中足部回外偏位が見られ，上行性運動連鎖が破綻して
いる可能性が推察された.術後早期は炎症・膝関節伸展可動域制
限・筋発揮不良に対して介入していたが，経過良好であったた
め荷重訓練開始前からこの問題に対しての治療も並行して介入
した. 治療プログラムでRICE処置，筋収縮弛緩の反復，有酸素
運動，膝蓋骨可動域訓練，軟部組織モビライゼーション，表層
組織滑走操作，自主訓練指導，距骨後方滑り誘導，前足部荷重
練習，カーフレイズを実施した.最終評価 (Z+22日)ではNRS：
右膝関節前面0～1，右大腿外側：1～3. ROM：右膝関節屈曲
120°伸展0°MMT：右足関節底屈4.HHD：0.8cm.となり，右
足関節背屈時の中足部回外偏位改善や右片脚立位時の後方重心
改善が見られた.
【考察】
本症例は複数回ASの既往があり，足部外側靭帯の緩みによるア
ライメント不良が生じていると考えた.これにより背屈時に中足
部が回外偏位し，足部外側荷重，脛骨外旋，大腿骨外旋，骨盤
後傾といった上行性の運動連鎖が生じる.その結果，後方重心と
なり，フラットバック姿勢を呈しOSDや今回のACL損傷に至っ
たのではないかと考えた.また，後方重心は内的な膝関節伸展モ
ーメント増大による膝関節への前方剪断力を高め，グラフトへ
の過ストレスや膝関節前面痛の原因になると考えた.これらに着
目し介入した結果，後方重心が改善し，スクワット時の膝前面
痛を訴えることなく，殿筋群や大腿四頭筋などの協調的な筋活
動が得られた．これにより，全荷重開始早期より正常歩行や階
段昇降動作獲得に至ったと考えられる.
【倫理的配慮】対象者・家族に，本症例報告の目的と個人情報
取り扱いについて説明し，同意を得た.
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TKA術後患者の非術側の高度膝OAによる疼痛に
対してアプローチを行った理学療法経験
○井口 遼太

社会福祉法人恩賜財団済生会兵庫県病院 リハビリテーショ
ン科

【目的】
今回、左TKA術後の患者を担当した。術前より両側ともに高度
変形性膝関節症 (以降膝OA)であり、疼痛が強くADLの制限因子
となっていた。そこでTKA術後の理学療法に加えて、非術側の
膝関節筋力、可動域、疼痛に対して早期からのアプローチを行
い退院時には疼痛の改善に至った。今回はそのリハビリ経験を
報告する。

【症例紹介】
両側膝OAを呈した80代女性。15年前より両膝痛あり、近年左
膝痛増強し左TKA施行。両膝K-L分類Grade4、FTA右190°、左
188°。入院前は屋内では杖と伝い歩行自立、屋外は杖と台車
併用し歩行自立 (50m程度)。
術後3日目の評価ではROM (右/左)：膝屈曲110°/70°P、膝伸
展－30°P/－30°P。MMT (右/左)：膝伸展3P/3P。疼痛 (NRS)
：荷重時に右膝関節内側裂隙に7、左膝内側に術部痛10、歩行
器立位では荷重時痛著明で足踏み不可であった。

【経過】
介入初期では両側の膝関節痛により起座動作にも介助認め、起
き上がり後は起立性低血圧もあり積極的な離床が困難であった。
その為、初期よりベッド上でも行えるTKA術後理学療法に加え
非術側へのROMexや筋力増強訓練も積極的に行った。
術後6日目からは非術側膝OAに対して支柱付きの膝装具を用い
た。術後8日目で歩行器歩行練習、術後16日目からは杖歩行練
習を開始した。しかし、まだ両膝関節NRS3程度の痛みがあり
歩行距離が短かった (10m程度)。そこで、次のアプローチとし
て片杖ではなく押し車、2本杖練習に切り替え歩行距離獲得を
目指した。最終的には術側支持性向上し左杖歩行が可能となり
非術側を保護でき、術後31日目に自宅退院となった。
術後29日目の評価ではROM (右/左)：膝屈曲120°/110°、膝
伸展－15°/－10°。疼痛 (NRS)：荷重時 (右/左)0/1。MMT (
右/左)：膝伸展4/4。歩行：屋内は左杖歩行自立。屋外は2本杖
と押し車歩行短距離自立 (120ｍ程度)。屋内短距離なら非術側
装具なしで疼痛なく歩行可能であった。

【考察】
今回、非術側の疼痛にも着目しTKA術後の理学療法だけでなく
非術側に対する筋再教育、ROMexを介入初期より積極的に実
施した。伊藤らは「片側性人工膝関節患者において、非術側の
膝関節筋力や関節可動域は、術後の運動機能や生活動作能力を
改善させるうえで重要な要因となる．」と述べている。結果、
早期からの非術側に対する積極的な介入により非術側の疼痛改
善に繋がりADL、運動機能面の改善に至ったと考えた。
また、非術側の痛みが大幅に軽減した理由の一つに装具療法が
あると考えた。岡本らも「膝OAに対する軟性膝装具について
はLateral thrustを軽減させ、その軽減に伴い疼痛が軽減する」
と述べている。本症例は装具の着用によって非術側荷重時の
Lateral thrust量、速度を抑制することで非術側の荷重時痛軽減
に繋がったと考える。そして、最終的には術側支持性向上し、
非術側への荷重量が減少したことで、装具なしでも短距離は疼
痛なく歩行が可能になったと考えた。
【倫理的配慮】今回発表を行うにあたってヘルシンキ宣言に則
り患者に説明し同意を得た。
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ゴルフ選手の肘外側上顆炎に対するエコーを用
いた評価・治療
○大川 翔暉 1)，北山 聡一郎 2)

1) 芦屋整形外科スポーツクリニック リハビリテーション科
2) 芦屋整形外科スポーツクリニック 整形外科

【はじめに・目的】
今回, ゴルフプレー中に肘外側部痛を呈した症例に対し, 超音波
画像診断装置 (以下US)を用いて評価及び治療を行い, 疼痛が改
善した症例を経験したため, ここに報告する.
【症例紹介】
左外側上顆炎と診断された50歳代男性. ゴルフクラブを重いも
のに変更してから肘外側部痛が出現. 疼痛出現後14日後に当院
を受診し, 左外側上顆炎と診断され, リハビリを開始した.
【理学療法評価】
疼痛は, 手関節背屈時に左肘外側部に認めた. 圧痛は, 外側上顆, 
総指伸筋(以下EDC), 短橈側手根伸筋(以下ECRB), 橈骨神経深枝
に認めた. 関節可動域(右/左, 単位；°)は, 肘関節屈曲135/135, 
伸展0/0, 手関節掌屈 70/60p, 前腕回内 90/80, 前腕回外90/90
であった. 筋力(右/左)は, 肩関節外転5/5, 外旋5/5, 肘関節屈曲
5/5, 伸展5/5, 手関節掌屈5/5, 背屈5/5pであった. 整形外科的
テストは, Thomsen Test, 中指伸展Test, 橈骨神経伸張Test, 
CAT, HFTが陽性であった. US評価において, 左外側上顆にドプ
ラ反応を認めた. 腕橈関節滑膜ヒダにドプラ反応は認めなかっ
た. 自動背屈運動時のECRB移動量は, 最小値2.4mm, 最大値
4.4mmであった.
【治療および経過】
USガイド下で, EDC-ECRB間のリリースとECRBのリラクセーシ
ョン, 橈骨神経のスライダー療法, 超音波治療, 体外衝撃波治療
を実施した. リハビリ開始3週において, 背屈時痛は消失した. 関
節可動域と筋力において, 左右差と疼痛は消失した. 整形外科的
テストは, Thomsen Test, 中指伸展Test, 橈骨神経伸張Testが陰
性化した. US評価では, 左外側上顆のドプラ反応が消失し, 自動
背屈運動時ECRBの移動量は最大値が0.7mm増加した.
【考察】
本症例の肘外側部痛は, ECRB収縮時の移動量の低下と橈骨神経
深枝の圧痛が認められたことから, ECRBの動態の低下に伴う
ECRB-回外筋間の橈骨神経深枝への機械的ストレスが要因であ
ると示唆された. ECRBは他筋と比較し, 起始の範囲が狭いため, 
筋動態が低下すると, 外側上顆への局所的な牽引ストレスが集
中し, 肘外側部痛が出現すると考えられる. そのため, ECRBの筋
動態の改善と, 橈骨神経深枝の滑走改善を目的に, EDC-ECRB間
のリリースとECRBのリラクセーション, 橈骨神経のスライダー
療法を実施した. また, 組織の修復促進を目的に, 超音波治療と
体外衝撃波治療を実施した. その結果, ECRBの動態改善に加え, 
ECRB-回外筋間の橈骨神経深枝の機械的ストレスが軽減し, 肘外
側部痛の消失に至ったと考えられる.
【倫理的配慮】対象者には発表目的と個人情報取り扱いについ
て十分な説明を行い, 同意を得た。
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個別筋へのアプローチにより免荷後の跛行を最
小限に留め早期に独歩可能となった一症例
○大津 麻友

尼崎医療生協病院 リハビリテーション科

【目的】
左腓骨近位端骨折、左脛骨骨幹部骨折を受傷した症例に対して
免荷後の跛行を最小限に留めることを目標に介入し免荷終了後
早期に独歩可能となった症例についてここに報告する。

【症例紹介】
70歳代男性、体重60kg。令和X年Y月Z日に自宅で転倒し受傷。
Z＋8日に左脛骨骨幹部骨折に対しORIF施行。荷重指示：Z＋36
日1/3荷重、Z+50日2/3荷重、Z+64日全荷重開始。受傷前ADL:
全自立。長男と同居で家事は自身で行っていた。Hope:自分の
ことは自分でしたい。介護保険:要介護1。
初期評価Z+36日：MMT (右/左):股関節外転3/3、足関節底屈
3/2、足部外がえし2/2、ROM-T (右/左):膝関節伸展-5°/-10°、
左下肢荷重量:安静立位15kg最大20kg、本症例は家事動作が必
要であり、歩行安定性獲得が必要と考え、免荷後の跛行を最小
限にすることを目標とした。MMTでは左足関節底屈、左足部
外がえしの筋力低下を呈しているため左MSt～TStでの下腿前傾
制動が困難となり、安定性が低下すると予測した。また、骨盤
左側方移動の際に骨盤右後方回旋、体幹右側屈して左下肢への
荷重を避けるような動作が見られた。この動作が定着すると左
MStで骨盤左側方移動が困難となると予測した。MMTでは左股
関節外転筋力が低下しており中殿筋の筋力低下が原因となって
いると考えた。以上より下腿三頭筋、長短腓骨筋、中殿筋の筋
力向上が必要と考えた。

【経過】
上記3つの筋の筋力運動と左LR～MStのステップ練習を実施し
た。1/3荷重では荷重量の調節が困難となっていたため2/3荷
重開始から馬蹄型歩行器で歩行練習を開始した。左MStで骨盤
右後方回旋･右下制しており、早急な踵離地がみられることに
より左TStが短縮し安定性が低下していた。2/3荷重以降は左
MSt～TSｔのステップ練習を実施し下腿三頭筋の筋力運動は立
位で両側カーフレイズを実施した。
最終評価Z+64日： MMT (右/左):股関節外転4/4、足関節底屈
3/3、足部外がえし3/3、左下肢荷重量:安静立位25kg最大55kg、
立位姿勢:両股関節軽度屈曲外旋位、骨盤右後方回旋位、体幹右
側屈軽減。両膝関節屈曲位。馬蹄型歩行器歩行：左MStで骨盤
右後方回旋･右下制の軽減。早急な左踵離地が改善し左TStが
延長した。独歩:左股関節外転位での歩行。左MStの骨盤右後方
回旋･右下制、左TStで早急な踵離地がみられた。

【考察】
最終評価時の馬蹄型歩行器歩行では早急な左踵離地が改善し左
TStが延長し、左MStで骨盤右後方回旋･右下制の軽減がみられ
安定性が向上した。宮田らの研究では歩行に類似した課題特異
的な筋力トレーニングが有効であることを示している。このこ
とから今回行った左MSt～TStのステップ練習が左TStの早急な
踵離地の改善につながったと考えた。全荷重開始から1週間で
自宅内独歩自立レベルとなったが跛行は残存した。今回の反省
点として左股関節と足関節の運動に対して関連性を持った評価
が必要であったと考えた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき口頭で説明し同意を得
た。
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膝関節内骨折後、阻害因子が多く、早期からの
歩行練習に難渋した症例
○佐野 遥圭

本山リハビリテーション病院 リハビリテーション科

【はじめに】
今回,右膝関節内骨折を受傷し,骨接合術(以下ORIF)を施行した
症例を担当した.免荷を守る意識が低く,2/3荷重開始まで歩行練
習が行えなかった症例に対し治療を行った.
【症例紹介】
X年Y月Z日に自宅の階段から転落し,右膝関節内骨折を受傷した
80歳代の女性である.性格はこだわりが強く,楽観的であった.併
存疾患に胸・腹部大動脈瘤,閉塞性動脈硬化症(ASO),高血圧症が
ある.Z+9日ORIFを施行し,Z+37日当院入院.術後6週完全免荷で
,2週毎に1/3,1/2,2/3,Z+94日で全荷重であった.
【入院前生活】
2階建て一軒家で独居.ADLは自立しており独歩で移動していた.
【初期評価(Z+38日)】
血圧:(安静時)134/84,(運動時)174/119,疼痛検査(以下NRS):左
第5趾足底の潰瘍に10/10.徒手筋力テスト(以下MMT):右股関節
外転,膝関節伸展,足関節底屈･背屈2,その他右下肢筋3.左足関節
底屈2,その他左下肢筋3-4,
【理学療法及び経過】
免荷期間中は筋力増強訓練を中心に実施した.1/3荷重から荷重
練習を開始したが過荷重になりやすく,積極的な立位やステップ
練習が行えなかった.40/60kgは超過しなかったため,歩行練習
は2/3荷重より開始した.
【最終評価(Z+120日)】
血圧:(安静時)135/93(運動時)158/109.疼痛検査:消失.MMT:右
股関節外転,膝関節伸展,足関節底屈3･背屈4,その他右下肢筋3,
左足関節底屈3,その他左下肢筋4-5.
【考察】
本症例は一般的な荷重スケジュールに比べ,全荷重開始までの期
間が長かった.早期から歩行練習を行いたかったが,上肢のpush 
upが上手く使用できなかった上に,併存疾患による血圧上昇を
認めやすく,かつ免荷を守る意識が低く,楽観的な性格もあって
実施が難しかった.さらに患肢の荷重時痛がなかったことから過
荷重となりやすく,積極的な荷重練習を行えない要因となった.
そのため,病棟での移動は車椅子で,離床機会も少なく廃用がさ
らに進んでいた.また,健側足底の潰瘍による疼痛の影響から,立
位での運動拒否もあり,意欲低下が進んでいた.これらのことを
踏まえ主治医に荷重スケジュールの短縮を打診したが,本症例は
ASOを併存しており,骨癒合の遅延が考えられ,許可が下りなか
った.そこで意識･意欲の低下に対し,再骨折のリスクや,リハビ
リの結果,現状の課題を共有し,モチベーションが低下しないよ
うポジティブな声掛けや,些細な変化にも言葉で伝えるよう努め
た.2/3荷重までは筋力増強訓練等のベースアップに努め,2/3荷
重から歩行練習を開始した.筋力増強訓練では,息こらえをする
ような運動は控え,低負荷･高頻度で実施した.また,潰瘍による
疼痛に対してはマットでの免荷や,内側接地を促しCKCでの筋力
増強を行った.歩行練習開始後からは,リハビリ意欲の向上に加
え,下肢筋力の向上も得られやすく,身体機能面の向上を認めた.
歩行機会を増やすために病棟での歩行練習も取り入れた.これら
の結果,全荷重開始後からは杖歩行で移動可能となり,最終的に
は屋内独歩,屋外歩行器歩行を獲得した.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に従い,内容について説明し同意
を得た.
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 P-072  ポスター12

膝折れに対し動的関節制動訓練を用い早期改善
した一症例
○高尾 貫人

田中病院 リハビリテーション科

【目的】脛骨外側高原骨折は、関節内骨折であるため完全伸展
は難しく、そのため膝関節屈曲位での初期接地が行われ、有痛
性歩行が起こりうる。本症例では、全荷重初期より膝折れを認
め、歩行安定性の低下が生じた。Needの杖歩行自立を獲得す
るためには、早期の膝折れ動作消失が必要である。膝折れに対
し、動的関節制動訓練を用いたバランス練習を行い、膝折れ動
作改善に及ぼす影響について検討する。
【症例紹介】70代女性、身長157㎝、体重76.3㎏、BMI30.95。
X月Y日、独歩にて屋外歩行中車と接触し、右膝関節外側を路
面に強打され、左第4.5肋骨骨折、右脛骨外側高原骨折を同時
受傷する。Hohl分類タイプⅡ。Y日入院となり、Y日+5日後、
骨折観血的手術にて右膝関節面より約5.0mm遠位にスクリュー
2本を脛骨外側より挿入している。また、肋骨骨折に対しては
バストバンド固定となっている。術後翌日より右下肢完全免荷、
3週後1/3荷重、4週後1/2荷重、5週後全荷重実施する。
【経過】Y日+１日より理学療法開始する。術後翌日にて、右膝
関節屈曲125°、右膝関節伸展－10°、右膝関節位置覚3/5で
ある。術後～2週目よりRICE処置、パテラセッティング、SLR
挙上、膝関節屈曲伸展可動域訓練、カフパンピング指導を行う。
術後2～4週目 (部分荷重)より、スクワット運動、立位バランス
訓練、ステップ訓練を用いた部分荷重練習を実施する。術後5
週目 (全荷重)にて、右膝関節屈曲145°、右膝関節伸展-10°、
右膝関節位置覚3/5、右大腿四頭筋MMT3、10ｍ歩行8.05秒で
ある。動作観察にて、右膝関節軽度屈曲位で右初期接地が生じ、
右立脚中期移行時に軽度膝折れが生じる。膝折れに対し、大腿
四頭筋筋力低下、膝関節位置覚、膝関節伸展可動域制限に着目
し、膝関節最大伸展位で膝関節を随意的にコントロール出来る
様に、動的関節制動訓練を実施した。アプローチ直後、T字杖
歩行における膝折れの早期消失が見られた。
【考察】本症例は歩行観察にて、右立脚初期から右立脚中期に
かけて膝折れを認めた。内側広筋優位の強化法について笠原ら
は、股関節内転筋を大腿四頭筋と同時に収縮させることにより、
膝関節に外反ストレスが加わり膝関節の内側側副靭帯が伸長さ
れ、靭帯内の固有受容器反応によって内側広筋の筋活動が促進
されると述べている。本症例に対し、上記の効果を期待して、
股関節内転運動を含めた、大腿四頭筋筋力訓練をCKC運動にて
実施した。さらに、即時効果を認めた動的関節制動訓練を実施
した。結果として膝折れや動的バランス能力が改善し、Need
の杖歩行自立獲得へと繋がった。新井らは、１回のバランス練
習での短期介入効果について、実施直後の直接効果に加えて他
のバランス評価指数を改善させる波及効果が示されたと述べて
いる。膝折れに対して随意的な動的関節制動訓練を行うことは、
有用な方法であることが示唆された。
【倫理的配慮】ヘンシンキ宣言に基づき、本発表の主旨を書面
で説明し本人に同意を得た。

 P-073  ポスター12

体幹にアプローチすることで歩行耐久性の向上
を認めた両側変形性膝関節症の1症例
○田中 格，水野 修平，井堀 隆志，沖山 努

神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部

【はじめに、目的】
両側変形性膝関節症の患者において、非術側膝の疼痛が原因で
歩行耐久性が低下している症例は多く存在する。今回、両側変
形性膝関節症に対して左人工膝関節全置換術(TKA)を施行され
た症例を担当する機会を得た。その症例に対して体幹に着目し
てアプローチしたことで、非術側膝の疼痛は軽減し歩行耐久性
の向上を認めたため、報告する。
【症例紹介】
70歳代の男性。前院にて両側変形性膝関節症に対して右TKAを
施工され、術後18日に当院に転院となった。病前は自宅内伝い
歩きで、外出の機会はほとんどなかったがADLは全て自立して
いた。ROMは自動運動にて胸腰部回旋右30°左35°、側屈右
20°左15°で、最終域での他動運動では右回旋、左側屈時に反
対側に比べて抵抗感を認めた。また、触診にて右外腹斜筋、左
内腹斜筋に伸張性の低下を認めた。他動運動にて股関節伸展左
右共に0°、膝関節屈曲右105°左85°、伸展右-10°左-15°、
MMTは膝関節伸展左右共に3、体幹回旋右4左3であった。ま
た、左下肢にてThomas testが陽性で、股関節外転を認めた。
立位は、胸郭が骨盤に対して左へ偏位し左重心となっていた。
歩行は右膝内側下部の疼痛により、T字杖歩行にて耐久性30m
であり、NRSは8であった。また、右MSt時に右肩甲帯が屈曲位、
骨盤が左回旋・挙上位となり、右TStで左肩甲帯・骨盤の下制
を認めた。
【経過】
左内腹斜筋の賦活と遠心性収縮を促す目的で、骨盤後傾運動と
フォワードランジに取り組んだ。その結果、ROMは胸腰部右
回旋35°、左側屈20°、膝関節屈曲左右共に110°、伸展右-5
°左-10°となった。MMTは膝関節伸展右5左4、体幹回旋左右
共に4となった。立位では胸郭の左偏位が減少した。歩行では、
右TStにおける左肩甲帯・骨盤の下制は軽減した。また、右膝
の疼痛はNRS3となり、杖歩行は400ｍが可能となった。
【考察】
身体はスパイラルライン(SPL)とよばれる筋・筋膜で構成され
る二重ラセンに取り巻かれており、SPLのアンバランスが生じ
ると身体の回旋、側方偏位を引き起こす。本症例は右MSt時に
右肩甲帯が屈曲位、骨盤が左回旋・挙上位となっていた。術前
から左膝の疼痛を回避するために、この代償戦略を用いた結果、
SPLの構成筋である右外腹斜筋・左内腹斜筋・左大腿筋膜張筋
に短縮が起こっていると考えた。そして、左内腹斜筋の遠心性
収縮が難しくなることで、右TStに左肩甲帯と骨盤が下制して
いると推測した。その結果、床反力が左に偏位し右膝内側に圧
迫ストレスがかかることで疼痛が発生していると考えた。サイ
ズの原理により、遠心性収縮では求心性収縮に比べてより多く
の運動単位が動員されることが知られている。骨盤後傾運動を
行ってからフォワードランジを行うことで、左内腹斜筋が求心
性収縮をしてから遠心性収縮をした結果、賦活され短縮が改善
したと思われる。そして、右TStの骨盤の下制が軽減すること
で、疼痛の軽減につながり歩行耐久性が向上したと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、本人に説明し同意を得
た。
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 P-074  ポスター12

息切れを認める右THA患者に対しリスク管理し
ながら股関節内転筋にアプローチし歩容改善を
認めた症例
○田村 想貴

公立豊岡病院組合立豊岡病院 リハビリテーション技術科

【はじめに】
今回，両側変形性股関節症(以下股OA)に対し右人工股関節全置
換術(以下THA)を施行され，自宅復帰を目標に内科的なリスク
管理に配慮しながら運動療法を行った症例について報告する．
【症例紹介】
70代女性．独居．長女が近辺に居住．両股関節痛を主訴に来院
され両側股OAと診断，左THAは施行済み，今回右THA目的で
入院．入院前の日常生活動作は杖と歩行器の併用にて屋内外自
立．HOPEは自宅から約1㎞地点にある内科とスーパーへ歩い
て行くこと.高血圧薬や利尿薬などを服用中.
【経過】
中間評価(手術日(以下X)＋14から21日)では，股関節内転関節
可動域(以下ROM)5°，徒手筋力検査(以下MMT)2．Time Up 
and Go Test(以下TUG)11.3s，10m歩行テスト(以下
10MWT)15.8s/11.3s(快適/努力)，連続歩行距離120m/40m(歩
行器/杖)．歩行時には右立脚中期にDuchenne歩行，右立脚後
期に股関節伸展角度の減少あり．歩行練習後に息切れと下肢疲
労感あり．術前心エコー検査より，大動脈硬化症と肺うっ血所
見あり．心不全リスク進展ステージAに該当．
股関節内転ROM制限と内転筋の筋出力低下は術後脚延長によ
る股関節外側軟部組織の緊張亢進や股関節内転筋の筋スパズム
などが原因で生じていると考えた．X＋21から29日の間，術創
部皮下組織や股関節内転筋に対する筋膜リリース，長内転筋と
大内転筋の分離的な運動を促す股関節屈伸運動(起立着座，ス
クワット)を実施．バイタル管理と毎日の体重測定を実施し，
運動負荷を確認．X＋30に自宅退院．
最終評価(X＋27から29日)では，股関節内転ROM10°，MMT3．
TUGは9.8s，10MWTは13.6s/10.3s(快適/努力)，連続歩行距離
は250m/180m(歩行器/杖)．右立脚中期のDuchenne歩行は軽
減，右立脚後期の股関節伸展角度は増加．介入中，バイタルや
体重の著変なし．
【考察】
筋膜リリースや股関節屈伸運動により，股関節内転ROMや大
内転筋の筋出力が改善を認めた．熊谷らは股関節内転ROM5°
以下の症例ではDuchenne歩行を呈すると報告している．立脚
中期における骨盤の外側移動が良好となり体幹による代償的な
側屈が減少することでDuchenne歩行は軽減した．また湯田ら
は大内転筋が荷重応答期における衝撃吸収作用、荷重応答期で
の脛骨上での大腿骨の伸展方向への回転運動に作用すると報告
している．大内転筋の筋出力改善により，立脚中期での下肢の
直立化が可能となったことで，以降の体幹の直立化が可能とな
った．よって立脚後期における股関節伸展角度が相対的に増加
し，歩行速度や歩行効率の向上につながった．心不全予防を行
いながら歩行距離拡大をはかることで心不全の増悪なく介入が
行えた．退院時では歩行耐久性は低下しており，HOPEの実現
は困難であると考えた．そのため退院時には継続した運動・リ
スク管理を指導し，将来的なHOPEの実現を図った．その間は
娘氏の車の送迎にて内科や買い物への同行をして頂く事とした．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき，本症例に発表の趣旨
を十分に説明し，了承を得た．

 P-075  ポスター12

右大腿骨転子部骨折術後、トイレ動作自立度及
び離床時間の向上を認めた症例
○岡久 彩香

南淡路病院 リハビリテーション部

【目的】
入院加療中の転倒により右大腿骨転子部骨折を受傷し、術後再
入院となった症例に介入する機会を得たため報告する。
【症例紹介】
100歳代女性。身長142.5cm、体重38.4kg。当院入院中に転倒、
右大腿骨転子部骨折受傷と診断され、他院にてX日に骨接合術
施行。X+12日、リハビリテーション目的で当院へ入院となる。
主訴は、右転子部・術創部の疼痛。Hopeは立ちたい。
【経過】
長期目標をトイレ動作自立レベル・活動性向上、短期目標を下
肢荷重比の均一化を図ることとした。治療内容は関節可動域訓
練、ストレッチ、筋力増強訓練、下肢荷重訓練、立位訓練、歩
行訓練。治療開始から３週間経過時点で移乗動作が自立レベル
となり、居室からの離床頻度が増加した。4週間経過では下衣
操作時にフリーハンド立位可能となる。介入当初は、拒否的な
発言も多く閉じこもり傾向みられており離床時間は1日1.5時間
程度であった。最終評価時には、自ら離床しホールへ出て来る
ようになり1日5時間程度の離床時間獲得へと繋がった。
Numerical Rating- Scaleは術創部に運動時・荷重時・圧痛2から
1へ、機能的自立度評価表は67点から71点へ、徒手筋力検査は
体幹屈曲3、右股関節屈曲4(大腿前面～外側面に疼痛)、伸展2、
外転3、右膝関節伸展3(大腿前面～外側面に疼痛)から体幹屈曲
4、右股関節屈曲4、伸展3、外転4、右膝関節伸展4(大腿前面
～外側面に疼痛)へと向上がみられた。また、下肢荷重量(左:右)
についても物的支持下で安静時25kg:10kg、右最大荷重時
15kg:20kgから支持物なしで安静時20kg:18kg、右最大荷重時
16kg:22kgへと荷重比の均一化が図れている。最終時には移乗
動作自立し、下衣操作はフリーハンド立位にて両上肢使用して
可能となりトイレ自立に至った。
【考察】
本症例における問題点は、移乗動作の不安定性・立位保持不安
定による下衣操作能力低下と考える。いずれも創部周囲筋の筋
出力低下や恐怖心・不安感といった精神面による右下肢荷重不
足が関与していると考える。末廣らは下衣操作について骨盤安
定性を保つために腸腰筋の筋力強化が重要であると述べており、
吉田らは転子部骨折へのトレーニングとして抗重力位での全身
筋力向上や歩行訓練の重要性を述べている。本症例にも、上記
と同様の訓練を行い下肢体幹筋力向上がみられた。そのため、
右下肢の支持性が向上し恐怖心が減少したことで右下肢荷重量
増加が得られ、両下肢への荷重比改善・立位姿勢改善がみられ
前方重心の改善が得られた。その結果、移乗動作は自立レベル
・フリーハンド立位での更衣が可能となりトイレ動作が自立し
た。トイレ動作が自立レベルとなったことで離床・活動の頻度
が増加し、閉じこもり傾向の改善につながったと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、対象者とその家族に
は発表の目的を十分に説明したうえで同意を得た。
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 P-076  ポスター13

右人工膝関節術後感染により再置換術を施行し
た症例～再置換術前に膝伸展可動域拡大を目指
して～
○西﨑 彩葉

公立八鹿病院 中央リハビリテーション科

【目的】
今回,人工膝関節術後感染により抗生剤入りセメントスペーサー
留置,その後再置換術を施行した症例を担当した.膝伸展可動域
拡大し,再置換術後早期に歩行練習可能となったため報告する.
【症例紹介】
80歳代女性,右人工膝関節術後感染と診断され,再置換術目的で
入院された.入院前は独居で車椅子か這っての移動であった.
【経過】
X日右人工膝関節術後感染により入院.X＋1日右人工関節抜去・
抗生剤入りセメントスペーサー留置.X＋2日ROMex (伸展のみ),
移乗 (ニーブレース装着,免荷)開始.X＋3日免荷で起立練習開始
.X＋8日荷重下で起立練習開始 (真上からの荷重許可).X＋38日
パテラセッティング開始.X＋57日右人工膝関節再置換術施行.X
＋62日平行棒歩行開始.X＋128日自宅退院.
入院時(人工関節抜去前)の評価では,CRP1.97mg/dL.関節可動域
(以下ROM(右/左))膝屈曲120/110伸展-75/-25.徒手筋力検査(以
下MMT)股屈曲3/4膝伸展3/4．起居自立,移乗は膝・体幹屈曲
位,両肘ベッドにつき移乗していた.
人工関節抜去後(スペーサー留置後)の評価では, CRP 4.42 
mg/dL.ROM膝屈曲60/115伸展-60/-60.MMT股屈曲3/4膝伸展
3/4.疼痛は安静時NRS7,動作時NRS8と強く,他動運動時の防御
性収縮も強かった.起居動作大介助,立位経由した移乗は困難で,
立位姿勢も体幹前傾・膝屈曲位であった.
再置換術直前評価では, CRP 0.09 mg/dL.ROM膝屈曲30/115伸
展-25/-5.MMT股屈曲4/4膝伸展4/4.起居自立,立位姿勢も体幹
前傾・膝屈曲が軽減し,立位経由した移乗が可能となった.
【考察】
本症例は入院時,膝伸展制限著明で立位や移乗の際は体幹前傾・
膝屈曲位で上肢に頼った動きであった.田島らは二次的再置換で
は,治療期間が長期に及ぶことから関節拘縮や下肢の短縮,支持
性の低下などにより,歩行能力やADLは著しく低下する可能性が
あると述べている.古田らは,日常生活を支障なく送るには少な
くとも膝関節伸展0°・屈曲120°股関節屈曲120°・外転20°
・外旋20°の可動域が必要と述べている.本症例でも入院前よ
りADL低下,独居困難になる可能性が考えられた.しかし,伸展制
限の原因が筋短縮や防御性収縮であり,改善が見込めた.再置換
術までの2カ月で,伸展制限改善できれば立位姿勢改善し,歩行練
習も視野に入ると考え,膝伸展制限の改善を目標に介入した.介
入時,膝窩の伸張痛,大腿四頭筋に硬さがみられた.皮膚などの周
辺組織を介して筋に直接的に圧力を加えるダイレクトストレッ
チを実施することで,筋の柔軟性が改善すると考えた.また,臥位
でのROMexは防御性収縮が強いため,伸展の動きを目視できる
端座位でのROMexも取り入れた.筋柔軟性改善,防御性収縮軽減
により可動域拡大につながったと考える.再置換術までの期間に
,膝伸展制限改善,立位を経由した移乗が可能となり再置換術後5
日目から歩行練習開始できたと考えた.早期に歩行練習が開始で
きたことで,入院前は這った生活であったが,退院後は歩行車歩
行が生活の中で取り入れられた.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,説明し同意を得た.
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左大腿骨頸部骨折患者に対して転倒リスクの軽
減を目指し介入した症例
○石崎 百華

尼崎だいもつ病院 リハ技術部

左大腿骨頸部骨折患者に対して転倒リスクの軽減を目指し介入
した症例
尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科 石崎百華
【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき症例報告の目的と内容を説明し同意を
得た．
【目的】
転倒リスクの高い患者に対して転倒リスクの軽減を目指して介
入した結果,転倒せず自宅で過ごした後に介護老人保健施設(以
下,老健)入所に至ったため,ここに報告する.
【症例紹介】
[年齢/性別]80代/女性[身長/体重/BMI]146.0cm/54.4kg/25.5[
診断名]左大腿骨頚部骨折[現病歴]Y-36日夜自宅にて転倒.Y-34
日骨接合術施行.Y日に当院入院.[併存疾患/既往歴]高血圧症.糖
尿病.骨粗鬆症.認知症.両側人工膝関節置換術[歩行速度]0.5m/秒
[MMT(R/L)]股関節伸展4/3･外転3/2[歩行器歩行]常時体幹前
傾位.立脚後期に殿部後退[SMI]4.9 kg/m2[体脂肪量]25.7kg[体
水分量]21.3L
【経過】
本症例は,入院時の歩行速度が0.5m/秒,SMI4.9kg/m2とAsian 
Working Group for Sarcopeniaの基準ではサルコペニアと判断
される.また,認知症や骨粗鬆症を合併しているため,転倒リスク
および骨折リスクが高い.歩行器歩行時には体幹前傾位となり立
脚後期に殿部後退がみられ,MMT(R/L)は股関節伸展4/3･外転
3/2と殿筋群の筋力低下がみられた.本症例はBMI25.5,体脂肪量
25.7kg,体水分量21.3Lと肥満型のサルコペニアであり食事摂取
量も9～10割と栄養状態は良好であった.そのため,積極的な介
入が可能と判断し殿筋群の筋力増強運動を中心に介入すること
で,転倒リスクの軽減を目指した.Y+21日,ご家族の意向により4
日間自宅へ帰り薬を購入した後,老健へ入所する流れとなった.
最終評価ではMMT股関節伸展4/4･外転4/4と殿筋群が筋力向
上し,フリー歩行が可能となった.歩行時,初歩で殿部後退は残存
していたが体幹前傾位は軽減し,歩行速度は0.75m/秒と向上し
ていた.SMI4.6kg/m2と減少,体重51.6kg,体脂肪量23.7kg,体水
分量20.6Lと体脂肪量,体水分量の減少が大きく見られた.その後
老健からは転倒なく生活されていると報告を受けた.
【考察】
Quachら(2005)は,歩行速度が0.7m/秒以下の群は0.7̃1.0m/秒
の群と比較して2.6倍転倒リスクが高いと報告しており,本症例
は歩行速度が0.5m/秒から0.75m/秒へと向上したため転倒リス
クは軽減できた.殿筋群の筋力向上により,体幹前傾位や殿部後
退が軽減し歩行速度が0.75m/秒に向上したと考えた.SMIは
4.9kg/m2から4.6kg/m2と減少しているが,体重,体脂肪量,体水
分量が全体的に減少しているため,骨格筋量は維持できていると
考えた.今回,殿筋群に対して積極的な筋力増強運動を行った結
果,歩行の安定性が向上し転倒リスクの軽減ができた.残存した
転倒リスクに対しては自宅と老健それぞれに対して対策と申し
送りを行い,4日間自宅で過ごした後に現在まで転倒なく経過で
きたと考える.
【倫理的配慮】【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき症例報告の目的と内容を説明し同意を
得た．
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THA後の靴下着脱動作に対し, 体幹への介入で改
善がみられた症例
○大山 倫平 １)，畠中 弘太 2)，東野 日出海 １)，
沖山 努 １)

1) 神戸リハビリテーション病院 リハビリテーション部
2) 株式会社Steps トレーニング・デイサービス　ブルーム
蕾

【目的】
THA後の患者において,靴下着脱動作はADLの中でも期待度は高
い傾向にある。しかしTHA後の靴下着脱動作に困難感・不安感
を抱く症例は多く存在する。今回,靴下着脱動作に対して,困難
感を訴える症例を担当する機会を得た。その症例に対して体幹
に着目し介入を行うことで,靴下着脱動作が完全自立となったた
め,報告する。
【症例紹介】
症例は,夫と長男の３人暮らしで,術前APDL自立していた70歳代
女性。急性期病院にて右変形性股関節症に対して右THAを施行
し,術後23日に当院に転院となった。初期評価としてROMは胸
腰部屈曲15(°省略),体幹回旋左右共に20,側屈右10,左5,股関節
屈曲右80,左110,外転右15,左25,外旋右15,左30であった。
MMTは体幹屈曲・回旋2,右股関節屈曲・外転・外旋3であり,触
診では,腹斜筋群・脊柱起立筋・広背筋に伸張性低下を認め,座
位姿勢は頚部軽度屈曲位,胸椎後弯し骨盤後傾位であった。
靴下着脱動作においては,背もたれがある座位の場合は体幹が固
定され着脱可能であったが,背もたれがない座位の場合は,足先
までのリーチ動作が行えず,着脱不可能であった。
【経過】
坐位での骨盤前傾練習を行うが,骨盤前傾運動及び体幹の抗重力
伸展困難であった。そのため,腹斜筋群の伸張性向上を目的に徒
手的誘導や口頭指示を使用し,体幹抗重力伸展位での骨盤前後傾
・側方傾斜練習を反復して行った。最終評価ではROMは胸腰
部屈曲40体幹回旋・側屈は左右共に25,15となり右股関節は外
旋のみ30まで改善がみられた。MMTは体幹屈曲・回旋3,右股
関節屈曲・外転・外旋4�となった。坐位姿勢は腹斜筋群・脊
柱起立筋・広背筋の伸張性向上に伴い,胸椎後弯,骨盤後傾が軽
減した。その結果靴下動作は,背もたれのない坐位姿勢で着脱可
能となった。
【考察】
背もたれの有無で靴下着脱動作を比較すると,背もたれ無しの方
が重心の前方移動が不十分であった。その原因として,腹斜筋群
の伸張性低下による筋活動低下が考えられた。そこで股関節
ROM制限がある本症例において靴下着脱を行う際,体幹の安定
性が靴下着脱動作に影響していると考えた。靴下着脱動作には
特に股関節屈曲・外旋・外転可動域の大きさが相互に関係し動
作が遂行されるが,本症例の股関節可動域は外旋以外,著明な変
化がなかった。靴下着脱動作には一側下肢挙上が必要な要素と
なるが,この一側下肢挙上に伴い,骨盤傾斜角度は下制方向に増
大,座圧中心は側方および後方に変位する。この姿勢保持には腹
斜筋群の活動が必要となる。今回,座位での骨盤傾斜練習を行う
ことで,腹斜筋群の活動が促通された結果,体幹が安定し靴下着
脱が完全自立になったと考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言について説明し,同意を得た。
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足関節三果骨折患者に対し、腫脹管理・癒着予
防に努めたことで背屈制限が改善した症例
○藤森 沙耶

入江病院 理学療法科

【目的】左足関節三果骨折に対し、早期術後腫脹管理と足関節
背屈制限改善に着目した症例を経験したため報告する。
【症例紹介】60代女性。左足関節開放性脱臼骨折
(Lauge-Hansen分類SER Ⅳ型)受傷。Z日に観血的整復固定術施
行。外果・内果は固定、後果は保存療法。軽度底屈位にてU字
ギプスシーネ固定。術後4週間は完全免荷。病前ADLは独歩自
立。
【経過】[初期評価：Z+1日]炎症所見：患部腫脹・熱感・発赤
・疼痛(動作時のみ出現)あり 神経症状なし
Z+1日よりアイシング、継続的な下肢挙上、足趾自動・他動運
動、左足関節以外の下肢筋力増強運動を実施。足趾運動は長母
趾屈筋・長趾屈筋を選択的に行った。Z+9日にU字ギプスシー
ネ固定除去となり左足関節ROM練習許可あり。
[固定除去後評価：Z+9･10日(右/左)] 炎症所見:左下腿～前足部
にかけて腫脹あり　触診:下腿三頭筋過緊張　NRS:安静時(圧痛)
腓腹筋・ヒラメ筋・長母趾屈筋5 背屈時足関節前方部2　下腿
最小周径(単位:cm)：(19.0/21.0)　ROM-t足関節:膝伸展位 背屈
(10/-20) 膝屈曲位 背屈(10/-15)　底屈(55/40)
固定除去後より各筋のリラクゼーション、タオルギャザー、自
動運動・疼痛を助長させない程度の他動運動での足関節背屈
ROM練習を関節包内運動を意識しながら実施した。
[転棟前評価：Z+14日(右/左)]炎症所見：腫脹軽減あるも左足背
のみ残存　NRS：腓腹筋・ヒラメ筋・長母趾屈筋4 背屈時足関
節前方部1　下腿最小周径：左20.0　ROM-t足関節：膝伸展位 
背屈(10/-10) 膝屈曲位 背屈(10/0) 底屈(55/45)
【考察】林らは三果骨折は術後のギプス固定は必須であり、固
定除去後の拘縮は必発であると述べていることから、左足関節
背屈制限が予想された。さらに市橋は腫脹を除去することが
ROM獲得に最も重要であると述べており、中宿らは長母趾屈
筋の癒着による遠位の滑走性低下が背屈制限を招くことから伸
張性と滑走性を維持・改善する為の収縮練習は早期から行った
方がよいと述べている。このことから早期の炎症管理、癒着予
防が重要と考えアプローチに努めたことで固定除去後の腫脹と
背屈制限をある程度に留めることができたと考える。また、山
嵜はタオルギャザーは足趾屈筋の強化と共に、足関節周囲の腫
脹に効果的であると述べていることから、固定除去後から実施
した。転棟前評価では腫脹軽減がみられた為効果的であったと
考える。腫脹の軽減は足関節ROM時の表皮性の阻害因子を除
外することに繋がり、その他の阻害因子へのアプローチを行い
やすくさせ、早期背屈ROM拡大に繋がったと考える。伊藤ら
は背屈時の距骨後方の滑りが不十分な状態で背屈するとインピ
ンジメントが出現しやすくなると述べていることから、関節包
内運動を意識したROM練習も非常に重要であったと考える。
【倫理的配慮】発表の趣旨を十分に説明し、同意を得た。
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大腿骨顆上骨折後、長期間の伸展位固定により
膝関節屈曲角度に獲得に難渋した症例
○田中 友貴

めいわリハビリテーション病院 リハビリテーション部

【目的】
大腿骨顆上骨折は膝関節可動域制限が生じやすいことが知られ
ている。膝関節屈曲制限の原因には筋緊張、組織の癒着など様
々な要因が挙げられる。今回、術後の可動域獲得に難渋した症
例を担当したためここに報告する。
【症例紹介】
80代女性 身長152.0cm  体重37.7kg BMI 16.3。X年Y月Z-18日
転倒。精査の結果、右肋骨骨折(第5～10肋骨)、左大腿骨顆上
骨折と診断された。X年Y月Z-14日より直達牽引の実施、Z日に
逆行性髄内釘を施行、Z＋1日から介入を開始した。
【経過】
初期評価 (Z＋8日)
関節可動域(右/左) 膝屈曲： 135/75° 膝伸展：0/-10°MMT(
右/左) 膝屈曲：4/2 膝伸展：4/3 Oberテスト：陽性  Elyテスト
：陽性  触診：大腿遠位前面の肥厚、膝蓋骨の可動性低下  
hope：自宅退院、need：階段昇降の獲得

術前後合計で約3週間の膝伸展位固定のため、はじめは廃用・
拘縮予防を目的に介入を行った。術後1週目から左膝ROM訓練
を開始した。初期には膝蓋骨の可動性低下、大腿遠位前面の肥
厚が確認されたため、膝蓋骨モビライゼーションや腹臥位スト
レッチ、ホールドリラックス手技、超音波療法を実施した。ま
た、自主練習として軟部組織の癒着予防のためにパテラセッテ
ィングを指導した。

最終評価 (Z＋52日)
関節可動域(右/左) 膝屈曲：135/125° 膝伸展：0/0° MMT(右
/左) 膝屈曲：4/4 膝伸展：4/4 Oberテスト：陰性  Elyテスト：
陽性(改善傾向)　触診：膝蓋骨可動性改善、ADL：独歩、階段
昇降1足1段可能
【考察】
階段昇降自立を介入目標とした。膝関節屈曲可動域改善にあた
って膝蓋上嚢の柔軟性低下、大腿四頭筋の短縮の2つを問題点
とした。1つ目の膝蓋上嚢の柔軟性低下に関しては、渡邊らの
ラットを用いた研究を参考にした。膝関節固定2週間では脂肪
性滑膜̃脂肪体における脂肪細胞の萎縮、4週間では関節軟骨や
周囲組織との癒着が認められたと報告しているため、癒着予防
や可動域改善に有効とされている膝蓋上嚢への徒手的持ち上げ
操作、パテラセッティングの指導を行った。2つ目の大腿四頭
筋の短縮はElyテストから確認した。渡邊らは、4週間ギプス固
定をしたラットに対して60秒間のストレッチ実施により可動域
が有意に改善したと報告している。本症例でも大腿四頭筋の伸
張性低下の改善を目指して腹臥位ストレッチを実施した。また、
可動域練習時には防御性収縮が確認されたためホールドリラッ
クス手技を利用した。介入後の結果として大腿遠位前面の伸張
痛や筋緊張は初期と比べて減少して最終評価時の屈曲角度は
125°となった。階段昇降や椅子からの立ち上がりには屈曲角
度90̃120°必要とされており階段昇降に必要な可動域を獲得
することができた。本症例は長期間の固定により大腿四頭筋を
含む軟部組織の柔軟性が低下していたが、腹臥位ストレッチや
ホールドリラックス手技など主訴に応じた理学療法を実施した
ことにより可動域が改善し階段昇降の自立が可能となった。
【倫理的配慮】対象者に症例発表に関して十分に説明を行い、
同意を得た。
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右視床梗塞に対し立脚相の協調的な筋出力に着
目し杖歩行獲得に至った症例
○井上 大輝

社会医療法人　中央会　尼崎中央病院 リハビリテーション
部

【はじめに、目的】
安定した歩行の獲得を目標に,長下肢装具 (以下KAFO),膝立ち練
習により股関節周囲が安定し歩容改善を認めたがback kneeが
残存した.治療再考しニーブレス使用した歩行練習を行い,杖歩
行自立を目的とした.
【方法】
60代男性.X年Y月Z日に左半身に運動麻痺を認め,救急搬送.MRI
にて右視床梗塞と診断.
Z+31日より回復期病棟へ転棟し担当した.
既往歴:無症候性脳梗塞.
受傷前ADL:自立
HOPE:歩けるようになり早く帰りたい.
倫理的配慮:ヘルシンキ宣言に基づき本人に説明し同意を得た.

【経過】
初期BRS下肢Ⅲ.
MMT大腿四頭筋3/5 前脛骨筋2/5
表在・深部感覚正常.
立位保持・歩行困難.
介入1－3週目ではKAFO使用した後方介助歩行・膝立ち練習実
施.

中間評価BRS下肢Ⅳ.
MMT膝関節伸展4/5 前脛骨筋3/5
片脚膝立ち可能.
手すり把持し歩行可能.
股関節支持性向上したが,膝折れ・back knee残存.
介入4週目より,ニーブレスへと歩行難易度調整を行なった.

最終BRS下肢Ⅴ.
MMT膝関節伸展5/5 前脛骨筋4/5
杖歩行自立レベル.
介入6週目より屋外歩行実施.
【考察】
歩行時の問題点として股関節支持性低下,膝折れやback kneeな
ど毎歩行周期ごとに歩容が異なり一定でなく,股・膝関節周囲筋
の協調的な筋出力低下と考えた.
松田らは「脳卒中片麻痺患者の協調的な下肢筋出力低下に対し
て下肢装具を使用することは,下肢協調性の改善,歩行の安定性
や効率性の向上に効果的であり,下肢の運動を補填,制御するこ
とで,下肢協調性の改善に効果的である」と述べている.
治療として協調性的な筋収縮の向上を目標に膝立ち練習,KAFO
での後方介助歩行などを行った.
介入後の変化として筋力は改善し膝立ちでの側方リーチ距離の
増加を認め片脚膝立ちが可能となった.
中間評価での歩行観察では,股関節が安定し膝折れは消失したが
back kneeが残存した.
原因として,KAFOを使用した歩行練習では,膝関節に可動性がな
いため,協調的な筋収縮の改善に至らず膝関節を一定の位置で保
持できないためと考えた.
松田らは「脳卒中片麻痺患者の膝折れやback kneeを呈してい
る患者にニーブレスを用いることで,歩行時の膝関節の過度な屈
曲や伸展を防止する効果がある」と述べており本症例でも新た
な治療として膝関節を固定するKAFOから膝関節に僅かな可動
性を与えるニーブレスを使用し難易度調整を行った.
その結果、膝関節の協調的な運動が可能となりIC―Mstにかけ
膝伸展位を保持できback  kneeが改善し重心上昇が見られた.
さらに、骨盤前方推進力が向上し倒立振り子モデルを形成可能
となった.
最終評価時点において10m歩行速度,歩幅,歩行評価の結果より
股関節の左右対称性に向上が見られ安定した歩行が可能となっ
た.
本症例では協調性向上を目標に,KAFO・ニーブレスを用いた歩
行難易度調整を行なったことにより歩容改善し,安定した杖歩行
自立となった.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき本人に説明し同意を得
た
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左足関節三果骨折に対し、追加評価・治療を行
ったことで跛行が改善し職場復帰に至った一症
例
○奥平 歩乃果，三裏 菜緒花，小山 長，見川 隆三，
松本 直也，細野 美穂，鎌田 啓暉，衣川 雅悠，
山川 亮

新須磨病院 リハビリテーション科

【目的】
今回、左足関節三果骨折に対して、観血的骨接合術を施行され
た方を担当した。術後10週より全荷重開始となるも、跛行が改
善されず1か月後の職場復帰に向けてより詳細な評価、分析を
行い、プログラムの見直しを図った。それにより歩容が改善、
独歩も獲得し職場復帰に至ったためここに報告する。
【症例紹介】
60歳代の女性。雨の日にぬかるみで滑り転倒。Hopeは仕事復
帰であり、Needは独歩自立とした。
【経過】
初期評価は術後10週で実施。退院後3週間が経過し車通院にて
外来リハビリを実施していた。歩行形態は屋内外ともに両松葉
杖歩行自立、階段は手すり把持し2足1段で昇降。疼痛は歩行時
左Mst～Tst時に外果下方にNRS3。左足関節ROM(他動)は背屈
10°底屈40°で足関節MMTは背屈4底屈2。歩行時の問題点は
左Pswでの蹴りだしが不十分であった。
経過としては、術後10週で全荷重開始となり、他動での
ROMex.やチューブex.に加え、荷重下で足関節周囲筋の筋力増
強訓練を実施。疼痛は改善、足関節他動ROMは拡大、足関節
周囲筋力も向上したが、左Pswでの蹴りだしは依然不十分であ
った。そのため、術後12週で評価を追加した。自動ROM評価
や足圧分布測定システム(以下F-スキャン)を追加し、歩行時の
左Tst～Pswの前足部荷重不足や歩行時の底屈が不十分であるこ
とが明らかになった。そこで、プログラムを再検討し、背屈位
からのカフレイズ、立脚後期を促す訓練を行い独歩獲得に努め
た。
最終評価は術後17週で実施。屋内外ともに独歩自立、階段は1
足1段で昇降可能となり職場復帰に至った。歩行時の疼痛は消
失。左足関節ROMは他動で背屈15°底屈40°、MMTも底背屈
ともに5と改善。F-スキャンでは歩行時の左Tst～Pswでの前足
部荷重の増加と蹴りだしの改善がみられ、10ｍ歩行は12.00秒
から5.35秒へと歩行速度の向上を認めた。
【考察】
本症例は術後10週より全荷重を開始するも跛行が改善せず、問
題点をより明らかにするため追加評価を行った。それにより、
歩行時の左Tst～Psw時の足関節底屈が乏しく、前足部荷重が不
足しており、蹴りだしが不十分で歩行速度の低下を認めていた
ことが明らかになった。その原因として、下腿三頭筋の筋力低
下による歩行時の足関節底屈制限、左外果下方の疼痛が考えら
れた。それに対し、下腿三頭筋を中心とした足関節周囲の筋力
増強訓練、前足部への荷重を再教育した。Perryらは、下腿三
頭筋は踵離地時足関節の背屈を制御し、中足骨骨頭を床に接す
る回転軸として身体を前方に移動させると報告している。その
結果、下腿三頭筋の機能が向上したことで十分な蹴りだしが可
能となり、健側への体重移動が円滑に行えるようになった。そ
れにより患側への荷重ストレスが軽減し疼痛改善につながった
と考える。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいてご本人に承諾を得た。
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ソフトテニスのサーブ時に左肩関節痛を呈した
症例―肩甲胸郭機構に着目し疼痛が軽減した症
例―
○東田 隆志

つくだ整形外科 リハビリテーション科

【はじめに】
ソフトテニスの肩関節最大外旋(以下MER)時に左肩関節痛を認
めた症例を担当した.肩甲胸郭機構に着目し,良好な経過を辿っ
たので報告する.
【症例紹介】
10代男性.左肩関節インピンジメント症候群.Y月にラリー中に
て肩関節前方～側方に疼痛出現.サーブのMERで疼痛増悪.受傷
後2日目から理学療法を開始した.
【経過】
初期評価(Y+1ヶ月):関節可動域測定(以下ROM-t,R/L°)2nd内旋
70/50,3rd内旋45/20,胸腰部伸展20,胸腰部回旋30/35.肩峰床
面距離(以下AFD,R/L㎝)4/5.前胸部柔軟テスト(以下
Tr-AFD,R/L㎝)9/10.徒手筋力検査(以下MMT,R/L)外転5/4,2nd
外旋5/3,3rd内旋5/4,前鋸筋(以下SA)5/4,僧帽筋下部(以下
LT)5/4.Neer test+,Hawkins test+,Apprehension
test+,Relocation test+.圧痛部位:腱板疎部(以下RI),上腕三頭筋長
頭(以下LHT),小円筋(以下T-mi).画像所見:骨頭の上方偏位.疼痛検
査(以下NRS)運動時7.静的アライメントは左肩甲骨前傾,外転,下
方回旋,左肩甲骨下角の浮き上がり.サーブ動作では体幹の前傾
増加,肩関節を過度の外転,外旋させ肩甲骨面を逸脱し,内旋主体.
リハビリ開始時からROM訓練,回旋筋腱板の筋力訓練,胸椎の回
旋運動(以下QTR),Scaptionでの体幹回旋運動,背臥位で両肘から
前腕を接触した肩関節屈曲･外転運動(以下SAF),腹臥位で肩関
節屈曲･135°外転位(以下prone-y)などの肩甲胸郭機構への介
入を実施した.
最終評価(Y+3ヶ月)：ROM-t2nd内旋70/60,3rd内旋40/40,胸腰
部伸展30,胸腰部回旋35/40,AFD3.5/4,Tr-AFD3/4.各MMT5.整
形外科的テスト陰性.圧痛部位:消失.NRS:運動時1.アライメント
は肩甲骨後傾,内転,上方回旋,左肩甲骨下角の浮き上がり消失. サ
ーブ動作では胸椎伸展,体幹の前傾減少,肩関節外転・外旋,肩甲
骨面上での内旋.
【考察】
本症例はLHT,T-miの柔軟性が低下し骨頭が前方偏位したと考え
る.また画像より骨頭の上方偏位も認め, Neer test,Hawkins test
より肩峰下インピンジメントが生じていると考える.静的アライ
メントではAFDより肩甲骨外転位であることが示された
.Tr-AFDより胸郭の柔軟性低下による胸郭の機能不全が生じて
いると考える.本症例はサーブのMERで胸腰部の回旋が乏しく,
体幹の前傾増加,肩関節を過度の外転,外旋させ肩甲骨面を逸脱
し,内旋主体でサーブ動作を行っている.肩甲胸郭機構は体幹と
上肢を連結し,肩関節,上肢全体の運動に影響すると考える.胸腰
部回旋に制限がありQTRを行うことで可動域の増加を認めた.ま
たSAF,prone-yを行い最終評価ではSA,LTのMMT5と筋力が向上
した.山内らはScaptionにおいて,体幹回旋を加えると肩甲骨外
旋,後傾が有意に増加し,LTの筋活動が増加すると報告している.
本症例においても胸腰部の可動域が改善しSA,LTの筋力が向上
したことで肩甲骨のアライメントが改善されMERでの疼痛が軽
減したと考える.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,同意と撤回について説
明し,同意を得た.
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下腿骨折術後に足関節背屈制限を呈した症例 -後
脛骨筋に着目し長期的に介入した一症例-
○内田 琢也

つくだ整形外科 リハビリテーション科

【はじめに】
今回,足関節可動域制限と背屈運動時に内果後方の伸張感を訴え
た症例を担当する機会を得た.後脛骨筋(以下TP)に着目し長期的
に経過を追った結果,内果後方の伸張感の消失と可動域制限の改
善を認めたためここに報告する.
【症例紹介】
60代男性.X年Y月Z日に自動二輪の運転中に車との接触で受傷.
同日A病院にて左脛骨遠位端骨折,左腓骨骨幹部骨折と診断され,
観血的骨接合術を施行し術後21日に退院.術後26日に当院受診,
リハビリ開始となる.
【経過】
リハビリ開始時に足関節背屈関節可動域(以下ROM-ｔ)は左0°
であった.長母趾屈筋に対してストレッチングを実施した.荷重
開始までに足関節背屈角度は10°まで改善し,全荷重可能とな
り,術後91日では15°まで改善した.徒手筋力検査(以下MMT)は
足関節背屈5/4となった. しかし,内果後方に伸張感の出現と背
屈可動域制限が残存した.Heel raise testで左が陽性となり,動作
観察では足関節底屈位からの背屈運動において底背屈0°付近
で足部の外転が出現したため, TPに対するセルフストレッチの
指導と徒手療法によるリラクゼーションおよび単独収縮運動を
実施した.術後134日で足関節背屈ROM-ｔは20°,MMTは足関
節背屈5/5,Heel raise testは陰性となり,動作観察では背屈運動
での足部の外転と回内は消失し,最終域での内果後方の伸張感も
消失した.
【考察】
本症例において,足関節背屈運動時に内果後方に伸張感の訴えと
背屈可動域制限を認めた.大工谷は,脛骨内果後方部に短縮があ
る場合に足関節背屈自動運動を行わせると運動初期からの足部
外転が観察されると報告している.本症例においては底背屈0°
付近で足部外転を認め,背屈最終域で内果後方に伸張感の出現を
認めた.その為,内果後方部に問題があると考えられた.
Heel raise testが陽性であることからTPの機能不全が要因とし
て考えられた.瀧原らは,下腿骨間部骨折の場合,足関節背屈可動
域制限においては後方区画の筋損傷が影響すると報告している
ことから,本症例においてもTPの機能不全が背屈可動域制限に
影響を与えていると考えられた.その為,理学療法にてTPのリラ
クゼーションおよび単独収縮運動を実施した.結果として，最終
評価時点でHeel raise test陰性となりTPの機能不全が改善し,背
屈可動域制限が改善し,内果後方の伸張感が消失した.これらの
ことより,TPの機能不全が起因して,背屈可動域制限と内果後方
の伸張感が出現していたと考えられた.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき症例に発表内容,個人情
報保護対策,同意と撤回について説明し同意を得た.
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人工膝関節全置換術施行後,術後遷延性疼痛予防
に着目した一症例
○大笹 達矢，吉澤 悠喜，林田 直樹

医療法人伯鳳会赤穂中央病院 リハビリテーション部

【目的】
術後に組織治癒期間を超え,3ヶ月以上持続する痛みを術後遷延
性疼痛 (chronic postsurgical pain:以下CPSP)という.人工膝関節
全置換術(以下TKA)後のCPSP発症率は11～34%と報告されてい
る.本症例では経過ごとに疼痛の原因を明らかにした結果,CPSP
発症の予防に繋げられたため報告する.
【症例紹介】
70代女性.病前歩行は疼痛によりT字杖に１00m程度.両膝OAと
診断され左TKA施行.第2病日目理学療法開始.
【経過】
術前評価はNumerical rating scale(以下NRS)動作時2,The 
Fremantle knee awareness questionnaire(以下FreKAQ)15点
,Tampa Scale Kinesiophobia(以下TSK)35点,Pain 
catastrophizing Scale(以下PCS)30点(反芻16点,無力感8点,拡大
視6点),Central Sensitization Inventory 9(以下CSI)11点であった
.術前より疼痛に固執して活動量が低下し,CPSP発症の危険性が
あった.第6病日目,NRS 8,FreKAQ 19点,PCS 37点(反芻17点,無力
感12点,拡大視8点),CSI 6点,TSK 41点.手術侵襲による侵害受容
性疼痛と破局的思考による侵害可塑性疼痛が併存していると考
え,まず炎症管理を徹底した.第19病日目,炎症の改善がみられ,局
所よりも膝全体が痛いなど侵害可塑性疼痛を疑う所見を得た.本
症例は特に反芻・拡大視的思考が強く,認知面への介入は,反芻
・拡大視の病態説明と予想される疼痛推移を教育した.また疼痛
関連動作への介入は,鎮痛剤を投与した上で,疼痛恐怖,運動恐怖
感改善目的に成功体験を積む負荷設定,積極的に訪室し傾聴する
など信頼関係の構築を行い,心理的介入を実施した.さらに,超音
波エコーを用い治療経過の共有にて不安感解消を図った.第51
病日目にはNRS0,FreKAQ 0点,TSK 24点,PCS 0点,CSI 14点とな
り自宅退院となった.
【考察】
田中らは,TKA後におけるCPSPの発症には,術前後の中枢性感作
や破局的思考,術後急性疼痛などが影響すると述べている. 本症
例は術前より破局的思考、術後に急性疼痛及び侵害可塑性疼痛
を生じており,CPSPの発症リスクが高いと判断した.CPSP予防に
ついて,慢性疼痛ガイドラインでは,急性期治療に教育を付加す
ることで慢性疼痛への移行予防に加え,破局的思考の改善に繋が
ると記載されている.そこで上記のような認知再構成を狙った結
果,疼痛改善が認められた.Balikiらは,外側前頭前野は下降性疼痛
抑制系に関与しており,この領域の機能不全により疼痛閾値が低
下し,運動に対する不安や回避行動,破局的思考が出現すると報
告している.そしてErpeldingは, 患者教育を行うことで外側前頭
前野,特に下降性疼痛抑制系を活性化し疼痛が軽減すると述べて
いることから,本症例においても同機序により疼痛が軽減したと
考える.
【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき,発表の趣旨を説明し同意を得た.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,発表の趣旨を説明し同
意を得た.
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脊柱管狭窄症による前脛骨筋の機能不全に対し，
筋力向上を目的として電気刺激療法を行った症
例
○高山 莉花

ベリタス病院 リハビリテーション科

【目的】脊柱管狭窄症により前脛骨筋の機能不全を呈した症例
に対し，筋力向上を目指して理学療法を行った．結果，前脛骨
筋の筋力の改善を認めたためここに報告する．
【症例紹介】70歳代女性，身長152.0㎝，体重40.5㎏，BMI：
17.5．急性腸炎・神経因性膀胱と診断され，安静目的で入院．
2年前より腰部脊柱管狭窄症で他院に通院しており，入院日よ
り10日後に当院の脊椎外来を受診．翌日のX日にL3からL5の
脊椎固定術(後方椎体固定)を施行．X＋13日より左前脛骨筋に
対しIntegrated Volitional control Electrical Stimulator(OG技研
社製：以下IVES)を40Hzにて1日10分間実施．X＋32日より病
棟内隔離介入となりIVESの実施は中断となる．
【経過】初期評価：X＋13日→最終評価：X＋42日測定(右/左
)micro-FET2(HOGGAN社製/単位：kgf)足関節底屈8.4→7.8/8.7
→6.8背屈3.8→3.9/1.9→2.4．Manual Muscle Testing(以下
MMT)足関節底屈4→4/4→4背屈5→5/3→4．左足部表在・深
部感覚0→0/10→10．初期・最終評価時ともに左大腿から足部
にしびれを認めた．初期評価時にみられた努力様筋出力発揮時
に誘発されていた足関節の底屈運動は最終評価時には軽減した．
【考察】本症例は腰部脊柱菅狭窄症によりL5領域である前脛骨
筋が機能不全となり，筋力低下が見られた．治療的電気刺激療
法は，患者自身の随意運動能力の回復をめざす治療法であり，
関節可動域の拡大，随意性 (筋力)の向上，廃用性筋萎縮の改善
などが目的である．中でも，促通したい筋に正確に電気刺激を
与え，従来の治療的電気刺激と比べ筋力や可動域で有意な効果
が認められているIVESを治療法として選択した．渡辺らは，筋
力強化目的の電気刺激条件として速筋では周波数を30Hzから
60Hz，1回の治療時間を10分から30分としている．今回，筋
力増強を目指している前脛骨筋は速筋を多く含む筋であるため，
40Hzにて10分と設定しX＋13日目より主治医の許可のもと
IVESを実施した．同時に，神経筋再教育を行った．秋山は，神
経筋促通法として基本技術と特殊技術についていくつかあげて
いる．その中でも視覚刺激とリズム的開始法を利用した．視覚
の働きは運動や姿勢制御に関係している．そのため，運動中は
可能な限り運動を目で追わせ，他動運動，自動介助，抵抗運動
へと，はじめは漸増的，連続的，リズミカルに変化させて足関
節背屈運動を行った．最終評価時には，MMTは3から4に，
micro-FET2では1.9kgfから2.4kgfに向上している．神経麻痺患
者でMMT4以上の筋力に回復した症例はIVESを治療に用いた大
腿神経麻痺患者で術後9週，腓骨神経麻痺患者で12週の報告が
ある．そのため，現在本症例は6週と回復段階であり今後も筋
力向上が見込まれると思われる．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき，当該患者に発表内容，
個人情報保護，同意と撤回について説明し同意を得た．
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人工膝単顆置換術術後患者の立脚中期～後期に
おける股・膝関節伸展不足に着目し早期職場復
帰に至った一症例
○和田 航佑，島原 大介

特定医療法人一輝会　荻原記念病院 リハビリテーション部

【目的】
左人工膝単顆置換術(以下UKA)術後患者において左立脚中期～
後期(以下MSt-TSt)の左股・膝関節伸展不足に着目し,早期職場
復帰に至った症例を報告する.
【症例紹介】
60歳代男性.10年前から両膝関節痛を自覚.X年Y月Z日に左UKA
施行.Z+5日に当院入院.独居.HOPEは早期職場復帰.
【経過】
「初期評価:Z+6-9日」→「最終評価: Z+23-25日(右/左)」
炎症症状:腫脹,熱感,発赤(+)→腫脹,発赤(-),熱感(軽減).大腿周径
(cm)0cm:43.0/47.0→43.0/44.0.筋緊張(触診):左脊柱起立筋,大
殿筋上部→(-).疼痛:左膝関節周囲(運動時:NRS:4/10)→
(NRS:0/10).関節可動域(以下ROM)検査 (°):股関節伸展10/5→
10/15,膝関節屈曲130/95P→130/120,伸展-5/-20→-5/-10.徒
手筋力検査:股関節伸展(別法)4/2→4/4,外転4/3→4/4,膝関節伸
展4/3→5/5.10m歩行(秒/歩):16.3/23→8.6/18.歩行観察:独歩(
左MSt-TSt):腰椎過伸展.股・膝関節伸展角度不足.下腿外旋,足関
節回外し,骨盤左側方移動.→股・膝関節伸展角度の増大.腰椎過
伸展,骨盤左側方移動,下腿外旋,足関節回外の減少.
【考察】
本症例は左UKAを施行し,HOPEは早期職場復帰.通勤は電車と歩
行で1時間ほどのため,屋外杖歩行獲得を目標とし,歩行に着目し
た.歩容は左MStで骨盤は左後退・側方移動,かつ,膝関節伸展は
不足,TStにかけて腰椎は過伸展し,股関節伸展の不足を認め,歩行
効率は低下し,歩行の耐久性が低下していることを問題点とした
.膝関節伸展制限は,腫脹による左膝蓋骨上方への可動性低下,膝
蓋腱の柔軟性低下,歩行時の膝関節伸展不足による大腿四頭筋の
柔軟性低下から生じていた.歩行時の膝関節伸展角度増大に伴い
,股関節伸展角度の増大,腰椎過伸展は減少すると考え,膝関節に
介入した.patella setting後に膝関節伸展筋力訓練を実施.抜糸前
のため負荷量を調節し行った.実施後,膝関節伸展ROM・筋力改
善を認めたが,歩行時の腰椎過伸展,股関節伸展不足は残存した.
膝OA患者に対して,熊谷は「股関節周囲筋の活動機会が減少し,
筋の不使用による筋力低下が引き起こされていく可能性が推測
された」と述べている.本症例も術前から膝内反アライメントや
痛みにより大殿筋下部,中殿筋の筋力低下が生じ,脊柱起立筋,大
殿筋上部過活動で腰椎過伸展すると考えた.治療は,臥位で脊柱
起立筋,大殿筋上部の筋緊張を軽減させ,Hip upを実施.大殿筋下
部を賦活した.ステップ動作では腰椎過伸展,骨盤側方移動の代
償に注意し大腿四頭筋,大殿筋下部,中殿筋の筋活動を促した.結
果,歩行時の股・膝関節伸展角度増大,骨盤側方移動は軽減した.
最終評価では左脊柱起立筋,大殿筋上部の筋緊張軽減,左股・膝
関節伸展ROM,左股関節伸展・外転,膝関節伸展筋力は増大し
,10m歩行において歩幅の改善を認め,歩行効率は向上した.1時
間以上の屋外杖歩行,立位での電車移動が可能となり3週間の早
期職場復帰に繋がった.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき使用する情報を説明.ご
本人へ承諾を得た.
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体幹伸展筋への介入により、端座位姿勢・立位
移乗動作の改善に至った対麻痺症例
○森 望琴

兵庫県立リハビリテーション西播磨病院 リハビリ療法部

【はじめに】今回、化膿性椎間板炎により対麻痺を呈し移乗動
作能力低下を認めた症例を担当したので報告する。
【症例紹介】70代女性。脊柱管狭窄症によりX-2年にL4-S2の
後方固定術を施行。X日に熱発・体動困難、X+4日に対麻痺を
認めTh8-9化膿性椎間板炎と診断されTh6-L4固定延長、Th8-9
椎弓切除術施行。その後X+68日にリハビリテーション目的で
当院入院。
【理学療法経過】初期評価 (X+69～75日)は改良Frankel分類C1、
徒手筋力検査 (以下MMT：右/左)は両上肢3～4、頭頚部伸展3、
体幹屈曲・伸展2、股関節屈曲・伸展1/1、膝関節伸展2/2、
Functional Balance Scale (以下：FBS)は2/56点であった。端座
位姿勢は体幹後傾・屈曲位、骨盤後傾位で頭頚部屈曲と上肢の
引き込みでバランスを保持し、起立・移乗動作は重介助であっ
た。本症例は車いすでの在宅復帰が予想され座位移乗動作獲得
を目標とした。上肢支持なしでの端座位保持が不安定であった
ため、端座位の安定性向上を目的にX+76日より体幹・下肢筋
力増強練習を中心に介入した。中間評価時(X+114日)には座位
保持が安定し座位移乗見守りとなった。中間評価以降はさらな
る移乗動作能力向上のため支持物を使用した立位移乗獲得を目
標とした。本症例は起立時、体幹後傾・屈曲位、骨盤後傾位で
上肢の過度な引き込みにより前上方への重心移動を代償してい
た。その原因を体幹伸展筋の筋力低下と考えた。徒手にて骨盤
前傾を誘導したが起立時に体幹伸展活動は得られにくく、頭頚
部伸展を誘導すると体幹伸展活動が得られた。そこで、頭頚部
伸展を補助した中で体幹伸展筋の筋力増強を図った。最終評価
 (X+156～161日)では改良Frankel分類C2、MMTは両上肢3～4、
頭頚部伸展3、体幹屈曲3、体幹伸展3、股関節屈曲3/3、股関
節伸展2/3、膝関節伸展3/3、FBSは13/56点となった。端座位
姿勢は上肢支持なしで頭頚部中間位、体幹軽度後傾・屈曲位、
骨盤軽度後傾位で、移乗動作は支持物使用し立位経由で見守り
となった。
【考察】本症例の端座位姿勢は体幹後傾・屈曲位、骨盤後傾位
で、起立動作も上記姿勢で行い上肢の過度な引き込みを認めた。
起立時に前上方への重心移動が困難である原因を体幹伸展筋の
筋力低下と考えた。本症例はTh6-S2まで椎体の後方固定術を施
行されており骨盤からの上行性運動連鎖では体幹伸展活動の促
通を十分に行えなかった。そこで、非固定部の頭頚部伸展を補
助すると体幹伸展を誘導できた。上田らは、頭頚部の伸展は下
行性運動連鎖により胸椎伸展を誘発するとしている。本症例も
同様に頭頚部伸展を補助したことで胸椎伸展が生じ脊柱起立筋
の求心的な活動が得られたと考える。頭頚部伸展を補助し体幹
伸展筋の筋力増強を図ったことで最終評価時は起立に十分な体
幹伸展筋力が得られ立位移乗が見守りにて可能となったと考え
る。
【倫理的配慮】本症例には発表の趣旨を説明し書面にて同意を
得た。
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左皮質下出血による右弛緩性麻痺患者に対し、
予後予測に基づき歩行獲得を目標とした症例
○田中 一貴

東浦平成病院 リハビリテーション科

【目的】
左皮質下出血により右弛緩性麻痺を呈した症例を担当した。予
後予測から機能回復度合いを推定し理学療法を実施する機会を
得たため報告する。
【症例紹介】
80代女性、身長150㎝、体重41.4㎏、BMI16.8㎏/m²。X年Y月
Z日に自宅にて右弛緩性麻痺を認めA病院に救急搬送、保存的治
療を施行し、Z+11日に当院転院。病前は屋内外独歩でADL･
IADL自立。主訴｢手足が動かない｣、HOPE｢家に帰りたい｣、
NEED｢歩行獲得｣。
【経過】
初期評価 (Z+11～16日)はBrunnstrom Recovery Stage(以下
BRS):上肢Ⅰ手指Ⅰ下肢Ⅰ。感覚検査:表在/深部感覚 上下肢軽
度～中等度鈍麻。Gross muscle Test(以下GMT):麻痺側上下肢1、
非麻痺側上下肢4。Trunk Control Test(以下TCT):12点。Stroke 
Impairment Assessment Set(以下SIAS):29点。Berg Balance 
Scale(以下BBS):4点。Functional Independence Measure(以下
FIM):35点。立位姿勢(全介助):矢状面は頚部中間位、胸椎後弯
位、骨盤後傾、麻痺側股関節･膝関節屈曲位、足関節背屈位。
前額面は頚部軽度左側屈、体幹麻痺側に偏移、骨盤軽度麻痺側
へ回旋、側方移動。
Z+11日より理学療法、基本動作練習介入。Z+16日よりKnee 
Ankle Foot Orthosis(以下KAFO)での立位･歩行練習実施。
Z+120日よりKAFOをカットダウンし、膝折れの出現をみとめ
ず、下肢の振り出しが可能となった段階でAnkle Foot Orthosis(
以下AFO)での歩行練習に移行。Z+160日、屋外歩行練習開始。
Z+180日、オルトップ装具と4点杖で自宅退院。
最終評価 (Z+170日)はBRS:上肢Ⅲ手指Ⅳ下肢Ⅳ。感覚検査:表在
/深部感覚 正常。GMT:麻痺側上下肢4、非麻痺側上下肢5。
TCT:74点。SIAS:59点。BBS:38点。10m歩行(オルトップ装具
と4点杖 監視レベル):24.56秒。FIM:99点。立位姿勢 (監視レベ
ル):矢状面は頚部中間位、胸椎軽度後弯位、骨盤中間位、股関
節中間位、膝関節軽度屈曲位。前額面は頚部中間位、体幹軽度
左側屈、骨盤中間位。
【考察】
入院時の出血量及び出血部位、発症時BRSよりBRSⅢへ回復し、
短下肢装具での歩行が可能であると考えた。
門脇は歩行獲得に歩行の反復練習を通じ下肢筋力強化を図るこ
とが重要と述べており、早期からKAFOを使用した歩行練習を
実施した。KAFOの足部に制限をかけずに、2動作前型歩行の反
復練習により、麻痺側下肢随意性及び筋出力が向上したと考え
る。渡邊は立位姿勢は股関節屈筋と伸筋の協調的な関係ならび
に腰椎前後弯に関与する腰背筋と腹部の筋の働きにより安定す
ると述べている。また、体重移動側における内腹斜筋および外
腹斜筋の働きは、骨盤の前後方向への安定性に関与し、体幹を
垂直に保持する作用があり、ドローインや座位、膝立ち位、立
位とﾘｰﾁ運動を実施し腹筋群筋出力向上を図った。それによ
り、体幹の固定性が高まり、立位･歩行の安定性が向上した。
【結論】
本症例に対して上記の理学療法プログラムにより、最終的に4
点杖とオルトップ装具での歩行を獲得し自宅退院となった。
【倫理的配慮】対象者には症例発表にあたり文書にて説明し同
意を得た。
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チームアプローチが奏功した骨盤内臓全摘術施
行直腸癌患者の一症例
○田村 貴良

兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部

【目的】様々な合併症を呈した骨盤内臓全摘術施行患者に対し
, チームアプローチが奏功した症例を経験したため報告する.
【症例紹介】50歳代, 男性, 身長:180㎝,
体重:87.5kg，診断名:直腸癌再発, 手術名:腹腔鏡下膀胱前立腺
全摘, 仙骨合併切除術, 腹直筋皮弁回腸導管増設術. S2以遠の神
経切除.
[現病歴](手術日をXとする) X-1年半から肝･肺転移直腸癌に対
し, 化学･放射線療法実施. X-5日入院,  周術期リハビリテーシ
ョン治療目的で理学療法開始.
[術前評価(X-2日) 右/左]体重:87.5kg, 血清Alb値:4.2g/㎗,
Skeletal Muscle mass Index(以下SMI):9.0kg/㎡,
MMT:股関節屈曲4/4, 伸展3/3, 外旋5/4,
Functional Independence Measure(以下FIM):126点.
[術後評価(X＋22日)]体重:82kg, 血清Alb値:1.9g/㎗,
SMI:8.0kg/㎡, MMT:股関節屈曲4/4, 伸展4/4, 外旋4/4,
FIM(点):71(運動36, 認知35).
【経過】術前から多職種カンファレンスを実施した.  強い術後
疼痛が予想されたため医師, 緩和ケアチームと術後の疼痛コン
トロールについて検討した. 術後は病棟ADL再獲得のために3日
目から起立練習,  4日目から歩行練習を行った. 術後7日で体重
減少やSMI低下, 低栄養が見られた. 術後9日目に多職種カンフ
ァレンスを実施した. 管理栄養士とは摂取栄養量増加に向け, 補
助栄養について検討し, 看護師とは病棟内での離床頻度増加を
図った. 術後23日目に2度目の術後多職種カンファレンスを実
施した． 管理栄養士と理学療法実施場面や病棟での活動量を
ふまえた摂取栄養量について話し合い, 摂取栄養量をさらに増
加させ, それに応じた理学療法プログラムを立案した. 様々な合
併症を呈したが他職種で連携し, 身体機能, 病棟ADLの向上に努
め, 術後43日目に自宅退院となった.
[問題点]廃用性及び術侵襲に伴う股関節周囲筋筋力低下, 嘔気や
疼痛による座位保持困難, 経口摂取量低下とそれに伴う低栄養, 
病棟ADL向上困難.
[最終評価(X＋39日)]体重:78.1kg, 血清Alb値:2.8g/㎗,
SMI:7.9kg/㎡, MMT:股関節屈曲4/4, 伸展4/4, 外旋4/4,
FIM (点):81(運動46, 認知35).
【考察】骨盤内臓全摘術は大腸外科で最も侵襲の大きな手術で
ある. 神経切除に伴い強い疼痛が生じることで早期離床が困難
となる症例が多く, 術前(中村ら,2009) および術後(本田ら
,2023) における他職種との連携が早期の歩行獲得や自宅退院
に重要であると示されている. 本症例でも術前後に他職種連携
を行うことで術後早期から歩行訓練の開始が可能となった. ま
た, 摂取栄養量を増加した結果血清Alb値が改善傾向を示し, 体
重減少も緩やかとなった. 以上のことより骨盤内臓全摘術の機
能回復には術前後の密な他職種連携が重要と考えられる. 一方
で低栄養の原因については手術に伴う栄養吸収率の低下に加え
,  座位保持時間延長が行えず, 食事摂取量が低下したことも考
えられた. そのため座位耐久性に合わせた食事時の座位姿勢に
ついて検討する必要があったと考えられる.
【倫理的配慮】本人に本症例報告の趣旨・個人情報の取り扱い
について十分に説明し, 同意を得た.
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左放線冠ラクナ梗塞に対して、クリアランス 低
下に着目し歩容改善を認めた症例
○奥川 桃花，三原 優太，井川 裕万

はくほう会セントラル病院 リハビリテーション部

【目的】
今回左放線冠ラクナ梗塞を呈した症例に対し、ロボット療法を
行い、T字杖歩行自立獲得を図った。
【症例紹介】
左放線冠ラクナ梗塞と診断された70代男性。X年Y月Z日に他院
受診。保存的加療となりZ＋23日に当院入院し、翌日よりリハ
ビリテーション開始。既往歴は、高血圧、右橋ラクナ梗塞、糖
尿病。入院前ADLは全て自立、家事も料理以外実施。ホープが
歩けるようになって帰りたいであるため、ニードをT字杖歩行
自立とした。
【経過】
発症後24～32日の初期評価において、徒手筋力テストでは股
関節屈曲2、股関節伸展2、足関節底屈3であり、臨床的体幹テ
ストでは20点中6点であった。位置覚検査では右下肢に軽度の
鈍麻を認めた。Brunnstrom Recovery stageでは下肢Ⅳ、
Functional Balance Scaleでは56点中29点という結果であった。
10ｍ歩行は快適速度において44歩で37.56秒、Timed Up&Go 
Testでは快適速度において58.10秒であった。 歩行観察は軽介
助で行い、右Mst以降短縮、骨盤右後方回旋の出現が見られた。
また、右Pswクリアランス低下が生じ、すり足を認めた。
理学療法では、発症後29～51日にヒールライズ等により下腿
三頭筋にアプローチしたが強い効果を得られず。体幹筋、股関
節周囲筋、腸腰筋の筋力低下に着目し、発症後55～72日に立
位・ニーリングでの体重移動練習、骨盤前方並進を伴うステッ
プ練習を実施したが、思うような効果を得られなかった。その
ため発症後85日より運動学習を目的とし、WW-2000による治
療介入を行った。
その結果、発症後112～117日に行った最終評価の徒手筋力テ
ストでは股関節屈曲3、股関節伸展3、足関節底屈4、臨床的体
幹機能検査では20点中11点に向上を認めた。Brunnstrom 
Recovery stageは下肢Ⅴ、Functional Balance Scaleは56点中45
点と麻痺においても改善が見られた。10ｍ歩行は快適速度にお
いて35歩で22.20秒、Timed Up&Go Testは快適速度で21.50秒、
最大速度で17.88秒となった。歩行観察は見守りで実施し、右
Mstにおける骨盤右後方回旋軽減、右Pswのクリアランス向上、
すり足軽減を認めた。また、患者・家族教育、自宅環境・サー
ビスの調整を行い、自宅退院となった。
【考察】
河島は、「体重の部分免荷によるトレッドミル歩行、ロボティ
クスを用いた受動歩行などの歩行リハビリテーションは、CPG
を中核とした運動出力系の活動を促し、自律的で協調的な歩行
を再び取り戻すための効果的な方略である」と述べている。本
症例でも同様にCPGが賦活されたと考えられる。また、下肢へ
の荷重を促進させることにより、体幹筋、股関節周囲筋、腸腰
筋の筋発揮を獲得できたと思われる。これによりMst以降が延
長したことで、骨盤右回旋が改善した。これがクリアランス確
保に繋がり、転倒リスクも軽減しT字杖歩行見守りとなった。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき本症例に対して本人に
口頭説明し、同意を得た。
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脳梗塞再発によりLatero pulsionと左IC～MStで
back kneeを呈し4点杖歩行獲得に難渋した症例
○福澤 俊希

社会医療法人　愛仁会　尼崎だいもつ病院 リハ技術部　理
学療法科

【目的】脳梗塞再発により右脳梗塞後遺症を呈した症例を担当
し4点杖歩行獲得が必要であったため靴べら式短下肢装具(以下
SHB)を用いて治療を行い、4点杖歩行見守りまで改善が見られ
た症例について報告する。
【症例紹介】40歳台男性<診断名>ラクナ梗塞(右放線冠)<現病
歴>X月Y日に頭部MRIで右放線冠の梗塞と延髄レベルの右小脳
脚の梗塞を認めた。<併存疾患>脳梗塞,糖尿病,高脂血症,高血圧
4点杖で歩きたい屋内杖歩行自立。初期評価<BRS(R/L)>下肢Ⅵ/
Ⅲ<MMT(R/L)>足関節背屈4/2股関節屈曲4/2 膝関節伸展4/2°
<MAS(R/L)>足関節背屈0/１+,膝関節伸展0/0<臨床的体幹機能
検査(以下FACT)>2/20<Scale for Contraversive Pushing(以下
SCP)>座位１,立位１/6<Burke Lateropulsion Scale(以下
BLS)>7/17<Berg Balance Scale(以下BBS)>0/56<座位姿勢>体幹
右側屈し右上肢で支持しなければ座位保持困難<歩行観察>左立
脚期：ICでの足底接地、IC～MStでのback knee左下肢内転接地。
左遊脚期：左下垂足によるクリアランス低下、体幹右側屈でぶ
ん回し様に振り出し
【経過】入院時は座位・立位姿勢で右側方への姿勢崩れが著明
であり歩行にも中等度の介助を要していた。初期評価から
Latero pulsion (以下LP)が生じている可能性が高いと考え改善
を図るために荷重練習を端坐位・高座位・立位へと難易度を調
整しながらおこなった。X+8日で座位・立位姿勢での姿勢改善
が見られ、同日より平行棒内での歩行練習を開始し、X+27日
より4点杖での歩行練習を開始した。X+28日より左SHBを装着
しての歩行練習を開始し退院時には4点杖歩行見守りまで改善
した。最終評12/200/60/17BBS31/56<座位姿勢>正中位保持
可能<歩行観察(4点杖歩行+左SHB装着)>左立脚期：ICで踵接地、
左下肢が正中位に接地、MStでのback knee残存。左遊脚期：
クリアランス向上・左股関節外旋・体幹右側屈で軽度ぶん回し
様に振り出し。
【考察】歩行障害が生じている原因としてLPと左IC～MStにか
けてのback kneeを挙げた。LPは視床,中脳,橋,延髄や小脳など
の障害によって出現するとされている。本症例は延髄レベルの
右小脳脚梗塞であり座位・立位姿勢で非麻痺側への体幹傾斜が
見られ、BLSがカットオフ値を上回っていたことからLPの可能
性が高いと判断した。LPによって身体が右側方に傾斜すること
で左下肢の内転接地が生じていると考えた。左IC～MStでの
back kneeは左下肢の運動麻痺と下腿三頭筋の筋緊張亢進が影
響していると考えた。最終評価よりLPの改善がみられたことで
左下肢が正中位に接地できたと考える。SHB装着下ではICでの
踵接地が可能となり、ヒールロッカー機能が作用することで、
LRでのback knee軽減が軽減したと考える。
【倫理的配慮】ヘルシキ宣言に基づき目的と個人情報の取り扱
いについて本人に説明し同意を得た。
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抗癌剤治療後緊急入院し，ADLが低下した訪問
リハ利用者へのアプローチに難渋した症例
○荒川 麻結，宇留野 雅貴

はくほう会セントラル病院 リハビリテーション部

【目的】訪問リハ利用中に左上葉肺癌の診断を受け，抗癌剤治
療後，急激にADLの低下を認めた症例を担当した.利用者の心身
に配慮しながらプログラムを変更し，二次的障害の防止に努め
たためここに報告する.
【症例紹介】〈基本情報〉60歳代男性，要介護1，妻・長女と
同居〈診断名〉パーキンソン病，左上葉肺癌 (ステージⅣ)〈現
病歴〉X年Y月に発症時期不明のパーキンソン病を罹患，訪問
リハ開始となる.訪問リハ開始56日目に左上葉肺癌と診断され，
79日目に抗癌剤治療を開始したが，翌日熱発にて緊急入院とな
る.85日目に自宅退院するも，起立と移動動作能力の低下を認
めた.〈HOPE〉動けるようになりたい〈NEED〉自宅内での安
全な起立と移動動作の獲得
【経過】本症例は訪問リハ開始当初は室内ADL自立していた.し
かし訪問リハ開始56日目に左上葉肺癌と診断され，抗癌剤治療
後の熱発により緊急入院となる.85日目の退院後以降，リビン
グ・寝室の床からの起立動作にふらつきを認め，妻の介助を要
する状態となる.離床機会が減少し，排泄もパット内で行うよう
になった.上記の状態が続くと寝たきりや転倒による二次的障害
のリスクが予測されたため早急に環境調整が必要であると考え
た.そのためNEEDを安全な起立と移動動作の獲得に再設定し，
評価・環境設定を行った.寝室は敷布団から介護用ベッドへ変更
し，寝室出入り口までを伝い歩きにて移動できるよう調整した.
リビングは寝室からの動線に据え置き型手すりを設置し，寝室
/ベッド間を移動する際の支持物，またリビングにて床から立
ち上がる際の支持物とした.トイレには据え置き型手すりと下衣
操作時の安定性獲得のためにベストポジションバーやタッチア
ップを設置した.環境調整を行なった結果，最終評価では寝室は
ベッド端座位から，床から支持物を把持して安全に起立でき，
室内を安全に移動できるようになった.その結果パット内での排
泄は減少し離床機会が改善した.
【考察】今回，本症例では訪問リハビリテーションという限ら
れた訪問時間の中で，現場で早急に環境調整を行ったことで転
倒や寝たきりによる二次的な障害を防ぐことができたと考える.
進行性の疾患を罹患している利用者において，将来的な疾病の
予後や動作レベルの低下を予測しながら介入し，状況変化時の
環境面を確認することやHOPEを再聴取し，その場におけるや
るべきことの優先順位を考え関わることが大切であると本症例
で学んだ.
【倫理的配慮】【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り，目的と
個人情報の取り扱いについて説明を行い，同意を得た.
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右片麻痺患者に対し,歩行の難易度調整により左
右対称性を目指した症例
○榎本 明日香，加藤 久貴，堀江 翔，浦川 賢志朗

尼崎中央病院 リハビリテーション科

【目的】
今回,左放線冠～内包後脚に脳梗塞を呈し,右片麻痺となった症
例を担当した.歩行の矢状面における左右対称性を目指し,Gait 
Solution Design(以下GSD)＋杖での歩行獲得に至ったため報告
する.
【症例紹介】
70代男性.X年Y月Z日に右上下肢麻痺,構音障害を認め,左放線冠
～内包後脚の脳梗塞と診断.
Z＋11日目回復期病棟へ転棟し担当となる.発症前ADL自立
.hopeは身の回りのことを自分でしたいであった.
【経過】
Z＋11～15日目,徒手筋力検査にて股関節伸展2/4,外転1/4,膝関
節伸展1/4,足関節背屈1/4,底屈 1/4,Brunnstrom Recovery 
Stage(以下BRS)は上肢Ⅳ/手指Ⅳ/下肢Ⅲ,Gait Solution付きKAFO
後方介助での二動作前型歩行練習,起立練習実施.Z＋30～33日
目,徒手筋力検査にて右股関節伸展・外転3,膝関節伸展3,足関節
背屈・底屈3と改善を認めた.右TSt～PSwでの股関節伸展不足に
よる骨盤右回旋に対し,KAFO＋杖にて側方介助歩行練習,ステッ
プ練習,難易度調整のため平行棒内GSD歩行実施. Z＋40～43日
目,右TStでの股関節伸展不足の残存に対しGSD＋杖にて側方介
助歩行練習,歩行アシストでの歩行練習実施.Z＋73～75日目
,BRS下肢Ⅳ,右TSt骨盤右回旋軽減,右股関節伸展増加,GSD＋杖で
の歩行見守りとなった.
【考察】
Z＋30～33日目,装具なし,平行棒内片手支持歩行では,右LR～
MStでの重心上方移動,右TSt～PSwでの股関節伸展が不足して
いた。左右非対称な歩行が前方への推進力・安定性低下につな
がると考えた。この原因を右前脛骨筋,股関節周囲筋の機能不全
と考え,起立練習,KAFO+杖での側方介助歩行,ステップ練習を実
施した.その結果,同条件において右踵接地と重心上方移動が見
られたためカットダウンを行い,平行棒内GSD歩行を並行して実
施し徐々にGSDでの練習割合を増加させた.しかしZ＋40～43日
目,右TStでの股関節伸展の不足が残存したため歩行アシストを
使用した.石川らは「麻痺側股関節伸展トルクの負荷により倒立
振子の振幅が増加し立脚期における足関節背屈角度が増加する
ことで前方への推進力構築に繋がった.」と報告している.上記
より歩行アシストにて股関節伸展を促すことで前方への推進力
向上を図ることができると考えた.追従モード,アシストトルク
右屈曲1.2/伸展2.0,左屈曲2.0/伸展1.2とし挟み角を広げ,左右対
称性を促す設定とした.榮山らは「麻痺側,非麻痺側の両側股関
節屈伸に介入することで,左右対称性歩行を促すことが出来る可
能性が示唆された.」と報告している.結果,右TStでの股関節伸展
が出現し,左右対称な歩行に近づいたことで,安定性が向上し病
棟での歩行練習開始に至った.今後として,さらに病棟と連携し
病棟内自立となることで活動量向上に努めていく.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき本人に説明し同意を得
た.
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心原性脳梗塞に対して電気刺激療法と反復運動
を 実施し正常起居動作獲得を目指した症例
○奥浦 夢翔

平成病院 リハビリテーション部

【はじめに】
心原性脳梗塞を呈し、運動麻痺により体幹機能
が低下した症例に対して正常起居動作獲得を目指
し予後改善に努めたので報告する。
【方法】
電気刺激療法と反復運動を併用し起居動作訓練実施。
IVES を使用し、外腹斜筋にパワーアシストモー
ドで実施。患者が疲労を感じるまで行い1 日2 セ
ット、2 か月間行う。最小出力は検者が筋収縮を
感じたレベル。最大出力は患者が自己で収縮もし
くは電気刺激を感じるレベル。 感度は10 とした。
【結果】
【理学療法評価 初期 (Z 日+73～84 日)】
Stroke-Impairment-Assessment-set  (以下SIAS)
24 点、Functional-Assessment-for-Control-of-
Trunk  (以下FACT)2 点、 Trunk-Control-Test  (以
下TCT)49 点、Brunnstrom-recovery-stage (以
下BRS)下肢Ⅰ、Weight-bearing-ratio (以下W
BR)患側：立位支持あり 22％、支持なし評価不
可、座位27％、Manual-Muscle-Test (以下 MM
T)健側膝関節伸展：4、感覚検査S1：0 点、
Scale-For-Contraversive-Pushing (以下SCP)
2.5 点
【理学療法評価 最終 (Z 日+141～150 日) 】
SIAS28 点、FACT９点、TCT100 点、BRS 下肢
Ⅱ、患側WBR：立位支持あり7％、支持なし評価
不可、座位19％、MMT 健側膝関節伸展：5、 感覚
検査S1：5 点、SCP：0 点、FIM 運動項目45 点
【考察】
八谷らによると起き上がり時間に影響を及ぼす
要因は健側大腿四頭筋と体幹機能と述べている。
初期評価FACT2 点TCT36 点であり、座位保持能
力の低下があり、 TCT では把持物が必要であった。
このことから体幹機能に着目することで正常起居
動作獲得が可能になるのではないかと考えた。
治療プログラムとして体幹回旋を外腹斜筋に電
気刺激を与えながら反復運動実施。体幹回旋は自
己介助運動、自己運動、自己抵抗運動へと段階を
上げて行う。体幹回旋が良好になると屈曲回旋パ
ターン動作を参考に運動学習を行う。初期は視覚
誘導型訓練で運動方向などの学習を行い、記憶誘
導型訓練に移行。口頭指示にて運動記憶していき
動作改善へつなげる。起き上がり動作では第 1～
2 相で異常があり、患側上肢に随意性がないため
肘直上に体重が乗らず支持できていないため on
elbow まで誘導が出来ていない。そのため肩甲骨
と骨盤帯の誘導から行った。患側上肢が運動の阻
害因子にならないように健側上肢で上肢の把持を
学習した後に反復運動を行う。
【結論】
意識下であれば動作遂行可能となった。
このような原因として、遂行機能障害や記憶障害
があり、反復訓練を行ったものの正常起居動作獲
得には至らなかったと考える。
【倫理的配慮】本発表では、参加者に目的、方法、参加による 
不利益はないこと、及び、個人情報の保護について、説明を行
い同意を得た。
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長下肢装具装着下歩行の介助方法を工夫した脳
卒中片麻痺患者の歩行再建
○嵯峨根 陽奈

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部

【目的】脳卒中患者の歩行再建にて長下肢装具(Knee Ankle 
Orthosis：以下、KAFO)を使用した歩行練習は脳卒中ガイドラ
イン2021においても推奨されている。KAFOを使用する利点と
して歩行時麻痺側LRよりMStにかけて重心の前上方移動を可能
とし効率的な歩行練習を提供することができる。今回、右LRか
らMstにて右骨盤後退・膝関節屈曲を認め後方へ傾倒し介助を
要した脳卒中患者を担当した。両側金属支柱付き短下肢装具
(Double Uplight Ankle Foot Orthosis：以下、DU-AFO)にて歩行
可能であったが、表面筋電図使用して筋活動と歩容を比較し膝
継手・介助方法を検討、KAFOでの歩行練習することで歩行能
力の変化が得られたので報告する。

【症例紹介】70歳代男性。仕事中に気分不良あり、A病院を受
診。頭部CTで左視床出血を認め同日B病院へ搬送。第28病日、
リハビリテーション目的にてC病院に入院。第28病日にて
Stroke Impairment Assessment Set-motor (以下、SIAS-ｍ)2-2、
2-1-1。垂直性3/3、腹筋1/3。Berg Balance Scale (以下、
BBS)2/45点。FIM運動23/91点、認知20/35点。Functional 
Ambulation Categories (以下、FAC)0。歩行は右KAFO使用、全
介助。膝継手はSpring Assisted Extension (以下、SPEX)使用、
膝継手0°固定。足継手はダブルクレンザック継手、背屈5°遊
動、底屈制動。理学療法は外骨格型の歩行練習支援ロボット、
右KAFOを使用した立位・歩行練習を開始。

【経過】第77病日、KAFOよりカットダウンしDU-AFOと左
T-caneを使用し軽介助。右ICは骨盤後退・股関節外旋・膝関節
屈曲位。右LRからMstにかけて骨盤後退増大、右股・膝関節屈
曲して後方へと傾倒し介助を要した。KAFOでの歩行練習を継
続していくかにあたり表面筋電図にて評価を実施。電極貼り付
け部位は大腿直筋・大腿二頭筋・前脛骨筋・腓腹筋外側頭。
DU-AFOでの歩行は、右ICにて大腿直筋・大腿二頭筋の同時収
縮、KAFOと比較して大腿直筋の筋活動延長。KAFOでの歩行練
習を継続するとともに介助方法を検討した。SPEX膝継手を調
整し屈曲20°可動に設定。左T-cane使用、二動作前型歩行にて
右下肢振出しのみ介助すべく右側方介助にて歩行練習を実施し
た。第91病日にてSIAS-m4-4、4-2-3。垂直性3/3、腹筋2/3。
BBS20/45点。FIM運動65/91点、認知27/35点。FAC3。歩行
は左T-cane・右DU-AFO使用、見守り。

【考察】KAFO介助歩行での利点は麻痺側の支持性が乏しい立
脚でもMstにかけて重心を前上方へ推進できることであり、本
症例の歩容からもKAFOを使用した倒立振り子状の歩行練習が
必要であったと考える。DU-AFOでも歩行可能な本症例におい
てKAFO歩行練習は治療難易度として易しいことも懸念された
が、筋活動・歩容を比較してSPEX膝継手を20°可動に設定、
介助位置は過介助とならないよう右側方介助とした。KAFOを
使用した治療で膝継手や介助方法を検討することで歩行中の後
方へのもたれかかりが軽減しDU-AFOでの歩行獲得へ繋がった
と考える。
【倫理的配慮】本発表に際して本人様と家族様に対して説明を
行い、同意を得ている。
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主観的・客観的指標を用いた課題設定により歩
行機能の改善に至った感覚性運動失調の一症例
○田所 智宏 1)，菅野 恭平 1)，笹沼 直樹 1)，
内山 侑紀 2)，児玉 典彦 3)，道免 和久 2)

1) 兵庫医科大学病院 リハビリテーション技術部
2) 兵庫医科大学医学部 リハビリテーション医学講座
3) 兵庫医科大学リハビリテーション学部 理学療法学科

【目的】
運動課題の難易度は成功体験が得られるように設定することが
推奨されている.しかし適切な難易度を設定するための具体的な
方法について示されているものは少ない.今回,重度感覚障害に
よる感覚性運動失調を呈した症例を経験した.主観的・客観的指
標を用いた課題難易度調整に基づく運動療法により,歩行機能が
改善したため,経過と考察を報告する.
【症例紹介】
60歳代男性.現病歴は X－30日に下肢脱力感を認め,X日に転院
しギランバレー症候群と診断,翌日より理学療法を開始した.初
期評価(第2病日,右/左): MMT体幹5,上肢4/4,下肢4/4,触覚(10点
法)手関節及び乳頭以遠8/8,振動覚上前腸骨棘以遠両側脱失, 疼
痛・痺れ(Numerical Rating Scale(以下NRS))手関節以遠10/10,
足関節以遠7/7であった.10ｍ歩行11.5秒(17歩,歩行器), Berg 
Balance Scale(以下BBS)3点,FIM79点であった.薬物療法は免疫
グロブリン大量静注療法１クール,ステロイドパルス療法2クー
ルが施行された.
【経過】
運動療法はバランス及び歩行訓練を中心に実施した.課題難易度
は主観的指標として自覚的課題難易度(60～70％に設定),客観
的指標として課題成功回数を設定し,定めた目標値を達成した時
点で難易度を漸増させた. バランス訓練は姿勢,支持基底面と足
圧中心の関係,視覚条件,固有感覚条件(鏡や弾性包帯),環境条件
を変化させながら自覚的課題難易度と課題成功回数に基づき段
階的に難易度を調整した.最終評価(32病日,右/左): MMT体幹5,
上肢5/5,下肢4/4,触覚 (10点法)手関節及び大腿以遠8/8,振動覚(
秒)上前腸骨棘5.6/5.1,膝蓋骨6.8/脱失,足関節内果5.9/脱失, 疼
痛・痺れ(NRS)手関節及び足関節以遠1/1であった.10ｍ歩行
17.4秒(24歩,T字杖),BBS15点,FIM91点と改善した.
【考察】
主観的・客観的指標をもとに課題難易度調整することは, 適切
な運動課題を設定するための1つの方法となる可能性がある.運
動失調患者を対象とした運動療法による介入研究では,歩行速度
の改善はバランス訓練の課題難易度調整に影響すると述べられ
ている(Keller,2014).また,感覚障害を有する患者は姿勢の安定
性を維持するため深部感覚から表在感覚へと感覚の再重み付け
をすると報告されている(Liu,2023).深部感覚障害は残存したが
, 主観的・客観的指標を用いた適切な課題難易度調整によって
運動の結果をフィードバックできたこと,また様々な条件下の段
階的なバランス訓練により感覚入力が残存した感覚器官に再重
み付けされたことで歩行機能が改善に至った可能性がある.
【倫理的配慮】本症例報告の趣旨と内容を本人へ十分説明し書
面にて同意を得た.
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左被殻出血を発症, 右麻痺を呈した症例に対して
主に非麻痺側への介入を行い, 予後予測より早期
に端座位保持能力を獲得した一症例
○谷 良祐

神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション技
術部

【目的】
被殻出血は 出血量32.5mlを超えると標準治療介入では
modified Rankin Scale (以下mRS)4-6への機能低下となるリス
クが高いとされている. 左被殻出血を発症し, 右上下肢麻痺を呈
した本症例は, 出血量47mlと先行研究によるcut off値より大き
い値を示しており, 通常介入では機能予後不良と予測された.
標準治療に加えて非麻痺側に対する介入について一定の見解は
得られていない. 初期評価時, 重度右麻痺, 端座位保持困難であ
った症例に対し, 残存機能を用い, 非麻痺側への荷重練習, およ
び長下肢装具使用下の前型歩行練習を追加することにより, 即
時的に端座位保持能力が向上し, 早期より見守りで可能となっ
た. そのため, 本症例の経過を報告する.
【症例紹介】
発症前ADL自立した60代男性, X日に右片麻痺,意識障害をきた
し, National Institutes of Health Stroke Scale (以下NIHSS)は32
点, Glasgow Coma Scale (以下GCS)はE1V1M1であり, 同日に 
CT分類Ⅴの左被殻出血に対し開頭血腫除去術を施行された. 術
後翌日より理学療法が開始となった. 第4病日に, NIHSSは20点, 
GCSはE2V2M6, Medical Research Council (以下MRC) scoreは 
左上下肢5点, 右上下肢0点, 表在・深部感覚は重度の失語により
評価困難であった. 寝返り, 起居は重度介助, 端座位は全介助,  
起立は中等度介助, 歩行は困難であった. Trunk Control Test (以
下TCT)は0点, Scale For Contraversive Pushing (以下SCP)は端
座位, 立位いずれもA) 1点, B) 0点, C) 0点の合計2点であった.
【経過】
第5病日より, 右長下肢装具を装着し立位にて非麻痺側へのリー
チ練習を行い, 端座位保持が軽介助にて可能となる即時的な改
善を認めたため, 上記の介入を継続した. 第16病日より, 右長下
肢装具を使用し前型歩行練習を行い, 端座位保持は軽介助から
見守りへ可能となる即時的な改善を認めた.
第18病日には, NIHSSは15点, GCSはE4V3M6, MRC scoreは右
上肢0点, 右下肢1点,  表在感覚軽度鈍麻, 深部感覚完全脱失であ
った. 寝返り, 起居は中等度介助, 端座位は見守り, 起立が軽介助
. 歩行が重度介助であった. TCTは36点, SCPは端座位, 立位いず
れもA) 0.25点, B) 0点, C) 0点の合計0.25点であった.
【考察】
今回, 出血量47mlと予後不良と予測される左被殻出血の症例に
対して標準的介入に加えて非麻痺側への介入を行った. その結
果、即時的に端座位保持機能が改善した. 非麻痺側下肢への立
位でのアプローチが, 非麻痺側への感覚入力を増大させ, 座位バ
ランスの改善に寄与したという報告がある. また, 自重を用いた
課題指向型トレーニングは下肢筋力を向上させ, パフォーマン
スの改善をもたらすといわれている. 本症例は重度の失語を呈
しており, 状況理解が困難であったことから, 荷重下での非麻痺
側への感覚入力が奏功し, 端座位保持の獲得には非麻痺側への
荷重練習, 歩行練習が有効であったと考える.  よって, 非麻痺側
への介入, 及び長下肢装具使用下の前型歩行練習は端座位保持
能力を早期より改善させる可能性が示唆された.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り報告の目的方法, 不利益
を受けないこと, データ管理, 公表方法を本人に説明し同意を得
た.
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Pusher現象を認め,環境調整をした上で座位保持
見守りを獲得した症例
○宮崎 定秀

西宮協立リハビリテーション病院 リハビリテーション部

【目的】
本症例は重度の運動麻痺に加えPusher現象により,座位保持が
困難であった.そのため,pusher現象に対しての定量的な評価を
元に段階的な介入を試み,座位保持が安定したためここに報告す
る.
【症例紹介】
80歳代女性.現病歴:X年Y月Z日,心原性脳塞栓症,右放線冠の脳梗
塞を発症.第29病日,リハビリ目的でA病院入院.既往歴:持続性心
室頻拍,慢性硬膜下血腫.SIAS:下肢運動3/15下肢筋緊張
1B/2(MAS/DTR)下肢感覚2/6体幹1/0(垂直性/腹筋力)視空間認
知1非麻痺側大腿四頭筋筋力0.HDS-R:16. BLS:15/17 SCP:6/6 
TIS:0/23
座位は全介助.右肩関節外転.右肘関節伸展しベッド柵を支持.体
幹左側屈し左へ傾倒.
【経過】
第29病日でBLS15/17,SCP6/6よりPusher現象陽性と判断した.
また,正中位の時点で「危ない,倒れる」と抵抗し座位保持は困
難なためTISは0.この時期は鏡を利用し視覚情報から体幹正中
位の再認識を促した.麻痺側への傾きは理解していたが体幹機能
が伴わず左へ傾倒.理学療法の際は高座位で骨盤前傾し大転子下
と坐骨部にタオルを挟み,股関節中間位で荷重を促し,アライメ
ントと環境調整をした上で上肢リーチ課題を施行.第43病日か
ら立位以降の練習頻度を増加しようとするも,両膝内側部の疼痛
と疲労感が増強したため,座位の介入を継続した.第51病日では
座位で非麻痺側を壁に付け,背面に踏台を設置し接触面を拡大し
垂直位への賦活を図った.練習中に本症例は最も体幹正中位で保
持可能で「真っ直ぐやね」,と言った訴えや麻痺側殿部の荷重感
覚は「わかる,左は(右と比べて)半分だけ」と訴えていた.このこ
とから本症例の正中位に対する認識の向上に加え,体幹の筋活動
も得られやすかった.加えて段階的に接触面を減らし難易度調整
を実施.そして静止座位で外転反応が消失し体幹の傾倒も軽減を
認めてSIASの垂直性2,腹筋力1,BLS11/17,SCP4.75/6,TIS6に変
化し見守りに至ったことで病棟でのトイレ誘導が可能となった.
【考察】
本症例は視覚的制御における体幹の正中位は理解していたが,体
幹機能が低下しておりPusher現象が体幹傾倒を助長し,非麻痺
側への立ち直りが乏しく座位保持が困難であった.宮本らは「
Pusher現象を示す片麻痺患者には,単に視覚的に垂直位を保持
させるのでなく,まず殿部と座面との‘接触面(基底面)’の数と
広さに意識を向けることが大切であろう.」と述べている.そこ
で非麻痺側を壁,背面に踏台を接地し支持面を拡大させ外転反応
の抑制,殿部と座面の環境を調整し,接触面に意識を向けた.これ
により麻痺側へ荷重を促し,左右均等に殿部への荷重が可能とな
った.この環境設定により正中位での体幹機能へのアプローチが
可能となり,筋緊張が低下していた麻痺側腹筋群と脊柱起立筋群
の筋活動の賦活が図れた.また上肢課題を加えた中で壁や踏台の
接触面を減少させ,支持基底面を狭め難易度を調整していくこと
で体幹機能の賦活を段階的に図った.その結果,左右対称的な姿
勢保持に至ったと考察する.
【倫理的配慮】本発表に際して,本人様と家族様に対して説明を
行い同意を得ている
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左下肢協調運動障害に対し歩行学習支援ロボッ
トの導入により独歩獲得した症例
○山崎 桃佳

恒生病院 リハビリテーション課

【目的】脳卒中理学療法ガイドライン上では、歩行障害を有す
る脳卒中片麻痺患者におけるロボットを用いた歩行は、歩行再
獲得を目的に条件付きで推奨されている。今回、右橋ラクナ梗
塞により、歩行困難となった症例に歩行学習支援ロボットを使
用したため報告する。
【症例紹介】50代男性。身長167.0㎝、体重57.9㎏。X月Y日
左半身脱力・呂律障害が出現し、当院へ救急搬送。右橋ラクナ
梗塞と診断され、保存加療後、回復期リハビリテーション病棟
へ転棟。Hope:仕事復帰。Need:独歩獲得。
【経過】初期評価Y+9～10日より、Fugl-Meyer 
Assessment-Lower Extremity (以下FMA-LE):24/34点、Scale 
for Assessment and Rating of Ataxia(以下SARA):17.5/40点、
Functional Balance Scale (以下FBS):26/56点、Functional 
Independence Measure(以下FIM):85/126点。歩行は、酩酊様
歩行で重度介助を要した。Y+10日より重錘・弾性包帯を使用
した歩行練習実施。中間評価Y+30～31日より、
FMA-LE:31/34点、SARA:9/40点、FBS:47/56点、 Timed Up 
& Go Test(以下TUG):14.6s/19歩、10m歩行テスト:13.2s/22歩、
FIM：120/126点。歩行は、杖歩行見守り。左遊脚中期の膝関
節屈曲角度減少がみられた。Y+30日より歩行補助ロボットを
用いた歩行練習実施。最終評価Y+74～75日より、
FMA-LE:33/34点、SARA:6.5/40点、FBS:56/56点、
TUG:8.8s/15歩、10m歩行テスト:9.4s/16歩、FIM:126/126点。
歩行は、左遊脚中期の膝関節屈曲角度が増加し独歩自立となっ
た。
【考察】本症例は、左遊脚中期の膝関節屈曲角度減少がみられ
た。このことから、協調性低下により、左遊脚期における膝関
節の円滑な運動が阻害され、屈曲角度が減少し、歩行速度低下
や足部クリアランスが低下したと考えた。そのため、左下肢協
調運動障害に対するアプローチとしてOrthobotを使用した。川
崎らによると、Orthobotは麻痺のある膝の動きのみを補助する
ことで、後遺症として残る歩行時のパフォーマンス、運動学的
パターン、筋活動を改善できると述べている。本症例では、屈
曲をアシストすることで左膝関節の協調性が改善し、膝関節屈
曲角度が増加したと考えた。また、協調性が改善した要因とし
て、FMA-LEの向上が挙げられる。先行研究とは相違があるが、
歩行補助ロボットの使用により、麻痺が改善する可能性が示唆
された。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づいて、本発表の意義・目
的を十分に説明し同意を得た。
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進行性核上性麻痺患者に対しトレッドミル歩行
と環境調整により自宅退院に至った一症例
○礒田 恵里花

尼崎だいもつ病院 リハ技術部　理学療法科

【目的】
本症例は進行性核上性麻痺による姿勢反射障害が原因で転倒を
繰り返していた。退院後は日中独居であり、安全に屋内を自立
して歩行することが必要であった。そこで今回、歩行の安全・
安定性向上を目的としたトレッドミル歩行に加えて自宅環境調
整を行った結果、自宅退院に至ったので報告する。
【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき症例報告の目的と内容を説明し同意を
得た。
【症例紹介】
70代女性、娘と二人暮らしで日中独居。入院時ADLは起居自立、
移乗見守り、院内移動は車いす全介助、歩行は歩行器見守り、
フリー歩行は後方腋窩中等度介助。初期評価 (右/左)として関
節可動域(ROM)は膝関節伸展－5/0°、足関節背屈－5/0°。フ
リー歩行にて、10m歩行は24.2秒54歩、TUGは右回り41.6秒
51歩、左回り36.9秒54歩。歩行器歩行は歩幅短縮・体幹前傾
位であり、フリー歩行は左Mst～Tst時に右トゥクリアランスの
低下を認め、方向転換時に左後方へふらつくため介助を要した。
家屋は一軒家であり、居室～台所の境目に1.5㎝の敷居、台所
に食卓テーブル、居室～寝室までの通路の幅が80㎝程度で寝室
の扉は片開き戸であった。
【経過】
姿勢反射障害、右トゥクリアランス低下の改善を目的にトレッ
ドミル歩行を2.0km/h・10分間を3週間実施。退院時ADLは起
居・移乗自立、移動は院内日中歩行器歩行自立、夜間見守り。
最終評価として (右/左)ROMは膝関節伸展－5/－10°、足関節
背屈0/－5°。フリー歩行にて、10m歩行は13.4秒24歩、TUG
は右回り24.8秒33歩、左回り25.0秒36歩。歩行器歩行はふら
つきなく歩行が可能となり、歩幅の増大、体幹前傾姿勢が軽減
していた。フリー歩行は接触介助～見守りで可能となったが、
左Mst～Tst時に生じていた右トゥクリアランス低下により左右
のふらつきは残存していた。
【考察】
本症例は入院前より転倒を繰り返しており、自宅退院を目指す
上で歩行の安全・安定性の獲得が必要であった。転倒は姿勢反
射障害が主な原因と考えたため、トレッドミル歩行を中心に実
施した。トレッドミル歩行はパーキンソン病診療ガイドライン
でグレードAであり、歩行障害に対して歩行速度・歩幅に有意
な改善が認められている。今回継続的に行った結果、10m歩行、
TUGともに速度・歩数が改善した。しかし、下肢固縮の影響や
疲労によりふらつきが生じるため、安全性や病態予後等を考慮
し、屋内移動は歩行器歩行とした。退院後、歩行器歩行自立に
する上で環境調整が必要であったため、退院前訪問指導を実施。
調整内容として、居室～台所の敷居に対してスロープを設置し
た。また、寝室までの廊下幅が狭く通りにくいため、主な生活
スペースである居室に寝具を移動させた。さらに、台所で方向
転換を行いやすくするために食卓テーブルも居室に移動させた。
以上の環境調整により、安全に自立して自宅内を移動すること
ができ、自宅退院が可能となった。
【倫理的配慮】【倫理的配慮】
ヘルシンキ宣言に基づき症例報告の目的と内容を説明し同意を
得た。
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外出機会の確保を目標に回復期リハビリテーシ
ョンを実施した高次脳機能障害を主症状とした
一例
○大塩 晴香 1)，大坪 拓郎 1)，松林 和矢 1)，
森北 侑衣 1)，上野 勝弘 1)，小澤 修一 2)

1) 西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 リハビ
リテーション科
2) 西記念ポートアイランドリハビリテーション病院 内科

【目的】
高次脳機能障害後の問題点の一つとして介護負担感が大きくな
ることが知られている．本症例は，高次脳機能障害により退院
後も介助が必要であると予想されたが，“退院後も知人に会い
に行きたい”といった希望が強かった．必要最低限の介助で外
出機会を確保することは本症例や介護者にとって重要であると
考えられた．そこで，屋外活動時の介護負担を軽減させ，退院
後の外出機会を確保することを目標として介入した一例を報告
する．
【症例紹介】
症例は70代女性で，X日に左側頭葉後頭葉出血を発症しX+41
日に当院回復期病棟へ転院した．病前は美容師をしており日常
生活は自立していた．退院後は知人に会いに行きたいという強
い希望があった．初期評価(X+42日)では運動麻痺や筋力低下は
無く，認知関連行動アセスメント(CBA)は20点で中等度の高次
脳機能障害を認めた．BIT行動無視検査は線分末梢試験36点，
文字末梢試験40点，星印末梢試験52点，線分二等分試験9点，
CBSは観察評価6点であり軽度の遠位空間無視を認めた．更に
TMT-Aは実施困難，SDMTは12個であり注意障害を認めた．他
の高次脳機能障害として，感覚性・伝導性失語，観念失行，記
憶障害，遂行機能障害等も認めた．歩行時は周囲へ注意が向き
にくく，従命が困難であったため常時接触を伴う安全管理が必
要であった．
【経過】
理学療法では，残存している脳機能を行動に汎化するための介
入を中心に実施した．高次脳機能障害の改善度に合わせて課題
の難易度や注意の対象を調整し，課題前後でその都度頻回にフ
ィードバック(FB)を行いながら活動場所を屋内から屋外へと拡
大した．最終評価(X+97日)ではCBAは25点で軽度の高次脳機能
障害を認めた．CBSは観察評価3点で軽度の遠位空間無視を認
めた．TMT-Aは119秒，SDMTは15個であり注意障害を認めた．
初期に比べ程度は軽減したが空間無視や注意障害は残存した．
歩行時は意識的に周囲へ注意を向けることや従命が可能となっ
たため，屋外活動時に常時接触を伴う安全管理の必要が無くな
った．一方で，外的刺激がより多い環境では周囲へ注意が向き
にくい症状が残存し，必要に応じた介助が必要であった．外泊
練習で自宅や自宅周辺環境で安全に生活ができることを確認し，
家族から「大丈夫でした」と報告を受けた後，X＋139日に自
宅退院となった．
【考察】
課題の難易度や注意の対象を調整し，頻回にFBを与えながら残
存している脳機能を行動に汎化させる介入を実施した過程で“
気づき”が得られ，意識的に周囲へ注意を向けることが可能と
なったと考えられた．その結果，常時接触を伴う安全管理の必
要がなくなり，介護負担の軽減，外出機会の確保に繋がったと
考えられた.
【倫理的配慮】本発表に際して，ヘルシンキ宣言に則り，本人
とその家族に症例報告の趣旨について十分に説明を行い，同意
を得た．
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肘頭骨折術後，指節間関節屈曲筋力が低下した
原因を追及し電気刺激を用いて神経筋再教育を
行った症例
○結城 沙菜

神戸赤十字病院 リハビリテーション部

【目的】肘関節周囲の骨折に伴う神経損傷は予後に影響を及ぼ
す合併症の一つである．今回，肘頭骨折術後，手指屈筋群の筋
力低下を呈し評価・治療に難渋した症例に対して，神経筋電気
刺激 (以下EMS)を用いて治療を行い改善がみられたため報告す
る．
【症例紹介】症例は70代女性でX月Y-2日駅の階段で転倒受傷
し右肘頭骨折と診断された．Y日にtension band wiring法で手
術が施行された．利き手は右で，術前の手指運動は可能であっ
た．hopeは料理の際にスムーズに包丁を扱えるようになること
である．
【経過】Y＋1日の初期評価では握力は4.0kg/23.0kg，徒手筋
力検査 (以下MMT)は第Ⅰ指指節間 (以下IP)関節屈曲2/5，第Ⅳ
・Ⅴ指近位指節間 (以下PIP)関節屈曲2/5，第Ⅱ・Ⅲ指遠位指節
間 (以下DIP)関節屈曲2/5，第Ⅳ・Ⅴ指DIP関節屈曲1/5であっ
た．またtear drop sign陽性，Adson test陰性であった．hopeを
達成するためには神経筋再教育を行い，IP関節屈曲運動を獲得
することが必要であると考えた．今回はその方法としてEMSを
用いた．宮田らはEMSによって運動課題練習に付加的価値を与
えられ，運動パフォーマンスが向上すると述べている．今回は
深指屈筋のモーターポイントに電極を貼付しEMSと同時にIP関
節屈曲の自動介助運動を行った．また，筋力強化目的でIP関節
屈曲を補助しながらつまみ動作練習を行った．Y+38日の最終
評価では握力6.0kg/24.0kg，MMTは第Ⅰ指IP関節屈曲3/5，第
Ⅱ・Ⅲ指DIP関節屈曲3/5，第Ⅳ・Ⅴ指DIP関節屈曲2/5に改善
を認めた．
【考察】理学療法開始にあたり，転倒による衝撃で腕神経叢の
損傷が疑われたが，胸郭出口症候群の整形学的テストが陰性で
あり，より遠位での神経損傷を考えた．屈曲困難となった手指
屈筋群は尺骨神経，前骨幹神経，正中神経によって支配される
筋によって運動する．肘関節周囲骨折後，18％に神経損傷が発
生したとの報告がある．また，前骨幹神経麻痺の検査である
tear drop sign陽性であったことから尺骨，正中，前骨幹神経
領域の損傷が考えられる．本症例のhopeを達成するためには，
IP関節の屈曲が不可欠となる．理学療法を行った結果，IP関節
屈曲MMT，握力がわずかに向上した．金谷らは軸索の再生速
度は1日1～2mm程度であり神経損傷では軸索再生に1年以上か
かることになると報告している．本症例は術後1ヶ月程度の経
過であり，hopeを達成するまでの回復はみられなかったと考え
られる．しかし，1ヶ月程度の介入で手指屈筋群の筋力増強を
認めた．このことからEMS療法を用いた神経筋再教育によって
IP関節の運動パフォーマンスが向上した可能性が考えられる．
hopeを達成するためにはIP関節屈曲位での筋出力が必要となる
ため，筋出力向上を目標につまみ動作練習追加し実施した．こ
のように回復に応じて段階的なアプローチの継続が必要である
と考える．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り，公表方法を口頭で説明
し同意を得た．
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住宅改修における理学療法士の役割に関する一
考察
○宮川 佑紀乃

但馬長寿の郷 地域ケア課

【目的】
本人の要望とは異なる提案をした経験から，住宅改修における
理学療法士 (以下，PT)の役割について考察したため報告する．
【事例紹介】
80歳代女性．要支援２．既往歴：腰椎圧迫骨折．気候変化によ
り痛みが生じ，日常生活に支障が出ている．浴室及び母屋勝手
口の住宅改修を目的に訪問した．
理学療法評価では，関節可動域：膝関節外反変形・軽度伸展制
限，足関節軽度背屈制限，粗大筋力：下肢３～４レベル，歩行
：屋内外杖歩行自立，立ち上がり：座面や床面を両手で押し臀
部を上げ家具を支えに股・膝関節と体幹を伸展させる，片脚立
位：前後左右への動揺があり不安定，主訴は「動いたり寒い日
には膝が痛い」であった．
環境面では，離れで生活し，入浴と排泄には母屋まで５ｍ程移
動が必要だが，浴室や動線上に動作時の支持物がなかった．
【経過】
下肢筋力低下，片脚立位の動揺に加え，動作時痛や気候変化に
より生じる痛みがあるため，今後も安全に入浴するためには，
浴室環境の整備に加え，母屋勝手口と離れ玄関の段差昇降を安
全に行う必要があった．そこで，施工者が事前に作成した改修
案を基に，①浴室L字手すりを逆向きに設置，②母屋勝手口の
段差解消および縦手すりから階段手すりへ変更，③離れ玄関の
段差解消および手すりの追加設置，を新たに提案した．
【考察】
浴槽内立ち上がりでは，縦手すりが身体前方に位置する必要が
あるが，設置予定のL字手すりでは方向転換が必要となるため，
Ｌ字を逆にし，スムーズな動線の確保とバランスを崩す危険性
の軽減を考えた．
次に，母屋勝手口の段差解消，階段手すりへの変更について，
本人の要望は，「縦手すり１本でよい」であったが，▽段数の
増加，▽降時での支持，▽痛みが強い際に昇降前後で支持を要
する，ことから階段手すりが適切であると考えた．筒井らは，
自己選択したことの満足感は高いものの，自立支援という観点
では妥当でない改修が含まれるとしており，見た目や目先の問
題解決が優先されやすい「本人・家族の要望」が適切でない場
合等を考慮した対応が必要である．
さらに，計画になかった離れ玄関の改修について岡村は，場面，
場面の問題解決に留まらないよう，生活の中で連続する動作の
流れを確認する必要性を指摘しており，生活の様子や生活動線
などの把握は不可欠である．本事例では，入浴後に離れに戻り，
玄関上がり框を昇るまでの流れを想定していなかったことが原
因ではないかと考える．
PTには，対象者の身体機能や動作能力等を評価し，生活障害の
原因を見極め，将来起こり得るリスクも見据えて個々に応じた
解決策を提案する役割があり，その役割は住宅改修においても
同様である．時に本人・家族の要望と合致しなくても，PTの専
門性に基づいた関与が生活機能の維持・改善に資する住環境整
備の実現につながるのではないか．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り，本人・家族に症例報告
の趣旨について説明し，同意を得た．
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既往に脊髄梗塞があり解離性大動脈瘤による廃
用症候群を有しトイレ動作に着目した症例
○福本 喬太

介護老人保健施設　ゆめさき リハビリテーション科

【はじめに、目的】
70代後半の女性。60代後半に脊髄梗塞を発症し両下肢に麻痺
が残存するもの車椅子で自立生活をしていた。z+1日、解離性
大動脈瘤が出現し体動ができずA病院で内服治療を行い安静臥
床による廃用症候群を呈した。その際、仙骨部と右踵部に褥瘡
ができ、z+30日リハビリ目的でB病院 (回復期)に転院。z+100
日で当施設に入所。既往に慢性心不全がある。キーパーソンは
70代後半の夫。

【方法】
本症例は夫の介助量軽減のため、安心してトイレ動作を行いた
いという希望がある。その為、目標はトイレ移乗を含めたトイ
レ動作の介助量軽減とした。問題点としては廃用による筋力・
体力低下や下肢の運動麻痺が考えられる。問題点のプログラム
として①褥瘡悪化予防のための離床や体動の促し。②右下肢筋
力の維持、体幹筋や上肢筋の筋力強化。③トイレ動作練習とし
た。①は重度感覚鈍麻により、褥瘡部の痛みを感じないことか
ら必要性の自覚が乏しく、定着には至っていなかった。その為、
日中は1時間おきのアラーム設定を行いプッシュアップ練習や
寝返り動作を実施した。②は平行棒やピックアップでの立ち上
がり練習やレッドコード、車椅子での坂上り、エルゴメーター
を実施した。③は平行棒内で片手手すり把持でのバランス練習
や下衣更衣練習を実施した。また、介護•看護職員に動作指導
の申し送りを行い、日常生活の中でトイレに行く回数を増やし
実践での反復練習を実施した。

【結果】
〔初期評価〕〈MMT右/左〉肩関節屈曲・伸展・外転3/3、肘
関節屈曲・伸展3/3、体幹屈曲・伸展・回旋2〈握力〉右/左
13.9/9.4㎏〈GMT右/左〉下肢3/1〈感覚検査〉右下肢重度鈍
麻、左下肢脱失〈DESIGN-R〉仙骨部・右踵部〈ROM〉著明な
制限なし〈動作観察〉立ち上がり•ベッドへ移乗:中等度介助 
トイレ動作：重度介助

〔最終評価変化のみ〕〈MMT右/左〉肩関節伸展4/4、肘関節
伸展4/4、体幹屈曲・伸展・回旋3〈DESIGN-R〉Ｚ＋157日で
改善〈動作観察〉立ち上がり•ベッドへの移乗:自立 トイレ動
作：軽介助

【考察】
本症例は30日間の安静臥床により廃用が進みリハビリの介入だ
けでは運動量が不足しており、それ以外での活動性向上が必要
と考えた。その為、リハビリではプッシュアップ動作に必要な
上肢筋への介入と日中の活動性向上の為に基本動作指導と介護
•看護職員との連携を行うことで廃用の改善がみられたと考え
る。退所後は夫へのトイレ動作の介助指導や環境設定が必要で
便座からの起立が困難なため補高便座を採用し、退所への調整
を行った。

【結論】
トイレ動作能力の向上がみられた要因の一つとして上肢・体幹
筋の向上が考えられる。また、リハビリだけでなく多職種との
連携、介入による運動量の確保、反復練習の効果もありADLが
向上したと考える。その後は訪問リハビリの介入や環境設定に
よりトイレ動作自立に至っている。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣旨を説明し
同意を得た。
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心肺運動負荷試験を用いて生活指導を実施した、
産後うつを合併した周産期心筋症の一例
○大住 彩水 1,2)，金島 侑司 1)，下雅意 崇亨 1)，
岩田 健太郎 1)

1) 神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション
技術部
2) 神戸大学大学院 保健学研究科

【目的】
周産期心筋症(Peripartum Cardiomyopathy: PPCM)とは、既往
に心疾患のなかった女性が妊娠・産褥期に、拡張型心筋症に類
似した病態を示す心筋症である。PPCMに対する運動療法を実
施した報告は散見されるが、生活指導に着目した報告は少ない。
今回、産褥期にPPCMおよび産後うつを発症した患者に対し、
運動療法および退院後の生活指導を行ったため報告する。
【症例紹介】
40代女性、X-12日に初産で児を出産後、X-6日にPPCMによる
うっ血性心不全を呈した。入院加療を拒否し一度自宅退院をし
たが、外来加療経過で心不全症状の改善無く、X日に心不全加
療のため再入院となった。入院時の左室駆出率：20%であった。
X+2日には産後うつと診断され、授乳育児の希望から治療薬の
内服拒否があり、今後への不安から精神的に不安定な状態とな
っていた。傾聴しつつ、静注強心薬や利尿薬による治療を続け、
心不全は代償されてX+19日に自宅退院となった。
【経過】
X＋1日より理学療法介入を開始した。初期評価(X+1日)では、
等尺性膝伸展筋力体重比:右16.4/左19.4%、FIM：96点であっ
た。病棟ADLの向上を短期目標、育児・家事復帰を長期目標と
した。ベッドサイドでの低負荷での運動から開始し、X+7日よ
り歩行練習を実施した。運動により血圧低下、動悸を認めるこ
とも多々あり、厳格に心拍数や血圧のモニタリング、低心拍出
量症候群の有無、自覚症状に注意しつつ介入した。最終評価
(X+15日)では、等尺性膝伸展筋力体重比:右17.5/左16.7%と依
然、下肢筋力低下を認めた。FIM：126点であった。
育児を含めた退院後の生活に強い不安を抱いており、本人の不
安感の軽減と、ADLが過負荷とならないことを確認する目的で、
退院前(X+16日)には医師と相談の上、静注強心薬1.0 mL使用下
にて心肺運動負荷試験(CPX)を実施した。結果はPeak VO2 
11.3 mL/min/kg (3.24 METs)、AT 10.2 mL/min/kg (2.93 
METs)、Peak VO2/HR 5.8 mL/beatであった。また、児の体重
を想定し5 kgの重錘を抱えての平地歩行は2.6 METsであること
も確認した。しかし、児を抱えての長距離歩行や家事は過負荷
となるため、退院直後は控えるよう指導した。CPXの終了理由
は、下肢疲労増強による駆動回転数不足であり、骨格筋機能障
害が大きく影響したと考えられたため、運動処方として反復起
立運動を指導した。また、動作時の息こらえ、児を抱く姿勢等
に注意するよう生活指導を行った。退院後は外来心臓リハビリ
テーションに参加し、運動耐容能改善の確認を目的にフォロー
を継続した。
【考察】
産褥期にPPCMおよび産後うつを発症した患者に対し、入院初
期より育児・家事復帰を目標とした理学療法介入を開始したこ
とで、身体機能の低下を予防し早期の自宅退院へ繋がった。ま
た、退院前にはCPX結果を踏まえた生活指導を実施し、不安感
の軽減を図ることができた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り本人に症例報告の趣旨の
説明を行い、同意を得た。
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酸素流量調整と患者教育を行い通院に必要な歩
行能力を獲得した間質性肺炎患者の一症例
○清水 咲希

姫路医療センター リハビリテーション科

【目的】
今回、間質性肺炎急性増悪で入院し、労作時のSpO2低下と呼
吸困難感により歩行が制限された症例に対し、通院可能な歩行
能力を獲得するために携帯用酸素ボンベを使用した歩行練習を
実施し、酸素流量の再評価と患者教育を行った症例を報告する。
【症例紹介】
70歳代の男性で6年前に間質性肺炎の診断を受け2年前より在
宅酸素療法を導入していた。発熱、呼吸困難感の増強により酸
素流量が増加したため受診し緊急入院となった。
入院前のADLは自立、在宅酸素の流量は、屋内は酸素濃縮装置
で安静時1-2L、労作時3-5L、屋外は携帯用酸素ボンベ同調モー
ド5Lで連続50m程度の歩行が可能であった。
主治医のSpO2指示は安静時・労作時ともに90%以上維持であ
った。
患者のHOPEは通院可能な歩行能力を獲得することであり、駐
車場から病院受付まで約30m、院内は最大で約60m歩く必要が
ある。
【経過】
入院2病日よりHCUにて理学療法を開始した。労作時、酸素マ
スクを使用して酸素10L投与するがSpO2低下、呼吸数増大が著
明であったため、介入1週目はベッドサイドで実施した。3週目
より携帯用酸素ボンベ使用の下、歩行を中心とした酸素流量の
評価を実施した。3週目以降の歩行時の条件として、長時間の
外出に対応できるように携帯用酸素ボンベ使用時は同調モード
5L、SpO290%以上維持、修正Borg scale4以下とした。
酸素流量の評価は、①連続歩行距離、②最低SpO2、③修正
Borg scale、④休憩時間とした。
3週目以降では、①20m、②SpO290%、③修正Borg scale3、
④2分30秒～3分程度であった。しかし、その後も連続歩行距
離延長はできず、歩行と立位休憩を繰り返して歩行距離の拡大
を図ることとした。
また、本症例は歩行中のSpO2低下は軽度であるが歩行後に
SpO2低下と呼吸困難感が出現するため早めの休憩が必要であ
った。患者教育として休憩のタイミングを自己管理できるよう
に、歩行の距離や時間を指標とした自己管理を指導したが
SpO290%を下回ることが多かったため、歩数を指標とした自
己管理へと変更した。加えて、歩行時の動作と呼吸の同調およ
び休憩時の呼吸法指導も行った。
その結果、SpO290%以上を維持し、呼吸困難感が増強しない
歩数は30歩前後で、休憩時間は2分程度となった。そして、44
病日以降は患者のタイミングで休憩を挟みながら100m以上の
歩行が可能となった。また、通院場面を想定した歩行練習を重
ね、48病日に自宅退院となった。
【考察】
本症例は歩行後にSpO2低下と呼吸困難感が出現するため早め
の休憩が必要であったが、連続歩行の指標が距離や時間では自
己管理が難しいため歩数に変更した。歩数を指標とすると一定
の距離で休憩が可能となりSpO2低下や呼吸困難感を生じる前
の適切なタイミングで休憩がとれるようになった。
また、自己管理の下で通院の際に必要となる歩行場面を実際に
練習することで歩行に対する不安感を解消することができた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき、患者に目的と個人情
報の取り扱いについて説明を行い、同意を得た。
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ADL向上を目指した急性小脳炎発症後の症例
○渡部 果菜

東浦平成病院 リハビリテーション部

【はじめに】今回、通所リハビリテーションにおいて、急性小
脳炎後の患者を担当し、ADL向上に至った症例を担当したため、
ここに報告する。
【症例紹介】70歳代、女性。発症前ADL自立。夫、息子家族と
5人暮らし。KPは息子。通所開始時は、要介護4。既往歴は変
形性腰椎症。現病歴はめまい症状が出現し、X月Y日急性小脳
炎と診断。リハビリ目的で入院しX月Y日+90日後に退院。X月
Y日+110日からデイケア利用開始。週2回の利用。主訴は歩く
時ふらつく。本人のHopeは畑仕事がしたい。
【経過】X月Y日+110日時点で、協調性検査として鼻指鼻試験
と向こう脛試験を実施し、上下肢ともに失調を認めない状態で
あった。躯幹失調試験はStageⅢと、中等度の体幹失調を認め
た。ManualMuscleTesting (以下MMT) (R/L)股関節屈曲5/4伸
展4/4外転4/4内転4/4、膝関節屈曲4/4伸展5/5、体幹屈曲3回
旋3/3で、下肢･体幹に筋力低下が認められた。
BergBalanceScal (以下BBS) (R/L)51点/49点、TimedUp&GoTes
ｔ (以下TUG) (R/L)12.44秒/14.57秒。独歩では全歩行周期に渡
って歩隔が広く、上肢の振りが過剰で、上部体幹を過度に固定
していた。また、左LRからMStにかけて左側方への動揺がみら
れる状態であった。Barthel Index (以下BI) は80点/100点。治
療として、協調性訓練を実施し、下肢･体幹の筋力増強訓練を
実施。固有感覚を賦活させる目的で下肢･体幹に重錘を着用し
歩行訓練を実施。また、バランス訓練、応用動作訓練も並行し
て進めた。X月Y日+240日時点、躯幹失調試験 StageⅠに改善
し、MMT (R/L)は股関節屈曲5/5伸展5/4外転5/4内転5/5、膝
関節屈曲5/5伸展5/5、体幹屈曲5回旋4/4。BBSは55点/54点、
TUG (R/L)独歩13.25秒。独歩では、左側方への動揺が軽減した。
全歩行周期に渡って歩隔の幅が狭くなった。また、過度な上部
体幹の固定もなくなり、上肢の振りが軽減した。BIは100点と
なり、屋内独歩、屋外杖歩行へ移動形態を変更した。現在は庭
仕事も行っている。
【考察】本症例は歩行時に側方への動揺がみられた。評価から
体幹の失調を問題点として挙げた。失調に対し、重錘負荷を使
用したことで、体幹･下肢から小脳への固有感覚の入力が増加
し、運動制御に影響を与え、効果的に運動学習が得られたと考
えられる。他の要因として、本症例は約2ヶ月程度の臥床期間
があった。Hettingerらによれば、1週間の不動により20%の筋
力が低下するといわれていることから、廃用性の筋力低下を問
題点として挙げ、治療を行った。また、歩行において、身体は
パッセンジャーとロコモーターに分けられると言われている。
パッセンジャーである体幹の機能は中枢部の固定と姿勢調整に
関わる要素があり、躯幹の固定、姿勢反応の促通、固有感覚を
用いた運動学習により、dynamicな中での躯幹の安定性が得ら
れた。ロコモーターである下肢の筋力も向上したことで、より
安定した歩行動作が獲得され、ADL向上に繋がったと考えられ
る。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき本発表の趣旨を本人、
家族へ説明し同意を得た。
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COPDの急性増悪により歩行能力•運動耐容能低
下となった症例～呼吸機能に着目して～
○堀江 紗弥

東浦平成病院 リハビリテーション課

【はじめに】
今回COPDが急性増悪し歩行能力•運動耐容能低下となった患
者様を評価･治療させていただく機会を得たので以下に報告す
る。
【症例紹介】
80歳代女性。診断名はCOPDの急性増悪。現病歴のCOPDによ
り在宅酸素療法を導入中であった。R5年 2月頃より呼吸苦とな
り自宅にてSpO2が急激に低下した為当院へ救急搬送となる。
併存疾患は慢性心不全。主訴「動くと息が苦しい」Hope「し
っかり歩きたい」Needsは歩行安定性向上･運動耐容能向上。
【経過】
初期評価(R5年5月7～20日)→最終評価(R5年8月3～17日)
酸素投与量常時3L→1L，FIM87点→104点，BBS19点→38点，
10m歩行28.5秒→18.2秒，TUG27.6秒→21.4秒，最大歩行距
離(トレウォーク)15m，呼吸回数28回/分，SpO2:82％(リカバ
リー 2分50秒)→(伝い歩き)55m，呼吸回数26回/分，SpO2:93
％(リカバリー30秒)，修正Borgスケール7→4，HughJones分類
Ⅴ→Ⅳ，スパイロメーター値:FEV1％＝58％，％VC＝62％→ 
FEV1％＝72％，％VC＝70％， MMTは大腿四頭筋3+/3+→
5/5-，大臀筋3+/3→4/4，腹直筋2→3，ROMは足関節背屈-5°
/-5°→5°/5°。
【考察】
段差昇降動作および15mの伝い歩きの獲得を目標に歩行能力向
上，運動耐容能向上を目指しアプローチを実施。
介入初期時と比較し立位バランス能力と独歩自立性と関係の深
い大腿四頭筋の筋力が向上し，歩行時の膝折れ感が軽減。とり
わけ呼吸不全を呈した患者の下肢筋力低下はADL動作の自立や
運動耐容能を低下させる重要な因子と報告され，運動耐容能に
おいてはCOPDの安全な在宅生活の獲得に強く関係していると
言われている。
次に歩行持久性向上，階段昇降能力獲得のためには運動耐容能
の向上も必要である。COPDでは肺コンプライアンスが低下し
ており換気も低下する。その為，機能訓練による体幹･下肢の
能力向上，腹式呼吸の意識づけ，歩行時の呼吸指導を実施する
ことによる呼吸効率の改善が図られ歩行時のBorg指数が4まで
低下し，運動耐容能が向上したと考えられる。
冨田によると階段昇降では体幹筋の制御が必要とある。このこ
とから体幹筋の筋力訓練，往復した段差昇降訓練を実施し，最
終評価では在宅で必要となる20cm段の階段を監視レベルで昇
降実施可能となった。
また，動作レベルの低下に関与する機能障害として，初期時で
は足関節の背屈制限があったため歩行時のすり足様歩行，階段
昇降では後方重心となり上肢依存が高くなっていたが，距骨の
滑走性改善，長母趾屈筋の柔軟性改善したことで背屈角度5°
となり，初期と比較し歩行時のクリアランスが向上し階段昇降
時の上肢依存，体幹前傾が減少した。
さらに大臀筋筋力が低下すると歩行の推進力低下，歩幅の狭小
化が起こる。初期時では大臀筋筋力が低下しており10m歩行
25.8秒と低下していたが段差昇降の反復を実施することで大臀
筋の筋力が向上し10m歩行が18. 2秒と改善した。
このことから当初目指した在宅復帰に必要なADLを獲得でき，
現在は在宅生活を送っている。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づきご本人，ご家族様へ説
明し同意・了承を得た。
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末期腎不全によるうっ血性心不全を発症後，透
析導入に至った1症例
○安永 好花，大里 拓海

加古川中央市民病院 リハビリテーション室

【目的】末期腎不全によるうっ血性心不全を呈し，身体的フレ
イルを生じた症例を担当した．心臓リハビリーションにより，
身体機能を改善し，退院後9か月間，再入院なく経過したため
報告する．
【症例紹介】70歳代女性．慢性腎臓病stage G5に対し透析導入
を目指していたが，受診がまばらで内服アドヒアランス不良で
あった．今回，うっ血性心不全にて入院し，非侵襲的陽圧換気
 (以下NPPV)管理となった．利尿薬を投与していたが，肺うっ
血増悪を契機に透析導入に至った．
【経過】入院初期はNPPVから離脱困難で，大動脈内バルーン
パンピング (以下IABP)を挿入など，呼吸循環動態が不安定で離
床が困難であった．第15病日にIABPを抜去後，離床を開始し，
端座位や車椅子移乗を実施した．第24病日より一般病棟での理
学療法を開始した．Functional status score for the ICU (以下
FSS-ICU)は19点．Barthel Index (以下BI)は50点．握力は
7.9/7.4kgf．Short Physical Performance Battery (以下SPPB)は
4点であり，身体的フレイルを呈していた．5m歩行後に浮遊感
を伴う血圧低下を生じ (安静時血圧107/61mmHg，歩行後血圧
75/50mmHg)，歩行距離延長が困難であった．
そこで非透析日には1日あたり2回介入し，離床時間拡大を図っ
た．
血行動態安定後は，自覚的運動強度 (以下Borgスケール)を確認
し，歩行距離を徐々に延長した．またレジスタンストレーニン
グやバランストレーニングも導入した．第32病日に連続100m，
第34病日に連続200m歩行可能となった．
さらに再入院予防を目的に患者教育を実施した．もともと通院
や内服に関してこだわりが強いという背景を有していたが，生
活習慣改善への思いを表出されたタイミングで心不全手帳を導
入し，血圧や運動，内服を自己管理できるよう関わった．
第54病日には自宅退院を達成した． FSS-ICUは33点．BIは95
点．握力は9.6/10.1kgf ．SPPBは歩行速度が改善し6点となっ
た．また退院後9か月間，再入院なく経過した．
【考察】本症例はうっ血性心不全を呈し，長期臥床により身体
的フレイルを生じていた．末期腎疾患高齢者への透析導入は持
続的なADL低下をもたらすとされ，さらなる身体機能低下のリ
スクを抱えていた．また高齢者心不全は，心機能低下に加えさ
まざまな増悪因子を有しているとされ，心不全増悪のリスクを
抱えていた．
本症例はバイタルサインやBorgスケールを確認しながら，低負
荷高頻度で運動療法を実施した．その結果，過度の安静による
合併症や過負荷による心不全増悪を避け，身体機能を改善し自
宅退院を達成した．また患者が生活習慣改善の意欲を持ったタ
イミングで，患者像を考慮した教育を実施した結果，退院後9
か月間，再入院なく経過した．
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき，発表内容，個人情報
保護対策，同意と撤回について説明し，書面にて同意を得た．
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増悪した慢性心不全患者に対して、入院前ADL
の獲得に向けて介入した一症例
○小河 颯太

医療法人晋真会　ベリタス病院 リハビリテーション科

【目的】細菌合併症により慢性心不全が増悪した症例に対して、
入院前のADL獲得に向けて介入したので報告する。
【症例紹介】70歳代女性、冠動脈バイパス手術と大動脈弁置換
術の術後経過に加え、僧帽弁狭窄症(以下、MS)により当院を外
来通院していた。第1病日起立時に呼吸困難、倦怠感を生じて
いるところを友人に発見され救急要請、当院入院となった。精
査の結果、弁膜症を中心とした慢性心不全に感染ストレスが加
わった心不全急性増悪と診断された。
【経過】初期評価：酸素3L投与下、意識レベル JCSⅡ-10の傾
眠を認め、活気なく自覚症状は乏しかった。身体所見：安静時
は血圧97-130/53-80mmHg、心拍数66-73拍/分、SpO293-97
％、心電図は心房細動を認めた。投薬状況：カルベジロール、
ベンゾジアゼピン系の抗不安薬。理学療法所見：下肢筋力は粗
大筋力検査で4レベル。介助量：寝返りから端坐位まで重度介
助、起立動作は物的環境を利用して中等度介助を要した。抗生
剤投与にて第3病日解熱を確認。第4病日理学療法介入。座位、
起立練習と段階的に離床。第6病日より熱発再燃。抗生剤変更
し解熱した時間帯に座位練習を継続。第7病日より解熱を認め
るも安静時に喘鳴出現。第10病日の血液データより炎症反応の
再燃を確認。倦怠感にて座位実施困難。第11病日より利尿薬開
始、第12病日ASV装着。その後、座位練習を中心に離床継続。
第14病日より起立練習開始。第20病日せん妄症状出現。意識
レベルJCSⅡ-10と傾眠が継続し活気なく臥床傾向。そのため、
端坐位や起立を促すも無気力であった。夜間は過活動となる場
面があり必要に合わせて鎮静が実施された。その後、心不全軽
快には弁膜症の治癒が必須との方針から第26病日より外科的治
療目的で転院。最終評価：ASV装着中、意識レベルJCS１桁で
傾眠とムラがあり見当識障害を認めた。身体所見：安静時は血
圧65-107/38-62mmHg、心拍数45-80拍/分、SpO296-100％、
心電図は心房細動を認めた。投薬状況：カルベジロール、ベン
ゾジアゼピン系の抗不安薬。理学療法所見：起居動作は重度介
助から物的環境を利用して中等度介助を要し病前のADL獲得に
至らなかった。
【考察】本症例は弁膜症由来の心不全であり、感染症の再燃か
ら入院中に心不全増悪をきたした。心血管疾患におけるリハビ
リテーションに関するガイドライン(以下、心リハガイドライ
ン)において、過度の安静がもたらす弊害の予防を目的とした
早期離床が勧められている。そのため、心リハガイドラインに
準じ介入中の大幅な血圧変動、自覚症状の出現を基準にして病
前の歩行自立を目標として介入した。結果、入院早期より離床
を図ったがADL改善に至らなかった。その要因の一つとして入
院後期に認めた、せん妄症状が挙げられる。せん妄の予防とし
て、日本集中治療医学会によると早期離床や適切な刺激入力が
重要とされているが、せん妄症状出現前に十分な離床時間を確
保出来ていない可能性がある。
【倫理的配慮】対象者のご家族には、発表の目的と個人情報の
取り扱いについて十分な説明を行い同意を得た。
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右脛骨開放骨折による足関節背屈可動域制限に
対し超音波療法が有効であった症例
○大西 菜々子

栄宏会小野病院 リハビリテーション科

【目的】
右脛骨開放骨折を呈し,右足関節背屈可動域制限が残存した症例
に超音波療法を実施した症例.

【症例紹介】
本症例は,50代女性.X年Y月Z日耕運機運転中溝にはまり救急要
請,A病院に搬送され右脛骨開放骨折の診断.Z+21日に観血的骨
接合術を実施し骨折露出部を筋膜皮弁で閉鎖.術後6週免荷とし
Z+63日から1/3荷重を開始.翌月当院入院.

【経過】
初期評価時(1/2荷重)両松葉杖歩行自立.関節可動域(以下ROM)
は,右膝関節屈曲60°,伸展-20°,足関節背屈-15°.徒手筋力検査 (
以下MMT,R/L)は,足関節背屈2/5,底屈については非荷重期間で
あり左側のみ実施し5であった. 介入当初,右足関節背屈制限に
対しては,距腿関節のモビライゼーション,下腿三頭筋・長母趾
屈筋のリラクゼーションを実施.全荷重開始時に右足関節背屈は
-5°と可動域の改善を認めた.しかし,杖歩行は歩行周期を通して
右踵部非接地であり右優位に立脚相の短縮.立脚中期から立脚終
期にかけての右股関節伸展減少.そこで自重でのROM練習を実
施するが可動域改善には至らなかった.全荷重開始+6日後に右
足関節背屈制限に対して,傾斜台と超音波の使用を開始した.傾
斜台は15°で設定,安全に配慮し壁に背を寄りかかった姿勢と
した.後方からアキレス腱の筋腱移行部に超音波を照射. 設定は,
照射時間5分,周波数3MHz,照射時間率50̃100％,照射強度1,0 
(W/cm2)で,アキレス腱の筋腱移行部にストローク法で実施.1か
月介入後,ROMは右膝関節屈曲80°,伸展-15°,右足関節背屈5°
まで改善.MMT(R/L)は,足関節背屈4/5,底屈4/5,杖歩行自立とな
った.

【考察】
本人HOPEは「歩けるようになって職場復帰したい」である.本
人HOPEを考慮し安全な移動形態の確立に向け右足関節の可動
域改善が必要であると考えた.ヒールロッカーが欠落した歩行の
要因が右足関節背屈可動域制限の影響と考え,重点的にアプロー
チした.右足関節背屈可動域の制限因子として下腿三頭筋・長母
趾屈筋・アキレス腱の柔軟性低下といったものが考えられた.ア
プローチの方法として,超音波の温熱効果は軟部組織の伸張性改
善があり本症例に適していると考えた.平賀らは,超音波療法・
スタティックストレッチそれぞれ単独での介入に比べ,実施のタ
イミングに関わらず併用した方が背屈可動域の拡大がみられた
と述べており,傾斜台に乗りながらの超音波照射が右足関節背屈
可動域改善に繋がると考えた.プログラムを実施することで,右
足関節背屈可動域は5°まで拡大.可動域の改善に加え,前脛骨筋
の筋力が向上し遠心性収縮を獲得したことで初期接地の踵接地
が可能になった.そして,荷重応答期から右立脚中期の足底全面
接地を認めるようになり,右立脚終期が出現した.さらに,下腿三
頭筋の筋力向上,遠心性収縮から求心性収縮に変換されることで
蹴り出しが可能になったと考えた.ロッカー機構の機能が改善し
,前方への重心移動が行えるようになったことで右立脚期の延長
を認め,杖歩行の安定性向上に至ったと考える.
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に基づき,本症例保護に十分留意
し,発表趣旨と目的の同意を得た.
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運動療法と運動指導により運動耐容能が改善し
た上葉優位型肺線維症の1例
○宮川 直之 1)，山田 莞爾 1)，岩田 健太郎 1)，
立川 良 2)，富井 啓介 2)，幸原 伸夫 3)

1) 神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション
技術部
2) 神戸市立医療センター中央市民病院 呼吸器内科
3) 神戸市立医療センター中央市民病院 リハビリテーション
科

【目的】
上葉優位型肺線維症 (PPFE) は間質性肺疾患の中でも有効な治
療が報告されておらず、呼吸リハビリテーション (リハ) が支持
療法の中心となる。PPFEに対する10週間の呼吸リハは運動耐
容能を改善したと報告されているが、短期的な効果に対する報
告は少なく議論の余地がある。本報告では、短期の呼吸リハに
よって運動耐容能が改善したPPFEの1例を報告する。
【症例紹介】
患者は70代男性、病前ADLは自立していた。入院1ヶ月前より
労作時呼吸困難 (DOE) と認め、精査および呼吸リハ目的に入院
となった。既往歴にうつ病があり、また16ヶ月前に肺癌に対す
る左下葉切除術を施行している。入院日から10日目までリハを
行い、14日目にリハ継続目的に転院した。1日目のCT検査では
両側肺に気胸と縦隔気腫を認め、8日目の肺機能検査では、
%VC: 38.7 %、FEV₁%: 94.6 %、%FEV₁: 38.5 %、%DLCO: 
112.9 %であった。初期評価 (入院1 ̃ 2日目) では、BMI: 13.9 
kg/m2、安静時は室内気でSpO2： 94%、RR: 21回、視診で吸
気時に呼吸補助筋群の筋緊張亢進を認めた。膝伸展筋力 (右/左
): 50.52/52.11 kgf/kg、SPPB: 10点、6MWT： 355 m  (室内気、
minSpO2: 94 %、maxHR: 114回、mBS： 呼吸4/下肢5、RR： 
27回)、FIM： 108点、骨格筋指数： 6.50であり、DOEと運動
耐容能低下を認めた。
【経過】
PTでは、運動耐容能改善を目標に①有酸素運動 (自転車エルゴ
メーターおよび歩行) 、②低負荷高回数の下肢レジスタンスト
レーニング  (RT) 、③呼吸補助筋群のコンディショニング、④
自主トレーニングの指導を行った。①および②の運動処方は、
頻度は週５回、強度はｍBSで呼吸および下肢共に3 ～ 5の範囲、
有酸素運動は10分1 set、下肢RTは低負荷高回数とそれぞれ設
定した。③ではストレッチングを中心としたリラクセーション
による筋疲労の軽減を図った。さらに、④では動作時の姿勢や
呼吸法を指導し、リハ以外での自主トレーニングを指導した上
で実施状況を聴取した。さらに、OTと情報を共有しつつADL動
作の姿勢および呼吸評価と指導を行った。最終評価  (入院10日
目) は、膝伸展筋力  (右/左)： 38.64/41.89 kgf/kg、SPPB: 11
点、6MWT： 410 m  (室内気、minSpO2： 94 %、maxHR： 
98回、mBS： 呼吸4/下肢3 、RR: 36回) 、FIM: 120点であり、
歩行速度、6MWTの距離と下肢疲労が改善した。また、リハ介
入日外でも各種自主トレーニングの実施を確認できた。さらに、
転院前に運動療法と呼吸指導のパンフレットを作成し、自宅退
院後の運動継続とその記録を指導した。
【考察】
今回、DOEに伴う運動耐容能低下を認めたPPFE患者に対して、
約10日間の短期的な呼吸リハを行った。その結果、6MWTに
よる運動耐容能の大幅な改善が認められた。本症例より、
PPFEに対する呼吸リハは、短期間の介入でも運動耐容能改善
に寄与する可能性があると示唆される。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、本人に症例報告の趣旨
について説明し同意を得た。
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臥床傾向の糖尿病患者に対し行動変容ステージ
に着目し糖尿病悪化予防目的に介入した一症例
○小林 綾香

医療法人協和会　協和マリナホスピタル リハビリテーショ
ン科

【目的】今回,糖尿病下腿壊疽による下腿切断術を呈した症例を
担当した. 糖尿病悪化予防と車椅子自立の獲得を目標に行動変
容ステージに着目した介入を行い活動意欲の向上や生活習慣が
改善できた為,報告する.

【症例紹介】70歳代,女性,診断名:左足壊疽,左下腿切断術後.現
病歴:X月Y日に発熱し,歩行困難となりA病院にて左第1・2趾か
ら足底壊死と診断.Y＋44日に左下腿切断術施行.Y＋112日にB
病院へ入院.病前生活:ADL,IADL自立.

【経過】(介入１～4週目：行動変容ステージ無関心期)
病棟生活では声掛けにより起床し,朝食は週4日未摂取であった.
リハビリ以外の時間は臥床傾向で,離床を図るために車椅子での
食事摂取を促し離床時間の拡大を図った.さらに座位耐久性向上
と離床時間増加を目的に食後1時間座位時間を確保した.しかし,
不眠が続き朝食時は離床困難であった.
(介入5週目：行動変容ステージ関心期)
習慣的な離床機会の定着と離床時間増加の為,平日にレクリエー
ションへの参加を促したが,離床を躊躇う発言が聞かれた.離床
機会は増加したが,「寝付けなくてしんどい」と訴えられ,午前
中のリハビリを拒否された.
(介入7週目：行動変容ステージ準備期)
居室にタイムスケジュールを提示し,午前中はレクリエーション
以外を休息時間とし,リハビリは午後に介入した.タイムスケジ
ュールを毎日確認され,「夜に眠れるように」と日中のほとんど
の時間を車椅子上で過ごされるようになった.加えて,毎朝アラ
ームを設定し自身で起床しようとする行動がみられ,週6日の朝
食摂取が可能となった.

【考察】本症例は,約30年前に糖尿病と診断され,発症前から昼
前に起床し朝食を摂取せず深夜に就寝する生活を送っていた.佐
藤らは「糖尿病は,原因となる生活習慣を改善することで予防,
進行を遅らせることができる.」と述べている.また柴らは,「行
動変容ステージに基づいて対象者を分類することは,介入のター
ゲットを絞るのに有用であり,ステージアップを促すプログラム
の適用,生活の定着を図ることが必要である.」と述べている.そ
こで本症例も行動変容ステージごとの働きかけに基づき介入し
た.無関心期には,行動変容の必要性や,目的・利点を説明し,目標
共有を行い,離床を声掛けで促した.関心期では,離床意欲に対し
ての阻害因子について話し合い,睡眠不足が原因で離床困難とい
う結果になった.準備期は,具体的で達成可能な行動計画を立て
ることが良いとされている.そこで,タイムスケジュールを提案
し自分のするべきことを視覚提示する事で自ら朝の決まった時
間に起床し朝食を摂取する事ができた.行動変容ステージに着目
し食事摂取や離床についての利点や目標を意識できたことで,気
づきや動機付けが行なえ,活動意欲の向上や生活習慣を改善する
事ができた．
【倫理的配慮】対象には本報告の趣旨を口頭・書面にて十分に
説明し同意を得た.
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大腿骨転子部骨折患者に対し術前から電気刺激
療法を実施した一症例
○水落 亮平

顕修会すずらん病院 リハビリテーション科

【はじめに、目的】
今回、大腿骨転子部骨折を呈する症例を担当した。先行研究よ
り電気刺激療法 (以下、EMS)を用いることで、筋力強化、疼痛
の緩和、関節可動域の拡大の有効性が示されていた。そのため、
術前から大腿四頭筋にEMSを実施した症例をここに報告する。
【方法】
通常の理学療法に加え、術前から退院前日まで、低周波治療器
 (ミナト医科学株式会社製、ソリウス)を用い、EMSの設定は先
行研究を参考にし、大腿直筋、外側広筋に対して20分間EMS 
(on/off:10/10)を実施した。電極貼付位置は大腿直筋、外側広
筋のモーターポイントとした。肢位は背臥位、膝関節軽度屈曲
位とし、刺激強度は患者が耐え得る、十分な筋収縮が得られる
最大強度とした。
【結果】
初期評価では関節可動域テスト (以下、ROM-T)左膝関節屈曲
100°、徒手筋力検査 (以下、MMT)左膝関節伸展4、疼痛評価
はNumerical Rating Scale (以下、NRS)を用い、歩行時4/10で
あった。最終評価ではROM-T左膝関節屈曲120°、MMT左膝関
節伸展4、歩行時NRS1/10という結果となった。動作獲得はX
年Y月Z+4日歩行器歩行、Z+21日独歩自立となり、Z+26日自宅
退院となった。エコー造影ではコニカミノルタ株式会社製
SONIMAGE MX1を使用し、Z+7日は筋浮腫が認められていたが、
Z+25日には筋浮腫はほとんど認められなかった。
【考察】
術後急性期の筋力低下では、Kittelsonは手術による筋や関節の
侵襲、腫脹による二次的な神経系の抑制反応が影響すると述べ
ており、黒澤らは、外科処置後の治癒過程におけるコラーゲン
線維の癒着も可動性を制限し、痛みを生じる。痛みを伴う場合、
収縮筋は損傷のある部位を機能的に動かないようにして保護す
る役目を担っていると述べている。また斎藤らは、筋タンパク
分解は術後48時間以内に生じ、筋タンパク分解の抑制には運動
療法が推奨されると述べている。以上から十分な筋発揮が困難
な手術前後からEMSを開始することで、骨格筋の機能を維持も
しくは、機能低下を抑制するため筋収縮を促し、循環障害、筋
タンパク分解の抑制、コラーゲン線維の癒着を改善し柔軟性の
低下を抑制することで疼痛軽減、筋出力の増加、関節可動域の
拡大という結果となったと考えた。
エコー画像での筋浮腫に関してX年Y月Z+25日のMRIにおいて
筋浮腫はほとんど認められず、皮下浮腫が僅かに残存すること
を主治医と共に確認した。以上のことより術前からのEMS実施
が筋収縮を促し、筋出力を早期から発揮することで循環障害を
改善し筋浮腫がほとんど認められないという結果になったと考
えた。
【結論】
今回、術前からEMSを実施し、疼痛の緩和、関節可動域拡大、
筋萎縮の予防に有効である可能性が示唆された。本症例は退院
後にご家族の介護をしなくてはならず、早期の退院を望まれて
いた。EMSを実施したことにより早期より歩行獲得が可能にな
り、自宅退院に繋げられたと考えた。
【倫理的配慮】ヘルシンキ宣言に則り、研究の目的、方法、協
力者が不利益を受けないこと、データ管理、公表目的を本人に
説明し同意を得た。
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